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平 成 2 7 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成27年10月21日（水曜日）

午前10時１分開会

第１委員会室

出席委員

委員長 上 原 章君

副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 座喜味 一 幸君 新 垣 哲 司君

委 員 仲 村 未 央さん 崎 山 嗣 幸君

委 員 玉 城 満君 瑞慶覧 功君

委 員 玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君

委 員 具志堅 徹君 喜 納 昌 春君

説明のため出席した者の職、氏名

商 工 労 働 部 長 下 地 明 和君

産 業 政 策 課 長 伊 集 直 哉君

国 際 物 流 商 業 課 長 慶 田 喜美男君

ものづくり振興課長 座 安 治君

中 小 企 業 支 援 課 長 松 永 享君

企 業 立 地 推 進 課 長 金 城 清 光君

情 報 産 業 振 興 課 長 仲榮眞 均君

雇 用 政 策 課 長 喜友名 朝 弘君

労 働 政 策 課 長 屋 宜 宣 秀君

文化観光スポーツ部長 前 田 光 幸君

文化スポーツ統括監 大 城 壮 彦君

観 光 政 策 課 長 渡久地 一 浩君

観 光 振 興 課 長 茂 太 強君

文 化 振 興 課 長 前 原 正 人君

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 瑞慶覧 康 博君

本日の委員会に付した事件

１ 平成 27 年 平成26年度沖縄県一般会計決算

第７回議会 の認定について（商工労働部及

認定第１号 び文化観光スポーツ部所管分）

２ 平成 27 年 平成26年度沖縄県小規模企業者

第７回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

３ 平成 27 年 平成26年度沖縄県中小企業振興

第７回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

４ 平成 27 年 平成26年度沖縄県中城湾港（新

第７回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

５ 平成 27 年 平成26年度沖縄県国際物流拠点

第７回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

６ 平成 27 年 平成26年度沖縄県産業振興基金

第７回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

７ 決算調査報告書記載内容等について

3ii4

○上原章委員長 ただいまから、経済労働委員会を

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成27年第

７回議会認定第１号、同認定第３号、同認定第４号、

同認定第12号、同認定第14号及び同認定第15号まで

の決算６件の調査、決算調査報告書記載内容等につ

いてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係決

算の概要の説明を求めます。

下地明和商工労働部長。

○下地明和商工労働部長 商工労働部所管の平成26

年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の概要に

ついて、御説明いたします。

まず初めに、商工労働部で用意いたしました配付

資料の御確認をお願いします。

資料１といたしまして平成26年度歳入歳出決算説

明資料、資料２といたしまして決算資料説明要旨、

この２点が商工労働部で用意いたしました資料とな

ります。

歳入歳出決算の概要の説明に当たりまして、資料

１、平成26年度歳入歳出決算説明資料に基づき進め

させていただきます。

資料１の１ページをお開きください。

こちらは一般会計及び特別会計の歳入決算状況の

総括表となっております。

２ページをお開きください。

こちらは同じく歳出決算状況の総括表となってお
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ります。

それでは、それぞれの詳細について３ページから

御説明をいたします。

３ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明いた

します。

一般会計歳入決算は、予算現額合計が397億5035万

4920円、調定額が281億9308万4662円、収入済額が281

億4637万6548円、不納欠損額が1292万円、収入未済

額が3378万8114円で、調定額に対する収入済額の割

合は99.8％となっております。（目）ごとの明細につ

いての説明は割愛させていただきます。

５ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

一般会計歳出決算は、予算現額合計が472億4793万

4650円、支出済額が374億1519万7535円、翌年度繰越

額が81億1005万2160円、不用額が17億2268万4955円

で、執行率は79.2％となっております。翌年度繰越

額の主なものは、次年度繰越事業の前提で平成26年

度２月議会において補正予算措置された地域住民生

活等緊急支援交付金事業、11億1679万円、航空機整

備基地整備事業において、造成工事設計変更及び関

係機関との調整に不測の日数を要したことに伴う45

億9672万円、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整

備事業において、仕様変更に関する検討等に時間を

要したことに伴う21億1985万円となっております。

それぞれ年度内の執行が困難となったことから、十

分な事業実施期間を確保するため繰り越したもので

あります。

次に、不用額の主なものについて、（項）別に御説

明いたします。

（項）労政費の不用額５億1482万7613円は、緊急

雇用創出事業臨時特例基金活用事業の実績減に伴う

委託料、補助金の減等によるものであります。

（項）職業訓練費の不用額２億1124万4300円は、

緊急委託訓練事業の実績減に伴う委託料の減等によ

るものであります。

（項）商業費の不用額２億7700万5587円は、国際

物流拠点施設整備事業における工事請負費の執行残

等によるものであります。

（項）工鉱業費の不用額７億1960万7455円は、ク

ラウド拠点形成等促進事業における実績額の減によ

る執行残、新産業研究開発支援事業における研究開

発補助の執行残等によるものであります。

以上で、一般会計歳入歳出決算の概要について説

明を終わります。

次に、特別会計の歳入歳出決算の概要について御

説明いたします。

７ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計について、

御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が８億8728

万3000円、調定額が83億9640万2270円、収入済額が19

億2674万3453円、不納欠損額が25億4597万2000円、

収入未済額が39億2368万6817円で、調定額に対する

収入済額の割合は22.9％となっております。収入未

済額は、貸付先企業、組合等の業績不振や倒産など

により、設備近代化資金及び高度化資金の貸付金返

済が遅延していることによるものであります。

８ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額が８億8728万

3000円、支出済額が８億3423万8832円、不用額が5304

万4168円で、執行率は94.0％となっております。不

用額は、主に中小企業高度化資金の貸付先からの元

利償還金の延滞に伴う公債費の減によるものであり

ます。これは、資金貸付先から県に対する償還額を、

当該公債費として独立行政法人中小企業基盤整備機

構宛てに償還するものとなっており、貸付先からの

償還金延滞に伴い、県から同機構への償還分が減少

していることによるものであります。

９ページをお開きください。

中小企業振興資金特別会計について、御説明いた

します。

歳入決算につきましては、予算現額合計が５億16

万3000円、調定額、収入済額が８億6444万3210円と

なっております。

10ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が５億16

万3000円、支出済額が３億2738万760円、不用額が１

億7278万2240円で、執行率は65.5％となっておりま

す。不用額は、機械類貸与資金貸付金の執行残によ

るものであります。

11ページをお開きください。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計について、御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が31億9882

万1000円、調定額、収入済額が29億694万2147円となっ

ております。

13ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が31億9882

万1000円、支出済額が28億9812万9705円、不用額が

３億69万1295円で、執行率は90.6％となっておりま

す。不用額は、主に予定していた土地分譲が進まな
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かったことにより、県債の繰り上げ償還ができなかっ

たことによるものであります。

14ページをお開きください。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

いて、御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額が２億7633万

3000円、調定額が３億2477万417円、収入済額が２億

6863万2937円、収入未済額が5613万7480円で、調定

額に対する収入済額の割合は82.7％となっておりま

す。収入未済額は、主に経営破綻した企業の光熱水

費等の滞納によるものであります。

次に、15ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億7633

万3000円、支出済額が２億6725万3872円、不用額が907

万9128円で、執行率は96.7％となっております。不

用額は、主に企業の施設入居撤退による光熱水費の

減等によるものであります。

16ページをお開きください。

産業振興基金特別会計について、御説明いたしま

す。

歳入決算につきましては、予算現額合計が３億5846

万7000円、調定額、収入済額が３億4709万9400円で

あります。

17ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が３億5846

万7000円、支出済額が２億9963万4851円、不用額が

5883万2149円で、執行率は83.6％となっております。

不用額は、主に万国津梁産業人材育成事業において、

補助事業の事業実績減等による執行残であります。

以上で、商工労働部所管の平成26年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について、説明を

終わります。

よろしく御審査のほど、お願い申し上げます。

○上原章委員長 商工労働部長の説明は終わりまし

た。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係決算の概要の説明を求めます。

前田光幸文化観光スポーツ部長。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 文化観光スポー

ツ部所管の平成26年度一般会計歳入歳出決算の概要

について、お手元にお配りしております平成26年度

歳入歳出決算説明資料に基づき御説明申し上げます。

１ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明いた

します。

一般会計歳入決算は、予算現額の合計（Ａ）の欄102

億2285万5000円に対し、調定額（Ｂ）の欄83億2726

万4104円、収入済額（Ｃ）の欄83億2430万8904円、

不納欠損額（Ｄ）の欄30万円、収入未済額（Ｅ）の

欄265万5200円で、調定額に対する収入済額の割合は、

端数を四捨五入しますと約100％となっております。

収入未済額は、（款）使用料及び手数料で265万5200

円であり、その内訳は、（目）教育使用料214万3200

円、芸術大学授業料及び（目）教育手数料51万2000

円、芸術大学入学料であります。

２ページをお開きください。

不納欠損額は、（款）諸収入30万円であり、その内

容は、芸術大学教員公舎の賃貸契約に係る敷金債権

の消滅時効が成立したことによるものであります。

（目）ごとの明細についての説明は割愛させてい

ただきます。

３ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

一般会計歳出決算は、予算現額の合計（Ａ）の欄156

億2973万9000円に対し、支出済額（Ｂ）の欄135億1654

万173円、執行率86.5％、翌年度繰越額（Ｃ）の欄16

億5593万5000円、不用額４億5726万3827円となって

おります。翌年度繰越額は、（款）商工費で15億3752

万3000円となっており、その理由は、沖縄空手会館

建設事業の用地取得において、地権者間での相続確

認等に不測の日数を要したことに伴い、所有権移転

及び工事着工におくれが生じたことによるもの、ま

た、国の緊急経済対策により創設された地域住民生

活等緊急支援のための交付金を活用した事業費の２

月補正予算計上に伴うものであります。（款）教育費

の繰越額は１億1841万2000円であり、その理由は、

沖縄県体協スポーツ会館の整備支援事業において、

不発弾処理や台風の影響に伴う工事進捗のおくれが

生じたことによるものであります。

次に、不用額の主なものについて、（項）別に御説

明いたします。

（項）工鉱業費の不用額1027万7233円は、沖縄文

化等コンテンツ産業創出支援事業において、コンテ

ンツ制作に係る審査会の実績減による委員謝金の減

や、委託先の嘱託員数の減に伴う報酬及び旅費の減

等によるものであります。

（項）観光費の不用額３億4116万1023円は、沖縄

空手会館建設事業において、用地取得費及び物件補

償費が当初見積もりを下回ったことによるもの、沖

縄観光国際化ビックバン事業において、当初予定し

ていた航空会社商談会へのトップセールス中止によ

る旅費の執行残等によるもの、アーツマネージャー

育成事業で実施する研修の計画変更に伴う執行残に
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よるもの等であります。

（項）教育総務費の不用額672万5798円は、職員手

当の実績減等によるものであります。

（項）社会教育費の不用額3442万468円は、博物館

・美術館の企画展へ充当する芸術文化振興基金助成

金の減に伴う執行保留等によるものであります。

（項）保健体育費の不用額2340万840円は、体育施

設整備事業費における入札残等によるものでありま

す。

（項）大学費の不用額4127万8465円は、県立芸術

大学における教職員の給与、手当の実績減及び非常

勤講師の授業時間数変更による報酬の減や、教職員

公舎借上賃借料の変動による使用料の減等によるも

のであります。

以上で、文化観光スポーツ部所管の一般会計の歳

入歳出決算の概要について、説明を終わります。

よろしく御審査のほど、お願い申し上げます。

○上原章委員長 文化観光スポーツ部長の説明は終

わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて、譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意お願いしま

す。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 まず、文化観光スポーツ部の観光

費の項目から聞かせてもらいたいと思いますが、南

大東村でサトウキビ運搬をしていたシュガートレイ

ンという鉄道が1983年まで走っていたらしいですが、

これを沖縄振興一括交付金―一括交付金を使って、

観光列車として復活させようという計画があるとい

うことで現地を見に行ったのですが、線路も含めて

復活する状況を見てきましたが、この計画の2015年

の完成という目標が変更されたと聞いたのですが、

県の観光として南大東村がシュガートレインを走ら

そうということに対する支援というのか、対応とい

うのか、どうしているのかをまず聞こうと思ってい

ます。

○茂太強観光振興課長 委員のおっしゃるとおり、

シュガートレイン夢復活実現事業ということで、平

成25年度に開始した事業であります。ただ、平成26

年度に事業計画の見直しということで、当初しっか

りした蒸気機関車を走らそうという計画であったと

伺っておりますが、法的制約、あるいは用地の確保

の困難性、予算不足等で計画見直しを余儀なくされ

ていると伺っております。県としてのこの事業への

支援については、例えば離島観光については、我々

文化観光スポーツ部として支援しているところでご

ざいまして、まさしくこの歴史や文化、こういった

資源を活用した今回の南大東村のシュガートレイン

は、そういった意味ではユニークな取り組みである

と考えておりますので、シュガートレインの復活事

業が完成した年には、我々としても離島観光の活性

化促進事業、そういったメニューで例えばプロモー

ション、周知広報に係る事業がございますので、そ

ういったところを活用しながら支援していきたいと

考えております。

○崎山嗣幸委員 これは計画の変更・見直しに入っ

ているということでありますが、ユニークな発想で

あると思います。この線路とかも見たのですが、だ

から用地買収とかに結構経費がかかるのかなという

感じもしました。そういった意味で、離島観光の活

性化について私も異論はないですが、南大東村にお

ける観光客の誘致に対して、どれくらい南大東村に

観光客が行っているのか。あるいはシュガートレイ

ンを走らせることによって、どれくらいの観光客の

誘致を見込んでいるのか。それと航空とフェリーの

関係とかをどうするのかを含めて、県の計画もある

のですか。

○茂太強観光振興課長 計画の概要等はいただいて

おりますけれども、その中にどれぐらいの観光客が

見込めるかという目標等は多分あると思うのですけ

れども、手元に資料がございません。

○崎山嗣幸委員 どちらにしても、現地には期待し

ている人たちがいるし、また、イメージがわからな
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いところもあるから、やはり村の計画と県が一体的

にならないと、離島観光の活性化に向かっているこ

とはいいけれども、実際、実現性も含めて厳しさも

あると思うので、ぜひ県は村だけでさせるのではな

くて、支援するならするで、そういった方向は発信

したほうがいいと思いますが、文化観光スポーツ部

長、その辺はいかがですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 委員からござい

ますように、離島観光の重要性というのは十分認識

しておりまして、これまでの取り組みでも、例えば

離島というのは情報発信するにしても、個々の市町

村レベルでは取り組みのレベルを上げていくのがな

かなか難しい部分がありますので、県のほうで離島

活性化事業などを通して広告プロモーション等の支

援もしていますし、それからことしですと、例えば

日本最大のいわゆる旅行博が９月に東京ビックサイ

トであったのですが、そういったところで沖縄県の

離島観光のコンテンツを一堂に集めまして、そこで

離島博という形で情報発信をしています。南大東村

のそういった事業の進捗に合わせながら、しっかり

それが運用開始される段階では、観光客がその情報

をとれるように取り組んでいきたいと思っています。

○崎山嗣幸委員 次に行きますが、商工労働部の労

働費と商工費にまたがる関係がありますから、県の

雇用の現状について伺いたいと思います。平成23年

以降の完全失業率の推移を平成26年までと、有効求

人倍率の推移と就業者数の推移、好転しているとい

う状況を言っているようですが、この数字を示して

もらえますか。

○下地明和商工労働部長 まず初めに、平成27年８

月の完全失業率5.0％ということで、前年同月と比べ

ると1.6ポイント低下している状況でございます。そ

れから、就業者数にしましても66万2000人と、前年

同月の63万5000人と比べると２万7000人増加してお

ります。それから有効求人倍率も0.86ということで、

本土復帰以降の最高値を更新しているところです。

推移につきましては、沖縄県の平成23年の失業率は

7.1％、平成24年は6.8％、平成25年は5.7％、平成26

年は5.4％となっております。それから就業者数につ

いては、平成23年は61万9000人、平成24年は62万7000

人、平成25年は64万2000人、平成26年は64万5000人

と確実に増加の傾向にございます。

有効求人倍率は平成23年は0.29、平成24年は0.40、

平成25年は0.53、平成26年は0.69となっています。

○崎山嗣幸委員 今、推移を聞かせてもらいました

が、失業率、有効求人倍率は改善傾向ということで

言っておりますが、先ほど言った数値と全国平均を

比較をしたら、まだ到達というのか水準に来ていな

いと思いますが、今言われているもので、失業率と

有効求人倍率の比較、平成26年で構いませんのでど

うなっていますか。

○下地明和商工労働部長 失業率で言いますと、平

成26年の沖縄県が5.4％に対しまして全国は3.6％と、

1.8ポイントの差がございます。それから有効求人倍

率につきましては、本県が0.69に対して、全国は1.09

という状況にございます。

○崎山嗣幸委員 きょうの新聞で、アメリカンホー

ム医療・損害保険株式会社の新規の販売終了、正規

職員を採用した米大手保険グループが閉めるという

ことで、600人余りに影響するのではないかと。今年

度の状況でありますが、今、平成26年の話の中で、

今言われているように改善傾向ではあるけれども、

全国平均にまだまだ到達していないということがあ

りますが、雇用の拡大では皆さんの中で、この間、

情報通信関連産業は力を入れてきていると思います

が、ＩＴ産業の中でどの程度の雇用をつくってきた

のか説明してもらえますか。

○仲榮眞均情報産業振興課長 まず、平成27年１月

１日現在の立地企業数が346社で、雇用者数は２万

5912名でございます。

○崎山嗣幸委員 ＩＴ産業については、雇用への影

響とか産業の創出―完全失業率の改善や雇用の拡大

に大きく貢献したと皆さんは見ているのでしょうか。

判断としていかがですか。

○仲榮眞均情報産業振興課長 平成２年以降、マル

チメディアアイランド構想を掲げてＩＴ産業を誘致

しようという中で、そこから始まって約２万6000人

が来ていますので、観光に並ぶリーディング産業と

して雇用に貢献していると考えております。

○崎山嗣幸委員 私も一定の雇用の拡大を評価しよ

うと思います。雇用の量の拡大に貢献していると思

います。そこの雇用で非正規雇用とかが全国に比べ

て沖縄県は高いのではないかと言われていて、その

課題が特に大きいと思います。平成26年度で構いま

せんが、ＩＴ産業だけではなく全国と比べて沖縄県

の非正規雇用の割合はどうなっていますか。。

○下地明和商工労働部長 現状としまして、総務省

の労働力調査によりますと、平成26年の沖縄県の産

業別の非正規雇用の割合は、大分類で高い順に申し

上げますと宿泊・飲食サービス業で72.1％、農業・

林業で60％、生活関連サービス業・娯楽業で57.9％、

サービス業で他に分類されないというところで51％、

卸売・小売業で50％という状況にございます。

○崎山嗣幸委員 全国と比較してどうですか。総数
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で構いませんよ。産業別ではなくて、トータルで。

○喜友名朝弘雇用政策課長 平成24年の就業構造基

本調査によりますと、沖縄県の割合が、非正規が44.5

％でございます。全国は非正規が38.2％でございま

す。

○崎山嗣幸委員 今言われているように、沖縄県の

非正規雇用44.5％、全国38.2％ということでありま

すが、非正規と正規職員が同じ割合に近づくぐらい

深刻だと思います。この中身ですが、多分に女性は

６割くらいあったり、若年層が半分くらいあるので

はないかと言われて、この非正規の実態が低賃金だ

とか待遇の悪さというのがあると思いますが、そこ

を含めて、多分、今言われた44.5％という数字のほ

とんどが非正規、パートになってしまうような構造

になっているという意味では、質の改善がとても重

要だと思います。そうなると皆さんはこの非正規か

ら正規職員への転換をどう図っていこうかという一

つの考え方というのか、どういう方法で非正規から

正規職員に移行していくかについて、どのような考

えをお持ちですか。

○下地明和商工労働部長 非正規職員の正規化とい

う動きをどのように図っていくかというところでご

ざいますけれども、県としましては、雇用の環境改

善をしていくということで、これまで経済団体等に

対して、働き方の改革実現に向けた取り組みですと

か、あるいは労働局や経営者協会、あるいは連合沖

縄等とも連携して、沖縄県の雇用労働環境の改善に

向けた共同宣言を行うだとか、あるいは非正規労働

者の正社員転換等に係る要請等、こういう活動を通

して正規化への要請を行うことと同時に、事業とい

たしまして、正規雇用化促進モデル事業として、職

員の正規化がいかに生産性の向上だとか、あるいは

そういうものに利するかを、経営者の皆さんにも理

解を高めていただくということで、実際に企業に入

り込んで、正規化に対してどういったメリットがあ

るかを中小企業診断士だとか、あるいは社会保険労

務士だとかそういった職員、人材を派遣して、そう

いった方からのアドバイス等を含めて正規雇用化に

努めているところであります。それから、正規雇用

化に持っていくためにはどうしても社員のスキル

アップも必要ですので、そのための研修、そういっ

たものに対する支援ということで、正規雇用化企業

応援事業を通して、今、正規雇用化への促進を図っ

ているところでございます。

○崎山嗣幸委員 今、企業、経済団体への要請とか、

人材育成だとかという正規雇用化の取り組みを聞か

せてもらいましたが、先ほど数値を言われたように、

44.5％という極めて非正規が圧倒的に多くなってい

る現状の中で、今言われている取り組んできたこと

については、この数値には反映されていないと思う

のです。皆さんが言っているこの取り組みが功を奏

していないのではないかと思うのですが、これはこ

のままこの方針で行って、本当に解消していくのか

どうかお聞きしたいです。それはいかがですか。

○下地明和商工労働部長 今申し上げた事業あるい

は要請等において、急速な改善が見られるかどうか

という御質疑だと思いますが、確かにこの事業だけ

で急速な改善が見られるとは思っておりませんが、

先ほど、有効求人倍率が上がってきていること、失

業率が低下していること等を踏まえますと、企業側

がやはり正社員化してしっかりと人材を育てないと、

今後、雇用もままならないという意識に変化してき

ておりますので、こういった事業あるいはそういう

気運をつくっていくことによって、正規化は加速さ

れるのではないかと考えております。

○崎山嗣幸委員 先ほどから私が聞いているように、

雇用の量の拡大は改善傾向であるということでさっ

き数値は聞きましたが、非正規が膨れてやがて50％

になるのではないかと。今、量が拡大すれば非正規

も正規に転換していくのではないかと言っています

が、皆さんの今までの施策がうまくいっていないの

ではないかと私は聞いているわけ。今までの施策の

見直しが必要なのか、今、商工労働部長がおっしゃ

られたその方針どおり踏襲していくのか、やはり一

定程度効果があるのかないのか私はわからないので、

効果が出ていないのでないかと。今言っているコー

ルセンターも含めて、量の拡大があったというのは

認めながらも、質的に転換されてないのではないか

と。商工労働部長が言います施策、幾つか３点ばか

り言ってましたが、この３点で果たして企業がそう

いった正規職員への転換に向かっていくのかという

予測が私はつかないものだから、こういう施策でい

いのですかと聞いているのです。

○下地明和商工労働部長 先ほど説明しました正規

雇用化企業応援事業だとか、あるいは正規雇用化促

進モデル事業に加えまして、県としましては、人材

育成企業認証制度、あるいはワークライフバランス

企業認証制度など行っておりまして、それによって、

具体的事例としてですが、ここ一、二年でオリック

スビジネスサービスセンターが８月時点の数値しか

持っていませんが468名、それから、けさ新聞に載っ

ておりましたけれども、アメリカンホーム医療・損

害保険沖縄事務所が650名、りゅうせき商事が約50名、

グランドシステムグループで214名とか、こういう動
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きでトータル1300名から1400名くらいになりますが、

そういう動きが実際に出てきているところからする

と、もう少し今の施策を推進することによって状況

を見たいというのが県の考え方です。

○崎山嗣幸委員 この非正規雇用が多い業種とか、

あるいは正規職員率の高い業種についての数値は把

握はされているのですか。３位くらいまでのデータ

を、それぞれ業種ごとにわかりますか。

○喜友名朝弘雇用政策課長 非正規率が低いという

資料がございますので、それでお答えしたいと思い

ます。建設業関係が非正規率が低くなっております。

それと運輸関係でございます。それと教育・学習支

援、そういったところも低い状況です。医療・福祉

も低いというものでございます。逆に宿泊・飲食サー

ビスが非正規の割合が高い。卸売・小売業も高くなっ

ております。製造業も若干高いというところでござ

います。

○崎山嗣幸委員 今、言われている非正規率が高い

宿泊・飲食サービス、小売といったところの正規職

員率を高めていくという方向性を打ち出さないと…

…。正規職員率が高いところはどうなのか。本当は

官公庁の非正規の割合がどうなっているのかも聞き

たいけれども時間がない。所管が違うのであれば違

うでいいので、比較をして、全体的にどうなってい

るのか。ほとんど非正規だけだと言われている飲食

業、卸売・小売業、製造業とかについて、正規職員

率を高めていくことも必要だろうし、また正規職員

が多い建設業、運輸関係も非正規がふえてきている

という話だから、そこはやはり皆さん戦略的にどこ

をどうしていくというものがないといけないのでは

ないですか。官公庁関係も含めてやるのでしたら…

…。

○下地明和商工労働部長 官公庁関係のデータを

持っていませんので、所管部に……。今、雇用政策

課長から答弁があったような非正規雇用の多いとこ

ろを、正規雇用化へという働きかけをするために業

界ごとに精力的に訪問し、説明しているところでご

ざいまして、昨年度の実態調査の中でかなりの部分

が見えてきたということで、それをもとに、それぞ

れの部署も一緒になって各業界団体を訪問し、正規

化への働きかけをしているというところです。今、

特に低いと言われた宿泊・飲食業については、文化

観光スポーツ部長から……。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 宿泊や飲食サー

ビスというのは、全国的な傾向もそうですが、非正

規率が高い状況でございます。平成24年度の就業構

造基本調査では、本県において非正規率が71％。ち

なみに全国が73.3％です。その要因として考えられ

ますのが、飲食サービスは特にそうですが、いわゆ

る一般客、観光客でない一般客も利用する居酒屋、

ファーストフード店、こういったところは主にパー

ト、アルバイトの雇用で運営されているというのも

留意する必要があると考えております。一方で、な

ぜこういった形になるのか。宿泊業も含めてという

ことですが、我々の捉え方としては、観光において

はハイシーズンとボトム期、そこの部分が一つポイ

ントでないかということで施策を打っています。例

えば平成27年、ことしの８月ピークと１月のボトム

を比較しますと、８月では観光客が79万8000人、１

月が53万人ということで、26万8000人もの差があり

ます。一方で、昨年度から実施している調査ですが

観光産業実態調査をやっておりまして、正規職員の

入職率と離職率、おおむね各月ごとに近い数字になっ

ています。ということは、正規職員についてはほぼ

一定で年間を通して安定した雇用人数がいると。そ

れがハイシーズンには非正規でもって充てていると

いうのがありますので、我々としては、底上げをま

ずやることが産業における正規率の向上に向かって

くるところかと考えています。それから、若干、商

工労働部長の答弁とも重なりますが、観光の分野に

おいても当然、雇用の質の改善を通して、いわゆる

離職率の改善とかそういったことによって、職員の

個々の能力、ノウハウの向上、それが経営に資する

というのもございますし、そういった意味での観光

人材の研修事業、それから、そういったことについ

てしっかり経営者の方々にも御理解というか、認識

していただくための研修事業等々を実施していると

ころでございます。

○崎山嗣幸委員 いずれにしても観光客700万人、

1000万人ということでふえたとしても、そこに関連

する働く人たちの低賃金、待遇の悪さがあっても困

ると思うので、そこを含めて文化観光スポーツ部長

も商工労働部長も一緒に頑張ってもらいたいと思い

ますが、好きこのんで非正規になっているのでなく、

やむを得ずついている方々もいるので、ぜひ若者と

か女性とかがそこにいるということでありますから、

今言った施策も含めてその解消に向かって頑張って

もらいたいということで、質疑を終わります。

○上原章委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 続きみたいになってしまいますが、

この文化観光スポーツ部でとった昨年度の定点調査。

その観光業界に対してかなり具体的なというか、実

態を明らかにするような調査が行われていますので、

その目的と対象とした業種、観光関連産業というこ
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とについての中身を少し概要説明をお願いします。

○渡久地一浩観光政策課長 委員がおっしゃられた

観光産業実態調査でございますが、これは平成26年

度から実施した調査ですが、約200社の観光関連事業

者を対象に定点調査などを実施しまして、随時情報

収集できる体制をまず構築しようということと、そ

れから観光産業の現状と課題について把握すること

で、より観光産業の実情に沿った形で施策立案のた

めの基礎資料をつくろうということで実施している

ところです。対象地域が８地域、調査の回数が年に

４回、対象産業は８種類となっています。調査項目

として、雇用人材に関するもの、経営売上に関する

もの、観光動向に関するものなどから16項目につい

て調査を実施しているところでございます。

○仲村未央委員 季節ごとにとって、月例で調査結

果を評価しているという意味では、非常に具体的な

動向が浮き彫りになってきたというように見ており

ます。それで私、速報もいただいたので、これのペー

ジに沿ってその実態をお知らせいただきたいのです

が、例えば14ページの従業員割合、これから見られ

る特徴というのは、どのようなものが上がっている

のでしょうか。

○渡久地一浩観光政策課長 委員もごらんになって

いるところを見ていただくと、おわかりのとおり７

月から９月期において非正規職員の割合が正規職員

を上回るという実態がございます。推測的なところ

も入りますけれども、夏場の書き入れどきに非正規

職員を活用するというような実態が、このあたりか

ら見てとれるかと考えております。

○仲村未央委員 もう一つ、全産業との比較の中で、

観光産業における正規社員率というのはどのように

なっていますか。

○渡久地一浩観光政策課長 先ほど商工労働部から

答弁がございましたけれども、その他の観光産業以

外のところと比較しますと、これは詳細調査のほう

でやっておりますが、宿泊業、それから飲食サービ

ス業だけではないのですけれども、やはりそれ以外

の業種と比べても若干低いという特徴を上げさせて

いただいています。

○仲村未央委員 それから、15ページの平均月額給

与、これについての特徴はいかがでしょうか。

○渡久地一浩観光政策課長 観光に従事している方

々の賃金というのが、全産業に比べると若干、２万

円から４万円くらい低いということでございます。

これは全職員についてですが、正職員についてはあ

る程度平均に近い数字が出ているということでござ

います。

○仲村未央委員 それから次のページ、売上高に関

しても調査が入っています。観光客の伸びが前年度

比９％の伸びという中で、売上高がどうだったのか。

ここはどのように推移しましたか。

○渡久地一浩観光政策課長 売上高に関しましては、

それぞれ月ごとにばらつきがございまして、一概に

は言えないところですが、委員も見てのとおり、観

光客が伸びる月に売上高も伸びるといった傾向があ

ることから、ある程度比例的な関係は持っているか

と捉えております。

○仲村未央委員 問題は、先ほどからあるように、

観光客数が伸びると売上高も伸びる。ところが一方

で、売上高が伸びたことと給与が連動しないという、

このことがこの調査の中からも浮き彫りになってい

るわけですよね。このあたりについては、どのよう

に見ていらっしゃいますか。

○渡久地一浩観光政策課長 委員のまさしくおっ

しゃったとおりで、我々もこれからこのあたりは詰

めて分析していきたいと考えております。一つポイ

ントになりますのは、売上高だけではなかなか―仕

入れの値段とかもございますので、実際の収益がど

の程度あったか見えない部分があります。ただ、正

直に申し上げまして、それぞれの観光業界から経営

の実態を出していただくというのは、なかなか難し

い面はあるかと思いますが、そことの兼ね合いで給

与にはね返っていく部分が多々あろうかと思います

ので、そのあたりを今後どう整理していけるか考え

ているところでございます。

○仲村未央委員 つまり、この調査が示したことは、

今の労働政策上の非常に基本的な課題を突きつけて

いると思っています。お客さんがふえて、観光客が

ふえます。皆さん観光客1000万人を目指しますと。

この月例でとった調査で見ると、売り上げは観光客

に比例して伸びるのですよ。ところが、それが労働

者に対する分配にかみ合わないという基本的な課題

があると。では、観光客が1000万人にふえたときに

給与は伸びるのですかという状況に、今、既に直面

しているわけです。だから、そこら辺の目標のとり

方というのは、数は明快ですよ、1000万人を目指し

ますと。1000万人を目指したときの雇用のレベル、

所得の上げ方というものに対する目標というのは、

皆さんお持ちでしょうか。

○渡久地一浩観光政策課長 委員おっしゃったとお

り非常に大事なポイントだと思いますが、実はこの

調査が、先ほど申しましたとおり平成26年度からと

いうことで、まさしく緒についたばかりということ

で、年に４回やっておりますけれども、それを年度
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を重ねていくことで、経営実態とか、あるいはそれ

がどのように給与に、実際の観光に従事している方

々の実になるような形につながるかどうか、あるい

はつなげていけるかどうか、この調査を通して継続

的にやっていきたいと考えております。

○仲村未央委員 これも昨年とられた大がかりな調

査、これは本編のほうですね。労働実態調査、これ

は商工労働部が行った調査。これからも同じような

傾向が読み取れます。これの53ページに給与、労働

時間の数値が具体的に出ています。この中の宿泊・

飲食サービス業あたりを給与水準から見て、どのよ

うに数字が出ているのか。これについての評価をい

ただきたいと思います。他産業との比較ですね。

○下地明和商工労働部長 53ページをごらんになっ

ているとおり、全体の給与総額が22万3400円に対し

て、宿泊・飲食サービス業が15万8400円ということ

で、全体で見てかなり低い水準であると見ておりま

す。

○仲村未央委員 55ページの最多サービス残業時間

の平均、これについては、業種ごとに見ると、どの

ようなワーストの状況がありますか。

○下地明和商工労働部長 この表をごらんになれば

一目瞭然ですが、一番多いのが情報通信産業、それ

から人手不足感のある建設業、さらには宿泊・飲食

サービス業というのが顕著な例かと思います。

○仲村未央委員 そうですよね。それで皆さんの、

この観光産業のものも実態に即して効果的な施策に

上げていこう、そして皆さんがとった労働実態調査

も生かしていこうと、県経済の実態とかみ合うよう

な雇用環境、労働環境、そして経済を向上させてい

こうということで、私は、昨年度非常にいい調査が

両方の側面からされたと思っています。それで今い

ただいている116ページに改善の方向性が出ていま

す。ここの改善の方向性のところを少し示していた

だきたいのですけれども。

○下地明和商工労働部長 それぞれのヒアリング調

査結果を含めての改善の方向性ということですが、

まず経営者、調査いろいろ総括しますと、非正規社

員が非常に不安定であると、そして賃金が低いと。

さらには細切れな雇用になるので、そのスキルアッ

プあるいは能力開発の機会も少なくて、なかなかス

キルアップができないという実態を改善すると。そ

れによって生産性を高めて、正規化へ持っていくこ

とによって生産性を高め、それによって当然賃金も

上昇し、そういう形で雇用を底上げしていこうと。

あるいは底上げする必要があるということを総括し

たものです。

○仲村未央委員 そこにほとんど結論が集約される

という感じはするのですが、ある著名というか、県

内の経済学者の中にも、かなり観光産業に対して厳

しい指摘をする方もいらっしゃいます。例えば観光

というのは域内ＧＤＰを超えるような、つまりこの

地域のＧＤＰより高いところから遊びに来たり、癒

やされたいと思う。その所得水準にそもそも差があっ

て、そこから遊びに来るわけだから、このお客さん

のＧＤＰよりサービスを提供する側のＧＤＰが超え

るはずがないと。だから、観光産業がリーディング

産業として県経済を牽引するはずがないという指摘

を長くされている方もいらっしゃいます。そうなる

と、観光の規模がどんなにふえたとしても、本当に

お客さんの所得水準や環境を超える経済を打ち立て

られないのかというところに、今、沖縄県は挑戦し

ていると思っています。観光で成り立っていこうと、

そこを基幹産業にしていこうというところに対して、

今この方が言うのが正しいかどうかの問題ではなく、

そういったことに実体をもって、その所得を上げて

いくとか経済を回していく、牽引をさせていくとい

うことに少なくとも近づかない限りは、この反論に

ならないわけですよ、実体をもってね。そこを皆さ

んが担っていると思っているのです。だから今言う

ように、改善の方向性で出ているのは、一旦、非正

規に採用されると、その状態が続いて正社員になり

にくい傾向があるということを、皆さんは把握され

ているわけよ、この中で。そうなると、この傾向が

一番出ているのが今、サービス産業、観光産業なの

です。これは所得の実態も皆さんが示したとおりで

す。非正規が多いということは、このサービス産業、

観光産業の実態をどう改善させていくのかというこ

とが、結局はそのまま県の最大課題として問われて

いると。商工労働部、文化観光スポーツ部に問われ

ていると思うものですから、ここは非常に皆さんは、

まさに調査したことをどう現場に生かすかというと

ころが、ストレートに課題としても直面、突きつけ

られていると読めたわけです。そこはぜひ両部長、

どのようにこの調査を今後生かして、先ほど言った

ように1000万人になったときに所得が連動するとい

うことをどう示していくかと問われるわけ。今、問

われているのですよ。いつか問われているのではな

くて、ずっと問われているわけです。200万人時代、

300万人時代、400万人時代。ふえてきたけれども、

所得がそこに連動していないという傾向がずっとこ

の間、証明されているわけですよ。平成26年度調査

でも、またさらに確認ができたと私は見ていますの

で、そこはどのようにこのこと自体を受けとめてい
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るのか、もう一度改めて両部長にお尋ねします。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 本県における観

光産業というのは、その裾野の広さから総合産業と

言われています。また、本県がその魅力ある自然、

文化、歴史等、そういった部分を観光資源とするこ

とにより、世界水準の観光リゾート地となり得ると

いったところからリーディング産業として位置づけ

てきています。委員からございます労働の問題、県

経済への貢献の問題というのは、まさにそういった

総合産業、リーディング産業としての位置づけをし

たところから、そういった課題として向き合ってい

こうということです。県においては平成24年度から

の観光振興計画、10年計画の中でも、世界水準の観

光リゾート地を目指すということと、それから観光

産業の視点で見ますと、例えば、観光産業は安定的

に観光収入を得て、県経済を牽引する存在であり、

誇りと責任ある産業体を形成している。あるいは県

民の視点からは、観光から社会的・経済的なメリッ

トを最大限享受しており、沖縄における観光の価値

を認め、積極的に魅力的な観光地づくりに参画して

いると。こういった将来の達成イメージというのを

打ち出しています。ただ、現実問題としては、先ほ

どから委員からございますように、その雇用の質の

問題等々ございます。これも対応していくためには、

やはり基本的には、まずボトム期の解消。量を高め

ながら、かつボトム期を解消していく。次に、質の

向上。これはいわゆる安かろう悪かろうの旅行では

なくて、高付加価値。そういう意味では沖縄観光の

ブランド化にもつながりますが、一般的な観光に比

べて消費が高いと言われる分野―例えばリゾートウ

エディングであったり、ダイビングであったり、そ

ういった部分、体験型の観光など、より高付加価値

な観光を産業として確立することにより、こういっ

た課題に対応していきたいと考えています。

○下地明和商工労働部長 労働の実態調査をした観

点から分析した内容で少しお話をさせていただきた

いと思います。この実態調査から浮かんできたのは、

先ほどから話題になっている宿泊・飲食サービス業。

それが産業全体において、あらゆる面で下回ってい

る。ものによっては上回っているという状況が見ら

れます。非正規雇用なり、採用の実態なり、離職の

状況なり、もっと細かくいえば有給休暇制度なり、

いろいろな労働条件も含め、課題になっている実態

がございます。それともう一つ、調査以外に、商工

労働部として感じているのは、先ほど来お話しして

いますワークライフバランス企業認証にしても、人

材育成企業認証にしても、経営者側の取り組みとい

うのが少し見られない、ほかの産業に比べて少ない

というのもありますので、経営者サイドの面からも

働きかけが必要だろうと考えております。これは文

化観光スポーツ部とも連携して、その分野にももう

少し気を配っていただけるよう―確かに経営として

のボトム期の問題とか、いろいろあるとは思います

が、職員の研修あるいは指導、もろもろの職員に対

するケア、教育制度も含めていろいろ課題があると

いう感じがしていますので、そこら辺は一緒になっ

てやっていきたいと思っています。

○仲村未央委員 今おっしゃるところ、非常に大事

な視点であるし、実態調査をやった上でその視点に

つくというのは私は非常にかみ合っていると思いま

すので、ぜひ頑張っていただきたいと思っています。

それでもう一点、今、投資がかなり沖縄に向いて

いるということで、特にユニバーサル・スタジオ・

ジャパン―ＵＳＪのことが新聞に載るようになって、

非常に沖縄に優位性を見ているのかということがあ

る一方で、今、言うように投資が来ても、ではそれ

がどうなのかと。現場にどう落とし込まれるのかと

いう視点も大事かなと思って、あえて新聞情報から

明らかになっているところによると、例えばＵＳＪ

が今、海洋博公園あたりに、一番は有効性を見てい

るということがたびたび載るのですが、1000万人を

想定したときに―仮に今明らかになっている情報で

ですよ、公表されているというか、公式かどうかは

別としても。今、海洋博公園に来ている717万人に対

して435万人、これは61％です。1000万人の観光客に

対して、向こうのビジョンでは620万人と出ていると。

これは62％ですね。つまり、ただ全体のパイがふえ

て、投資による効果というのがどこにあるのかがよ

くわからない計画なのです。これは表面的な数字ね。

今に対する60％、1000万人に対する60％にただスラ

イドするだけではないかという計画に見えるものだ

から、600億円も投資するという記事だったと思うの

ですが。そうであれば、海洋博公園がもう一つでき

るくらいの規模なのだから、皆さんの政策誘導とし

ても、同じところにただスライドさせて、比例でた

だ投資しますよということではなく、別のところに

効果を差し向けていくことによって、もっと誘導的

に観光政策がとれないのかというところも感じるの

ですが、そこら辺は皆さん、どのように思ってらっ

しゃるのか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 ＵＳＪの沖縄に

おける新たなテーマパークの建設、整備については

新聞報道等でいろいろ報じられていますが、現在Ｕ

ＳＪ社において、北部地域の海洋博公園を含めた複
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数の地域について検討していると。報道は、そういっ

た部分が直接、間接、ちょっと私どもは掌握しては

おりませんが、何らかの形で出たというようには考

えておりますが、実際のところ、ＵＳＪ社において

はさまざまなシミュレーションをやっているようで

す。例えば、海洋博公園でやる場合であればどうだ

ろう、ネオパークオキナワであればどうだろうとか、

その他の地域であればどうだろう、その場合にどう

いったコンセプトで打ち出してくるのか。やはり沖

縄に数百億円に上るといわれる投資をすることから、

かなり詳細かつ入念な検討をしているということで、

現時点においても、県に具体的にＵＳＪ社としてこ

ういった形でやりたいという事業計画の提示がござ

いません。ですが我々としては、ＵＳＪは国際的な

ブランド力のある、しかもテーマパークの運営、ノ

ウハウを持っている。そういったところが沖縄に着

目したというのは、それだけ我々沖縄の可能性が高

いという部分を見ていただいていると思いますが、

一方で委員からございますように、横にスライドと

いうお言葉がございましたが、そういったものでは

どうかなというところはあります。実際に1000万人

に向けて加速させる、あるいは1000万人をさらにふ

やしていく、そして確実にそういった投資に見合う、

我々沖縄におけるメリットも出てくる、そういった

部分になるものという期待もしております。事業計

画が出てきましたら、そういったものであるかどう

かということを、十分内容を確認しながら対応して

いきたいと思っております。

○上原章委員長 玉城満委員。

○玉城満委員 主要施策の成果に関する報告書の143

ページ、伝統工芸ですけれども、三線が伝統工芸品

に指定されてもう３年目だと思うのですが、その指

定した後の三線業界、どういう推移になっています

か。

○座安治ものづくり振興課長 県産三線の平成26年度

の生産額は、約6700万円、従事者数が39人となって

おります。統計を開始いたしました平成24年度から

比較しますと、生産額で約48％の増加、従事者数で

約22％の増加となっています。県内で三線を製作す

る事業者を組織化した沖縄三線製作事業協同組合へ

の加入事業者数ですが、これは平成20年度の15社か

ら今は19社まで増加している状況でございます。

○玉城満委員 これは本当に伝統工芸品に指定して、

すごく効果があらわれたと思いますけれども、まだ

まだ輸入三線が圧倒的な売り上げをしているわけで

すよ。結局、伝統工芸というのは本物を残そうとい

うことだけではなく、流通でしっかり県外、国外に

アピールできるような、今後こういう仕掛けという

ものをぜひ大々的にやってほしいなと僕は思うので

す。予算額もこの額だと、少しその辺のアクション

までには至らないのかなと感じがしているのですが、

商工労働部長、どうですか。

○下地明和商工労働部長 本物の三線の普及という

ことですが、今、ものづくり振興課長から説明があ

りましたように、実際に組織化している社も19社と

いう中で、果たして需要に応えられるだけのものが

できるかという懸念材料が１つありますが、それ以

外に例えばの話ですが、本物以外の三線で手習いを

して、それから本物へ移行する。いわゆる底辺拡大

というのですか、三線愛好者がふえることが上のい

いものを広める要素にもなるのではと思っておりま

して、例えば、私どもが今着ているかりゆしウェア

にしても、いろいろ産地組合からは、なぜ本物をや

らないのかという話もありましたが、当初はそれだ

とみんなが買えないだろうということもありまして、

そういうところから普及して、かなり産地のものも

使われるようになってきたという現状もございます

ので、それは加減の仕方だと思いますが、そこら辺

をよく見きわめながら、底辺が普及しないと上はあ

りませんので、御理解いただきたいと思います。

○玉城満委員 本当にそうなのです。最初はデーヤ

シー三線から始まって、それからちょっとやってい

くと10万円、15万円とか30万円の三線に移行すると。

そういう流れで今は来ていると思うのです。圧倒的

に売り上げはまだまだ輸入三線のほうが大き過ぎる

という意味では、今後ちょっと課題があるかなと。

例えば材料の問題も、クルチでもやはり県内産とい

うのはほとんどないわけでしょう。やっぱり輸入品

になってくる。そして、ヘビの皮だって輸入品になっ

てくる。もろもろが輸入品になってきているという

ことにも課題は残していると思う。今後その辺、総

合的に伝統工芸品の価値を高めるために頑張ってい

ただきたいと思います。

次は148ページ、沖縄国際物流ハブ活用推進事業で

すが、下の事業の効果のほうで、0.4トンから平成26

年度は平均24トンと約60倍に増加しておりと、食料

品輸出額の増加に大きく寄与しているとあるのです

よ。これは２通りありますね。県内産と県外産、そ

の割合はどうなっていますか。

○慶田喜美男国際物流商業課長 那覇空港の国際貨

物ハブから搬出されている貨物でございますが、基

本的に輸出されている品目としましては、主に電気

機器あるいは精密機械が中心となっておりまして、

その金額は約71億円。その中に占める県産品の割合
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につきましては、基本的に食料品を中心として４億

3400万円となっております。比率としますと、約５

％程度ということです。

○玉城満委員 これはやはりこの沖縄側が仕掛けて

いるハブ事業なので、例えば沖縄のものが結構出て

いく、やっぱり沖縄の県産品をかなり支援する企画

だと思うのですね。それで今、５％ということは、

何かやはり大量につくれない沖縄県産品の弱みみた

いなものがあるのですか、商工労働部長。

○下地明和商工労働部長 ただいまのお話では、大

量につくれない弱みといいますか、そういう生産が

できないという現状もございますが、それ以上に沖

縄から出て行くもののほとんどが食品、あるいは加

工品という中において、どうしてもマーケットが受

け入れてくれないと輸出できないという現状がござ

いますので、そういうことで若干少ないということ

でございます。ただし、ここに出てないエアーとい

いますか、国際航空貨物ハブ以外の重量品であるビー

ルとかそういう部分は、船で行っておりますので、

そういったものは別換算ということで、これだけが

実績ではないということは御承知おきいただきたい

と思います。

○玉城満委員 もう少しやっぱり県産品が国外で売

れる、その何というのかプロモーションというか、

そういうところもまだまだすごく余地があると思う

のです。可能性もあると思うので、ぜひしっかり取

り組んでいただきたいと思います。

続きまして、文化観光スポーツ部です。まずは、

この183ページの沖縄文化活性化・創造発信支援事業

ですけれども、実際いろいろな演劇を持っていった

りとか、いろいろな音楽を持っていったりとか、そ

ういうのがあると思いますが、種目による大体の比

率みたいなものを教えていただきたい。組踊に支援

したりとか、何かいろいろ支援があるでしょう。

○前原正人文化振興課長 この事業は沖縄文化の活

性化、あと芸術文化の創造・振興・発信という取り

組みに対して、継続的にそれができるように芸術文

化団体の育成に資する事業という目的になっており

まして、事業の狙い、助成の分野として４つありま

す。まず１つ目が、団体の組織化あるいはマネジメ

ント強化に係る諸事業。それから、文化の担い手の

継承・育成に資する事業。さらに、新たな沖縄の文

化の創出、あるいは新たな文化産業の創出に寄与す

る事業。４つ目が、芸術文化の普及啓発に係る事業

でございます。昨年32事業ございましたけれども、

この32の演目ごとに、今、委員がお尋ねなのは演目

ごとという……。

○玉城満委員 いやいや、例えば演劇が何本で、何

が何本か。

○前原正人文化振興課長 そういった形での把握は

しておりませんが、どちらかといいますと、その演

劇、伝統芸能の部分よりも新しい分野が多くなって

いるかと思います。

○玉城満委員 では、伝統芸能を支援していく事業

というのは、別のメニューで持っているわけですか。

○前原正人文化振興課長 例えば、かりゆし芸能公

演でありますとか、国立劇場おきなわとの連携事業、

そういったものがございます。

○玉城満委員 この事業、例えばアーツマネジメン

トとかそういうプロデューサーを養成していくとか、

新しい創造に対して支援していくとかという意味は

すごくわかるけれども、実際、沖縄県で何か事業を

しようとしたら、地元というよりも、ほとんどヤマ

トのほうから著明なプロデューサーかわからないけ

れども、そういう人たちが来てそういうものを仕切っ

ているというのが結構目についたりするわけですね。

その辺は効果として、地元のそういうアーツマネジ

メントというかプロデューサーは、この事業によっ

て育っていると確信してますか。

○前原正人文化振興課長 今、委員御指摘のアーツ

マネージャーにつきましては、アーツマネージャー

人材育成事業というのが別立てでございまして、そ

の中で県内でアーツマネージャーを志す方々に、一

定の講座の中で座学で勉強してもらって、その後、

さらに希望される方はＯＪＴで県外に派遣するとい

う事業を行っております。ここはあくまでも県内で

活躍する方々を対象としていますので、県内の人材

育成になっていると思っております。

○玉城満委員 次、しまくとぅばですけれども、し

まくとぅばの普及、継承事業は始まって今何年目で

すかね、３年目ですか。３年目で非常にいい事業だ

と思うのですが、その本をつくっても、それを学校

に配っても、それを指導する人たちがやっぱりいな

いと。例えば配ったはいいけれども、ではどうやっ

て相手に伝えるかということで、かなり指導者がい

ないということが問われているのですけれども、そ

の辺どうでしょう。

○前原正人文化振興課長 今の御指摘について、全

くそのとおりだと県でも考えていまして、それで今

年度から沖縄県文化協会に委託をする形で県内10カ

所で地域の方々を講師として、あるいは話者として

育成するような講座を開催することにしております。

○玉城満委員 しまくとぅばは各地域にあるから、

宮古地域の言葉も八重山地域の言葉も同じようにや
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るわけですね。

○前原正人文化振興課長 はい、そうです。既に市

町村においては、いろいろな取り組みを行っている

団体あるいは文化協会等もございますので、そういっ

たところを生かすような形でやっていきたいと、そ

れぞれの地域でそれぞれの言葉を学べる機会をつく

りたいと思っております。

○玉城満委員 次は207ページ、フィルムツーリズム

推進事業。沖縄県でロケをされている映画をつくっ

たり、テレビ番組を撮ったり、ＣＭを撮ったりする

というのは、いまだに結構活況だと思っているので

すが、よく映画関係者から言われるのは何かという

と―ロケで一番の魅力は何かというと、公道で撮影

ができるというのが、そういうチームを呼ぶときに

一番吸引力があるのです。日本全国でも全く同じよ

うに公道を使えないのです。ところが、沖縄県だけ

どうにか頑張って公道を使えるような、もしくは映

画村ではないけれども、公道に似たようなところを

意識して、スタジオとともにつくる。そういう計画

みたいなものをやったらどうかなと思いますが、文

化観光スポーツ部長、どう思いますか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 フィルムツーリ

ズムというのは、ロケ地としての魅力を伝えること

を通して沖縄の認知を高め、そしてさらには観光に

つなげていくというような狙いがございます。今、

委員からございました公道という部分については、

それも課題だと承知はしておりました。これを公で、

どのような形で整備するのかということについては、

すぐにイメージが湧きにくいところがありますが、

ただ、こういった部分が規制だと捉えて何らかのこ

とができないのか、ちょっと勉強してみたいと思い

ます。

○玉城満委員 僕は絶対これをやるだけで、これが

発信されるだけで一挙にふえますよ。国内にこれが

できるところはほとんどないのです。やっぱり沖縄

は海も含めて、このフィルムツーリズムというロケ

地としての魅力を持っているわけですよ。だからス

タジオも含めてその公道というか、そういうところ

も兼用して使えるような施設を計画の中に入れると

いうこともすごく必要ではないかという気はしてい

ます。今後、ぜひその辺は研究していただいて、ぜ

ひこれを年間1000本くらいみんなが撮りに来るぐら

いの、違った意味での観光になりますので、ぜひ取

り組んでいただきたいと思います。これを提案して

終わりたいと思います。

○上原章委員長 瑞慶覧功委員。

○瑞慶覧功委員 ハイサイ、グスーヨー、チュウウ

ガナビラ。ユタシクウニゲーサビラ。まず商工労働

部、主要施策の成果に関する報告書から質疑します。

未利用資源、エネルギー活用促進事業です。海洋温

度差発電の実用化に向けての計画と、ハワイとの連

携について伺います。

○伊集直哉産業政策課長 実用化に向けての計画に

ついてですが、県では平成24年度に海洋深層水研究

所敷地内に温度差発電の実証試験設備を整備して、

実証事業を行っているところであります。昨年度ま

でに系統連携、系統につなげた上で自動無人連続運

転を行う。それと通常時の耐久性に問題がないこと、

外部停電、不測の事態にも発電設備が安全に自動停

止すること等について確認を行っております。しか

しながら、冬場の海水温度が低いときの発電効率の

改善ですとか、大規模化に向けた技術の信頼性、経

済性、こういった課題がまだ残っています。そのた

め、今年度以降も実証実験を引き続き続けていく予

定であります。

続きましてハワイとの連携についてです。県では

平成22年６月に米国エネルギー省、経済産業省、ハ

ワイ州知事、沖縄県知事の４者で沖縄ハワイクリー

ンエネルギー協力を締結しており、本年７月にその

更新を行ったところであります。向こう５年間、再

生可能エネルギーについての課題解決に向けたさま

ざまな取り組みを行っていくことにしております。

その中で、ハワイにおいて現在105キロワットの海洋

温度差発電設備が整備されている実態もありまして、

ハワイと連携をしながら沖縄県としても実用化に向

けた取り組みを強化、加速化させてまいりたいと考

えております。

○瑞慶覧功委員 次に、スマートエネルギーアイラ

ンド基盤構築事業です。実証事業はいつまでかとい

うことと、そして太陽光、風力発電の評価をお願い

します。

○伊集直哉産業政策課長 本事業につきましては、

平成23年度から平成26年度までの間、実施をしてお

ります。系統安定化対策等の実証を行っております。

まず名護市安部にメガソーラーシステム1000キロ

ワットを設置いたしまして、約300世帯に発電を行っ

ております。それから大宜味村に風力発電2000キロ

ワットの２機を設置して、2200世帯分の発電を行っ

ている状況であります。ただ、こうした太陽光や風

力発電については安定性に欠けるという部分があり

ますので、この課題を解決するために安部のほうで

はパワーコンディショナーというのを用いまして、

天候変動による出力変動を抑制する取り組みをやっ

ております。また、大宜味村のほうでは大規模蓄電
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池、そちらのほうに蓄電をいたしまして、安定的に

出力ができるような、そういう仕組みを構築してい

るところであります。

○瑞慶覧功委員 次に、宮古島市の来間島です。再

生可能エネルギー100％自活実証設備の構築とあるの

ですけれども、これを説明してもらえますか。

○伊集直哉産業政策課長 本事業におきましては、

太陽光発電と先ほど申し上げました蓄電池、その組

み合わせによりまして、来間島の島内の消費電力、

その100％を賄おうということを目標にして実証して

いるところであります。具体的には、来間小中学校

やグループホーム施設、民家のほうに太陽光発電設

備、合計380キロワットですが、それを設置しており

ます。またリチウム蓄電池２基を設置しまして、再

生可能なシステムを構築しているところであります。

当該事業につきましても、平成23年度から平成26年

度までの予定でございましたが、安定性の問題です

とか供給が十分にできていないというところがあり

まして、最適なシステムの構築を目指すために平成28

年度まで事業期間を延ばしているところであります。

○瑞慶覧功委員 次に、アジア情報通信ハブ形成促

進事業です。海底ケーブルですけれども、アジアと

いうのはどこの国を想定しているのか、その事業概

要をお願いします。

○仲榮眞均情報産業振興課長 この事業では、アジ

アというのは香港、シンガポール、これらとつなぐ

ことを目指して沖縄―首都圏間、今申しました沖縄

―香港間、沖縄―シンガポール間を海底の光ケーブ

ルで接続し、大容量・高速のネットワークで、現在

本県の課題である通信コストの低減化を目指して実

施している事業でございます。

○瑞慶覧功委員 効果としてあります通信コストの

低減化、ＩＴブランド力の向上、データのバックアッ

プ、リスク分散とありますが、この説明をお願いし

ます。

○仲榮眞均情報産業振興課長 当事業の海底ケーブ

ルに加えて、今、うるま市にございます沖縄情報通

信センター、これはデータセンターでございます。

それから光ケーブルで各官民のデータセンターを結

ぶ沖縄クラウドネットワーク、この３つを連携させ

て、沖縄本島を高度なクラウド環境の島にすると。

これで今、首都圏に集中しています企業のバックアッ

プサービス、そしてコンテンツ配信サービス、それ

からアジアに展開しているアジアオペレーション

サービス、これを県内に誘致して、それでもってイ

ンフラが構築されますので、アジアの活力を取り込

むことで本県のＩＴ産業の高度化、それから多様化、

これを図って本県のＩＴ産業のブランド力の向上、

そして国際競争力を向上させるということで事業を

実施してございます。

○瑞慶覧功委員 特に、この商工労働部関係という

のは横文字というか、そういうものが多くて、自分

はアナログ人間なので何か説明というか、そういっ

たものがあれば助かるなと思うのですけれども、こ

れは少し感じたものですから。

次に、先端医療技術の産業化促進ですね。再生医

療製品の開発が加速されることが期待されるとあり

ますが、どのような製品開発がされているのか、開

発を想定しているのか。

○座安治ものづくり振興課長 商工労働部においては

先端医療産業開発拠点形成事業によりまして、琉球

大学医学部の再生医療研究センターの中に、再生医

療に活用できる細胞を培養する施設を整備しており

ます。培養種の育成を図っているところです。人の

脂肪細胞等に含まれる幹細胞は、自己複製機能とさ

まざまな細胞に分化するものを持っており、組織再

生やさまざまな疾病の治療に用いられることが期待

されています。今後、整備した細胞培養施設を利用

して、琉球大学と企業の共同研究によりまして、培

養した幹細胞を用いたさまざまな病気に対する臨床

試験等が行われる予定となっています。琉球大学医

学部再生医療研究センターの設置に出資いたしまし

た大手の製薬企業からは、脂肪幹細胞を活用した下

肢虚血―足のほうの血流障害で潰瘍とか細胞の壊死

が起こる病気ですが、それを対象とした再生医療製

品の承認・販売を目指していると聞いております。

○瑞慶覧功委員 次に、県単融資事業についてです

が、事業概要と手続の流れを教えてください。

○松永享中小企業支援課長 県単融資事業につきま

しては、中小企業の事業活動に必要な資金の融資の

円滑化を図り、県内中小企業の振興に寄与するとい

うことを目的としていますが、事業実施に当たりま

しては、沖縄県、金融機関、沖縄県信用保証協会等

の関係機関が一体となって取り組んでおりまして、

中小企業者は金融機関から長期低利の融資を受ける

ことができる事業となっております。手続の流れに

つきましては、沖縄県は融資に必要となる原資の一

部を金融機関へ預託する。それとともに、金融機関

と調整の上で金利や返済期間等の融資条件を整備す

るとなっています。県内中小企業者におきましては、

県内金融機関に融資を申し込むことになりますが、

その際、信用保証協会の保証を付与することで、経

営基盤が脆弱な小規模事業者に対しても積極的な融

資を行えるという仕組みになっています。
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○瑞慶覧功委員 窓口というのは、商工会とか役場

とか。

○松永享中小企業支援課長 県内の地方銀行３行、

琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、それに加えま

してコザ信用金庫、それと商工組合中央金庫とござ

いますが、沖縄県農業協同組合―ＪＡおきなわも取

り扱いの窓口としてことしの10月１日から加えてお

ります。

○瑞慶覧功委員 次に、沖縄中小ものづくり企業競

争力強化事業。有限責任事業組合に対する補助金に

ついて説明をお願いします。

○座安治ものづくり振興課長 県では、中小ものづく

り企業に資金調達方法の多様化を図るために、また、

成長が期待できる企業に投資することで企業の競争

力を強化することを目的に、地元金融機関と連携し

て有限責任事業組合を設立しているところでござい

ます。設立しました沖縄ものづくり振興ファンド有

限責任事業組合には、県の補助金といたしまして12

億5500万円が交付されております。同組合への支出

総額といたしましては15億2500万円となりまして、

内訳として県から出しました補助金の12億5500万円。

それから県内の４金融機関のほうで２億7000万円の

出資となっております。

○瑞慶覧功委員 ものづくり企業３件に投資したと

ありますが、その金額とその企業、どのような企業

なのか説明をお願いします。

○座安治ものづくり振興課長 平成26年度、県内のも

のづくり企業３社に対して投資を実行しているとい

うことでございます。投資金額が、株式会社ポイン

トピュールに対して8995万円、それから株式会社Ｅ

ＣＯＭＡＰに対しまして9990万円、株式会社沖縄パ

イオニアフーズに対しまして3000万円となっており

ます。合計２億1985万円となっております。

○瑞慶覧功委員 次に、県外・海外就職へのチャレ

ンジ事業です。沖縄若年者グローバルジョブチャレ

ンジ事業ですけれども、この選定方法、あと条件、

就業体験先について。

○喜友名朝弘雇用政策課長 本事業は若年者の就業

就職支援の一つとして、県内在住若年者を対象に短

期インターンシップ、おおむね２週間程度派遣とい

うことと、長期ジョブトレーニング、３カ月程度派

遣という２種類の事業を行っております。まず派遣

者の選定方法ですが、長期、短期ともに公募により

募集を行っております。短期インターンシップは定

員超過の場合のみ、志望動機などの書面審査、面接

審査などにより選定しております。次に長期ジョブ

トレーニングは、派遣先の企業面接により選定をし

ております。

次に、派遣者の条件でございますが、県内大学生、

短期大学生、専修学校生、高等専門学校生及びおお

むね35歳未満の一般求職者が対象となっております。

短期インターンシップは語学力を問うておりません。

一方、長期ジョブトレーニングは卒業見込みの大学

生以上が対象ということで、日常会話程度の語学力

を有するものとなっております。就業体験先でござ

いますが、平成26年度短期インターンシップの就業

体験先は旅行業、ホテル、飲食、広告、ＮＰＯ法人

となっております。長期ジョブトレーニングについ

ては広告業、旅行業、人材派遣会社、物流、ＩＴ関

連、ホテル、語学学校、飲食等となっております。

○瑞慶覧功委員 就職内定で海外17名が内定してい

るということで、この就職先について。

○喜友名朝弘雇用政策課長 平成26年度長期ジョブ

トレーニング派遣者のうち、内定者17名の就業地、

就職先については、まず就業地は香港が１名、シン

ガポールが２名、ベトナムが10名、マレーシアが３

名、タイが１名となっております。就職先ですが、

広告関係、旅行、人材派遣、物流関係、ＩＴ関連、

ホテル、語学学校、飲食業関係となっております。

○瑞慶覧功委員 次に、沖縄駐留軍離職者等対策費

の中で、何人が離職して再就職９名となったのか、

その概要と課題について伺います。

○屋宜宣秀労働政策課長 沖縄駐留軍離職者対策セ

ンターは、主な事業として駐留軍関係離職者の再就

職、自立・自営業相談ですとか、無料職業紹介等を

行っております。センターに聞き取りしたところ、

平成26年度の離職者数が105人。このうち98人が再就

職をしたいということで同センターに登録したと聞

いています。その内訳が大まかなものですが、勧奨

退職、これは60歳未満になります。それから定年、

これが60歳。それから再雇用が60歳から５年間ほど

できるということになっておりますが、再雇用後の

方は61歳以上の方々。それから再雇用を含む、自己

都合等で退職された方です。そのほか７名につきま

しては、沖縄駐留軍離職者対策センターのほうに求

職登録をせずに、その他のハローワークとか、そう

いうものを通じて求職活動をしていると思われると

いう話でございました。再就職の実績については、

委員がおっしゃったように９名という形になります

が、この場合、課題ということですが離職者の年齢、

今申し上げましたように基本的に60歳に近いという

形になりますので、そのためなかなか就職に至らな

いということが課題と聞いております。この再就職

した９人につきましては、高齢ではありますが語学
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力が評価されたということで、基地関連の企業の警

備員とか、そういうほうに就職されたと聞いていま

す。

○瑞慶覧功委員 嘉手納基地より南の６施設の現在

の就業者数と、県の離職者対策について伺います。

○屋宜宣秀労働政策課長 基地対策課が発行してお

ります平成27年の「沖縄の米軍及び自衛隊基地」に

よりますと、キャンプ桑江、キャンプ瑞慶覧、普天

間飛行場、牧港補給地区、那覇港湾施設の駐留軍従

業員数は、それぞれ37人、2408人、204人、1031人、

84人で合計3764人となっております。なお、沖縄防

衛局によりますと、第１桑江タンク・ファーム―給

油貯油施設につきましては何カ所かございまして、

固定した駐留軍従業員がいないということで、人数

の算定が難しいということでございます。駐留軍従

業員の雇用対策につきまして、直接の雇用者である

国が責任を持って取り組むこととなっておりますが、

今後予定されている返還等に当たっては駐留軍従業

員への影響が懸念されることから、県は渉外知事会

を通じまして、駐留軍従業員に雇用不安を与えるこ

とのないような対策を講じることを政府に対して要

望しております。

○瑞慶覧功委員 続きまして、文化観光スポーツ部

の沖縄空手会館について。空手を東京オリンピック

の種目にという話が今ありますけれども、私は正直

言って余り乗り気ではないのですが、流派が多いと

いうことと、また沖縄の空手とはやっぱり異質です。

今、世界的なものをやると収拾がつかないのではな

いかという部分もあります。沖縄県で開催するなら

別ですが。空手は伝統空手とスポーツ空手があると

思いますけれども、沖縄は伝統空手ですが独自の文

化財として保存、継承、発展に努めていただきたい

と思います。文化観光スポーツ部長の見解を伺いま

す。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 沖縄で受け継が

れてきた伝統空手は、沖縄が世界に誇る文化の一つ

であるということで、その重要性に鑑み、平成25年

に制定いたしました沖縄県文化芸術振興条例におい

ても、伝統空手の普及継承及びそれを介した国内外

との交流促進に取り組む、そういった規定を盛り込

んでいます。現在、こういった規定に基づきまして、

空手の発祥地沖縄の発信拠点となる沖縄空手会館の

建設であったり、それから県内空手団体と連携しな

がら伝統空手国際セミナーの開催、海外への指導者

の派遣事業、それから空手発祥の地が沖縄であるこ

とを効果的、積極的に情報発信していくためのある

意味ブランディングといいますか、そういったこと

を世界発信するための戦略について、伝統空手ブラ

ンディング検討委員会というのを立ち上げまして、

検討などを行っている状況です。

○瑞慶覧功委員 冒頭の説明の中でありました、沖

縄空手会館建設の繰り越しについて。おくれている

という状況になるのか、完成予定はいつですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 冒頭の決算の概

要の説明の中でも申し上げましたように、用地取得

のおくれ等で、工期が後ろのほうにちょっとずれて

おります。現在、土地の造成工事とか、それから展

示場の基礎工事等に入っておりますが、あちらは史

跡というか城址跡でございますので、今後の工事で

いろいろ文化財等が出てくる可能性もございますが、

順調に行きますと、来年の10月ごろ、秋ごろには供

用開始できるというスケジュールで今進めています。

○瑞慶覧功委員 次に、スポーツコンベンションの

推進ですけれども、世界空手連盟のプレミアリーグ

が平成26年に開催されて、35カ国から286人が参加し

ているということですが、沖縄空手会館の落成を記

念して何かそういった国際的なイベントは予定され

ているのか。

○大城壮彦文化観光スポーツ統括監 沖縄空手会館

は、委員御指摘のように沖縄の伝統空手、古武道の

すばらしさ、その持つ魅力というようなものを国内

外に発信して、空手発祥の地沖縄でその神髄を学ぶ

拠点施設として現在整備を進めております。文化観

光スポーツ部長から今ありましたように、来年の秋

口のオープンを目指して現在整備を進めていますが、

その会館の落成に合わせて、海外の空手家の皆さん

にも呼びかけながら、それを記念するような古武道

の大会などを開催したいと考えているところでござ

います。

○瑞慶覧功委員 今、世界大会とか全国大会で活躍

している優秀な選手がおりますけれども、そういっ

た気運を盛り上げる意味で県独自で表彰するとか、

そういうことがあってもいいと思っていますがどう

でしょうか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 スポーツの国際大

会や全国大会で本県の選手が活躍することが、県民

に勇気と感動を与えるものですから、県としては公

益財団法人沖縄県体育協会と連携しまして、毎年、

国民体育大会が終わりましたら、そこで優勝した選

手に対して県知事からの表彰を行っております。ま

た、国民体育大会において、３年連続優勝した選手

においては沖縄県知事特別賞を授与することになっ

ております。国民体育大会以外の国際大会において、

優秀な成績をおさめた選手への表彰につきましては、



－226－

現在、毎年１月に公益財団法人沖縄県体育協会が表

彰を行っております。

○瑞慶覧功委員 最後に、沖縄21世紀ビジョンの世

界水準の観光リゾート地の形成の中で、目標とする

姿です。現時点で入域観光客数、平均滞在日数、観

光収入の見通しはどうか伺います。

○渡久地一浩観光政策課長 まず入域観光客数です

けれども、官民一体となった戦略的な誘客活動など

によって、現在好調に推移しております。今後とも

那覇空港第２滑走路などの供用開始に向けまして、

効果的な誘客戦略とか受け入れ体制の整備に取り組

んでまいりまして、1000万人の達成を目指していき

たいと考えております。それから平均滞在日数です

けれども、現在3.8日前後で推移しておりまして、こ

れについてさらなる取り組みが必要かと考えていま

す。今後、離島観光の推進ですとか、それから長期

滞在が期待できるような、欧米などからのリゾート

需要の誘致などに取り組みまして、滞在日数の延伸

を図ってまいりたいと考えております。それから観

光収入ですけれども、これは観光客数の大幅な増加

に伴いまして堅調に推移しているところではありま

すが、観光客の１人当たり消費額の増加に向けては、

より一層の取り組みが必要かと考えております。そ

れでリゾートウエディングですとか付加価値の高い

観光の推進、消費単価の高い外国人観光客とか、富

裕層の誘致などに取り組んでまいりまして、観光収

入１兆円という目標を目指して頑張っていきたいと

考えております。

○瑞慶覧功委員 イッペーニフェーデービタン。

○上原章委員長 休憩いたします。

午後０時０分休憩

午後１時21分再開

○上原章委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

儀間光秀委員。

○儀間光秀委員 国際物流拠点産業集積地域那覇地

区の４号棟の事業内容、趣旨を説明してください。

事業費もお願いします。

○金城清光企業立地推進課長 国際物流拠点施設整

備事業の事業内容ということで、これは国際物流拠

点産業集積地域那覇地区の西側に用地を取得し、物

流施設を建設するものであります。平成24年度から

設計、用地取得を行い、平成25年度から平成26年度

にかけて建設工事を行いました。敷地面積は約１万

4000平米、鉄筋コンクリート５階建ての２万5600平

米であります。平成26年度の総事業費は67億2000万

円で、うち工事費が47億2300万円となっております。

○儀間光秀委員 運用形態をお聞かせください。

○金城清光企業立地推進課長 那覇地区４号棟は今

申し上げたように、県が整備を行い、その管理運営

については、指定管理者制度により民間事業者へ委

託を行っています。

○儀間光秀委員 具体的に民間企業は公表できるの

ですか。

○金城清光企業立地推進課長 指定管理者は沖縄フ

リートレードゾーン組合と株式会社沖縄ダイケンの

ＪＶになります。

○儀間光秀委員 実際に入居する企業を教えてもら

えますか。

○金城清光企業立地推進課長 沖縄ヤマト運輸株式

会社のみが入居しております。

○儀間光秀委員 他府県でそういった例があるのか

どうかお聞かせください。

○金城清光企業立地推進課長 他府県において、県

が直接こうした建物を整備した事例は確認できてい

ませんが、類似の例として、国における輸入促進施

策である輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関

する臨時措置法を活用する目的で、神奈川県、それ

から愛媛県において地方自治体が出資する会社で建

設された物流施設がございまして、地域内における

物流の拠点として稼働をしております。

○儀間光秀委員 雇用について教えていただけます

か。

○金城清光企業立地推進課長 那覇地区における沖

縄ヤマト運輸株式会社の雇用者数は、平成27年10月

１日現在で85名となっております。

○儀間光秀委員 85名というのは、４号棟に勤務す

るということですか。

○金城清光企業立地推進課長 沖縄ヤマト運輸株式

会社は現在３号棟、それから４号棟で同様の業務を

行っておりまして、この数字は３号棟、４号棟を合

わせた数字となっています。

○儀間光秀委員 正規・非正規、雇用形態を教えて

ください。

○金城清光企業立地推進課長 雇用形態は正規が46

名、非正規が39名となっております。

○儀間光秀委員 ということは、50％余りが正規雇

用ですが、この85名、県外、県内いると思いますが、

この比率といいますか……。

○金城清光企業立地推進課長 雇用者全員が県内在

住者です。

○儀間光秀委員 これはぜひ、商工労働部長、県が

そういった立派な施設、物流拠点をつくってアジア

を中心としてやっていく。その中で、今85名の雇用
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があって、46名が正規雇用、39名がまだ非正規とい

うこの非正規の部分を今後、県も強く要望する必要

があると私は認識しているのですが、県はどう認識

しますか。

○下地明和商工労働部長 先ほどの企業立地推進課

長の説明に少し補足してから答えたいと思いますが、

まだ４号棟はフル稼働しておりません。今から貨物

を取り扱う業者、あるいはパーツをそこに保管する

業者、場合によってはリペアセンター、そういった

形態の企業を誘致して、雇用がさらに始まるという

ことになると思います。ですから、恐らく本当にフ

ル稼働するとなると数百名単位になるかとは思いま

すが、今、委員の御指摘のように、できるだけ正規

雇用をふやすようにという話はやっていきたいと思

います。

○儀間光秀委員 ぜひ、強く申し入れていただきた

いと思います。

次に、主要施策の成果に関する報告書の203ページ

の文化観光スポーツ部です。沖縄観光国際化ビッグ

バン事業の中の項目10、外国人観光客受け入れ体制

構築サポート事業の内容についてお願いします。

○茂太強観光振興課長 事業目的は、いわゆる年々

増加する外国人観光客の入域に伴って、受け入れ体

制の強化が喫緊の課題となっております。その基盤

整備、観光事業者の対応力向上、県民がおもてなし

の心を持って国内外の観光客を迎え入れる機運の醸

成を図る目的で実施している事業でございます。

○儀間光秀委員 事業の目的を聞いたのですけれど

も、内容についても御説明をお願いします。

○茂太強観光振興課長 この事業は大きく６つに分

けられておりまして、多言語情報発信の受け入れサ

ポート事業と受け入れツール製作事業、あとは県内

消費誘発プロモーション事業、そして、受け入れイ

ンフラ整備の支援事業。あとは、県民向けの受け入

れ強化啓発事業。それとムスリム等の受け入れ環境

整備、その事業に内容が分かれております。

○儀間光秀委員 今おっしゃったように、年々外国

人観光客がふえています。空港におりて、総合案内

所等あるいは広告などを見て、次に交通手段でもっ

てまずホテルに行ってチェックインと。いろいろ私

も勉強させてもらっているのですが、まずホテルの

チェックインまではいいと思います。ホテルも民間

の努力があって、窓口に多言語を話せる人材を配置

したりと、努力が年々右肩上がりで推移しているの

は感じております。これから先が問題になってくる

と思うのです。例えば食事に行ってメニューを見た

ら、多言語がなくて困っている、あるいは観光施設

に行く途上で、レンタカーでしたらナビで多言語も

入っている車も年々ふえている、増加しているとお

聞きしています。観光施設に入っても、ペーパーベー

スとかいろいろ多言語が普及しているということで、

県の事業も含めて皆さんの努力が段々目に見える形

で出てきているのは感じています。ただ、もう一踏

ん張りですね。そういった飲食店も含めて、あるい

は観光施設も含めて今からだとは思いますが、そう

いった意味での翻訳もせっかく助成金を出して、飲

食店にも提供できるような事業もありますので、こ

の辺の周知がまだ希薄だと思うのです。その辺の対

応策について、お聞かせいただければ。

○茂太強観光振興課長 まさしく委員のおっしゃる

とおりで、我々もいろいろなメニューの翻訳である

とか、ウェブの翻訳であるとかを手広くやっており

まして、その周知がなかなか行き届いていないとい

うのが現実的にあると思います。そこで我々として

も、例えば観光業界を集めた会議等をいろいろやっ

ております。その中でも説明しておりますし、特に

離島に関しては離島振興会議なるものを設置してお

ります。その中でも事業説明として、こういったも

のが使えますという説明はしております。あとは、

一般財団法人沖縄観光コンベンションビューローの

ホームページ等により周知をしている状況にありま

す。今後ともこういった機会を設けて、ぜひ広げる

ようにしていきたいと思います。

○儀間光秀委員 実際にこの事業を活用して翻訳を

した飲食店とか地域も含めて、今までの実績をお聞

かせいただけますか。

○茂太強観光振興課長 翻訳支援として、平成26年

度ですけれども104件、支援額にして1902万7000円の

支援をしております。実際は平成24年度から行って

おりまして、平成24年度から平成26年度の支援合計

でいうと、翻訳支援件数で248件、支援額にすると4232

万円支援しております。そのほかＡＴＭの設置だと

か、いわゆるインバウンドについての支援もこの事

業でやっているところでございます。

○儀間光秀委員 業種別でもありますか。

○茂太強観光振興課長 業種別でいうと、飲食業が86

件、観光施設が50件、あと宿泊施設が43件、物販施

設が13件、マリン観光施設が18件、運送業が２件、

その他36件という内訳になっています。

○儀間光秀委員 言語に関しては、例えば英語が多

いのか、あるいは韓国語なのか、中国語なのか、そ

の辺の仕分けというか数字はありますか。

○茂太強観光振興課長 これも３カ年分の合計でい

いますと、英語が185件、中国語ですが繁体語185件、



－228－

そして韓国語120件、そして簡体字89件、そのほかマ

レーシア１件、タイ３件といったところがあります。

○儀間光秀委員 今も答弁があったように、かなり

幅広く実績もあるということで、やっぱり観光客が

満足して帰ってリピーター―また地域に戻って沖縄

はよかったよという印象は、やはり僕でも外国に行っ

たときにそういったのを感じますので、しっかり今

後とも外国人観光客が満足するような施策の展開を

要望いたしまして、私は終わります。

○上原章委員長 具志堅徹委員。

○具志堅徹委員 142ページにかかわって、沖縄工芸

産業振興拠点施設の概要と役割などについてお聞か

せいただけますか。

○座安治ものづくり振興課長 県では、沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画や第７次沖縄県伝統工芸振興計画に

基づきまして、伝統工芸を持続的に発展できる産業

として競争力を高めるため、沖縄伝統工芸産業振興

拠点施設、工芸の杜―仮称でございますけれども、

整備を進めているところでございます。この施設は、

工芸振興センターが担ってきた人材育成や技術支援、

研究開発機能に加えまして、県内全ての工芸品を一

堂に集めました展示販売、それから観光客、県民、

または子供たちが工芸体験をできる施設、あるいは

インキュベート機能等を新たに付加した施設として、

各産地へのゲートウェイの役割を果たすことにより、

全県的な工芸産業の振興を期待しております。整備

計画につきましては、平成28年度に実施設計を行い

まして、平成29年度に建設工事を実施する予定となっ

ております。

○具志堅徹委員 今の進行状況でいうと、実施設計

が入って、これから本体工事だということですが、

ここについてはいろいろ地権者その他もあったりす

ると思うのですが、その辺の進行状況といいますか、

どこまで進んでいるのですか。

○座安治ものづくり振興課長 平成28年度、今から実

施設計とかをやっていきますが、用地に関しまして

は、御存じのとおり豊見城城址公園跡地を予定して

おりまして、隣接地に沖縄空手会館を建設中でござ

います。地権者に関しても、沖縄空手会館と同じ地

権者でございまして、今、豊見城市と一体となって、

連携して地主との接触に当たっているところでござ

いまして、用地については、沖縄空手会館の関連も

ありますので、特に問題なく進んでいるような状況

です。これから設計の前に用地の鑑定評価を行う予

定です。

○具志堅徹委員 今ちょっと出てきたものの関連で、

先ほども話があったけれども、沖縄空手会館が隣接

して一緒にその敷地とかかわってあると思うけれど

も、その辺の進行状況などはどうなっているのかな。

同じ敷地内でしょう。

○座安治ものづくり振興課長 先ほどもお答えしたの

ですけれども、豊見城城址公園跡地に沖縄空手会館

と隣接して工芸の杜の整備を予定しておりまして、

工芸の杜に関しては今から鑑定評価を入れて、用地

測量をした上で地主と契約し、施設の着工に関しま

しては平成29年度に入って早々に予定しているよう

な状況です。

○具志堅徹委員 あと、144ページのアジア情報通信

ハブとの関係、先ほどもありましたが、情報通信関

連産業の企業誘致の状況、雇用の話もありましたが、

これによる今後の展開をもう一度聞かせてください。

○仲榮眞均情報産業振興課長 県内の情報通信関連

産業の立地企業数をまずお答えします。平成27年１

月１日現在で、346社企業立地されております。そし

てその雇用数ですが、約２万6000人創出されており

ます。

○具志堅徹委員 150ページの国際物流拠点産業集積

地域賃貸工場整備事業に関して、先ほどもあったの

ですが、予算で繰り越しが結構発生しているのです

が、どうしてそうなったのか。

○金城清光企業立地推進課長 委員がおっしゃるよ

うに、平成26年度予算においては繰り越しをして、

今年度５棟の整備を行っているところです。繰越理

由の主なものとして、入居する企業を想定した賃貸

工場の使用の検討・調整に時間を要したため、繰り

越しを行う結果となりました。

○具志堅徹委員 その繰り越しした現在進行形の見

通しはどのような状況ですか。

○金城清光企業立地推進課長 ５棟のうちの２棟に

ついては来年１月までに、残る３棟についても３月

までには完成の予定でおります。

○具志堅徹委員 先ほど質疑があったしまくとぅば

の関係で少しお聞きしたいのですが、いろいろ説明

の中で出てきた、気になるのは発音ですよね、発音。

文字面では合っていても発音が全然違ったりするの

で、このＣＤといいますか、ＤＶＤというのか、こ

ういうものを大量に準備して、普及するというよう

なことなどの段取りは考えていませんか。

○前原正人文化振興課長 昨年からの取り組みとし

て、小学校、中学校に読本を配付していますけれど

も、そこにはそういうものも添付して、音で聞ける

ような形にはなっております。

○具志堅徹委員 その普及の度合いというのが余り

よく見えないものですから、何か本が出たりするみ
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たいだけれども、その音、声を何か普及する方法と

か、そのようなことについてはどうかね。

○前原正人文化振興課長 この読本は小学校は５年

生、中学校は２年生の全生徒に配っていますけれど

も、地域の５言語をやっていますが、やはり言葉の

場合には５つに集約できないといいますか、例えば

北部地域の場合でもいろいろあると思いますので、

それを全部を統一して県のほうで配付するのはなか

なか難しいと思いますけれども、ただ、今年度から

講師養成講座もします。実際の講師の方々の生の声

で伝えていく方法も今年度から取り組んでいきたい

と考えております。

○具志堅徹委員 あと、198ページのスポーツアイラ

ンド受け入れ体制の整備ということで、平成26年度

にスポーツコンベンション誘致のための戦略を策定

していると。2020年の東京オリンピックに向けて今

後、いろいろな取り組みを準備しているようですが、

そういう状況などについて、どこまでどう進んでい

るのかお聞かせいただけますか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 今、具志堅委員

からございましたように、2020年の東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会、これは本県がスポー

ツアイランド沖縄の形成を目指す中で、本県の独特

の文化、魅力的なスポーツ環境を世界に発信する絶

好の機会になると捉えています。東京オリンピック

・パラリンピックに向けては、まず１つ目には各国、

それから我々のナショナルチームを含めた事前合宿、

それから国際オリンピック委員会―ＩＯＣに対して

追加提案されている、例えば野球であったり、空手

であったり、そういったところの沖縄県開催。さら

には３点目としては、沖縄県を出発地とする例えば

聖火リレー、こういった部分に取り組んでいこうと

考えております。昨年策定した戦略に基づいて、競

技ごとに事前合宿の推進の取り組みなどをやってい

ますが、スポーツ合宿決定に関与できるキーパーソ

ンがそれぞれの競技団体におられますので、そういっ

た方々とのネットワークの形成とか、スポーツ競技

団体が沖縄県で合宿するに当たり、求める支援体制

としてどういったものがあるか、そういったことを

しっかり把握しながら対応していく。さらには市町

村における受け入れ体制の樹立を図る必要がありま

すので、こういったことを進めるに当たってはどう

いったことが課題になるのかということについて、

今年度、スポーツ合宿の誘致に向けた実証事業、モ

デル事業を実施しまして、課題を抽出、把握しなが

ら対応していきたいと、このような形で進めており

ます。

○具志堅徹委員 先ほど沖縄空手会館の話もあった

けれども、空手の流派の関係もあったりして、東京

オリンピックとのつながりも含めて、流派間の交流

というのですか、この辺、沖縄県内でのそういう話

し合いなどが進んでいるかどうか。今の関係でちょっ

とお聞きしておいたほうがいいのかと思って……。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 まず東京オリン

ピック・パラリンピックに空手が追加された場合で

すが、これはいわゆるスポーツ空手、競技空手でご

ざいます。これについては日本空手連盟、世界空手

連盟という形で国際的な団体がございまして、例え

ば昨年度からですが、プレミアリーグという形で世

界空手大会、こういったものが沖縄県で開催されて

います。ことしも11月の下旬に開催しますが、これ

はいわゆる競技空手です。一方で、我々の大切な伝

統文化の１つである空手、伝統空手につきましては、

これはそういった東京オリンピック・パラリンピッ

クでの競技空手が開かれ、世界の注目が日本に注が

れるのに合わせて、伝統空手沖縄、発祥の地沖縄と

いうところで、しっかりアピールしていこうと。そ

うすることによって、沖縄が発祥の地として認知度

を高め、それにちなんで世界中から空手家が沖縄に

吸い寄せられるといいますか、そういう動きをつくっ

ていこうとしています。そのために、既に数年前に

―2009年ですか、設立されました空手主流４団体を

まとめた沖縄伝統空手道振興会、そこといろいろ今

後の進め方については、相談しながらやっていると

ころです。

○上原章委員長 砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューロー―ビューローについて質疑したい

と思います。まず、ビューローという組織はどうい

う組織ですか。

○渡久地一浩観光政策課長 ビューローの役割、ど

のような組織かということを説明させていただきた

いのですが、まず県は観光をリーディング産業の一

つということで位置づけまして、観光の振興にいろ

いろな形で取り組んでいるところです。一方で、

ビューローですが、そういった県の観光振興施策に

基づきまして、県と一緒になりながら沖縄観光の推

進母体ということで観光業界の意見を集約するとと

もに、沖縄観光の総合窓口、それから観光客の誘致、

受け入れ、あるいはコンベンションの推進といった

ような先導的な役割を担っているところでございま

す。こういった形で県とビューローは、車の両輪と

いう形で連携して、観光振興施策を推進していると

いった状況にございます。
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○砂川利勝委員 そういう組織だということで、今

説明は受けましたので、それでは予算はどうなって

いますか。本体の予算と県からの補助金ですね。

○渡久地一浩観光政策課長 ビューローの予算につ

いて御説明させていただきますと、これは平成26年

度会計決算に係ります額でございますけれども、49

億4344万5000円となっております。その主な使途で

すが、先ほども少し触れさせていただきましたが、

観光客誘致を促進するための海外、それから国内に

おけるプロモーション活動ですとか、旅行社、航空

会社などとタイアップした広告宣伝に係る経費です

とか、あるいは受け入れ体制のための観光人材の育

成に係る経費でございます。

○砂川利勝委員 だから予算の額を教えてください。

○渡久地一浩観光政策課長 平成26年度のビュー

ローの予算決算、それから県からの委託額について

御説明いたします。まず平成26年度のビューローの

予算額でございますけれども、50億6840万5000円余

り、それから決算額ですけれども、49億4344万5000

円余りとなっております。一方、県からの委託額で

すが41億3492万9000円余りとなっております。

○砂川利勝委員 ということは、本体は９億円です

か。本体の自前予算は幾らですか。

○渡久地一浩観光政策課長 ９億3300万円余りでご

ざいます。

○砂川利勝委員 先ほども観光政策課長のほうから

両輪だということですね。この間、新聞のほうでい

ろいろなことが出ましたが、そのことについて前田

文化観光スポーツ部長はどう思われますか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 新聞報道がござ

いました。ビューローに確認しております。それに

よりますと、業務執行体制の強化であったり、ある

いは職場環境の改善など、ビューローが抱えるさま

ざまな課題の解決に向けては、これまでの事務慣行

にとらわれず、組織としての考え方とか方向性など

ベクトルを一つにして対応していく。そういったこ

とが必要だという観点から、これまで以上に円滑な

財団運営、組織運営を図り進めるために、事務局長

の人事について今回、理事会に提案する予定だと聞

いております。

○砂川利勝委員 あの報道の中では事実上の更迭と

いうことで、基本的にその部屋を借りる借りないが

発端になっているのではないかという指摘があった

のですよね。そのことについてはどうですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 報道にある部分

については、我々なりに確認をしておりますが、若

干捉え方で差異があったのかなと感じております。

そのことに限らず、財団の運営、今後の業務の進め

方等々各方面において、ベクトルをなかなか一つに

できる状態ではないという状況にあると聞いており

ます。

○砂川利勝委員 あの報道を見る限りでは、基本的

にそのことが発端で結局自宅待機をさせられて、ど

うだこうだといろいろなことがあるのです。そうい

う中で、事務局として同じ建物のほうがいいのでは

ないかという話があったのに、わざわざ遠いところ

に借りていると。そういう理由についても把握して

いますか。

○渡久地一浩観光政策課長 事務所を借りるに当

たって、いろいろな方面からも検討した結果、コス

トですとか、あるいは現在あるビルの中ですと原状

回復義務が生ずるとか、あるいは移転するまでに今

の会議室を実は借りる形になるということで、そこ

に予約が既に入っているような形で、出るまでに時

間がかかるといったようなことも踏まえると、新し

いところにビルを借りたほうがいいのではないかと

いうような話し合いがなされていたと聞いておりま

す。

○砂川利勝委員 これは内部のことだから、そこま

でわかるかわからないかは別として、実際にその事

務局長に相談がなかったような話も聞こえているの

です。その辺も詳細に調べましたか。

○渡久地一浩観光政策課長 新聞報道であります、

事務局長に相談がなかったといったようなことにつ

きましては、そこの場所に決めたのでこれを借りる

ようにといったようなことではなくて、まさにどこ

に借りるかを検討している段階でのことだったとい

うことでございますので、事前の相談といったよう

なことには当たらないと認識しております。

○砂川利勝委員 内部のことですから、なかなかそ

こは詳しく聞けないところもあるかと思うのですが、

それでは、県もこれだけの額を投入しているので、

県には相談はありましたか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 10月の初旬に、

ビューローのほうから事務局長人事について検討し

ているという連絡がございました。

○砂川利勝委員 何日ですか。詳しくお願いします。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 10月５日であっ

たと記憶しております。

○砂川利勝委員 誰から相談があったのですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 会長からでござ

います。

○砂川利勝委員 そういう人事を変えたいと。これ

は基本的にどういう内容でしたか。
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○前田光幸文化観光スポーツ部長 冒頭に答弁いた

しましたように、業務執行体制の強化をこれからし

ていきたい、職場の環境改善をやっていきたい、そ

ういったビューローの抱える課題を解決しながら進

めていきたいというところではあるが、なかなかそ

こでベクトルを一つにすることができないでいると

いうような内容の説明を受けました。

○砂川利勝委員 事務局長はどのくらい務められた

のですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 平成25年４月１

日より事務局長に就任しております。

○砂川利勝委員 それまでの間、そういういろいろ

な行き違いがあって業務に支障が出ていたのですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 ビューローで執

行している個々具体的な事業についてまでは詳細に

ヒアリング等しておりませんが、先ほど申し上げま

したように、業務執行体制を強化していきたいとか、

そういったことなどについてベクトルをなかなか一

つにできないでいるという状況だと聞いておりまし

た。

○砂川利勝委員 それはやはり部屋が決まらないこ

とが１つの原因で、こうやって新聞に出てくること

自体がいかがなものかと。実際そういうことが出て、

大きくなって本人のいろいろな問題もあるでしょう

し、いろいろなことがあるかなと思う中で、立場も

そうだし、そしてまたその人の身分、雇用を更迭と

いう意味や、左遷含めていろいろなことになってい

かないかなと少し心配なところもありますよね。そ

の辺はどうですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 新聞報道では、

事務所のいわゆる借り上げという形の報道ではござ

いますが、我々のほうで幾らか聞いている状況とし

ては、それにとどまらず業務執行体制の強化などの

面でも、なかなかベクトルが一致していなかったと

いうようなことも聞いております。今回はあくまで

も法人内部の執行体制を整えるために行われる人事

異動という理解、そういったことで説明を受けてお

りますので、我々もそのように理解しております。

○砂川利勝委員 もう一度確認したいのですが、適

切だというように今答えられたと思うのですが、そ

うですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 同法人は、県の

指導監督要領の対象法人ではございますが、法人の

自律的・自主的な運営というのは、それはそれで持っ

ておるわけでございます。今回の人事異動につきま

しても理事会事項になっておりますので、理事会で

審議を経た上で、適切な対応が行われるものではな

いかと考えています。

○砂川利勝委員 労働組合、多分そういう大きな組

織ですからあると思うのですが、労働組合側からは

何か言われていますか。

○渡久地一浩観光政策課長 労働組合から役員のほ

うにいろいろな申し入れがあったとは聞いておりま

す。

○砂川利勝委員 内容については把握されています

か。

○渡久地一浩観光政策課長 内容について詳細なこ

とは、こちらは承知しておりません。

○砂川利勝委員 これだけ大きくなったら調査する

必要はあるのではないですか。どうですか。

○渡久地一浩観光政策課長 私ども県といたしまし

ては、公社等の取り扱い要領という指導指針がござ

いますけれども、それに基づきまして、ビューロー

に対しては適宜指導等を行っております。この件も

含めて意見の行き違いといったようなことについて

は、またそれに関して労働組合と役員との間のこと

に関しては、あくまでも内部で自主的に判断をして

いただけるものだと認識しているところでございま

す。

○砂川利勝委員 県からの予算が大方８割だという

ことで、これは沖縄観光を伸ばしていく、沖縄観光

を広めていく、沖縄県の観光業の力をつけていくと

いうのが目的ですよね。基本そういう目的の中に８

割予算を投入しながら、こういう問題が出てくるこ

と自体、本当にゆゆしき問題ではないですか。どこ

まで皆さん方が指導しているのか、疑いたくなるよ

うなところもあるのですけれども、これはどうでしょ

うか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 ビューローとい

うのは、先ほど観光政策課長からの答弁にもござい

ましたように、県の観光振興施策の推進母体という

位置づけになっております。そういったことから、

県から多くの事業を委託したり、補助事業という形

で予算を預けて執行してもらっていると。そういう

意味では非常に重要な役割を担っております。そう

いったビューローが今回、業務執行体制を強化した

いとか、職場環境を改善したいとかいろいろ取り組

みたいといったことの中で、事務局長との間でのベ

クトルが合わなかったというところから行われる人

事異動だと聞いていますので、そこはしっかりまた

体制を立て直して、進めていってもらいたいと考え

ています。

○砂川利勝委員 この件に関して、やはりこれまで

観光は沖縄県の重要産業として私も認めているし、
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多くの方々がそれを認めていると思います。今回こ

ういう事案が発生した件について、もっと詳細を調

べていただきたいということで、要調査事項で上げ

たいと思います。

○上原章委員長 ただいまの質疑につきましては、

要調査事項として提起したいということですので、

提起する理由について簡潔に御説明をお願いします。

なお、提起理由の説明については、質疑の時間に

含めないことといたします。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 やはりこれだけ予算を支出してい

るので、知事の考え方もしっかり聞きたいと思いま

す。それが理由です。

○上原章委員長 ただいま提起のありました要調査

事項の取り扱いについては、本日の調査終了後に協

議いたします。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 次に、ＭＩＣＥです。今回は予算

が執行されていませんよね、決算額でね。それは下

のほうに備考欄で書かれているのですが、平成27年

５月22日付で中城湾港マリンタウン地区に決定とい

うことですので、それはそれでいいですけれども、

用地の確保と現在の状況、それをちょっと説明して

いただけませんか。

○茂太強観光振興課長 前年度、平成26年度につい

ては補正減という形でゼロになっております。次年

度、用地取得費を計上していきたいと考えておりま

す。

○砂川利勝委員 では、来年度の予算要求は幾らで

すか。

○茂太強観光振興課長 現在、需要推計とかいろい

ろ調査事項、研究調査をしています。それも踏まえ

ながら今、予算については検討しているところです。

○砂川利勝委員 繰り越した額だけではないのです

か。

○茂太強観光振興課長 現在、民間導入可能性調査

ということで調査しておりまして、その中で従来手

法による建設に向けての―例えば土地購入だとか、

建設、発注方法だとかそういったものをやるのか、

それともＰＰＰ、民間導入をやって一括してやる方

法、どちらをとるかによって事業費が異なるもので

すから、その点について今、検討しているところで

ございます。

○砂川利勝委員 用地確保とかそういうものは、ま

だまだ先の話ですか。

○茂太強観光振興課長 次年度、要求いたします。

○砂川利勝委員 それはまだ予算計上、積算がされ

ていないという捉え方でいいですか。

○茂太強観光振興課長 はい、そういうことでござ

います。

○砂川利勝委員 わかりました。観光のほうであと

１点だけさせてください。205ページのクルーズ船の

寄港促進支援と受け入れ体制強化、この予算は幾ら

使いましたか。

○茂太強観光振興課長 平成26年度は１億1941万

5000円となります。

○砂川利勝委員 それは全体予算ですよね。個別に

言った３番と４番です。

○上原章委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部が資料を確認していたが、

砂川委員から再開して別の質疑を行うとの

申し出があった。）

○上原章委員長 再開いたします。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 最後に、商工労働部の140ページ。

これは質問にも出したのですけれども、この天然ガ

スの調査結果、どのようになったのか説明してくだ

さい。

○伊集直哉産業政策課長 天然ガス資源活用促進に

向けた試掘調査ということで、平成25年度から平成26

年度に３カ所で試掘を実施しております。御質疑の

宮古島につきましては、城辺ぱり鉱山における掘削

という形で実施をしているところであります。予算

に関しては、このぱり鉱山の掘削に4289万円となっ

ております。そこで実際に出てまいります生産量に

つきましては、ガスが530立米・パー・デイ―１日当

たりです。揚水量―温水ですが、618キロリットル・

パー・デイ出ております。安定的に確保できるとい

う形になっておりまして、南城市にあるユインチホ

テルの約1.5倍の量が産出されることが確認されてお

ります。

○砂川利勝委員 この出てくる量ですけれども、ど

のくらいの家庭に供給できる量ですか。

○伊集直哉産業政策課長 現時点では、この量が家

庭における使用量のどれほどに相当するかという部

分に関しては、試算されておりません。

○砂川利勝委員 実用化に向けて、今後の展開はど

うでしょうか。

○伊集直哉産業政策課長 現在、宮古島市におきま

して、各分野の有識者、事業者等で構成しておりま

す宮古島市天然ガス利活用検討委員会を設置してお

ります。その中で、今後どのような利活用をしてい

くか、その方針を決定していく予定としております。

現在、県内で唯一温泉とガスを利活用している南城
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市のユインチホテルを視察しまして、モデルケース

として検討する予定でおります。

○上原章委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 継続して、今の天然ガスの件に

ついてですが、先ほど試掘の見込み量が試算されて

いないという発言だったのですが、本島南部から宮

古島における天然ガスの推定埋蔵量というのは表に

出ていたと思うのですよ。そういう検証のために試

掘井を掘ったと思うのですけれども、調査をして、

なおかつ推定埋蔵量につながらないというのが理解

できないのですが、もう少し商工労働部長、丁寧に

答弁をお願いします。

○伊集直哉産業政策課長 昭和30年代から６次にわ

たります国の調査の中で、沖縄本島南部及び宮古島

で、島尻郡層が水溶性の天然ガス鉱床として存在す

るというところまでは、確証といいますか確認がで

きております。ただ、その賦存量がどの程度かとい

うのは明らかではないのが実態でございます。平成24

年から試掘をしました那覇市、南城市、宮古島市に

おいても、賦存量の可能性の高いところを選んで、

試掘をした結果として先ほど申し上げました量が現

在出ている状況です。

○座喜味一幸委員 いずれにしても、今後、天然ガ

スの利活用について、当初はしっかりしたビジョン

を持ってやっていたけれども、ちょっと本数にして

も尻すぼみになって、結局３カ所になっております。

何か今後、今度の結果を通してどのように使うかは、

もうあなたたちが勝手にしなさいというようなイ

メージですけれども、県としてこの天然ガス資源を

どう生かそうかというビジョンが見えない。そうい

う意味において今の宮古島の天然ガス、今後具体的

にどう利活用していこうか、地域経済に役立てよう

としているのか。商工労働部長、ちゃんとその辺ビ

ジョンを持ったほうがいいと思いますよ。

○下地明和商工労働部長 県としましては、賦存す

るのがおおよそ推定できるという中で実際に試掘を

して、それが現在１日当たりかなりの量の天然ガス、

それと揚水があるというところまでは確認しており

ます。それから、その成分等についても分析をして

おりますが、実際に事業性ということになると、ど

ういった事業が可能かということを含めて、その地

域で十分検討する必要があると考えております。し

たがってそれを十分検討し場所も特定しないと、ま

た再度試掘しないといけないことになりますので、

その本数も事業の規模によって１本でいいのか、２

本掘る必要があるのかとか、いろいろ出てくると思

います。そういった目安としていただくために、試

掘井という形で３カ所を試掘したということであり

ますので、今後の事業の検討をしていただいて、こ

れからまた協議、御相談をしていくことになろうか

と思っております。

○座喜味一幸委員 これは市が温泉等に利用したい

という場合、あるいはこの井戸を掘る場合に、鉱業

権は多分、僕は地元におろしたと思っているのです

けれども、今後の利活用に当たって、その辺の権利

はあるのですか。どうなっていますか。

○下地明和商工労働部長 きちんとした事業計画、

あるいは事業の見通しを立ててくれば、今、県が持っ

ている鉱業権については、譲渡をして活用していた

だくというような方針であります。

○座喜味一幸委員 次に、決算について商工労働部、

執行率79.2％になっております。翌年度への繰り越

し、不用というのは、今後予算確保にとって大事な

数字だと思うのですが、この繰り越し、不用は平成26

年度どのように改善して、どのように取り組みがな

されたのか。

○下地明和商工労働部長 現在、少し数字が違いま

すが、商工労働部の執行率は80.1％でございます。

これは前年と比較しますと若干落ちておりまして、

1.1％の減になっております。それから不用額ですが、

前年度30億7774万6971円に比して、今年度は23億1711

万3935円ということで、７億6000万円余りの減となっ

ております。それから繰越額ですが、前年度の75億

2538万7650円に対し、今年度は81億1005万2160円と

いうことで、これは５億8000万円余りの増となって

おります。増となっている理由としましては、多く

の調整事項を要するような大型のハード事業、これ

が多かったということもありまして、これが主な繰

り越しの要因となっているということでございます。

○座喜味一幸委員 緊急雇用創出と緊急委託訓練事

業、これだけでも７億2000万円ぐらい不用が出てお

りますが、何かこの失業対策等々、雇用促進してい

る割に不用を出しているが、これはどういう事情に

よるものか。

○屋宜宣秀労働政策課長 職業訓練費の不用額２億

1124万4300円ということで、先ほど商工労働部長か

ら報告がございました。このうち、主なものは緊急

委託訓練事業の実績減になっております。この不要

の主な理由としましては、訓練コースの一部につき

まして、開講するために必要な応募数に達しなかっ

たことによる閉講、それから定員割れ、あと中途退

校者等が出たことによる委託費の減額に伴うもので

ございます。それともう一つが、修了した訓練生の

就職率に応じて、委託先にインセンティブという形
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で就職支援経費の支給がございますが、これが見込

みよりも少なかったことによる委託費の減額等でご

ざいます。今後は、訓練科目につきまして需要をさ

らに精査するような形で、追加設定ですとか、定員

増等による執行率向上等に努めてまいりたいと思い

ます。

○座喜味一幸委員 今度は文化観光スポーツ部に移

りますが、まず、文化観光スポーツ部長の決算の説

明の中で、沖縄観光国際化ビックバン事業の航空会

社商談会へのトップセールス中止による旅費の執行

残等という説明がありました。これに関して御説明

願います。

○茂太強観光振興課長 本事業においては、一般財

団法人沖縄観光コンベンションビューローの人件費

において、各業務の執行に際して適正に対応できる

人員配置と、年度途中の退職者が生じたことに伴う

職員の採用に時間を要したことによる執行残。また、

旅費において、参加する予定であったルーツ・アジ

アの知事トップセールスへの不参加による執行残で

あります。金額は1664万2000円になります。

○座喜味一幸委員 これは知事、副知事がセールス

に行く予定が、行かなかったという理解でいいです

か。

○茂太強観光振興課長 先般、ルーツ・アジアが決

定したことは、多分、新聞報道等でお聞きになって

いると思いますが、そのルーツ・アジアが昨年度決

定すると我々は予定しており、旅費を計上していま

したが、それが５月にずれたということで不用となっ

たものであります。

○座喜味一幸委員 外国人受け入れ事業について伺

います。外国人観光客が相当ふえてきたけれども、

果たしてそれに対応した県の受け入れ体制ができて

いるのかと。ましてや、離島における受け入れ体制

ができているのかということで伺いますが、Ｗｉ－

Ｆｉの普及の実態、ルーター等の貸し出し、ＳＩＭ

システム等の整備状況、両替機等の整備状況、そう

いうもののトータルとして、沖縄本島もしくは離島

を含めてどのような現状か、これに対してどうしよ

うとしているのか。

○茂太強観光振興課長 まず、Ｗｉ－Ｆｉの設置に

関しては、平成24年から平成26年のトータルで申し

上げますと、324機設置しております。その中で離島

が88件になります。それとＡＴＭ、外貨両替機の設

置につきましては、全部で33機設置しておりまして、

そのうち離島が３件となっております。あと、ルー

ターの貸し出しですけれども、現在、那覇空港にお

いて既にサービスが提供されている状況にあります。

その中身が、那覇空港のカウンターにおいて手続を

とる形になりますが、１日当たり1000円、２日目か

ら900円という形になっています。そういった金額で

提供されていることは聞いております。離島にはご

ざいません。

○座喜味一幸委員 今後、現状に対してどう取り組

もうとしているかという話は。

○茂太強観光振興課長 このサービスについては、

現在、既に民間が独自で始めている状況を鑑みます

と、公的な支援というのはなかなか難しいかと今の

ところ考えております。

○座喜味一幸委員 そうではなくて、本当に離島を

含めて観光客がふえました、Ｗｉ－Ｆｉが通じませ

ん、両替機が少のうございます、空はいいけれども、

今度は海の準備ができておりません。現状はこうい

う状況なので、今後どうしようとしているのかを伺っ

ているのです。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 外国人観光客の

急増という状況の中で、委員からございますような

部分への対応というのは本当に喫緊の課題だと考え

ております。Ｗｉ－ＦｉとかルーターとかＳＩＭシ

ステム、そういった通信環境の改善整備に係る部分

につきましては、とりわけ外国人観光客にとって重

要という中で、県では今年度、Ｗｉ－Ｆｉ機器の整

備状況、宿泊施設や観光施設等について、実情把握

のための調査を実施しております。また、今年度、

総務省も県と連携する形で、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備

実情調査を実施いたします。我々はその辺のすみ分

けをうまくやりながら、今年度中にそういった通信

環境が今どういう状況なのか、どういう課題がある

か、そして今後外国人だけでなく、そういった通信

環境を利用する観光客にとっての―例えばこういっ

たシステムを使いますと、セキュリティの問題とか

も出てきますので、そういった部分をどのようにや

るか。こういったことについて急ぎ検討しまして、

次年度以降しっかり整備に向けて取り組んでいこう

と考えております。一方、外貨両替機でございます

が、33機という説明がございましたけれども、最近

は金融機関とか、それから事業者において独自に設

置するというような動きも見られますので、その辺

の状況も把握しながら、適宜対応していきたいと考

えております。

○座喜味一幸委員 ぜひとも、総務省の事業を使い

ながら、連携しながら、要するにせっかく来るので、

観光の核となる地域においては、せめてＷｉ－Ｆｉ

ぐらいは通じるような体制、これを一企業でもって

補助して300件とかでやるよりも、もっと地域を網羅
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するような形で進めないといけないというのが１点。

それからもう一点は、全国的に免税店の普及という

のが大きく、本土でもはやっております。我々は先

進地である割に、本当にこの免税店の数がふえてい

るのか、本当に免税店というものが観光客にとって

利便性のあるものなのか、この現状と課題、対策に

ついてお願いします。

○渡久地一浩観光政策課長 委員がおっしゃるよう

に、免税店の店舗数というのは、外国人観光客数の

増加に比例したような形でかなりふえております。

平成26年４月時点と平成27年４月時点を比べますと、

店舗数にしまして平成26年４月時点が5700件余り

だったものが、１年後の平成27年４月時点ですと１

万8700件余り―失礼しました。これは全国でござい

ました。全国でもこういった伸びがあると。一方、

沖縄県でございますけれども平成26年４月１日で82

店舗であったところ、平成27年４月１日時点で347店

舗ということで、年間265店舗、４倍以上の増加となっ

ております。

○座喜味一幸委員 石垣島、宮古島はどれぐらいで

すか。久米島も。

○渡久地一浩観光政策課長 地域別には集計をして

おりません。

○座喜味一幸委員 いずれにしても、本土の観光地

の静岡県あたりでも、温泉街まで全部その免税店の

許可をとってやっている。先進地である我々沖縄県

で免税店がこんな状態で普及していない。僕は逆に

ほとんど沖縄県だと思ったら、こんな状態であると

いうことは、この観光のショッピングという部分に

おいて、離島を含めて抜本的な対策をとらないとい

けないと思っている。文化観光スポーツ部長、いか

がですか。これは対応が遅い。

○慶田喜美男国際物流商業課長 今、詳しい資料の

手持ちがありませんが、商工労働部のほうでインバ

ウンド事業をより多くの商業者に取り組んでいただ

くということで、県内各地で今、説明会を開いてい

るところでございます。11月から各地で小売事業者

を対象に免税店になる注意点でありますとか、どう

いう手続が必要でありますとか、そういう説明会を

開催して、できるだけ免税店をふやすという方向の

事業を展開しているところでございます。

○座喜味一幸委員 いつまでにどれぐらいという目

標はありますか。

○慶田喜美男国際物流商業課長 そういう目標は今

のところ、設定しておりません。

○座喜味一幸委員 この話は大変おくれていて、県

が音頭をとってやらないと、僕は、大変残念だなと

いつも見ております。そういう意味では、至急対応

しておろしていただきたい。文化観光スポーツ部長、

明確な取り組みの決意をお聞かせください。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 今、商工労働部

の答弁を受けて担当課長と考えておりましたが、実

は、そういった動きの中で、観光の部門においても

この消費税の免税店の増加に向けて、支援事業を今

年度から既に始めております。消費税免税店などは

輸出物品販売所の許可申請を行う必要があるわけで

すが、そういったものに必要な書類作成―消費税の

免税手続に必要な書類を作成する必要があるのです

が、それに対する必要な機器、パスポートリーダー

とか、ソフトウェアとかそういった購入費に対する

支援とか、そういったのをやっておりまして、積極

的にこの支援事業について広報しながら、増加に向

けて取り組んでいきたいと考えております。

○座喜味一幸委員 先ほど砂川委員からも質疑があ

りました。今、沖縄県1000万人観光に向けて、非常

に流れがいい、大変大きな喜びとするところであり

ます。これは皆さん方の頑張りがありますが、今ま

さにこういう一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローを中心とした県との連携で、いろいろな

事業を仕組むことによって結果が出ていると思って

おります。そこでまず先ほど予算を聞きましたが、

沖縄県がビューローに委託している平成26年度実績

は41億9000万円ですか、これは主としてどういう事

業になっていますか。大きなメニューを教えてくだ

さい。

○渡久地一浩観光政策課長 県からビューローに委

託している事業でございますけども、平成26年度で

いいますと16事業余りとなっておりまして、平成26

年度の決算ですと39億8700万円余りを委託している

ところでございます。

○座喜味一幸委員 先ほどとちょっと数字が違うけ

れども、一般財団法人というのは、運営としては県

の定款、あるいはその労働条件等は県に準じており

ますか。

○渡久地一浩観光政策課長 先ほども言いましたけ

れども、県とビューローは一体となって観光振興政

策を進めているという状況の中で、もう一つ、県の

公社等の取り扱い要領等も含めて、そういった職員

の給与を含めた勤務条件等々については、ある程度

県の規則などに準拠しているところがございます。

○座喜味一幸委員 県からの出向は現在何名ですか。

現在でいいです。わかる年度でいいです。

○渡久地一浩観光政策課長 ５名でございます。

○座喜味一幸委員 今回、何か肝心かなめの事務局
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長が更迭というような報道がされたりしております

が、自宅待機というのは、これは懲戒処分に該当す

ると思っているのですが、この一般財団法人として

はどういう扱いになりますか。

○渡久地一浩観光政策課長 私どもが聞いているの

は、人事異動の一環ということで、人事異動といい

ましても理事会を経て決定されることでございます

ので、人事異動までの間、本人のお気持ちの整理で

すとか、あるいは次の仕事の準備等々を含めて自宅

で待機をしていただくというような期間だというこ

とで、それはまた業務命令の一環として承知をして

おります。

○座喜味一幸委員 これは皆さんが、沖縄県として

指導する立場にありますか。文化観光スポーツ部長、

どうですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 業務執行体制の

強化とか、職場環境の改善とかそういったことを進

める上において、なかなかその認識とかベクトルを

合わせることができない中で人事異動を考えている

ようであります。法人の組織運営については、例え

ば役員のみでなく、今回の件につきましても理事会

に諮るという手続を経て進められますので、そこは

見守っていきたいと考えております。

○座喜味一幸委員 こんな曖昧なことではなくて、

事務局長たる主たる幹部が自宅待機を命ぜられたと

いうことは、本人にとっては大変名誉毀損でありま

す。また事務局長としてやっていた業務を、彼が待

機することによっていろいろな弊害が出ていると私

は聞いております。こういう中で、人事異動すると

いうようなこんな繕った話ではなくて、今現に自宅

待機させられているということは、当たり前の公務

員でいう、公務員の規定でいっても自宅待機という

のは明らかな懲戒処分ですよ。こういうことがまか

り通るのかと聞いているのです。県としてそれは両

輪なのだから、約40億円の委託を出している組織が

これでいいのかという話です。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 観光施策の推進

母体という位置づけの中で、県からたくさんの事業

を委託ないしは補助という形で執行してもらってい

ます。そういう意味で県においては、ビューローの

業務執行が円滑に効果的になされる部分について、

しっかり我々がかかわっていく責任があると思って

いますし、日ごろそういった部分については、連絡

会議等々持ちながら、担当者間あるいは課長、部長

それぞれのレベルでやりとりをしながら、県として

かかわるべき部分についてしっかり対応しています。

一方で今回の件は、法人内部の組織人員体制に関す

る法人としての判断という部分がございますので、

それはその理事会とかの手続を経て決めていくこと

でございますから、県としてその部分に関して意見

を言うということについては、差し控えたいと考え

ているところでございます。

○座喜味一幸委員 平良朝敬さんという方は、翁長

知事のいろいろな政治活動の中核を担った人だとい

うように覚えているのですが、どういう方ですか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 御本人の略歴と

いいますか、そういったところで把握している、記

憶している範囲で申し上げますと、かりゆしグルー

プ、ホテル経営中心にとか、それから例えば、日本

ホテル協会沖縄県支部といったいわゆる業界団体の

まとめ役とか、そういった形で観光産業、ホテル事

業等の中で実績のある方だと理解しています。

○座喜味一幸委員 ビューローの会長は知事が任命

するのですか。知事とはどういう関係にありますか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 この６月に新会

長という形で選任されたわけですが、その改選、い

わゆる前会長の任期が切れる状況に際して、ビュー

ローの重要なその役割、位置づけに鑑み、県政とベ

クトルを同じくすべき人たちの中から考えていくほ

うがいいのではないかということで、県の考え方を

伝えたわけであります。それを受けてビューローの

意思決定機関であります評議委員会、そして理事会

を経て選任手続をされております。そういった形で

新会長は就任したものと考えています。

○座喜味一幸委員 県から理事は入っていますか。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 観光政策統括監

が理事として入っています。

○座喜味一幸委員 委員長、この件は沖縄県が今取

り組んでいる観光振興において、行政と両輪である

べきビューローが、このような独裁的だと一般的に

は言われておりますが、独裁的な法律を超えた処分

をやる、職員としてプロパーの人たちから、労働組

合からも職場の改善要請がなされております。そう

いう意味において、私は知事がぜひとも決算特別委

員会に出られて、この観光振興のためにビューロー

の是正をしっかりとただすべきという答弁をしてい

ただきたいために、調査を求めます。

○上原章委員長 ただいまの質疑につきましては、

要調査事項として提起したいということですので、

提起する理由について簡潔に御説明をお願いします。

なお、提起理由の説明については、質疑の時間に含

めないことといたします。

座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 沖縄県観光客1000万人達成のた
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めに、一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローの機能性を発揮すること、県との連携をしっか

りととることに努力が必要だと思いますので、この

問題に関しては、知事からしっかりと答弁をいただ

きたいと思います。

○上原章委員長 ただいま提起のありました要調査

事項の取り扱いについては、本日の調査終了後に協

議いたします。

新垣哲司委員。

○新垣哲司委員 通告には３点申し出ているのです

が、１点だけお聞かせください。マリンスポーツの

サーフィンについてですが、私の記憶では東京オリ

ンピックに採用されたのではないかと思うけれども、

どうでしょうか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 東京オリンピック

につきましては、今回５種目の競技が新たに提案さ

れておりまして、まだ決定ではなくて、来年８月の

オリンピック委員会におきまして決定する形になっ

ております。日本から提案したということになって

おります。

○新垣哲司委員 やはり沖縄の海や空を見ても、こ

のスポーツは地域にマッチするスポーツだと思うの

です。今、このスポーツの人口は沖縄県でどのぐら

いいらっしゃいますか。大体でいいです。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 全国では3000人ほ

どということで、これは会員になっている方々の分

でございまして、一般の愛好家については把握して

いない分がございます。

○新垣哲司委員 沖縄県の愛好者を大体でいいです

よ、わかりませんか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 沖縄県につきまし

ては確認したところ、人口というよりも11件のショッ

プが組合というか、協会をつくっておりますが、そ

のショップに何名いるかまでは確認はできておりま

せん。

○新垣哲司委員 沖縄本島内にサーフィンができる

場所は何カ所ぐらいありますか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 沖縄本島内にも

サーフィンができるところがたくさんありますが、

主なところといたしましては、糸満市の米須海岸、

うるま市の伊計島、うるま市天願、読谷村真栄田、

北谷町砂辺が有名なところとなっております。

○新垣哲司委員 大体今５カ所くらいだなと思って

おります。この施設というのですか、利用するとこ

ろを５カ所挙げましたよね。糸満市大度、山城海岸

が出たのですが、ここにこのスポーツをやりたいた

めに、中には観光客もいらっしゃいますよ。大体土

曜日、日曜日に愛好者が来るわけですよね。海です

から自由に入れるわけですね。入るときはいいので

すが、帰るときです。スポーツ振興課長でもいいし

文化観光スポーツ部長でもいいですが、見たことが

ありますか、特に今言う糸満市の海岸。

○前田光幸文化観光スポーツ部長 大度海岸の場合

ですが、私の記憶で最後にそちらに行ったのが５年

ほど前です。たしか公共のトイレはあったと記憶し

ておりますが、例えばシャワーとかについては、た

しか民間の方が有料でサービスを提供していたかと

記憶しています。

○新垣哲司委員 今言うのは大度海岸ですよね。民

間が立派にやっています。私が見たことがあります

かというのは、喜屋武一体にかけての山城米須海岸、

全国植樹祭会場の前ですよ。ここにみんな車をとめ

て帰るとき、非常にかわいそうだなと。水も自分で

ポリバケツに持ってきて、男性はいいですよ。女性

は車の側で囲んでバスタオルを巻いて、ここで着が

えをするのですよ。こういう施設の管理というのは

県ですか、市ですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 海岸につきまして

は土木建築部で管理しておりまして、そういう海岸

の整備等も土木建築部でやっていると伺っておりま

す。

○新垣哲司委員 土木建築部ですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 ビーチとか駐車場

という形で土木建築部で整備をしています。うるま

市の海岸などについても整備していると土木建築部

からは聞いています。

○新垣哲司委員 施設になったら土木建築部かもし

れませんが、そういう点について、皆さんのところ

に要請とか要望とか、県に来られることはございま

せんか。どうですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 県としては、従来、

スポーツに関しましては沖縄県体育協会をメーンに

いろいろとやっていたものですから、今回、サーフ

ィンにつきましては、沖縄県体育協会にもまだ加盟

していないところもございまして、なかなか県のほ

うに、沖縄県体育協会を通したりとかで要望などに

ついては特になかったものですから、余りこちらで

は承知しないところでございます。

○新垣哲司委員 わざわざ本土からもサーフィンを

しに来てトイレもない。シャワーもない。多いとき

には200人、300人も来ますよ。こういうことですか

ら、文化観光スポーツ部としてもできれば頭に入れ

て、早急の対策が必要だなと。市ともいろいろな形

で連携をとっていただきたいと思っております。こ



－238－

れがもしオリンピック競技で種目になれば、ますま

す沖縄県にこういうサーフィンの選手の皆さんや、

あるいはまた、観光を含めて大事なことだと思って

おりますので、ひとつよろしくお願いします。

○上原章委員長 以上で、商工労働部長及び文化観

光スポーツ部長に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○上原章委員長 再開いたします。

次に、決算調査報告書記載内容等について御協議

をお願いいたします。

まず初めに、要調査事項を提起する委員から、改

めて提起する趣旨について御説明をお願いいたしま

す。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 平成26年度に実施した名護市辺野

古沖における潜水調査の調査結果がいまだに公表さ

れていないことについては、お手元にお配りしてい

る内容です。基本的に去る31日までに全て終わった

という答弁でしたので、本来、議会に公表するのは

当然のことだと思うのです。いかなる理由というか、

余りわからない、結果がそんなに出ない、難しいも

のでもないと思う中で、こういうものをやはりしっ

かりと公表していただきたいと。それは当然のこと

だと思っていますので、要調査事項として提案した

いと思います。

○上原章委員長 砂川委員の説明は終わりました。

続いて、座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 関係部局連携による沖縄県発注

公共工事における積算単価の見直しについては読ん

でいただいて、これはある程度の共通認識だと思っ

ておりますが、落札額が非常に落ちて、辞退する企

業も多いという中で、これは各部局にまたがるので、

知事がリーダーシップをとって、こういう経済対策

にもつながる公共単価のありようというものをしっ

かりと質疑の中で聞いた方がいいと思って、検討を

お願いしました。

○上原章委員長 座喜味委員の説明は終わりました。

続いて、３番目についても座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 岩礁破砕許可に当たっての定量

・定性的な審査基準の必要性について、岩礁破砕の

許可基準というのが、非常に漠としている部分があ

ります。今後いろいろな事業でこういう問題が出て

くると思います。那覇空港第２滑走路、あと浦添地

先等の埋め立て等々、国、県、市町村の仕事が出て

きますので、ある程度定量的、定性的な基準を持っ

ておかないと、これは大変大きな混乱につながりま

すので、ぜひ知事の指揮のもとに、その辺の基準を

しっかりと議論していただきたいと思います。

○上原章委員長 座喜味委員の説明は終わりました。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 一般財団法人観光コンベンション

ビューローの事務局長人事については、先ほど論戦

した中で、沖縄県の重要産業の本当にリーダー役と

いうビューローのこういう問題が、観光産業の発展

に対して足を引っ張るのではないかという思いはあ

ります。40億円近いお金を県から出している中で、

こういうことが本当に起こっている中で、やはり知

事本人の考え方も聞いてみたいということで、要調

査事項として提案しました。

○上原章委員長 砂川委員の説明は終わりました。

最後に、同じ件について座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 趣旨は同様でありますから、

ビューローの適正な運営を図るために、行政とビュー

ローとのコミュニケーション、また知事の指導力を

発揮していただくための質疑をやらせてくださいと

いうことです。

○上原章委員長 座喜味委員の説明は終わりました。

次に、要調査事項の必要性及び整理等について、

休憩中に御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項の必要性及び整理に

ついて協議した。次に、反対意見及び特記

事項の有無の確認を行った。）

○上原章委員長 再開いたします。

要調査事項につきましては、休憩中に御協議いた

しましたとおり報告することといたします。

次に、要調査事項として報告することについて反

対の意見がある場合には、その意見もあわせて報告

することとなっておりますので、反対意見がありま

したら挙手の上、御発言をお願いいたします。

仲村未央委員。

○仲村未央委員 ３番目の岩礁破砕許可の基準をめ

ぐってですれども、これについては漁業調整規則並

びに取り扱い方針で、基準等は既に定められている

というようにこの間も理解をしてきたものですし、

また答弁もそのようになっていましたので、ここで

あえて取り扱うことかなというのは思っています。

○上原章委員長 ほかに意見はありませんか。

玉城満委員。

○玉城満委員 ４番目の一般財団法人沖縄観光コン

ベンションビューロー事務局長人事については、県

の外郭団体である一般財団法人ということで、その

法人の中には理事会があり、理事会の中でその人事
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が決定されると。そういうシステムになっているの

で、知事答弁を求める趣旨の質疑ではないと私は思っ

ております。

○上原章委員長 ほかに意見はありませんか。

具志堅徹委員。

○具志堅徹委員 今の玉城委員が話したことと同じ

で、知事を呼び出して質疑をするという性質のもの

ではない。性質のものではないという意味も込めて、

先ほどの質疑の中でも、何か不穏当な、僕からも指

摘したけれども、不穏当な発言などをしている状況

の中で、知事を呼び出して同じような質疑をされた

ら、こんなみっともない委員会はないですよ。そう

いう意味で、知事が出席して答弁するとか、質疑す

るとかという内容ではないと思います。

○上原章委員長 ほかに意見はありませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○上原章委員長 意見なしと認めます。

次に、特記事項について御提案がありましたら挙

手の上、御発言をお願いいたします。

なお、特記事項は、議案に対する附帯決議のよう

な事項を想定しております。

意見はありませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○上原章委員長 意見なしと認めます。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑、答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますがこれに御異議あり

ませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○上原章委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後３時20分散会
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平 成 2 7 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成27年10月21日 (水曜日)

午前10時３分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 呉 屋 宏君

副委員長 狩 俣 信 子さん 中 川 京 貴君

委 員 又 吉 清 義君 島 袋 大君

照 屋 守 之君 新 田 宜 明君

赤 嶺 昇君 糸 洲 朝 則君

西 銘 純 恵さん 比 嘉 京 子さん

欠席委員

嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

保 健 医 療 部 長 仲 本 朝 久君

保 健 衛 生 統 括 監 国 吉 秀 樹君

参 事 阿 部 義 則君

保 健 医 療 政 策 課 長 大 城 直 人君

健 康 長 寿 課 長 糸 数 公君

国 民 健 康 保 険 課 長 宮 平 道 子さん

薬 務 疾 病 対 策 課 長 玉 城 宏 幸君

病 院 事 業 局 長 伊 江 朝 次君

県 立 病 院 課 長 津嘉山 朝 雄君

県立病院課経営企画監 真栄城 守君

県立病院課医療企画監
篠 﨑 裕 子さん

兼保健医療政策課副参事
篠 﨑 裕 子さん

県立病院課看護企画監 平 良 孝 美さん

県 立 病 院 課 副 参 事 幸 喜 敦君

北 部 病 院 長 仲 間 司君

中 部 病 院 長 上 原 元君

南部医療センター・こども

医 療 セ ン タ ー 院 長
我那覇 仁君

精 和 病 院 副 院 長 砂 川 寿美子さん

宮 古 病 院 長 上 原 哲 夫君

八 重 山 病 院 長 依 光 たみ枝さん

本日の委員会に付した事件

１ 平成 27 年 平成26年度沖縄県一般会計決算

第７回議会 の認定について（保健医療部所

認定第１号 管分）

２ 平成 27 年 平成26年度沖縄県病院事業会計

第７回議会 決算の認定について

認定第21号

３ 決算調査報告書記載内容等について

3ii4

○呉屋宏委員長 ただいまから、文教厚生委員会を

開会いたします。

本委員会の所管事務に係る決算事項の調査につい

てに係る平成27年第７回議会認定第１号平成26年度

沖縄県一般会計決算及び同認定第21号平成26年度沖

縄県病院事業会計の決算議案２件の調査及び決算調

査報告書記載内容等についてを一括して議題といた

します。

本日の説明員として、保健医療部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

なお、本日は、県立精和病院長が体調不良により

欠席しておりますので、副院長が代理出席しており

ます。まず初めに、保健医療部長から保健医療部関

係決算の概要の説明を求めます。

仲本朝久保健医療部長。

○仲本朝久保健医療部長 保健医療部所管の平成26

年度一般会計の決算概要を説明をいたします。

お手元の資料、歳入歳出決算説明資料に基づきま

して御説明をいたします。

資料の１ページをお願いいたします。

なお、表の右側の欄には、平成26年度沖縄県歳入

歳出決算書のページを記載してありますので、御参

照ください。

まず、歳入決算の状況について御説明をいたしま

す。

一番上の保健医療部の合計欄ですが、予算現額の

計Ａ欄117億7777万8000円に対し、調定額Ｂ欄は114

億9577万6138円、そのうち収入済額Ｃ欄は114億4934

万3820円、収入未済額Ｅ欄は4643万2318円で、収入

比率は99.6％となっております。

収入未済額Ｅ欄のうち、主なものを御説明いたし

ます。

３ページをお願いいたします。

文教厚生委員会記録（第２号）
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上から３行目の（目）衛生貸付金元利収入の収入

未済額Ｅ欄1047万1732円は、看護師等修学資金返還

金に係るものであります。

看護師等修学資金については、看護師免許等を取

得後、県内の指定病院に一定期間勤務した場合は返

還を免除しておりますが、県外病院への就職、ある

いは看護師等を離職した場合等には返還することと

なっており、この支払いが滞り収入未済となってお

ります。

次に、下から５行目（目）雑入の収入未済額Ｅ欄3104

万2147円は、主にドクターヘリに係る鹿児島県から

の負担金となっております。

これは、例年５月末に収納しているものでありま

すが、鹿児島県は同県の金融機関に５月22日に入金

をしておりましたが、ここから沖縄県の指定金融機

関に振り込まれるまでに、５月末が土日であったこ

ともあり、例年以上に時間を要し、平成26年度の出

納整理期間内に収納できなかったものであります。

なお、平成27年度の歳入として既に収納済みとなっ

ております。

次に、歳出決算の状況について御説明をいたしま

す。

４ページをお開きください。

一番上の保健医療部計の欄ですが、予算現額の計

Ａ欄642億2409万3488円に対し、支出済額Ｂ欄623億

9284万368円、翌年度繰越額Ｃ欄は１億3174万400円、

不用額は16億9951万2720円、執行率は97.1％となっ

ております。

翌年度繰越額Ｃ欄の主なものといたしましては、

次の５ページの上から４行目、（目）衛生研究所費の

衛生環境研究所施設整備事業や、その９行下にあり

ます（目）医務費における医療施設近代化施設整備

事業などにおいて、繰り越しとなったものでござい

ます。

衛生環境研究所施設整備事業については、敷地排

水の処理に係る調整に不測の時間を要し、工事スケ

ジュールにおくれが生じたこと。

また、医療施設近代化施設整備事業につきまして

は、老朽化が著しい病院の改築などの費用を補助す

るものですが、補助事業者において、移転新築を予

定していた土地の一部の取得が困難となり、計画変

更があったことなどから繰り越したものでございま

す。

不用額の説明をいたします。

４ページに戻っていただきまして、上から４行目、

（款）民生費の不用額４億5345万7946円について、

主なものを御説明いたします。

（目）で言いますと、その３行下になりますが、（目）

の老人福祉費について、後期高齢者医療給付費県負

担金等の算定の基礎となる医療給付費等の実績が見

込みより少なかったことや、その下の（目）国民健

康保険指導費について、国民健康保険負担金等事業

費において、調整交付金等の算定の基礎となる保険

給付費等の実績が見込みより少なかったことなどか

ら不用が生じております。

次に、（款）の衛生費の不用額11億6209万1036円に

ついて、主なものを御説明いたします。

（項）公衆衛生費の不用額９億2643万2848円は、下

から３行目、（目）精神衛生費について、精神障害者

自立支援医療費における扶助費の実績が見込みより

少なったことによるもの、また次のページになりま

すが、上から３行目、（目）特定疾患対策費について、

特定疾患対策事業費における扶助費の実績減などに

よるものであります。

次に、同じページの下から８行目の（項）医薬費

の不用額１億6183万7521円は、（目）の医務費につい

て、県立病院医師派遣補助事業での医師派遣実績減

に伴う不用があったことなどによるものであります。

６ページをお願いいたします。

一番上の行、（款）教育費の不用額8396万3738円は、

（目）看護大学費で、人事異動等により看護大教職

員給与費の減などによるものであります。

以上が、保健医療部所管の平成26年度一般会計歳

入歳出決算概要であります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○呉屋宏委員長 保健医療部長の説明は終わりまし

た。

次に、病院事業局長から病院事業局関係決算の概

要の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

○伊江朝次病院事業局長 平成27年第７回議会認定

第21号平成26年度沖縄県病院事業会計決算について、

お手元にお配りしてあります平成26年度沖縄県病院

事業会計決算書に沿ってその概要を御説明申し上げ

ます。

それでは、決算書の11ページ、平成26年度沖縄県

病院事業報告書をお開きください。

初めに、県立病院の事業概要について。

１、概況の総括事項でありますが、沖縄県病院事

業は、県立北部病院を初め６つの県立病院と16カ所

の附属診療所を運営し、医師や看護師等の医療スタッ

フの確保を図るとともに、施設及び医療機器の充実

を図るなど、医療水準の向上に努めております。

業務状況につきましては、入院患者延べ数が66万
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9943人、外来患者延べ数が76万7618人で、総利用患

者延べ数は143万7561人となり、前年度と比べて１万

3571人の減少となっております。

それでは、病院事業の決算状況について御説明い

たします。

１ページ、平成26年度沖縄県病院事業決算報告書

をお開きください。

まず、収益的収入及び支出について、収入の第１

款病院事業収益は、当初予算額に補正予算額を加え

た予算額合計535億6744万7000円に対し、決算額は520

億9058万143円となり、差額は14億7686万6857円と

なっております。

これは、第１項の医業収益において差額が19億2479

万3941円となったことが主な要因であります。

次に、支出の第１款、病院事業費用は、当初予算

額に補正予算額などを加えた、予算額合計560億4403

万5000円に対し、決算額は533億6346万4855円となり、

地方公営企業法の規定による繰越額は345万2481円と

なっております。

不用額は26億7711万7664円となっており、これは

第１項の医業費用において、23億6366万5888円の不

用が生じたことが主な要因であります。

２ページをお開きください。

資本的収入及び支出について、収入の第１款資本

的収入は、当初予算額に繰越額に係る財源充当額を

加えた予算額合計37億6081万1000円に対し、決算額

は34億705万6715円となり、差額は３億5375万4285円

となっております。

これは、第１項の企業債において、２億9670万円

の借り入れの減があったことが主な要因であります。

次に、支出の第１款資本的支出は、当初予算額に

流用増減額などを加えた予算額合計61億1963万7000

円に対し、決算額は57億4411万3971円で、地方公営

企業法の規定による繰越額は２億8922万3449円と

なっております。

不用額は8629万9580円で、これは第１項の建設改

良費の執行減などが主な要因であります。

３ページに移ります。

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの損

益計算書について、医業収益は、入院収益、外来収

益などを合計した442億5103万3382円で、医業費用は、

給与費、材料費、経費などを合計した489億7282万2170

円で、医業収益から医業費用を差し引いた医業損失

は47億2178万8788円となっております。

医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助金、

国庫補助金などの合計で73億2503万8988円となって

おります。

４ページをお開きください。

医業外費用は、支払利息、長期前払消費税勘定償

却、雑損失を合計した21億1869万2402円で、医業外

収益から医業外費用を差し引きますと、52億634万

6586円の利益を計上しております。

当該利益の52億634万6586円と、３ページで説明し

た医業損失47億2178万8788円を加味した経常利益は、

４億8455万7798円となっております。

特別利益は４億2452万563円で、特別損失は29億730

万465円となっており、差し引き24億8277万9902円の

損失を計上しております。

当該損失と経常利益を合わせた当年度純損失は、19

億9822万2104円で、当年度純損失と前年度繰越欠損

金170億1915万7567円を合計した額から、会計制度の

変更による、その他未処分利益剰余金変動額148億

7284万5863円を差し引いた当年度未処理欠損金は41

億4453万3808円となっております。

５ページに移ります。

剰余金計算書について、表の右の欄、資本合計を

ごらんください。

前年度末残高は、619億3233万241円で、前年度処

分額がゼロ円であることから、処分後残高は前年度

末残高と同額となっております。

処分後残高の下段、当年度変動額は施行規則によ

る変動などにより、マイナス578億2409万9110円で、

処分後残高を合わせた資本の当年度末残高は、41億

823万1131円となっております。

下の表の欠損金処理計算書について、表の右の欄、

当年度未残高の未処理欠損金は41億4453万3808円で、

これにつきましては、地方公営企業法の規定に基づ

き、全額を翌年度に繰り越すこととなります。

６ページをお開きください。

平成27年３月31日現在における貸借対照表につい

て、まず資産の部における固定資産について。有形

固定資産は、土地が45億8844万2289円、建物が265億

9417万9258円で、無形固定資産、投資を合わせた固

定資産合計は、394億6497万2677円となっております。

流動資産について、現金預金が80億828万7857円、

未収金が105億4643万9713円で、貯蔵品、前払費用な

どを合わせた流動資産合計は192億3996万1354円と

なっております。

固定資産、流動資産を合わせた資産合計は、587億

493万4031円となっております。

８ページをお開きください。

次に、負債の部における固定負債について。企業

債278億4112万5527円、他会計借入金24億円、リース

債務、引当金を合わせた固定負債合計は、313億2536
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万5364円となっております。

流動負債は、一時借入金がゼロ円、企業債が32億

1223万3870円で、他会計借入金、リース債務などを

合わせた流動負債合計は、98億2815万4358円となっ

ております。

なお、会計制度の変更により、企業債、他会計借

入金及びリース債務については、１年以内に償還を

迎えるものは流動負債、その他は固定負債に計上し

ております。

繰延収益について、長期前受金から収益化累計額

を差し引いた繰延収益の合計は、134億4318万3178円

となっております。

固定負債、流動負債、繰延収益を合わせた負債合

計は、545億9670万2900円となっております。

９ページをお開きください。

資本の部の資本合計は、18億7858万4732円となっ

ております。

剰余金について、資本剰余金は受贈財産評価額や

寄附金などで、資本剰余金合計は63億7418万207円、

利益剰余金はマイナス41億4453万3808円で、剰余金

合計は22億2964万6399円となっております。

資本金と剰余金を合わせた資本合計は、41億823万

1131円で、これに８ページ最下段の負債合計545億

9670万2900円を加えた、９ページ最下段の資本合計

は、587億493万4031円となっております。

以上で、平成26年度沖縄県病院事業会計決算の概

要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○呉屋宏委員長 病院事業局長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会に準じて、譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

狩俣信子委員。

○狩俣信子委員 主要施策の成果に関する報告書83

ページからいきたいと思います。

がん予防対策推進事業というものがあるのですが、

どのようなことが行われているのかと。例えば、き

のうテレビを見ていたら、乳がんの罹患率がすごく

高くなっていて、そして２人に１人はがんになると

か、こういうことが流れてきまして、やはりがん対

策というのはしっかりやらないといけないというの

が私の思いです。今、県が取り組んでいる対策事業

というのはどういうものがあるのか、お願いします。

○糸数公健康長寿課長 ただいま御質疑がありまし

た、がん予防対策推進事業につきましては、がんの

予防に係る事業になっております。内容としまして

は、１つはがん登録といって、病院などでがんと診

断された方全てを１つのデータとして登録し、がん

がその後どうなったかという調査研究をするような

事業がございます。

それからもう一つは、沖縄県生活習慣病検診管理

協議会という、がんに関する専門の先生方に来てい

ただきまして、毎年行われているがん検診について

の受診率、あるいは精密検査になった人がきちんと

受診してるかという、協議を行う事業がございます。

もう一つは、やはりアルコールもがんに影響する

というところから、県民に適正な飲酒を呼びかける

ために、平成26年度はスマートフォンのアプリを使

いまして、節酒カレンダーという、自分でアルコー

ルを飲んだ量を記録するものを開発したということ

で、この３つの事業となっているところでございま

す。

○狩俣信子委員 がんにかかった人は登録をして追

跡調査するわけですね。でも、生活習慣病とかそう

いうのでやって、これを受ける人はいいのですが、

広く啓発していくために―要するに、がんは早期発

見、早期治療だと思うものですから、そこらあたり

の取り組みはどのようになっているのでしょうか。

例えば、乳がんとかでしたら、ピンクリボン運動な

どをしたりしていますよね。そういう何かがあるの

でしょうか。

○糸数公健康長寿課長 がんにつきましては、早期

発見、早期治療というのが非常に重要になってきて
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おり、今、市町村でがん検診を、集団あるいは個別

で行っていまして、委員のおっしゃる乳がんについ

ても各市町村で実施されているところです。沖縄県

の課題としましては、検診の受診率が、目標は50％

という数字を掲げているのですが、まだそこに届か

ないということがあったり、あるいは他県に比べる

とがんが見つかるときの状態が、かなり進んだ状態

で見つかる人がやはり多いということで、それをもっ

と早い時期に見つけることができれば、治療も可能

になるということで、そのような課題がございます。

もう一つは、精密検査になったけれども、病院で受

診しないという課題もありまして、せっかく検診を

受けたのにそれが治療に生かされないという課題が

ありますので、それについては実施主体である市町

村とどのようにして検診を受けやすい状況をつくる

か、あるいはどのようにしてきちんと精密検査に導

くかということをいろいろ検討しているところです。

○狩俣信子委員 沖縄県の特徴は進んでから受ける

ということがありまして、助かるべき命も助からな

いということもきっと出てくるだろうと思います。

そこらあたりをどう啓発していくかというのは、県

にも早期発見、早期治療に係る大きな責務があると

思いますので、これについてはいろいろながんがあ

りますが、しっかりと対応していただきたいと思い

ます。いろいろな習慣をつくるとか、いろいろやっ

ていただきたいと要望しておきます。

次に、85ページ、特定不妊治療費助成事業につい

て。平成26年度は、何名ぐらいが受けて、成果があっ

たのでしょうか。

○糸数公健康長寿課長 県では、平成17年から特定

不妊に対する治療費の助成を行っているところです。

平成26年度につきましては、那覇市を含んだ数にな

りますけれども、1143組の方が合計1855件の助成を

受けております。この事業だけで妊娠に至った例と

いうのはデータがないのですが、それ以外に助成を

受けていなくても特定不妊治療を受けている方もい

らっしゃるので、県内全体の特定不妊治療により妊

娠に至った件数は、528件ということで、前年が479

件ですので、49件増加しているという傾向がござい

ます。

○狩俣信子委員 助成を受けるために、収入要件等

がありましたか。幾らまででしたら受けられるので

すか。

○糸数公健康長寿課長 助成の要件につきましては、

まず法律上の婚姻をしている夫婦、それから夫婦の

どちらかが県内に住所があること。今、御指摘の収

入につきましては、夫婦の合計所得が730万円未満と

決めさせていただいております。それから指定の医

療機関が県内で７つあるのですが、そちらで治療を

受けるということが要件になっております。

○狩俣信子委員 次に、87ページ、自殺対策緊急強

化事業について。自殺する方は例年300人前後いたか

と思うのですが、この３カ年間ぐらいはどのように

変化してきたのでしょうか。

○糸数公健康長寿課長 自殺者の推移について、こ

の３年間は、平成24年が267名、平成25年が278名、

平成26年が284名ということで、３カ年で300名は下

回っているところです。その前の平成23年が380名ほ

どおりましたので、一旦減少はしたのですが、その

後は少し横ばいか、微増という状況で推移しており

ます。

○狩俣信子委員 例えば、県として、自殺を未然に

防ぐために、どういう対策をとっていますか。

○糸数公健康長寿課長 自殺につきましては、いろ

いろな身体的要因、あるいは精神疾患、あるいは社

会的要因が原因であると言われておりますので、県

においては、それぞれ課題を共有して、取り組みを

進めていくという、自殺対策の連絡協議会がござい

ます。保健医療の関係者ももちろんですけれども、

産業カウンセラーであるとか、あるいはいのちの電

話であるとか、あるいは弁護士会、司法書士会と法

律的なサポートもできるような方々に集まっていた

だいて、その中で課題を共有して取り組みを進めて

いるところです。県が行っている自殺対策というの

は、平成21年に国が自殺対策緊急強化基金というの

を設けまして、平成26年までその基金を使った事業

が行われておりました。そして、県で基金を予算化

して、主に市町村あるいは先ほど申し上げた関係機

関が事業をする際に補助をするという形で、対面の

相談であったり、あるいは電話相談―いのちの電話

などはそうなのですが、そういう電話相談や人材育

成、それからゲートキーパーといういろいろな人が

相談に乗れるような普及啓発などを行っているとこ

ろでございます。

○狩俣信子委員 次に、88ページ、医師確保対策に

ついて。例年、いつも小児科とか、産婦人科とか、

獲得しにくい状況の中で、大学に出かけて行ったり、

県外に出かけて行ったり、御苦労は大変だと思いま

すが、現在、この事業はどのようになっていますか。

○大城直人保健医療政策課長 平成27年の当初予算

で言いますと、21事業で23億円の事業を行っており

ます。

○狩俣信子委員 費用ももちろんですが、具体的に

は、どんな対策をやっていらっしゃるのでしょうか。
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○大城直人保健医療政策課長 まず、離島に医師を

派遣する際に、母体の病院が派遣した逸失利益を負

担する、これが大体６億円です。そして、代替医師

の派遣のために、知事部に医師を２名配置しまして、

研修等で離島をあけた場合に、代替派遣として医師

を派遣しております。

○狩俣信子委員 例えば、県立北部病院―北部病院

では産婦人科医が足りなくて、今回、４名になった

という話で喜んでいますが、各病院に医師や看護師

などがきちんと派遣されていないと地域の医療とい

うのは不安で大変ですよね。この医師確保対策事業

で、そこらあたりの補いがきちんとできていると受

けとめてよろしいのでしょうか。

○大城直人保健医療政策課長 まず、離島の県立宮

古病院―宮古病院、県立八重山病院―八重山病院、

そして各診療所など、そういうところを重点的に行っ

ています。北部病院については、いろいろ医師の定

着がございまして、課題はありますが、知事部とし

ては、特に離島の診療所の医師確保に努めていると

ころでございます。

○狩俣信子委員 現在、医師が不足しているところ

はどこがありますか。

○篠﨑裕子県立病院課医療企画監兼保健医療政策課

副参事 現在、診療制限をしている診療科は４つあ

ります。１つが県立南部医療センター・こども医療

センター―南部医療センターの泌尿器科、それと宮

古病院の眼科、それから八重山病院の脳外科と眼科

です。

○狩俣信子委員 南部医療センターの泌尿器科とい

うのは、医師不足の期間が結構長いですよね。それ

は医師の補いが難しい状況ですか。

○篠﨑裕子県立病院課医療企画監兼保健医療政策課

副参事 何年か前からいろいろな大学を当たってい

ますけれども、なかなか泌尿器科の先生が見つから

ないということで、一応外来は閉じていますが、院

内の泌尿器科にかかわる患者に対しては、宮古病院

からの応援と、以前そちらに勤めていた先生の応援

によって、２週間に１度ずつの応援体制で支援して

もらっています。

○狩俣信子委員 いろいろ御苦労はあるかと思いま

すが、やはりそこはしっかり充実させていくことが

大事だと思います。とりわけ、八重山病院では脳外

科の先生もいらっしゃらないということを聞きまし

たら、何かあったときにヘリコプターが来るのかと

心配したり、地域の中に脳外科の先生が一般開業で

いらっしゃるなら少しはいいと思いますが、早くそ

ういうことは充実できるように、御苦労だと思いま

すが、頑張ってください。

次に、91ページ、看護師等確保対策事業ですが、

看護師数の現状どうなのでしょうか。そして、充足

率はいかがでしょうか。

○大城直人保健医療政策課長 まず第７次看護職員

需給見通しにおきましては、これは平成21年の調査

ですが、平成21年度は１万8125人の需要数がござい

ました。その当時の見通しでは198人足りないという

ことになりましたが、現在、１万9097人の看護師等

業務従事届があり、当時の需要に比べて1000人程度

上回った人数が従事しているという状況です。

○狩俣信子委員 それを聞いて安心いたしました。

次に、94ページ、救急医療用ヘリコプターの活用

についてですが、これは年間何回ぐらい発動してい

ますか。

○大城直人保健医療政策課長 平成26年度の搬送件

数につきまして、実績で411件になっています。

○狩俣信子委員 主にどういうところからの搬送で

すか。

○大城直人保健医療政策課長 411件の内訳を言いま

すと、まず、北部圏では伊江島村立診療所が一番多

く、33件。トータルでは110件となっています。中部

圏では金武町が24件と多く、トータルで38件。南部

圏は久米島が88件と多く、トータルで175件となって

おります。

○狩俣信子委員 次に、病院事業局にいきたいと思

います。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書４ページ、新

八重山病院整備事業について。県立新八重山病院の

建設に伴い、多額の資金が必要になるということで、

経営が厳しくなるだろうと言われておりますけれど

も、現在、新八重山病院の建築の進捗状況はどうで

すか。

○幸喜敦県立病院課副参事 新八重山病院の新築移

転に向けては、平成26年度に基本計画を策定して、

設計業務に着手し、ことし６月末には設計を完了し

ています。平成27年９月に工事発注のための一般競

争入札を実施したところですが、設備は落札したも

のの、建築工区が不調となったため、現在10月下旬

の再公告に向けて手続を進めているところでござい

ます。

○狩俣信子委員 以前の文教厚生委員会の中でも出

たのですが、建築費が余りにも安いのではないかと

いう指摘もあったりして、受けるところは大丈夫な

のかと心配しておりますが、第２回目に挑戦なさる

のですね。これがうまくいくように。何かありまし

たら、どうぞ。
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○幸喜敦県立病院課副参事 今回、第２回目は参加

の自由度や新しい単価の見直し等を行い、再度挑戦

したいと考えております。

○狩俣信子委員 次に５ページ、未収金対策につい

て。これは毎年出てきて、病院事業局もいろいろ改

善をしていらっしゃるようですが、19億円ぐらい残っ

てしまいますね。前年に比べて少しふえたというこ

とですが、これは既に実施していること以外で何か

方法はないものかと思っているのですが、アイデア

がありましたらお願いします。

○真栄城守県立病院課経営企画監 未収金につきま

しては、委員の御指摘のとおり、平成26年度につき

ましては前年度より増加をしております。取り組み

としましては、従来から行っております、未収金を

未然に防止する対策としまして、専任の未収金担当

職員の配置ですとか、メディカルソーシャルワーカー

によります相談業務の強化といったものを行ってお

ります。それから、発生した未収金の回収につきま

しては、督促業務の効率化ですとか、法的措置の実

施といったことも含めて、対策をとっているわけで

ございます。それ以外に、クレジットカードの活用

ですとか、あるいはコンビニ払いの導入とか、そう

いった形で現場と病院事業局で協力しまして、未収

金の対策に努めているところでございます。

○狩俣信子委員 困っている方から取るということ

も大変なのですが、そこらあたりは御配慮の上なの

でしょうか。要するに、未収金を集めてほしいので

すが、困っている人を追い詰めないでほしいという

気持ちもあったりして、これを見たらとても複雑な

気持ちになります。これは感想だけ述べておきます。

次に、10ページ、かかりつけ医の制度について。

あちこちの県立病院で患者数が減ったということで、

それはかかりつけ医との連携によるということです

が、このかかりつけ医の制度というのは、どのぐら

い浸透して、どのぐらい活用されているのでしょう

か。

○伊江朝次病院事業局長 かかりつけ医制度という

のは、要するに、病院の外来で診る患者と自宅近く

の身近な先生に診てもらう患者に分けようというこ

とで、病院の負担にならないようにする制度でござ

います。ですから、基本的に病院としては、慢性期

といいますか、落ちついた方、急性期の対応をしな

くてはいけないような患者ではない人たちをできる

だけ地域の先生方に診ていただいて、必要なときに

病院と連携して診るという形で役割分担をしようと

いうことでやっております。今、数字としてどのぐ

らい浸透したかというものは持ち合わせておりませ

んが、患者の状況に応じてそのようにしむけている

という状況でございます。

○狩俣信子委員 次に、16ページ、収益的収入に係

る繰入金について。毎年毎年、病院事業局で繰り入

れがどのぐらい必要かといったことがあるのですが、

これを見ますと47億円余り繰り入れしております。

前年に比較して、7170万4888円減少したとあるので

すが、この繰り入れのやり方はどのようにして決め

て、病院事業局はどのような額を希望として出して

いらっしゃるのですか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 一般会計からの

繰入金につきましては、地方公営企業法に基づきま

して、いわゆる県立病院で行っております不採算医

療とか、政策的な医療といったものの実施に際しま

して、その不採算部分といったものを一般会計繰り

入れで見ているからという趣旨でもって繰り入れを

していただいています。細かい算定方法については、

確たるルールはない状況ですが、主には総務省通知

で示されております、繰出基準に項目がございます

ので、その項目ごとに政策医療の実施に伴う収支差

といったものを算定して、その収支差をもとにした

計算でもって繰り入れをしていただいています。病

院事業局として、この算定については、財政当局と

事前に調整をしながら算定をしておりますので、こ

ちらのほうで要求しました額については、全額が繰

り入れられている状況でございます。

○狩俣信子委員 要求した額が全部入ってきたとい

うことを聞いてほっとしたのですが、毎年不足とい

うことがあるので、皆さんがしっかり経営できるよ

うな繰入額が必要だろうと思います。毎年要求どお

り入ってきているということなのですね。

実は、きょうは、各県立病院の院長先生いらして

いるということで、時間も少ししかありませんが、

それぞれ何か各病院で一番これが困っていると、こ

れを訴えたいということがありましたら、一言ずつ

お願いします。

○仲間司北部病院院長 今、北部病院で一番困って

いることは看護師の欠損です。看護師の数が足りて

おらず、実際、12床のベッドを入院制限するような

状況になっております。今後、このままいきますと、

また看護師が減るのではと危惧していまして、今は

看護師の確保を一番重要に考えております。

○上原元中部病院院長 当面の課題としては、ハー

ド面ですが、県立中部病院―中部病院の建物は平成13

年に現在の本館が建てられ、それから10年以上経過

しております。しかも、現在では職員が1000人を超

しまして、非常に大世帯となっており、いろいろな
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外来の診察室や医局の机、会議室、更衣室など、あ

らゆる部署で非常に手狭になってきております。そ

れから南棟においては、今の新棟が建設されるとき

にいろいろな事情がありまして、200床が残されたわ

けでございますが、本館と南棟は長い坂のある廊下

でつながっていまして、診療などで非常に不便をか

こっております。しかも、建物が築34年たちまして、

新しい耐震基準を満たさなくなっております。それ

から、中部病院は災害拠点病院に指定されておりま

して、ヘリポートを構内に設置しなければいけない

という条件がありますが、現在の状況では構内に設

置できず、少し離れたうるま市州崎というところに

設置してあります。そういうもろもろのことを考え

まして、新しく全面的に病院の新築を考えないとい

けない、そして早急にその計画を立てないといけな

いと思っております。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 やはり、各病院とも人員定数の確保が一番大

きな問題ですが、医師、看護師、薬剤師、それから

臨床工学技士、この中で私たちの病院で一番困って

いることは、看護師の不足です。民間の病院でも看

護師の確保にはいろいろ工夫をしていて、ことし私

たちがやったことは、変則２交替体制というのを１

つの病棟でやりました。最近の若い看護師は、ワー

クライフバランス、自分の時間を大切にしたいとい

うことが非常にありまして、そういった意味で、こ

れは９カ月の試行を経ての本格的な導入になりまし

た。こういったことを今後もフレキシブルに考えて

いく必要があるのではないかということ。それから、

もう一つ。今、最大の問題は、産休の補充です。そ

れが難しい。これは何かと言いますと、産前産後は、

各８週間、計16週の産休があります。しかし、これ

に関しては、基本的には臨時任用という補充はなく、

嘱託でしかできないのです。嘱託で採用する、その

キャンディデイトがほとんどいない。要するに、準

夜とか、深夜になかなか勤務ができないということ

があります。特に、うちの病院では若い看護師が多

いのですが、産休に入られる方がことしは毎月10人

ぐらいいます。こういった方を補充するためには、

臨時任用とか、あるいは現在正職の看護師が準夜勤、

深夜勤を担当しなければいけないものですから、や

はり過重労働になります。ということで、今は特に

産休の補充を臨時任用枠という格好でやっていただ

ければ、そういった看護師は補充できるのではない

かと考えます。さもなければ、あと数カ月たちます

と、結局は病棟の縮小などにつながりますので、こ

れは非常に喫緊の問題として、ぜひ真剣に考えても

らいたいと思います。

○上原哲夫宮古病院院長 当院も一応３年前に新築

しまして、ことし３年目に入りましたが、やはり病

院が新しくなると患者さんもふえてきて、検診もふ

えてきているということで、非常に業務量がふえて

きております。その割に、看護師などがまだ補充が

できていないということがありまして、その辺がこ

れからの課題となっています。一応、建物は新しく

なりましたが、返済能力に対応したコンパクトなつ

くりとなっているものですから、業務量が多くなっ

ているということ、それから研修医がふえてきまし

たので、スペースが狭くなってきているということ

がありまして、また二、三年以内に増築を考えない

といけないのかということも考えております。あと、

人員のところで特に看護師ですが、先ほども南部医

療センター院長からありましたように、離島におい

ても、産休、育児休暇、それともう一つ研修制度と

いいますか、看護師資格を取るために６カ月ぐらい

休むということがありまして、そういうところの補

充ができていないと。特に臨時任用であっても、本

島に比べて離島はさらに厳しく、確保が困難という

ところがあります。その辺が一番に問題となってく

るところだと思います。

○依光たみ枝八重山病院院長 やはり、今、八重山

病院の一番大きな課題は、平成29年に開院予定と言っ

ている新八重山病院が本当に建つのかどうかという

ことです。今、県立病院課副参事から再入札のお話

がありましたが、そのときに本当に入札できるのか

どうか、そして、開院までの２年半の間に築35年たっ

た病院の機能が維持できるかどうかということを一

番心配しております。それから、ことしはどういう

わけか、八重山諸島に台風が５つ来まして、特に台

風15号では、駐車場の壁が飛ばされたり、救急室の

廊下側の壁が落ちたり、それから手術室の空調ダク

トが破損したり、医局の壁に水が入ってきたりなど

して、そこは先週ちょうど修理が終わったところで

すが一時使えなくなりました。そういうことで、補

修するところが非常にふえてきています。そこで、

修理費などの増大と、それから診療に支障が出てい

るということが、今、一番大きな課題として挙げら

れております。

○砂川寿美子精和病院副院長 県立精和病院―精和

病院は、昭和61年に新築されて、築24年経過してお

ります。施設設備の老朽化が著しく、設備機器の部

品とかが製造中止になっているという箇所が多いも

のですから、老朽化対策でいろいろ予算が使われて

いるという現状があります。このような老朽化対策
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だけでなく、患者のアメニティーとか、医療機能の

向上に向けた改修がこれから必要かと考えておりま

す。さらに、増収に向けた取り組みといいますか、

それを行うためにも、精神保健指定医や作業療法士、

精神保健福祉士の安定的な確保が困難な状況にあり

ますので、欠員補充や業務応援の嘱託職員と非常勤

職員の処遇改善が求められているかと思います。

○狩俣信子委員 今、聞いただけでも、看護師不足

もさることながら、医師不足、新八重山病院が本当

にできるのかという心配など、各病院でたくさん大

変な問題を抱えていらっしゃいますが、そのことに

ついて病院事業局長一言よろしくお願いします。

○伊江朝次病院事業局長 県立６病院について、新

しくできたところもありますけれども、古いところ

も含めて、時代に適応できるような状況にするため

に、やはり適切な修理、あるいは今後の新築への構

想とかも急いで準備しなくてはいけないと思ってお

ります。それから、人的な面では、やはり病院には

若い看護師が多く、出産適齢期という方々が多いわ

けですから、少子化対策の面でも、その辺がスムー

ズにできるよう、環境整備に一生懸命取り組んでい

きたいと思っております。

○狩俣信子委員 その他、いろいろなところの要望

が出ていましたので、それをしっかり受けとめてやっ

ていただきたいと思いますし、それから産休で休む

看護師の補充には、嘱託職員では難しいというお話

がありました。そこらあたりは、しっかりと改善が

必要だと思いますので、よろしくお願いいたします。

○呉屋宏委員長 新田宜明委員。

○新田宜明委員 あらかた狩俣委員が、質疑をいた

しましたので、少し細かくまた聞かせていただきた

いと思います。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の12ページに

職員数の記述があって、現員と条例定数の開きがあ

ります。それで、表９の２の現員ですが、医師、看

護部門職員、医療技術員、それから事務職員及びそ

の他職員とありますけれども、具体的に、定数に満

ていない、各病院の職種ごとの欠員数を教えていた

だきたいと思います。

○津嘉山朝雄県立病院課長 沖縄県病院事業会計決

算審査意見書の数字でいきますと、平成27年３月31

日現在、全体の欠員が79名で、医師が51名の欠員、

それから看護師はゼロとなっておりまして、コメデ

ィカルが33名の欠員となっております。若干の増減

がありまして、先ほど申し上げた79名とは一致しな

い部分がありますが、大きな職種としてはそういう

形になっております。各病院ごとですと、北部病院

は医師が14名、それからコメディカルが３名の欠員。

中部病院は医師が３名、コメディカルが15名の欠員。

南部医療センターは医師が12名、コメディカルが９

名の欠員。宮古病院は医師が11名、コメディカルが

３名の欠員。八重山病院は医師が10名、コメディカ

ルが２名の欠員。精和病院は医師が１名、コメディ

カルが１名の欠員となっております。

○新田宜明委員 欠員状況について、どのように対

策を立てるおつもりでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 条例定数と差があるとい

う件は、例えば、薬剤師とか職種によって非常に確

保が困難、あるいは数年の段階的に採用していくと

いう計画でやっておりますので、若干そういった条

例定数との差はあります。特に今、問題なのは、や

はり薬剤師です。大幅増員をして、一応は定数で確

保しましたが、応募者が少ないという状況がありま

して、病院の体制をいろいろ広げていきたいところ

ですが、なかなかそれが難しいという状況がござい

ます。それから医師とか、先ほどから話題になって

おります看護師不足に関しても、できる限り辞退者

を少なくするようにということで、いろいろ努力し

ておりますが、なかなか例年、辞退者の数が余り変

わらないということで、非常に難しい状況にあると

考えております。しかしながら、やはりこういった

ところは、辞退者の動向とか、なぜ辞退するのかと

いうことも含めて調査をし、原因をしっかり解消し

て、不足の状況を改善していきたいと考えていると

ころでございます。

○新田宜明委員 私は、県議会議員になって３年目

ですけれども、こういった医師不足、コメディカル

の不足状況というのは、毎年同じ議論をしているよ

うな、毎年毎年改善されていないような感じがしま

す。私は豊見城市に住んでいますが、病院や医院等

がたくさんありまして、こういった医療関係につい

ては非常に満足していますが、そこは医師や看護師

等が非常に充実しているのです。これは何だろうか

と思うのですが、やはり公務員医師とか、公務員の

看護師、その他のコメディカルの職種は、勤務条件

に対して待遇が悪いのではないですか。だから来な

いのではと思うのですが、どうなのでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 今、委員のおっしゃった

病院というのは、地域の民間病院のことを述べられ

ていると思うのですが、そこが県立とは違うところ

でして、県立は６病院あるということ、それから異

動、転勤があるということです。そこはやはり大き

な違いだと思います。ですから、なるべく職員の状

況、家庭環境などをしっかり考慮しながら人事異動
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を考えてはいますが、やはり宮古病院、八重山病院、

北部病院などにしっかり人材を配置するためには、

公務員として異動は避けられないということがあり

ます。そういうところが一番大きなハンディになっ

てるのではないかと考えております。

○新田宜明委員 結局のところ、政策的判断、配慮

がないと県立病院は維持できないということですよ

ね。ですから、経営的に大変厳しいという側面もあ

りますけれども、ただ経営重視だけでは県立病院は

維持できないという結論だと思っています。特に離

島県ですから、その辺の政策判断、政治判断が非常

に重要だと思うのですが、こういった政策判断が非

常に重要な県立病院の人員確保、経営の問題を含め

て、保健医療部長でこういった問題については、き

ちんと現場の話を受けとめて、さらに庁議等に上げ

るという、こういう仕組みはとれるのでしょうか。

○仲本朝久保健医療部長 現場といいますか、もち

ろん私も各病院に視察なり、お話を聞くことはあり

ますが、基本的には、まず病院事業局で整理をしま

して、それから調整に図るということでございます。

○新田宜明委員 病院事業局長は、庁議メンバーで

すか。

○伊江朝次病院事業局長 そうであります。

○新田宜明委員 きちんと現場の実情を、そういっ

た庁議等にもっと訴えるべきではないでしょうか。

こういう状況をそのまま放置していると、県立病院

を維持していくことはかなり難しいのではないで

しょうか。民間病院では、ぼんぼん新しい機器を導

入したり、医師あるいは看護師とか、いろいろな体

制が充実してきているわけです。そういう中で、医

療水準を下げずに県民の医療の確保をするというこ

とは、大変難しそうな感じがして、これはやはり政

治判断、政策判断が非常に重要になってきますので、

この辺はしっかり訴える決意をこの場で述べていた

だければ、私たちもうんと応援したいと思います。

知事が県立病院を堅持すると公約していますので、

その辺を明確にまず意思表示していただければ、私

はあと５分残していますけど終わります。

○伊江朝次病院事業局長 私も県立病院課に来て６

年目になりまして、大体県庁の様子もわかってきた

つもりではございます。そういうことも踏まえて、

長年病院現場で勤めた立場ですから、現場の皆さん

の思いもしっかり吸収して、三役あるいは他部局と

も意見交換をして、少しでも県立病院がよくなるよ

うに頑張っていきたいと思いますので、ぜひ委員の

皆さんの御協力もよろしくお願いします。

○呉屋宏委員長 赤嶺昇委員。

○赤嶺昇委員 保健医療部からお聞きします。

歳入歳出決算説明資料４ページ、不用額16億9951

万2720円の額は例年並み、そういう推移なのかも含

めて御説明ください。

○仲本朝久保健医療部長 保健医療部所管の一般会

計の不用額16億9951万2720円は前年度と比較しまし

て、２億7410万1853円、率にして19.2％の増となっ

ております。

○赤嶺昇委員 不用額が約17億円ですよね。これは

仕方がないことなのですか。結構な額ですが、これ

について課題は何ですか。

○仲本朝久保健医療部長 実は、この不用額の大き

なものというのは、例えば後期高齢者医療負担金等

事業費、これは医療給付費等の実績が上がってきて、

それに対する負担金となりますが、その動向のつか

み方、それから実績が上がる時期、それがずれ込ん

でいくということ。それから、医療費に関連する扶

助費とかいろいろなものがあります。例えば、イン

フルエンザとか、そういう流行があったりなどで、

医療費の見込み方がなかなか難しく、例年多額の不

用を出しております。できるだけ２月補正に間に合

わせて、市町村なり、その動向をつかむことにして

いますが、どうしても上半期の執行状況、実績を見

ながら、後半を立てるということで、ある意味少し

つかみかねているという状況でございます。

○赤嶺昇委員 見込みも難しいということですが、

なるべく不用額を余り大きくしないように努力して

いただきたいと思います。

次に、主要施策の成果に関する報告書81ページ、

長寿復活健康づくり事業でいろいろされていて、一

気にその成果は出るものではないですが、現在、本

県の平均寿命の全国的な順位をまず教えてください。

○糸数公健康長寿課長 一番最近のデータは、平成22

年の平均寿命のデータでして、都道府県別の平均寿

命の順位ですが、男性が30位、女性が３位というこ

とで、女性が初めて１位から落ちたということであ

ります。

○赤嶺昇委員 これは平成22年が一番新しくて、今

はもうわからないということですか。

○糸数公健康長寿課長 これは５年ごとに生命表と

いう計算を国が行いますので、次は平成27年のデー

タを用いて、恐らく発表があるのは平成29年あるい

は平成30年の最初のころになると思います。

○赤嶺昇委員 次に、83ページですが、がんの本県

の状況、全国との比較を教えてください。

○国吉秀樹保健衛生統括監 がんの罹患の状況は、

先ほど言った登録であらわされます。沖縄県の男性
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で一番多いのが大腸がん、２番目が肺がん、３番目

が前立腺がんとなっています。女性は１番目が乳が

ん、２番目が大腸がん、３番目が子宮がんでござい

ます。全国の場合、男性１位は胃がん、２位が大腸

がん、３位が前立腺がんになっています。女性も順

位が違いまして、罹患は全国では乳がんが１位、そ

して２位が大腸がん、３位が子宮がんとなっていま

す。

○赤嶺昇委員 がんの種類以外に、がんの罹患率に

ついて、本県と全国との違いはどうなっていますか。

○国吉秀樹保健衛生統括監 罹患は、直ちに比較は

難しいのですが、死亡で言いますと、例えば男性の

がんによる死亡で一番多いのは肺がんですが、これ

は全国で５位ということで、少ないほうから５位と

いうことになります。それから、大腸がんが２位な

のですが、これは全国で43位ということで、少ない

ほうから43位になります。３位は肝がんであります

が、これは全国が少ないほうから数えて19位という

ことになります。女性のがんによる死亡１位は乳が

んですが、これは全国で32位です。それから２位の

大腸がんですが、これは順位が悪くなっておりまし

て全国で46位であります。そして、３位の子宮がん

は全国順位が45位となっております。

○赤嶺昇委員 続いて、94ページ、救急医療用ヘリ

コプターの活用ということで、ドクターヘリについ

てですが、運用実績を教えてください。

○大城直人保健医療政策課長 平成26年度の搬送実

績は411件となっています。

○赤嶺昇委員 今、社会医療法人仁愛会浦添総合病

院―浦添総合病院が運用していると思いますが、赤

字は幾らですか。

○大城直人保健医療政策課長 昨年、平成26年の補

助をし、また沖縄振興一括交付金―一括交付金の補

助をした上で、差額として1200万円程度がございま

す。

○赤嶺昇委員 県のドクターヘリを運用して、病院

が1200万円の赤字ですよ。おかしくないですか。

○大城直人保健医療政策課長 昨年は、国庫補助に

ついても内示減があった中で、3000万円程度の財源

を振りかえて、県で負担しました。おっしゃるとお

り、できるだけドクターヘリを運行している病院が

赤字がないように調整していきたいと思います。

○赤嶺昇委員 浦添総合病院が今まで赤字負担した

総額を教えてください。

○大城直人保健医療政策課長 総計がなくて、大変

申しわけありませんが、ドクターヘリは平成20年か

ら運行していまして、780万円程度。そして平成21年

が3600万円、平成22年が4500万円、平成23年が4900

万円、平成24年が2700万円、平成25年が1600万円、

そして先ほど言いました平成26年が1200万円ですの

で、その総計になります。

○仲本朝久保健医療部長 間違いでしたら失礼しま

すが、１億9618万3000円となります。

○赤嶺昇委員 県のドクターヘリの運用を社会医療

法人仁愛会が請け負って、約２億円の赤字を出させ

ている。これはほかの病院ができないことだと思い

ます。県が委託をして、２億円ぐらい赤字を出させ

るということは非常に問題だと思います。このこと

はかなり以前から指摘をしていて、県が穴埋めをす

るのが筋だと思いますが、いかがですか。２億円の

赤字を純粋に出させるということが、どれだけ大き

な負担を強いているか。皆さんは甘えているのでは

ないかと思いますが、いかがでしょうか。

○仲本朝久保健医療部長 ドクターヘリについては、

救命救急センターを開設している病院に補助金を出

すという形で運行をしております。今、御案内しま

したように赤字が続いております。県としては、平

成24年度から、通常の国庫補助では見られないよう

なものについて、沖縄県の特殊事情ということで一

括交付金を活用して、赤字縮減に取り組んでいると

ころでございます。今後も赤字の縮減についてしっ

かり取り組んでいきたいと思います。

○赤嶺昇委員 県から1200万円を早急に穴埋めをす

るということは、法的にできないのですか。

○仲本朝久保健医療部長 法的な部分では、特に問

題はないと思います。これは補助事業という形になっ

ていますので、国庫補助側が基本的には２分の１、

その２分の１を県が負担して出しているという形で

ございます。それから先ほどありましたように、平

成26年度は国庫補助金もなかなか全国で予算がつか

ずに縮減されたことがありまして、その分について

は一般財源で負担をして、その分を補っているとい

うことがございます。その上で、今後ともいろいろ

な方法があると思いますが、一括交付金の活用、そ

れから県独自のものができるのかどうか含めて今後

の検討ということになります。

○赤嶺昇委員 補助事業という言い方をすると、も

うやりませんと言ったときに、こういう赤字を出し

て受けるところはありますか。

○仲本朝久保健医療部長 これまで浦添総合病院に

おいては、ドクターヘリの運行について非常に理解

等をいただいて事業を実施しておりますので、県と

しても、引き続き補助事業が継続できるようにしっ

かり取り組んでいきたいと思っています。



－252－

○赤嶺昇委員 何回も取り上げていますが、総額約

２億円、本当はこれもしっかり返したほうがいいの

ではないかという気持ちです。これを早目に、言い

わけを言わないで、赤字を出させないということを

やっていただきたいと思います。この辺は、しっか

りと来年の予算に向けて決意をお聞かせください。

○仲本朝久保健医療部長 予算等含めて、赤字の解

消についていろいろ検討していきたいと思っていま

す。

○赤嶺昇委員 次に、99ページ、感染症対策につい

てですが、本県のエイズ、ＨＩＶの状況、全国の順

位を教えてください。

○糸数公健康長寿課長 2014年、昨年１年間のエイ

ズについて、感染した段階の方はＨＩＶ感染者、発

病された方はエイズ患者として報告をしているとこ

ろでございます。沖縄県では、ＨＩＶ感染者が全国

で多いほうから３位、それからエイズの患者は人口10

万人当たりで比較しますと、エイズは昨年は一番多

かったという結果になっています。

○赤嶺昇委員 １位になってしまっている理由は何

ですか。

○糸数公健康長寿課長 ＨＩＶ感染症は性行為に

よって感染をするというのが主な感染経路で、かな

り多い状態が平成18年ごろから続いています。感染

経路で一番多いのは、男性同性間の性的な接触とい

うのが多く、沖縄県の中では、例えば、商業施設だっ

たり、集まりやすいような環境があったり、あるい

はそういう人たちの中で感染を予防することができ

ないような性行為が行われていると見ています。

○赤嶺昇委員 つまり、男性同士のそういった環境

が他都道府県に比べて多いということが、要因とし

て皆さんが分析しているところですか。

○糸数公健康長寿課長 これは正式なデータがなか

なか探せないのですが、一応そういう商業施設が沖

縄県に集まっているという情報がございます。ただ、

そういう方々についてもコミュニティセンターを利

用して、予防についてしっかりと啓発をする事業も

行っていますので、感染予防をもう少し呼びかけて

いきたいと考えています。

○赤嶺昇委員 予防については、若いころから学生

たちにも啓蒙が必要だと思いますが、それに対する

取り組みを教えてください。

○国吉秀樹保健衛生統括監 以前から、保健所を中

心に学校等と連携をしながら、例えば、保健所の医

師が行って講演会をやるとか、あるいは保健所の中

でＣＤとか教育用の機材をつくってそれを学校にお

渡しするということをやってきています。

○赤嶺昇委員 全国ワースト１位というのは、大変

大きな課題だと思います。これを改善していく決意

をお聞かせください。

○国吉秀樹保健衛生統括監 第１位ということは非

常に課題だと考えております。１つは、正しい知識

を持ってもらうということと、それから心配な場合

には、早目に検査を受けていただくことが大事です。

保健所では検査を無料で行っております。そして、

休日や夜間に特別に日を設けてやる、あるいはエイ

ズのキャンペーンをして特別に街頭でやるなど、さ

まざまな取り組みを総合的に推進しているところで

す。検査件数としてはおかげで全国で一番多い検査

の件数にはなっていますが、まだまだ必要だと考え

ております。

○赤嶺昇委員 病院事業局にお聞きします。

決算書１ページ、不用額について。これも例年こ

のような不用額が出ているのか、推移をお聞かせく

ださい。

○津嘉山朝雄県立病院課長 不用額については、新

年度の予算を組む場合に最大の収益と、１年間に必

要な最大の費用をまず見込んで予算を組んでいます

ので、例えば、医師が確保できずに収入が入らなかっ

た分、そしてその支出も出なかったということで、

今は推移までは持ち合わせておりませんが、例年比

較的このくらいの大きな差額が出ています。

○赤嶺昇委員 続いて、北部病院についてですが、

最近、産婦人科の医師を確保できたということでよ

かったと思っていますが、過去５年間で北部圏域か

ら産婦人科に緊急搬送された数を教えてください。

○篠﨑裕子県立病院課医療企画監兼保健医療政策課

副参事 北部圏域から中部圏域とかへの妊婦の搬送

状況ですが、平成23年は59件、平成24年は99件、平

成25年は75件、平成26年は29件となっています。あ

と、ことしの７月末現在では、14件と少なくはなっ

ております。

○赤嶺昇委員 今回、医師が確保できたことによっ

て、こういった緊急搬送は改善されると考えていい

のか教えてください。

○伊江朝次病院事業局長 今回、４人体制にするこ

とによって、地域における標準的な医療は十分提供

できると思います。ところが、やはりハイリスクの

分娩や超未熟児出産などの可能性が考えられる場合

には、母体搬送とか、出産後に搬送することも考え

られます。ですから、機能的には、宮古病院、八重

山病院に準ずるような形で運営できればという目標

は置いています。

○赤嶺昇委員 続いて、北部病院院長にお聞きしま
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す。公益社団法人北部地区医師会北部地区医師会病

院―北部地区医師会病院との合併等についていろい

ろ議論されていますが、院長の見解をお聞かせくだ

さい。

○仲間司北部病院院長 北部地区医師会病院との合

併、統合については、地域医療構想が始まっていま

して、２回目が今後始まりますけれども、その中で

一応検討することになっていますので、それを踏ま

えて検討しようと思っております。個人的にどうか

と聞かれますと、両方とも救急医療に関してはかな

り疲弊しているような状況ですので、その辺のとこ

ろは早目にやらないと、恐らく北部地区全体の救急

に関しては、少し不安なところがありますので、そ

れを解消しようということと、北部地区医師会病院

と北部病院との間の交流をまずやっておかなければ、

将来何が起こるにしても交流はしなくてはいけない

だろうと思っておりますので、そちらに力を入れた

いと思います。

○赤嶺昇委員 そのまま、北部病院院長、あと宮古

病院、八重山病院の院長に聞きたいのですが、７対

１看護体制に対する考え方をお聞かせください。

○仲間司北部病院院長 沖縄本島内の200床以上の救

急病院で７対１看護体制をとっていないのは、実は

北部病院だけでございます。看護師らの採用条件な

どで、７対１看護体制をやっていますかという意見

が出てきていまして、我々としては何年も前から７

対１看護体制をやりたいと希望は出しているのです

が、いろいろ計算をしますとどうしても赤字になる

と。そういうところをクリアしなくてはいけないと

いうことがありますので、それをなんとかクリアし

ようと、特に、地域包括ケア病棟に７対１看護体制

を導入することによって、それがある程度緩和でき

るのではと考えながら、７対１看護体制導入に向け

て、病院事業局あるいは保健医療部との調整をしな

がら進めているところでございます。

○上原哲夫宮古病院院長 宮古病院におきましても、

離島僻地において、看護の質を上げるとか、業務負

担を軽減するという意味で７対１看護体制を導入し

たいと一応は考えていますが、やはり費用対効果が

いつも問題になってきまして、７対１看護体制を大

きい病院に導入することができるようになったのは、

係数とかそういう問題で補塡がきくということなの

です。例えば、10％の売り上げの補填がきくという

ことがありまして、それが小さい病院になっていけ

ばいくほど非常に困難になってくるということがあ

ります。ただ、離島とかですと、本土から看護師が

来るときも７対１看護体制をやっていますかとか、

２交替制ですかとか、そういう勤務条件が移ってき

たいときの条件になってきますので、離島僻地にお

いても、なるべくそういうものを入れながらスタッ

フの確保に役立てていければいいかと思っています。

○依光たみ枝八重山病院院長 今、上原宮古病院院

長からもありましたが、我々としても７対１看護体

制を導入したいのはやまやまです。しかし、現実的

に10対１看護体制もままならないような状況で、果

たして新病院に向けても７対１看護体制ができるの

かどうかが非常に疑問です。八重山病院は宮古病院

よりももっと条件は悪い状況にあります。というこ

とで、理想としては７対１看護体制を考えています

が、現実的には10対１看護体制を確保するだけでも

大変な現状があるということです。

○赤嶺昇委員 以前から検討するということでやっ

ていますが、局長の見解をお聞かせください。

○伊江朝次病院事業局長 ７対１看護体制は、ある

意味、働く看護師たちの現状からいえば、いわゆる

目標とする職場環境だと考えております。北部病院、

宮古病院、八重山病院がそれをクリアするためには、

現状からしましたらかなりいろいろなハードルがあ

ると思います。といいますのは、１つは、例えば７

対１看護体制に必要な基準にあります、重症度、医

療・看護必要度という基準ですが、これは最初７対

１看護体制ができたときはたしか11％だったものが、

今は15％です。それから、今度の診療報酬改定で18

％ぐらいになるのではないかと予想されます。そう

いうことも加味しますと、いろいろな病棟の形態や

病床数とかまで考慮しないと、なかなかその条件を

クリアすることは難しいのではと考えています。今

後は、地域医療構想も踏まえた新たな医療体制が考

えられますので、例えば、病院単位だけの７対１看

護体制ではなく、病棟単位とかという話もちらほら

聞かれますので、そういったことも検討しながら、

現場としっかりコミュニケーションをとって、今後

はそれが実施できるか検討していきたいと思ってい

ます。

○赤嶺昇委員 続いて、未収金の額は出ていますが、

未請求の状況はどうなっていますか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 現在、未請求に

つきましては、査定など幾つかの細かい分類がござ

いまして、その中から未請求という数字をはじかな

いといけない分がございます。ただいま持ち合わせ

がないものですから、数字はお答えできない状況で

ございます。

○赤嶺昇委員 未請求の実態はあるのですか、ない

のですか。
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○真栄城守県立病院課経営企画監 未請求は発生し

ており、現在もございます。

○赤嶺昇委員 資料で件数、額、過去５年間の推移

も出してもらえませんか。

南部医療センター院長にお聞きしたいのですが、

新しくなってから何年かなりますが、高額医療機器

の状況、そろそろかえないといけない状況について

お聞かせ願えますか。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 一昨年から特に破格の値段であります、リニ

アック―放射線治療装置は使用して10年になります

が、修理に膨大なお金がかかります。しかも、当院

は特に子供のがん検査機関ということで非常に必要

であるということを病院事業局、それから議員の皆

さんともいろいろ話をしてきました。そして時間は

かかりましたが、何とかリニアックの購入が―これ

は現在のものとは随分違う高精度のリニアックであ

りまして、非常に高額のものになります。今のとこ

ろ、最終決定はまだ伺っていないのですが、恐らく

来年の八、九月といったところで稼働といいますか、

そういうことを目標にしております。

○赤嶺昇委員 本来でしたら、今年度で早目にとい

うことだったのですが、これはおくれていると理解

していいのですか。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 これには非常に曲折がありまして、一括交付

金とか、地域医療介護総合確保基金とか、いろいろ

な話がありました。一括交付金に関しては、それが

うまくいかなかった。地域医療介護総合確保基金で

一旦出したのですが、なかなかそれが地域医療構想

とは合致しないところがあるのではないかというこ

とで、留保になりました。そこで、２回目のことに

関してはまだ結論が出ていないと思いますが、これ

は地域医療介護総合確保基金からはできないという

ことで、病院事業局予算で購入するということにな

りました。

○赤嶺昇委員 病院事業局長にお聞きしますが、６

県立病院の高額医療機器について、そろそろ耐用年

数が過ぎているものも多々あると聞いていますし、

何とか故障を直しながらやっているそうですが、しっ

かりと医療をしていくために、各病院との連携とい

いますか、予算との関係もあると思いますが、要望

に対してしっかり対応ができていますか。

○伊江朝次病院事業局長 この件に関しましては、

各病院の中で院内調整をして、それを県立病院課の

担当としっかり意思の疎通をして、最終的に決めて

いる状況でございます。これはやはり、早くやらな

ければいけないという優先順位をしっかり踏まえな

がら、とにかく病院現場の医療機能が麻痺しないこ

とを念頭に置いて考えている状況であります。

○呉屋宏委員長 休憩いたします。

午前11時50分休憩

午後１時24分再開

○呉屋宏委員長 再開いたします。

それでは午前に引き続き、質疑を行います。

糸洲朝則委員。

○糸洲朝則委員 主要施策の成果に関する報告書84

ページ、こども医療費助成事業について伺います。

たまたま手違いで平成25年度のものを見させてい

ただきましたが、かなりの成果を上げているという

ことで、去年よりことしは説明も少し少なくなって

いるようですが、まずはこの事業の概要。そして、

平成７年度よりやっていますので、この制度の実施

に伴う効果及び今日までの推移について御説明をお

願いいたします。

○糸数公健康長寿課長 こども医療費助成事業の目

的としまして、子供の疾病の早期発見、早期治療を

促すということと同時に子育て支援ということで、

子育てをしやすい環境を整えるという意味もござい

まして、平成７年度から各県内全市町村で行われて

おります。子供が病院にかかったときの通院につい

ては、平成27年10月から小学校入学前までのお子様

の通院の医療費、それから入院については、中学校

３年生までの入院の医療費について市町村が助成を

しておりまして、そのうち２分の１の額を県が助成

しているところでございます。予算額はこちらにあ

りますように、平成26年度12億4500万円ということ

で、対象年齢の拡大は徐々に進めてきているところ

でございます。

○糸洲朝則委員 47市町村、全ての自治体で実施し

ているということで、健康長寿課長から答弁をいた

だきました。少子高齢の時代ですので、こども医療

費の助成事業というのは、やはり社会としても、あ

るいは国としても、県としても大きな眼目であると

いっても過言ではないくらい大事な事業だと思いま

す。こども医療費助成事業によって、多くの子供た

ちの病気がかなり改善されていったということです

ので、今後とも取り組みをしていただきたいと思い

ます。

次に、85ページ、特定不妊治療費助成事業につい

て。これも先ほどのこども医療費助成事業とある面

で関連するかと思いますが、特定不妊治療費助成事

業に対する県の考え方、あるいは評価、成果等につ

いて御説明をお願いします。
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○糸数公健康長寿課長 特定不妊治療費助成事業に

つきましても、平成17年度から行っております。こ

れは一般的な不妊治療とは違い、体外受精だったり、

顕微鏡を使っての受精という医療保険のかからない

かなり高額な治療になりますので、その一部を国と

県が２分の１ずつ助成しているというものでござい

ます。成果といいますか、年々、助成を受ける方の

数は増加しております。先ほど申し上げましたが、

平成26年度は1143組の方が助成を受けておりまして、

平成25年度が1079組、平成24年度が845組ということ

ですので、数がどんどんふえてきている状況にござ

います。ただ、これは妊娠、出産に絡むことでして、

助成の対象年齢について、平成28年度からは43歳未

満ということで国も少し助成の枠を設けることに

なっています。これはやはり、お母さんの体に対す

る負担が大きいとか、あるいは妊娠が継続できない

可能性が高くなるとかという専門家の意見を聞いて、

年齢制限を設けるようにしているところでありまし

て、県としては、それについて今年度は周知をして

いるところでございます。

○糸洲朝則委員 ぜひ今後とも頑張っていただきた

いと思います。

次に、88ページ、医師確保対策について。これも

狩俣委員からお尋ねがありましたが、まずは１番目

の代診医派遣事業について、これは恐らく離島とい

うことになっておりますが、これについての御説明、

そして実績あるいは成果等をお願いします。

○大城直人保健医療政策課長 まず、医師について

は、中部病院と八重山病院に籍を置いていますが、

実際は知事部で人件費を負担しまして、離島の医師

が研修に出かけたりしたときに、離島に代診医を派

遣する事業となっております。代診実績が134日とい

う実績になっております。

○糸洲朝則委員 離島にとってみれば、医師がいな

いということが一番の不安でございまして、このよ

うに代診医を派遣するということはありがたいこと

でございますが、ただ、制度はあっても、代診医派

遣ができなかったという例は過去にありますか。

○大城直人保健医療政策課長 本島周辺の離島、例

えば、久高島とかでそういう事例はあったと聞きま

したが、基本的には、代診医事業で親病院からの派

遣も含めて、そういうことが極力ないように努めて

おります。

○糸洲朝則委員 離島診療所等の医師が研修等で不

在にするといったことで言われていますので、それ

は前もってわかることですから恐らく問題はないと

思います。したがって、これは抜かりなくやってい

ただきたいと思います。人間ですから、病気で診察

ができないとか、そういったこともあろうかと思い

ますので、そこら辺まで配慮いただければありがた

いと思います。

次に、ドクターバンク及びへき地医療支援機構の

運営について。これは、登録医師が135人、派遣人数

が２人という実績が出ておりますが、まだこんなも

のかなと。本当はもっといてもいいのではという思

いでこのことを通告をしてありますが、実際はどう

なのでしょうか。特に、登録医師については、推移

も含めて、御説明いただきたい。

○大城直人保健医療政策課長 実績を読み上げます

と、平成26年度予算額2568万7000円に対して、2568

万7000円の実績となっております。登録の内訳につ

いては、平成27年３月末で、診療科別では内科60名、

外科15名、小児科が２名、整形外科４名、泌尿器科

２名となっています。地域別では、県内で13名、県

外118名、海外４名。性別では男性120名、女性15名

のバンク登録となっています。派遣実績については、

国頭村立東部へき地診療所に長期派遣で、平成26年

３月から行っています。そして、竹富町立竹富診療

所においては、短期支援派遣で週1.5日ぐらいだった

と思いますが、平成26年８月から平成27年３月まで

派遣をしています。

○糸洲朝則委員 特に離島僻地が対象となるし、そ

こが一番派遣されない場合に困ったことも多いと思

うのですが、これについても、ぜひあきがないよう

にやっていただきたい。

次に、産科医、新生児医療担当医への手当及び離

島・へき地への医師派遣に対する補助という項目が

ありまして、これは６億2493万7000円というかなり

の実績額になっていますが、やはりこういう厳しい

状況下の中で手当てをしまして、派遣をすると。あ

るいは、医師の確保に努めておられるということで

ございますが、これについても御説明をお願いしま

す。

○大城直人保健医療政策課長 細かい数字は持ち合

わせていませんが、述べ人数200を超える人間を、離

島に派遣した場合の損失部分を補塡しております。

当初計画、30医療機関が予定していましたが、実績

としては28医療機関の実績にとどまっています。

○糸洲朝則委員 次に、がん患者家族等支援体制強

化について伺いますが、これによりますと、例えば、

那覇市立病院に1000万円とか、中部病院に1000万円、

宮古病院が400万円、八重山病院が400万円等々、そ

のほか実績が掲げられていますが、これは何を基準

に決められるのか、あるいはまたこの５つの予算で
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足りているのかということについて、お願いします。

○大城直人保健医療政策課長 まず、地域がん診療

拠点病院の事業ですが、那覇市立病院1000万円、拠

点病院でございます。中部病院、拠点病院として1000

万円。宮古病院については、平成27年度から支援病

院から、診療病院に移行します。八重山病院と北部

地区医師会病院については、拠点病院並の、がん患

者に支援した部分の補塡として、それぞれ400万円程

度の一般財源での補助をしています。

○糸洲朝則委員 宮古病院、八重山病院とかで放射

線治療あるいは高度医療的な設備がないから、そう

いう患者さんは、沖縄本島に出てこざるを得ないと

いう実情だと思いますが、やはり宮古病院、八重山

病院、北部病院、小さいながらも拠点的な、極端な

話、県立病院が一番の頼りだと考えます。したがっ

て、ただ金額じゃなくて、なるべく地元で治療が受

けられるような体制に持っていくべきだといつも

思っています。かつて八重山病院でも、宮古病院で

も、放射線治療とかそういったもの等の機器整備が

できないかということも伺ったことありますが、な

かなかこれも厳しいという話も聞いております。将

来的にやはりこういうところまで整備をしていく必

要があるかと思いますが、いかがでしょうか。

○国吉秀樹保健衛生統括監 どこに暮らしていても

ひとしくがんの治療が受けられるということは、大

変大事なことだと思います。ただ、放射線治療に関

しては、専門医等が非常に少ないということもあり

ますし、機器等を整備しても年間に幾ら幾らと。や

はり離島というのは患者さんもそれだけ少なくなっ

ておられますので、費用対効果といったら失礼であ

りますけど、どうかと。それから、症例数がある程

度ないと専門医の方々のスキルアップにならないと

いうこともございまして、いろいろなことを総合的

に考えていかないといけないと思います。

○糸洲朝則委員 次に、琉球大学医学部附属病院へ

の地域統括相談支援センターという委託事業であり

ますが、これについての実績等よろしく御説明をお

願いします。

○国吉秀樹保健衛生統括監 幾つかやっていること

がございます。主に相談事業でして、ピアサポーター

という、患者さんになって、それからしばらくたっ

てサバイバーとして頑張っている患者さんたちを相

談役にしまして、実際の悩みにお答えしたり、ゆっ

くりと話を聞いてあげるという事業でございます。

数が何人というのは手元に持ち合わせていませんけ

ど、拠点病院の大きな仕事として、ぜひ我々も一緒

に考えてまいりたいと思っています。

○糸洲朝則委員 ２人に１人はがんに罹患する確率

があるぐらいですから、最近身近な人ががんで亡く

なったり、あるいは見つかったりということを見る

につけ、地域統括相談支援センターの仕事等もかな

り重要性が増してくると思うのです。だから、なる

べく早く早期発見するためには、そういうところで

相談とか、あるいは診察を受けるとか、そういった

ことが必要だと思いますが、加えましてがん検診の

普及啓発について御説明をお願いします。

○国吉秀樹保健衛生統括監 午前中に健康長寿課長

からも話があったのですが、がん検診は市町村主体

で行っています。市町村が住民に対してカレンダー

であるとか、個別通知でありますとか、さまざまな

方法で通知をしています。がんの制圧月間というも

のもございますので、我々は市町村と連携をしなが

ら啓発したり、あらゆる機会を捉えて大切さをアピー

ルしているところです。沖縄県の検診が他県に比べ

て受診率が悪いところもございますので、さまざま

な御意見をいただきながら、もっともっと努めてま

いりたいと思います。

○糸洲朝則委員 次に、離島・僻地のがん患者、家

族の支援については、いろいろ陳情等も出てきてい

ますが、沖縄本島は南部医療センター近くにきちん

とがじゅまるの家があるのですが、この後に続く小

規模離島対策ということで私は触れているのですが、

先島から陳情があるように、例えば、宮古病院、八

重山病院に来る周辺離島の皆さん方、あるいは南部

離島―南部離島は沖縄本島に来ますから問題ないと

思いますが、この宮古・八重山地域の患者家族に対

する支援について今はまだ手を打たれてないと思う

のですが、今後の展望も含めて、よろしくお願いし

ます。

○国吉秀樹保健衛生統括監 今おっしゃるのは、例

えば多良間島とかから宮古本島ですとか、あるいは

与那国島からと、離島から離島へのお話だと思いま

す。そういう御要望があるのは聞いておりますけれ

ども、実際、何人ぐらいの方々が治療に来られてい

るのかとか、そして来られたときに宿泊をどのよう

にされているのか、あるいは入院なのか、外来なの

かということも実態が今はわかっておりませんので、

患者会の皆さまなどにお聞きしながら、ニーズとい

うものを少し見てまいりたいと思っています。

○糸洲朝則委員 これもきめ細かに対応していただ

きたいと思いますので、よろしくお願いします。

難病相談支援センターについて。これはありがた

いことに平成25年度より平成26年度は、倍近く予算

が計上されて、決算も出ています。これだけの事業
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ができたということについては評価をしたいのです

が、倍近くふえたことも含めていかがですか。

○玉城宏幸薬務疾病対策課長 この事業は、平成25

年度に比べまして、平成26年度では約２倍に予算が

ふえておりますが、その中身としましては、アンビ

シャスというところで相談を受けてるのですが、そ

こに相談員の方を１名ふやしたということです。内

容的には、それほど変わっていませんが、相談員を

ふやして、体制を充実したということです。

○糸洲朝則委員 これはＮＰＯ法人への委託費です

か。それを確認しておきたいのですが。

○玉城宏幸薬務疾病対策課長 ＮＰＯ法人アンビ

シャスへの委託事業になっております。

○糸洲朝則委員 たしか厚生労働省は、各都道府県

に難病相談支援センターを１軒ずつという方針だと

思いますが、今後、ずっとこういう委託でいくのか、

あるいは、県としてきちっとそういう体制をつくっ

ていくのかということについてお伺いします。

○玉城宏幸薬務疾病対策課長 今、全国各都道府県

に１つは、そういった相談支援センターがあります

けども、今後の展開につきましては、しばらく様子

を見て必要があれば検討していきたいと考えており

ます。

○糸洲朝則委員 沖縄県は沖縄型難病等もあったり、

あるいはこれまでもなかなか認定されなかった事例

もありますから、ぜひ力を入れて取り組んでいただ

きたいと思います。

○呉屋宏委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 少子化といいながら、政府は子供

の医療費を無料にしていないのですが、国の動向に

ついてお尋ねします。

○糸数公健康長寿課長 平成27年９月２日に、子供

の医療に関する現状や課題・対応等を検討する、第

１回子どもの医療制度の在り方等に関する検討会が

厚生労働省で開催されております。今、御質疑にあ

りましたように、国民健康保険―国保の国庫負担金

の減額措置の話であるとか、どういうふうな制度の

あり方がいいかということで、今後は月に１回、あ

るいは２カ月に１回程度開催される見込みで、平成28

年末をめどに取りまとめをすると聞いております。

検討会においては、医療費を無料化にするとモラル

ハザードが生じて基本的に好ましくないという意見

や、あるいは国保の国庫負担金の減額措置は地方の

子育て政策に矛盾している等々、いろいろな立場の

方がいろいろな意見を言っているということが伝

わってきております。

○西銘純恵委員 窓口無料にしたら、国保でペナル

ティを課している。このため市町村、沖縄県も無料

にできない問題を抱えていますけれども、いずれに

しても国に無料化を求めていくということも大事か

と思っています。

次に、ひきこもり地域支援センターについて伺い

ます。

ニート、ひきこもりがワーストワンの県になって

いますが、ひきこもり地域支援センターを設置して

いる都道府県は、何県でしょうか。

○糸数公健康長寿課長 平成27年４月現在では、40

都道府県で設置しておりました。今年度に入って、

新たに埼玉県、山梨県が設置をしておりますので、

現在42都道府県で設置されております。

○西銘純恵委員 まだの県の名前をお願いします。

○糸数公健康長寿課長 青森県、岐阜県、岡山県、

佐賀県、そして沖縄県です。

○西銘純恵委員 同センターを設置したら、国から

補助があると思うのですけれども、補助事業はどの

ようなものがあるのですか。

○糸数公健康長寿課長 これは厚生労働省の補助事

業となっておりまして、国庫２分の１の補助事業と

なっております。主に相談員、コーディネーター、

あるいは電話に対応する方々に対する予算になると

考えています。

○西銘純恵委員 もう一つ、補助事業があると思い

ますが、ひきこもりサポーターの事業になっている

と思いますが、それの説明もお願いします。

○糸数公健康長寿課長 ひきこもりサポーター養成

研修、派遣事業というものがございます。これは、

先ほどの地域支援事業とは別のメニューでございま

すが、ひきこもり状態にある本人、その家族に対す

る支援が可能となるように、継続的な訪問支援等を

行う人材、ピアサポーターと書いてありますので、

同じような経験をされた方も含むと思いますが、そ

れを派遣する事業で、これは平成25年度から始まっ

ている事業です。

○西銘純恵委員 沖縄県がひきこもりは大変深刻だ

ということです。次年度設置することは不可能でしょ

うか。

○仲本朝久保健医療部長 県としましては、今後関

係機関との意見交換などを通して、支援センターに

どのような機能が必要なのかということを含めて、

いろいろ検討していきたいと考えています。

○西銘純恵委員 検討する余裕はないと思うのです

けれども、いずれにしてもまだ年度が残っています

し、ぜひ設置できるように。センターができたら、

さまざまな問題がもっと具体的に掌握できると思う
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し、支援もできると思います。

次は、83ページ、がん予防対策推進事業について。

全国と比べてがん死亡や重症化はどうなっています

か。

○糸数公健康長寿課長 ことしの９月に国立研究開

発法人国立がん研究センターが、初めて相対生存率

ということで、がんと診断された後の５年生存率に

ついて、全国と各地域が比較できるようなデータを

出しております。全てのがんにおいて、５年生存す

る相対生存率は、沖縄県は55.2％、全国は64.3％で

すので、全国に比べて9.1ポイント低いということで、

生存する方が少ないというデータが出ております。

○西銘純恵委員 重症化していると思うのですが、

全国と比べて検診受診率はどうなのでしょうか。

○糸数公健康長寿課長 市町村で、５つのがんにつ

いて、集団あるいは個別で検診をしております。検

診受診率については、乳がんと子宮がんについては、

全国よりも上回っている数字でございますが、胃が

ん、肺がん、大腸がんの検診受診率は全国より下回っ

ております。目標は50％ですけれども、まだそれに

は全てのがん検診受診率は達していない状況となっ

ています。

○西銘純恵委員 パーセントを言っていただきたい

というのと、胃がん、肺がん、大腸がん、乳房がん、

子宮がん、全額公費負担にすれば幾らになるのでしょ

うか。

○糸数公健康長寿課長 まず、検診受診率の数字で

す。地域保健・健康増進事業報告で市町村から報告

があった数値になります。胃がんについては、沖縄

県は6.5％で、全国は8.7％。肺がんは、沖縄県16.2

％、全国は17.3％。大腸がんは、沖縄県13％、全国

は19.1％。乳がんは、沖縄県18.6％、全国が17.0％。

子宮頸がんは、沖縄県24.4％に対して、全国は23.2

％となっています。５つのがんについて、市町村で

行われている１次検診は、これは１つの市の例です

けれども、胃がん検診が6377円、大腸がんが2057円、

肺がんも2057円、乳がんが7200円、子宮頸がんが7200

円になります。それは、市町村によっては、一部あ

るいは全額負担しているのが現状です。

○西銘純恵委員 １人で全部受けようとしたら、３

万円余る検診を全額助成している市町村はどこで

しょうか。

○糸数公健康長寿課長 市町村のがん検診自己負担

の助成状況ですが、全てのがんについて全額助成し

ているのは、宜野座村、金武町、渡名喜村というこ

とになっております。

○西銘純恵委員 一部助成というと、やっぱり３万

円余りでしたら、自己負担もあるので、全額助成を

市町村にやってもらうことで、受診率を上げていく

という大きな課題になると思います。

それともう一つ、集団検診だけにとどまっている

ところはないでしょうか。個別検診はないとか、そ

の辺について、どうでしょうか。

○糸数公健康長寿課長 がん検診の費用につきまし

ては、平成19年、平成20年ごろから一般財源化され

たということで、市町村独自の額を設定していると

ころでありまして、それを全て負担することは、私

たちも検討をしていない状況です。それから個別検

診についても、同様の理由といいますか、個別検診

にすると検診の単価が上がるという理由で、集団検

診しか実施していない市町村もあるというのが現状

です。

○西銘純恵委員 やっぱり受診率を上げるというこ

とになれば、助成額をふやすとか、受けやすくする

以外は上がらないと思います。その課題を、ぜひ市

町村とやっていただきたいのと、民間会社、事業所

で働いている人は、検診を受けるために休めないと。

民間業者との関係では、どのような受診率向上対策

をとっていますか。

○糸数公健康長寿課長 検診に対する休みがなかな

かとれないというのは、事業所の規模が小さければ

小さいほど、現実問題としてあるかと思います。特

に県として補助するというよりは、県民会議という

ことで経済団体を含めて70団体の健康づくり推進の

組織がございますので、そちらを通じて各経済団体

の主に事業主にそのような理解をしていただきたい

という啓発を行おうかと考えているところです。

○西銘純恵委員 次、国保について伺います。

前期高齢者人口減で交付金が少なかった問題につ

いては、額は幾らだったでしょうか。そして、これ

は解決のめどはあるのでしょうか。

○宮平道子健康保険課長 前期高齢者交付金制度は、

前期高齢者―これは65歳から74歳までの方ですが、

この方々にかかる医療費について、被用者保険と国

保とで財政調整をするという制度でございます。沖

縄県におきましては、先の大戦の影響等で前期高齢

者が少ないということで、前期高齢者交付金の算定

上ちょっと不利になっているのではないかというこ

とで、そういう問題がございました。仮に、沖縄戦

の影響がなくて、沖縄県の前期高齢者の加入割合が

全国平均と同程度であったというふうに仮定して、

前期高齢者交付金額を算定しますと、沖縄県との差

額というのは平成24年度で166億円となっています。

この問題を受けまして、昨年度８月と10月、市町村
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会、市長会とともに、県としても国に対し要請を行っ

たところでございます。これに対して、国は沖縄県

の特殊事情については、理解を示していただいてお

りまして、今行われている国保制度改革において、

沖縄県の特殊事情を勘案して対応したいというよう

な意向でございました。今、現在進められておりま

す国保制度改革におきましては、今年度から1700億

円を投じて保険者支援制度の拡充が行われているこ

とと、それから平成30年度以降、子供が多いとか、

保険者の責めに帰さない理由で負担がふえていると

いうことで、保険者に対する支援を拡充することと、

それから医療費適正化等に取り組んだ保険者に対す

る保険者努力支援制度と言っておりますけれども、

それを拡充するということで言っております。これ

については、いずれも沖縄県に有利に作用するので

はないかということで、こういった形で対応したい

というふうな説明がございました。ただ、この制度

については、まだ詳細は明らかになっておりません

で、今現在、厚生労働省内に設置されている国と地

方の協議の場で、検討がされているというところで

す。

○西銘純恵委員 戦争による被害で、前期高齢者が

少ないと。全国平均の交付金の割合は幾らで、沖縄

県はどれだけという数字が出たのでしょうか。

○宮平道子健康保険課長 平成25年度の１人当たり

前期高齢者交付金額ですが、沖縄県では１万8437円

に対し、全国平均では９万6890円となっています。

○西銘純恵委員 平成30年度以降、新たな子供が多

いところは有利になるから沖縄県はよくなるという

考え方はおかしいと思います。やはり戦争による人

口減というところで、充てるべきはこれはしっかり

と解決をさせるということで、166億円の不利益につ

いては、やはりもっと県としてもこれはこれで求め

ていくという立場が必要だと思いますので、ぜひ今

後もしていただきたいと思いますが、いかがですか。

○仲本朝久保健医療部長 昨年、市長会、それから

町村会等々、６団体で要請に行ってまいりました。

県としては、特殊事情ということですので、それに

ついてはしっかり対応してまいりたいというような

ことで、今後も国に対して働きかけていきたいと考

えています。

○西銘純恵委員 市町村の国保の状況や滞納世帯、

資格証明書交付世帯、短期被保険者世帯はどうなっ

ていますか。

○宮平道子健康保険課長 平成26年６月時点の沖縄

県の市町村国保におきます滞納世帯の数は３万9164

世帯で、国保世帯に占める割合は15.3％となってい

ます。同じく短期被保険者証の交付状況は２万242世

帯で、同じく7.9％。資格証明書の交付世帯数は43世

帯で、0.02％となっています。

○西銘純恵委員 市町村が強制執行をやっている数

は、５年前と比べて減っていますか。

○宮平道子健康保険課長 平成26年度の市町村国保

におきます差し押さえの件数は、実施したのが25市

町村3681件、金額にしまして６億3174万円です。５

年前、平成22年度と比べると、件数で1690件、金額

で４億2604万円ふえております。実施市町村は、３

市町村ふえているという状況でございます。

○西銘純恵委員 一般会計からの繰り入れは、市町

村でどうなっていますか。これも５年前と比べてい

かがでしょうか。

○宮平道子健康保険課長 決算として出ていますの

が、平成25年度までということですので、平成25年

度の一般会計からの法定外の繰入額は91億1169万円

となっています。５年前の平成21年度と比べますと、

平成21年度が75億5208万円でございますので、15億

5961万円の増となっています。

○西銘純恵委員 ５年前と比べて国保税を引き上げ

た市町村、引き下げた市町村はありますか。

○宮平道子健康保険課長 平成23年度から今年度―

平成27年度までに国保税の増額改定を行った市町村

は、石垣市、うるま市、浦添市、読谷村の４市村で

ございます。減額改定を行った市町村はございませ

ん。

○西銘純恵委員 国保は軽減措置がとられたという

ことだけれども、結局は値上げをせざるを得ないと

か、やっぱり医療環境といいますか、医療費がふく

れていく状況があると思います。都道府県化に向け

て、市町村はどのようなことに取り組んでいるので

しょうか。

○宮平道子健康保険課長 市町村の取り組みという

ことですが、平成30年度以降、市町村が行っている

国民健康保険について、県が共同保険者となり、共

同で運営するということになっております。今現在、

制度移行に向けて、県と市町村でさまざまな協議を

開始したところでございます。

○西銘純恵委員 病院事業について、医師、看護師、

コメディカルを増員した効果について、伺います。

○津嘉山朝雄県立病院課長 医師、看護師、コメデ

ィカルについては、安定的な医療提供体制の確保を

図る観点から、経営等の影響も考慮しまして、平成22

年度以降、これまでに586名増員しています。増員に

よる効果としては、医療面では、７対１看護体制の

導入による手厚い看護の実施、それから、急性期リ
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ハビリの実施による機能回復の向上、それから、Ｎ

ＩＣＵ設置による周産期医療提供体制の強化、それ

から、産婦人科、小児科を含む救急医療体制の充実

強化などがあります。また、もう一つの経営面では、

継続的な経常収支の黒字化が図られていますので、

医療、経営の両面において、増員の効果があらわれ

ていると考えております。

○西銘純恵委員 各種加算の取得率、どうだったで

しょうか。効果も伺います。

○津嘉山朝雄県立病院課長 県立６病院において、

全体で521項目の施設基準の届け出を行っています。

平成26年４月の診療報酬改定にかかる新規の施設基

準及び既存の施設基準、それから名称変更とか、点

数の変更、条件の変更による新規の項目を含めて、

全体で98項目の追加の届け出を行っています。その

効果として、施設基準等の各種加算については、多

くが入院診療費に加算されることから、各病院にお

ける入院診療単価の増加につながっていると考えて

おります。

○西銘純恵委員 消費税が８％に増税になって病院

事業で損失が出たと思うのですが、その数字的なも

のの穴埋めというのも含めて、検討されて、埋めら

れたのでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 消費税について

は、病院事業においては薬品費、委託料、それから

各費用に課税される状況がございます。今回、消費

税が増税されて、県立病院事業としても消費税の支

出がふえているところです。平成26年度の決算では、

控除対象外消費税として13億1781万円を計上してお

りまして、これは前年度に比べまして５億2990万円

の増加となっています。この分についてのいわゆる

補塡といった措置ですが、これについては診療報酬

等で一応消費税増税分が加味されているという国の

説明もございますので、特段、こちらのほうから補

塡等を要求している状況はございません。

○西銘純恵委員 先ほど入院診療などに、単価、診

療報酬改定等も含めて収益になったと言いましたが、

本当はそういう増になった部分、従来と違った部分

と、消費税の部分をきちんと精査をして足りないの

は一般会計で補助してくれという形だと思いますが、

いかがですか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 おっしゃるとお

り、いわゆる単価増ですとか、その部分で収入がアッ

プした部分と、それから増税を加味した診療報酬改

定でアップした分というものを、細かく分析して算

定するっていう方法はあるかと思います。ただ現実

のところ、そこまでちょっと細かい分析算定はして

いない状況がございます。

○西銘純恵委員 ５億円というのは大きいと思いま

す。例えば、離島増嵩費って２億円ちょっとぐらい

で足りない足りないと言っているわけでしょう。だ

からそういう意味では、やはりしっかりと損失分に

ついて一般会計からという立場をとっていただきた

いと思いますが、局長はいかがでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 今、経営企画監から答弁

ありましたように、まだその辺のところの精査が十

分に済んでいない状況ですので、しっかりその辺は

検討して、今後は対策を練っていきたいと思います。

○西銘純恵委員 ２年後には10％何て言われている

のですよね。これが、頑張っている皆さんの病院経

営の足を引っ張ることになるわけですから、大至急

やっていただきたいと思います。

次、会計基準の見直しで、何がどう変わったので

しょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 会計基準の見直

しにつきましては、平成26年度の予算・決算から適

応されているわけでございますけども、今回の見直

しでは、幾つか大きな変更がございます。主なもの

としましては、資産等の減価償却制度が大きく変わ

りまして、これまで補助金等について減価償却の対

象としていなかったものが新たに減価償却の対象に

されるようになったということでございます。それ

から、退職給付引当金を含みます各種引当金の計上

が義務化されたということがございまして、病院事

業におきましても今回新たに退職給付引当金を計上

しているところです。それから引当金に関しまして

は、もう一つ貸倒引当金というものもございまして、

これはいわゆる未収金の将来貸し倒れになるおそれ

がある金額について引当金として計上するというこ

とですけれども、これも義務化されまして、平成26

年度の決算においては、それについても計上したと

ころございます。

○西銘純恵委員 比較した損益計算書を皆さんにも

配っていますが、これでちょっともう少し詳しくやっ

ていただけますか。

平成26年度決算において従来どおりやったものと、

新会計基準で何がどう変わったのか、もう一度説明

をお願いします。

○真栄城守県立病院課経営企画監 お手元のほうに、

Ａ３版の比較損益計算書という横長の資料がお配り

されているかと思います。こちらの表は平成26年度

（新）と書いている部分は、新会計基準に基づいて

算定した決算の数値になります。その右隣、平成26

年度（旧）とありますのは、平成26年度決算を旧会
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計基準に換算しました場合に出てきた決算の数値に

なります。その右隣、平成25年度は従来から行って

おります平成25年度の決算の結果でございまして、

ちなみにこの平成25年度の決算は、いわゆる旧会計

基準で算定をされています。ですので、平成26年度

（新）と平成25年度は単純比較ができないというこ

とで、その間に平成26年度を旧会計基準に換算した

資料としておつくりしております。この中では、全

部申し上げると時間かかりますが、例えば、今申し

上げました減価償却制度の関係で言いますと、病院

事業費用になりますが、真ん中より少し下あたりに、

減価償却費がございまして、こちらが平成26年度の

新会計基準だと29億9567万1758円となっております。

これを旧会計基準に換算しますと、19億3308万5238

円になります。これについては、表の右に対前年度

比較がございますけれども、そのさらに右に、うち

会計基準見直し影響分と、それから右端に、会計基

準見直し影響外の部分とございまして、この右から

２番目の会計基準見直し影響分というものが、今回

の基準の見直しによって変動した額です。言いかえ

ますと病院の経営期成績と直接関連がなく、その数

字が変わっている部分ということになります。その

部分が、減価償却費で申し上げますと、10億6258万

6520円、この額が会計基準の見直しによって変動が

生じたものとなっております。それから少し上がり

ますけども、給与費の内訳の中に、うち退職給付費

引当金繰入額というものがございます。これは従来

病院事業会計では計上していなかったものでござい

ます。そういうことで、平成26年度の数字としまし

ては、８億3595万3969円となっておりますけれども、

平成26年度旧会計基準ではゼロ円ということになっ

ていまして、この金額丸々が会計制度見直しに伴う

影響額となっております。

それから最後になりますけれども、貸倒引当金に

ついては、特別損失の中に入っておりまして、その

中にその他特別損失が24億4371万2924円計上されて

いますけれども、これも平成25年度にはなかった数

値でございまして、特にこの中の11億円余りが貸倒

引当金ということで、新たに計上しているものでご

ざいます。

○西銘純恵委員 結局、この決算額だけ見れば、経

営状態が悪化したという形にも見えなくもないわけ

ですよね。だからそれは、数字の変更ということを

見て、今後それにきちんと対応しないと、経営が悪

いから県立病院を民間にするとか、委託をするとか、

そういう流れにするのがこの新会計基準の問題であ

るということを、行政というこの基準をつくった中

で触れられておりますので、ぜひ病院事業局の皆さ

んは、実態とこの数字が違うということは、委員の

皆さんも、ぜひ頭に入れていただきたいと思います。

次に、繰り入れについて、お尋ねします。

１床当たりの繰入額は、全国との比較はどうでしょ

うか。前年度より減額となってますけれども、どう

なのでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 一般会計繰入額

の１床当たりでの換算ですが、収益的収入及び資本

的収入の合計額において、１床当たりの繰入額につ

きましては301万円となっておりまして、平成25年度

の全国平均509万9000円と比較しますと、208万円9000

円少ない状況となっております。一応、これにつき

ましては、本県の中で政策医療ですとか、それから

不採算分、これをもとにした算定になっているわけ

でございますが、他県と状況等異なる部分がござい

まして、その部分が差として発生しているものと考

えております。

○西銘純恵委員 一般会計からの繰り入れのそれぞ

れの経費に対する予算額と決算額はどうなったので

しょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 一般会計からの

繰り入れの予算と決算につきましては、平成26年度

病院事業会計決算審査意見書の15ページに記載され

ておりまして、そちらも御参照いただければと思い

ます。表15にございます。平成26年度の数値が書い

てございますけれども、決算額とその左側に繰入基

準額という欄がございます。この繰入基準額がいわ

ゆる予算額として要求した額となっておりまして、

大まかに申し上げますと医業収益に係る他会計負担

の小計が７億655万7000円の予算に対して、同額が決

算となっております。それから医業外収益の中の負

担金交付金につきましては、19億7668万円がそれぞ

れ予算、決算となっております。それから同じく医

業外収益の他会計補助金の小計が、11億6088万4000

円でございます。こちらについては、補助金がその

後計上されたということでございまして、この分に

ついて補助金の決算額が加味された額が決算額と

なっておりまして、20億7063万9866円が決算額となっ

ています。

○西銘純恵委員 一般会計からの繰り入れの根拠を

示してください。

○真栄城守県立病院課経営企画監 一般会計からの

繰り入れについては、地方公営企業法第17条の２第

１項にございまして、その第１号としましては、そ

の性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもっ

て充てることが適当でない経費を行政が負担すると
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なっております。それから、第２号では能率的な経

営を行っても、いわゆる採算がとれない部分につい

ての繰り入れが規定されているところでございます。

○西銘純恵委員 今、繰り入れの説明、数字的なも

のも話してもらいましたが、救急医療に要する経費

は、先ほど話された第１項ですよね。皆さんにまだ

上げていませんが、病院別の収入経費ということで、

収支差が出された第２号に係るものについて、収支

差ですからそれは問題ないと思っています。でも、

この救急医療に対して、経費として21億円余りで出

ている。この法に基づいてやるのであれば、21億円

を繰り入れするはずです。でも７億円しか入れてい

ない。収支差でやっているということで、ここは間

違いがあるのではないかと思いますが、いかがです

か。

○真栄城守県立病院課経営企画監 地方公営企業法

の中では、そういう費用に充てるという表現になっ

ているわけでございますが、総務省の繰出基準の考

え方によりますと、この経費につきましては、具体

的には医師等の待機ですとか空床確保など、いわゆ

る診療報酬の収益を伴わない経費というような考え

方があるようでございまして、それからすると救急

医療にかかった経費全てを対象としているという考

え方で運営に当たっていないということでございま

す。県の病院事業局では、この考え方を直接適用し

ているのではなくて、救急医療に実際にかかった経

費を広く見て、それに対する収支差という形で、繰

入金の算定を行っているところでございます。

○西銘純恵委員 これは、去年も同じやりとりをし

ているのです。収支差じゃないでしょうと。では、

救急医療にかかった経費って実際どれだけなのかと。

精査してほしいと。私は、こんな14億円も違うよう

な金額では問題だと思っています。ぜひ救急医療は、

かかった経費をそっくり繰り入れをするということ

で、やり直していただきたい。新予算に対しては、

きちんと出るようにしていただきたいと思います。

もう一つは地方公営企業法第17条の３で、災害の

復旧に対する繰り入れがあるのですけれども、先ほ

ど八重山病院の院長がおっしゃいました。これは一

般会計からの繰り入れで、台風災害の関係は、別に

繰り入れがなされているのでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 委員御指摘のと

おり、地方公営企業法第17条の３に繰り入れの対象

としまして災害の復旧その他特別な理由という規定

がございます。災害の復旧につきましては、定義の

確認が必要でございますが、恐らくある程度の大規

模な災害ということで想定されていまして、これま

で災害の復旧を適用して繰り入れをしたという事例

はないわけでございます。ただ、もちろん修繕にか

かる経費でございますので、そういったものは病院

事業の中で手当てをしていくことになるかと思いま

す。

○西銘純恵委員 別予算で繰り入れをしなさいと

言っているのに、以上です。

○呉屋宏委員長 比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 まず、注目をしています健康行動

実践モデル実証事業、主要施策の成果に関する報告

書の82ページです。

ある程度の形ができてきたということがあります

が、成果と今後の展開について伺います。

○糸数公健康長寿課長 健康行動実践モデル実証事

業は、平成24年度から開始をしまして、平成26年度

は３年目に当たるということになります。合計で５

年間の事業を予定していまして、国立大学法人琉球

大学―琉球大学に委託をしています。生活習慣病あ

るいは健康長寿の一番キーになっている働き盛り世

代は、アプローチが非常に難しいということがござ

いますので、直接働きかけるものとは別に、この事

業では児童生徒に対する介入を行って、それを家庭

に持っていってもらう、あるいは地域でいろいろ健

康に関するイベントを企画して、それをまた地域の

先輩方から働き盛りの人に届けるという、サンドイッ

チのような形の事業をしております。実証事業とい

う名前がついておりますので、ある特定の集団を登

録して、ずっと介入をした後、前後で変化したかど

うかというのを、主に栄養調査のようなもので比較

をすることになっております。現在、11市町村、28

の小学校区で約1万5000人の方が対象となっていまし

て、対象となった方は、前後の調査も終わった方も

いますけれども、まだこれからということもありま

すので、これが５年間終了したときには、全ての方

々に対して、前後の健康行動の比較などがわかると

いうことになり、それをもとにどういう介入したら

働き盛り世代が生活習慣を変えるような改善が見ら

れるかというようなことが明らかになると期待して

おります。現在のところは、全ての対象がまだ解析

をした状況ではございませんけれども、中間的な成

果といたしまして、一部わかってきたことがござい

ます。一部の地区で介入をして１年後たってから調

査をしても、子供たちに対する栄養情報の介入とい

うものによって、栄養指標の改善が見られたと。も

ともと食塩が多いとか、カルシウムが少ないとか、

野菜が少ないとか課題がありますが、それが子供へ

の介入によって、家庭に持ち込まれて、家庭の食事
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がよくなっていったというような成果が見られてお

りますので、こういうものをどんどん推進していく

ことになるかと思います。

それから、もう一つ。大々的に地域でこういうよ

うなイベントを行うと、これまではなかった健康づ

くり推進員のような、自主的な健康づくりに関する

グループがリーダーを中心にでき上がってきており

ます。うるま市平安座地区や北谷町栄口地区などで

は、この事業をきっかけにそういう地域で健康を考

える推進員のような方もできておりますので、こう

いう副次的な効果もあわせて、今後しっかりと最後

まで事業を行って、また分析をして次の事業につな

げたいと考えています。

○比嘉京子委員 １つのモデル事業を通して、そこ

から得られた、蓄積された情報を将来的には全県に

と考えておいでだろうと思うのです。１年でも、有

意差的にどうだったかというはわかりませんけれど

も、多少なりとも変化がある。もう一つには、例え

ば食育のテキストも含めて、いろんな波状的な影響

といいますか、１つのラインだけではなくて、複合

的なラインに期待をしたいと思っています。あと２

年後、全過程が見えるまで注目をしたいと思います。

次に、各病院長からも多く出されました、医療ス

タッフの問題ですが、そこできょう取り上げるのは、

91ページの看護師等確保対策事業について。

まず先ほど午前中もありましたけれども、看護職

員の需給見通しについての費用が使われていないの

は、聞き落としたかもしれませんが、どういう理由

ですか。

○大城直人保健医療政策課長 看護職員需給見通し

策定事業費については、152万3000円を不用にしてお

ります。第７次需給見通しについては、平成23年か

ら平成27年までの５カ年計画で、前年の平成26年度

から次期計画に向けた調査をやる予定でした。しか

し、国の方針が変更になりまして、平成30年の地域

医療計画と整合性を合わせる形での計画ということ

で国が方針変更したために、平成28年、平成29年の

２カ年については、簡易な調査ということで、この150

万円については執行せずに不用にしたところでござ

います。次期計画については、国の指示を待って対

応したいと思います。

○比嘉京子委員 先ほどから、産休の看護師等の確

保等、さまざまなニーズがあるというお話がありま

したが、潜在的な看護師に対しての呼びかけといい

ますか、看護師の確保対策の中において、多くのメ

ニューがあるわけですが、この実績はどうなってい

ますか。

○大城直人保健医療政策課長 潜在看護師の再就職、

支援事業については、公益社団法人沖縄県看護協会

に委託をしてシミュレーターを用いた実践の訓練を

しています。また一方では、座学もやって、潜在看

護師がまた就職をするというような実績につなげて

おります。そして、シミュレーターによる看護技術

のトレーニングを実施していまして、トレーニング

については酸素吸入、吸引、経管栄養、導尿という

のを実施しております。

そして、実績としては、平成26年５月から平成27

年３月まで毎週水曜日の32回実施をして、延べ150人

が受講し、受講実人数71名中、まだ未就学者だった59

名のうち演習後に就職に結びついたのが37名、就職

率については62.7％です。

○比嘉京子委員 大変立派な実績ではないかと思い

ます。きのう、潜在保育士の支援事業は2700万円か

けて40名だという数字を聞いたところですので、そ

れに比べると大変な実績かと思います。ぜひとも続

けていただきたいのですが、例えば、県立病院の先

ほどからある、途中でのニーズに対してなかなか探

せない。今、たしか、県立病院の看護師の採用年齢

は撤廃されたという理解でよろしいでしょうか。

○平良孝美県立病院課看護企画監 委員おっしゃる

ように、現在、採用の上限は59歳までとなっており

まして、実質撤廃されております。

○比嘉京子委員 先ほど、北部病院の12床を休床に

追い込んだ看護師不足ですが、12床というのは、あ

と何名必要なのですか。

○仲間司北部病院院長 北部病院では入院制限をし

ていますが、それを埋めるためにはあと５人は必要

になっております。北部病院では10対１看護をやっ

ていますので、各病棟から４床ずつの入院制限をし

ている状況です。

○比嘉京子委員 先ほど、南部医療センターもあり

ましたけれども、産休が10名単位でいらっしゃると

ありましたが、確保できない理由はどこにあると思

われますか。

○平良孝美県立病院課看護企画監 確保できない理

由としては、実際、中途で普通退職ですとか病気休

職とかをされますと、年度途中の採用というのはな

かなかございませんので、そういった意味からも必

要な数、必要なときにすぐ補充という形にはなって

いない現状です。

○比嘉京子委員 大体、実績として、これぐらいの

数で、例えば産休をとる、病休をとるというのがあ

れば、最初からストックしておく必要があるという

理解でいいのですか。
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○津嘉山朝雄県立病院課長 多くを抱えていれば、

それは補充はできるかと思いますが、なかなか人件

費とか定数とかの絡みで、そういったふうな確保が

できないという状況にございます。

○比嘉京子委員 結局、悪循環かという気がします。

簡単に休めないからやめる人も出る。いろいろな働

き方をしたいけど、制約があり過ぎる。そういう意

味でいうと、休床などによって収益等にも影響が出

る。ですから、ある意味でもっと枠を広げる。これ

は我々の仕事かもしれませんが、定数の問題に手を

かけたい。各病院長にお願いしたいのは、各職種の

定数のニーズ、ぜひとも後で出していただければと

思います。

では、次に病院事業経営について、お聞きしたい

と思います。

先ほども西銘委員から質疑がありましたけれども、

今回の新会計は非常にわかりづらいですね。簡単に

言うと、どの方向で、何でこういう会計になったの

かという理解、認識についてお聞きしたいと思いま

す。

○真栄城守県立病院課経営企画監 今回の公営企業

会計の見直しにつきましては、病院事業だけではな

くて、全ての公営企業が対象になった見直しとなっ

ていますので、病院事業だけがターゲットというわ

けではございません。その中で、いわゆる公営企業

会計が、どちらかというと民間に比べて特殊な会計

でして、例えば、補助金等で購入した資産について

減価償却を行う場合、民間企業でしたら、当然100万

円で買ったものを100万円分減価償却するわけなので

すけれども、100万円のうち50万円補助金が入ってい

ると、残った50万円だけ減価償却して費用化すると

いう、そういった仕組みがあったり、それから企業

債―これは借り入れですが、この企業債が会計資本

金として資本計上されていて、負債には入ってなかっ

たりということで、やはり民間と若干基準が違う会

計制度となっておりました。それを今回、透明性と

いいましょうか、民間であったり、あと独立行政法

人であったりと、そういった部分との比較を行いや

すくする、それから若干、会計の原則上、少し異な

る基準が適用されたものを共通化するという形で今

回の見直しは行われたものと考えております。

○比嘉京子委員 では、病院事業局長にお聞きした

いのですが、地方公営企業法で今成り立っている県

立病院と、民間企業である民間病院との違いはどこ

にありますか。

○伊江朝次病院事業局長 一言で言えば、不採算で

もやらなければならないということだと思います。

これは地域の住民の中にニーズがあれば、それに対

応するのが我々の努めだと思っております。

○比嘉京子委員 監査からも意見がありますけれど

も、その１ページ、地方公営企業法の経営の基本原

則を書いてあります。真ん中の２というところ、審

査の手続きというところです。これは読んでみると、

地方公営企業法の経営の基本原則がそのまま書いて

あります。審査に当たりましては、事業運営が常に

経済性を発揮するとともに、その本来の目的である

公共の福祉を増進するように運営されているかどう

かを監査しましたと、ここがとっても大事なところ

で、先ほどの企業に準ずるようにやるのだという認

識では、県の公営企業ではいけないのではないかと

思うのですが、いかがでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 いわゆる公営企

業が政策的な役割を担って、どういった形で事業を

行うかということをある程度責任を持って進める上

でも、その財務状況の透明化といいましょうか、そ

ういったものは重要かと思います。それによって不

採算が、逆に言えば明らかになるという部分も出て

くるかと思います。そういうことで、今回の見直し

が全体としては透明性、公平性という考え方のもと

に立っていることと、病院事業が公共福祉のために

医療を提供するという考え方とは、必ずしもそごは

ないものと考えております。

○比嘉京子委員 では、ちょっともう少し具体的に

お願いしたいのですが、今回大きく変化し部分が、

借入資本金を負債に計上しろと、これが義務づけら

れていますよね。これによって、どういう見方にな

るのでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 今、御指摘の部

分につきましては、いわゆる企業債、建物の建設と

か医療機器の購入等で、その費用に充てるために企

業債を借りているわけでございますけれども、その

借りた残額が、いわゆる従前であれば借入資本金と

いう形で資本に計上されておりました。ただ、やは

り基本的に企業債ですので、償還をするべきものに

なっておりまして、実際償還もしております。これ

は、通常で言うと長期負債に該当するものになりま

すので、そこに今回の見直しが適用された。それに

よる影響としましては、例えばいわゆる自己資本比

率といった部分、それまで自己資本が大きかったも

のがぐんと小さくなりますので、その比率が悪くな

るという形で数字上は確かにあらわれてまいります。

○比嘉京子委員 もう一点だけ、顕著なものとして、

先ほどから言っている引当金、言ってみれば退職給

付引当金を計上義務化しましたよね。それによって
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どういう影響がありますか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 退職給付引当金

の算定の考え方としましては、現在県立病院事業に

在籍しております全ての職員が退職をした場合に発

生する退職金、その総額を算定しまして、それを沖

縄県の場合15年度に分けまして分割計上していくと

いう内容になってます。これは大体８億3000万円に

なるわけですが、これが15年にわたって新たに費用

として発生するということでございます。ですので、

収益からいいますと、費用がふえますので、収支は

悪化するということになります。一方で、将来の発

生する退職金について、これは積み立てるという考

え方でございますので、将来退職が予想を超えて大

きく発生した場合に、手持ちの現金ではなくて、あ

らかじめ積み立てていた、その引当金を充てること

ができるということがありますので、その場合に与

える経営への影響を少なくするという、そういう意

味の効果もあると考えております。

○比嘉京子委員 経営分析比率表を拡大して皆様に

お配りをしてありまして、それに新しい会計方法と

古い会計方法を比較してあります。ここで見てみた

いと思いますが、例えば、平成26年度の旧会計が一

番先のほうに書いてありまして、新会計と比較でき

るようになっています。ここでいうと、今の２つの

考え方で―２つに限らなくてもいいのですが、どこ

が顕著に変わるのでしょうか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 各種経営指標は

お手元の資料には算定されてございますけれども、

会計基準の変更見直しで資本の構成が変わったり、

それから各種資産の構成が変わったりしております。

その結果、例えば上から順に行きますと、自己資本

構成比率が新と旧で45.4％に対して29.9％というこ

とで、かなり大幅に変動しております。それから固

定比率、こちらも大きく変動しております。それか

ら月曜日に話が出たかと思いますが、流動比率も旧

会計基準でいいますと441.3％だったのが、195.8％

と。こちらは本来数字が大きいほうがいいわけなの

ですけれども、基準の見直しによって数字が小さく

なってるということがございます。それから、その

下の当座比率も同様な性格の数字でございますけれ

ども、こちらも数字が大きく減っているというよう

な形で、全部ではないですが、そういう資産、資本

とか、そういったものの数字を用いている指標につ

いては、大きく変動している状況でございます。

○比嘉京子委員 このことによって、経営状態はよ

く見えるのか、悪く見えるのか、どちらですか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 私の立場から言

いますと、会計基準という一定の基準によって算出

された指標でございますので、その状況状況での経

営状況の実態を一応反映しているということで、基

準の変更によって見かけ上の数字が悪くなっている

というのはございますけれども、特に今回、平成26

年度は見直しの初年度ということで、各種数値で過

去分まで含めて計上したりということで、かなり臨

時的に数字が膨らんでいる部分がございまして、よ

り変動が大きく出てる部分もございます。その分に

ついては、なかなか単年度で評価するのは難しい部

分がございまして、次年度以降の数字も見る必要が

ありますけれども、トータル的には一つの基準でもっ

て継続して数値を見ていくということでもって、経

営状況の判断をしていくべきかと考えています。

○比嘉京子委員 ここで決して公立病院が勘違いし

てはいけない。先ほど、基本的なお話がありました。

不採算でもやるのだと。民間と違うと。これは一般

企業の会計に準じたわけなのですよね。それでこう

なったと。では採算の部分はどうするのか。そうい

うことからすると、押しなべて一緒にして比較して

いいのか、そこも問題なのですが、非常に赤字を顕

在化する方向にいってるわけです。新プランとの影

響は決して無関係ではないと思うのです。どの方向

に国がそういうところの医療費を向かわせているの

かをぜひとも察知をしながら、そしてその中で我々

が決して縮小の傾向ではなくて、もっと発展的に、

萎縮しないように、そういうことをしていかないと

いけない。変わり目なので、時間をとって質疑をい

たしましたけれども、これは各病院の院長先生方も

含めて、決して今の数字が一人歩きをして、悪化し

ているのだとか、赤字が出ているのだとか、そうい

うことではないとしっかりと今回見きわめていただ

ければと思います。

○呉屋宏委員長 質疑のため、副委員長に委員長の

職務を代行させますので、よろしくお願いいたしま

す。

休憩いたします。

（休憩中に、正副委員長交代）

○狩俣信子副委員長 再開いたします。

委員長の指名により、副委員長の私が暫時委員長

の職務を代行いたしますので、よろしくお願いいた

します。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 まず、主要施策の成果に関する報告

書の297ページ。

県立新八重山病院整備事業について不調に終わっ

たということをこの間、委員会で伺わせていただき
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ましたけれども、これは全部でどれぐらいの予算に

なっているのですか。

○幸喜敦県立病院課副参事 新県立八重山病院建設

工事は、建築を４工区に分けて、設備を３工区に分

けて発注しております。そのうち、建築４工区につ

いては入札の不調に終わりました。総工費について

は、建設だけで約100億円を計上しています。

○呉屋宏委員 実はゆうべ、建築業の皆さんからた

またま話を伺って、こういう状況なのかということ

を、うっすらわかってはいてもここまでひどいのか

と思い、今年度で本当にこれでできるのかと、発注

できるのかと。八重山病院の院長もいらしています

から、余り不安なことを抱かすわけにいきませんけ

れども、民間は資材費が高騰している、人件費も高

騰しているという現実があります。しかし、皆さん

の公共単価というのは上がっていない。それを一昨

日でしたか、県の最低制限価格を95％にすると言い

ましても、100％の金額が上がらないのに、これでは

100％になっても、もしかしたら、不調に終わるので

はないかという心配さえ企業の皆さんはしています。

100％だったらとれるのかというと企業の皆さんから

するとこれは無理だと。100％でも無理ですよという

ようなことが、実はささやかれているのです。この

実態を建設に従事なさっている方はわかっていらっ

しゃるのですか。

○幸喜敦県立病院課副参事 積算については、土木

建築部の提示している積算基準に基づいてやらざる

を得ないことになっています。ですから、市場単価

等についても、土木建築部が発行する単価を採用す

る。それから労務費についても４月単価を採用する

ということで、新たな取り組みがなければ、現行が

もし違っているとしたら反映する手だてが今ありま

せん。ですから今回、再公告については、その辺を

幾つか加味して再公告を行いたいと考えております。

○呉屋宏委員 おまけに八重山地域の状況を聞いて

いますと、今から大型工事が10棟ぐらい出ていて、

大型のマンションとかホテルとかが出ていると。申

しわけないですが、そこにいる建設業の皆さんが、

本当に工事を請け負ったときに、八重山地域だけで

それが担えるかというと、非常に厳しいのではない

かと言わざるを得ないのです。ですから、これは資

材単価とか、人件費の単価とかという話ではなくて、

別の項目でこれを補塡する以外に、私はないのでは

ないかと。例えば、沖縄本島から建設業の皆さんが

八重山地域に渡る渡航費も、ある意味では積算の中

に入れないといけない時期になっているのかと。も

ちろん、それは入れて地元の方がとれるのであれば、

それはそれでいいと思いますけれども、そういう単

価の見直しができないということになると、ほかの

ところでくっつけない限り、これは八重山地域の皆

さんに本当に迷惑をかけて、またさらに工期が延期

になるということを本当に心配しないといけないと

思います。向こうで病院を待っている人たちのため

に。だから、それは皆さんが今後、知恵をどう使う

かというのはとっても大事なことだと思ってますか

ら、そこのところの決意表明をお願いします。

○幸喜敦県立病院課副参事 現場の技術者について

は、不足気味だということは耳にしております。た

だ、現行の積算で、例えば波照間島などかなり人口

の少ないところに職人がいないというのは明らかな

ので、その辺については事前に計上することは可能

ですが、石垣島クラスの規模になると、その辺が読

めなくて、事前に設計額に反映することはかなり技

術的にも困難です。ですから、今後、島外からの現

場の職人等の旅費と宿泊費については、同じく県営

新川団地にも発注する土木建築部の取り扱いを参考

に検討していきたいと考えております。

○呉屋宏委員 とにかく、今の積算単価では、僕は

絶対無理だと思っていますから、その辺は考慮して

いただきたいと思います。

次に、83ページ、がん予防対策推進事業について。

今、沖縄県のがんもかなりふえている状況の中で、

この対策の効果がどれだけあったのかというのは、

数値に出てきますか。

○糸数公健康長寿課長 がん予防対策推進事業につ

きましては、先ほど申し上げましたがん検診の受診

率の改善などを、市町村のがん検診ですので、そこ

に働きかけていくということになります。現状のデー

タとして、検診率ががんによっては全国より低いで

あるとか、検診で精密検査になった人が受診する割

合が低いというデータが今わかってきているところ

です。もう一つは、検診が精密検査になったのです

が、受診したかどうかの把握がなかなかできないと

いう現状も今わかってきておりますので、これにつ

いては、検診に行って、さらに病院に行ったときに

紹介状をどうやってやりとりしているかという仕組

みのところを、市町村あるいは検診機関から情報を

得て、いろいろ会議をしながら、改善に結びつけて

いこうという策をとっているところです。ですから、

これがその受診率の改善につながるというものは、

これを続けていって、もう少し時間はかかるかなと。

検診率については、そのような状況となっておりま

す。

○呉屋宏委員 私が持っているデータでは、不安を



－267－

あおるのは余りよくないのではないか。ただ、今言

う予防というのは、しっかりやらないといけない、

これは当然のことだと思う。ただ、がんで死んでい

く人口10万人当たりの数字というのは、実は沖縄県

は213名で全国一低いんですよ。そうですよね、そこ

は間違いないですよね。

○糸数公健康長寿課長 全ての年代で見ますと、沖

縄県は死亡率はやはり全国で一番低いという状況は

以前からありますし、がんも、もともと全国の中で

も死亡が低いという状況でした。ただ、75歳以下の

働き盛りの世代の数字を見ると、死亡率が高くなっ

ている傾向があるので、そういうターゲットの方に

働きかけていこうということを行っているところで

す。

○呉屋宏委員 まずそれを前提にして置いといて、

それから質疑したかったのですが、この75歳から下

という者の原因というのは、今、この事業の中に記

されている、アルコールとかいろいろなものがこの

中に入ってきていると思うのですが、それをしっか

りさせれば、がんは間違いなく抑制できると考えて

いいですか。

○糸数公健康長寿課長 予防の考え方で、１次予防

というのが今おっしゃるように生活習慣、特にがん

と一番関係があると言われている喫煙とか、あるい

は大量飲酒というがんのリスクを高めるような行動

を減らせば、がんは減るというのは疫学的には証明

されています。その次に、検診をして早目に見つけ

て、治療可能な状況でがんの治療をしていただくと

いうのが死亡率の低下につながると考えています。

○呉屋宏委員 ついでに伺いますが、例えばがんに

なったときに、沖縄県の中で、宜野湾市の西普天間

地区に重粒子線治療施設を持ってきて治療するとい

う施策を企画部でやっているかもしれないですが、

保健医療部の見解というのは、重粒子線治療施設は

どうしても入れなければいけないという立場に立っ

ておられるのですか。

○国吉秀樹保健衛生統括監 沖縄県の健康寿命を取

り戻すために、がんの死亡を抑制するというのは非

常に大事なことだと思っています。今おっしゃる重

粒子線の治療については、がんの治療の選択肢を広

げるという意味では、好ましいものだと考えます。

しかし、今申し上げたように１次予防、そして２次

予防、さらには今現在一生懸命やっているがんの治

療対策、そして患者さんの支援、そういうことを総

合的にやっていくことで、これまでの対策をもっと

もっと強化するということが大事かと思っています。

○呉屋宏委員 それではもう一つ、重粒子線治療施

設を導入することに対して反対しているわけではな

いですよ。それは誤解をなさらないでいただきたい

のですが、ただ、持ってくるところの問題が実はあっ

て、私は病院事業局長にも１年も前から提案をさせ

ていただいている。中身はどういうことかというと、

皆さんは観光と医療も結びつけたいというのがたし

か企画部の思いです。ですから、600名なのかどれぐ

らいなのかわからないけれども、１年間で600名ぐら

いの治療をしなければ採算ベースに合わないのだと

かいう話があります。ところが、北部の県立病院を

どうにかしようといったときに、そこに重粒子線地

料施設の導入を検討できないかというのを私はずっ

と言ってきましたが、なぜ普天間地区なのかが理解

できません。観光客の方は恩納村に来る。北部地区

は医者が足りなくて困っている。ここは基幹病院で、

思い切って中部病院とまではいかないにしても、しっ

かりした医療機関をつくるということになると、重

粒子線治療施設を導入するというのは北部地区に

とっても非常に大きなインパクトがあると思います。

おまけに、車で行って向こうで治療して、車で帰っ

てこれるような話ではないですか。１日、２日そこ

でゆっくり療養して帰ってきてもいいですが、本土

に行って治療するよりはずっといいわけです。だか

ら、なぜ、ああいうところでゆったりして―北部地

区医師会病院と北部病院の合併の後に、そこに重粒

子線治療施設を入れていくということも考える余地

があると思うのですけれども、どうですか。

○仲本朝久保健医療部長 重粒子線治療施設につき

ましては、企画部でいろいろな検討の結果、西普天

間地区にということでの想定をもとに検討を進めら

れているということです。また一方、国際医療拠点

という観点から、琉球大学医学部及び同附属病院が

移転するということ、それと関連した取り組みとい

うのもあると聞いております。ですから、そういう

ことも含め、企画部において検討がされていくので

はないかと思います。一方、北部地区の部分につい

ては、北部病院を中心に、しっかり北部医療圏とし

て成り立つような施設整備が必要と思っています。

○呉屋宏委員 企画部を越えられない気持ちはわか

りますよ。ところが、皆さんは医療に責任を持たな

いといけない立場だよ。彼らは振興開発で責任を持

たないといけないかもしれないけれども、残念なが

ら、北部地区の発展というのは、教育を向上させる

ことと医療をしっかりさせることが、僻地をもっと

活性化させることだと思っている。精神的な努力は

わかります。北部病院をしっかりさせたい。それは

そうです。しっかりさせたくないという話を部長が
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できるわけがない。ただ、それは精神的な努力でしょ

う。何かを持ってきてそこを活性化させるというこ

とでは、今の状況でただ２つを１つにくっつけるか

らどうにかなるだろうという状況ではないと思いま

す。ですから、本当に何かをそこにぶつけていかな

ければ、この２つはくっつかない、活性化しないと

いう状況をつくらない限り、私は今の状況では厳し

いと思っています。もう一度、御答弁をお願いしま

す。

○仲本朝久保健医療部長 現状において、北部病院

及び北部地区医師会病院の統合等々、北部医療圏の

医療提供体制のあり方については、現状の中で重粒

子線治療施設をあそこに持っていくというような検

討はまずなされていません。今後、もしそういう話

があるのであれば、それも含めた検討になるかと思

いますが、現状において、西普天間地区での検討が

なされているということでございます。

○呉屋宏委員 それは企画部と今度の議会で議論を

するとして、西普天間地区の状況を皆さんは人ごと

だと思って余り感じていないのかもしれないですけ

ども、一番きれいな平地を全部病院にとられるので

す。住民は傾斜地に全部追いやられているのです。

そこにもう一つつくろうとするので、これは米軍が70

年間追い出しといて、このような状況ではおかしい

と思っていますから、もう一回検討してください。

それと、一番私が気になっているのは、健康長寿

のところで出ていますけれども、長寿対策です。そ

こは今、抜本的にどうなっているのか、改善の可能

性が残っているのか、説明いただきたいと思います。

○糸数公健康長寿課長 健康長寿を2040年に１位を

取り戻すという計画のもとに今、事業を進めている

ところです。先ほどの質疑にもありましたが、平均

寿命の順位というのは５年置きにしか出ない数字と

いうことで、死亡に関するデータはまだ把握はでき

ておりません。その前の段階の検診で引っかかる有

所見率とか、あるいはメタボリックシンドロームで

あるとか、いろいろな病気を持っている割合につい

ても残念ながらまだ急に改善したというようなデー

タはなく、先日、沖縄労働局のデータでも４年連続

有所見率が日本一という状況がまだ変わっていない

状況にあります。ただ、こちらでいろいろな事業で

アンケートをしてみますと、やはり沖縄県が非常に

危機的な状況であるという認識は90％ぐらいの方が

いろいろ見聞きをしてわかってきたというようなこ

ともあります。それから、健康おきなわ21のような

いろいろな取り組みについても周知が進んでいると

ころですので、今後はこのような啓発を進めること

と同時に、県民会議などで経済団体などを通して、

さらに健康づくりの取り組みを推進していくという

ような状況でございます。

○呉屋宏委員 この長寿に関して平均寿命を延ばし

ていくという話は、沖縄県はこのような話をすると

不安があるのかもしれませんが、沖縄の寿命は延び

ているのです。決してとまっているわけでも、下がっ

ているわけでもありません。30位の男性と１位の男

性の差というのは、1.4歳しかないのです。79.4歳と

80.8歳で1.4歳しかない。この中に29都道府県がある

わけです。この中身をよく見ると、老衰で亡くなる

率が一番低いのは大阪府で、その次がやはり沖縄県

なのです。これをどう分析しているのか、お聞きし

たいと思います。

○国吉秀樹保健衛生統括監 老衰の率というものを

どのようにあらわすかということは、なかなか想像

しにくいところですけれども、恐らく、ずっとほか

の疾病なしに来て、そして亡くなったということか

と思います。沖縄県の場合には、生活習慣病と診断

されて、それから障害を持ってしばらく生きるとい

う期間が長いと言われています。ですから、健康的

な寿命を延ばすことを頑張っていけば、老衰の寿命

ももしかしたら上がるかもしれません。とにかく、

健康な時期を延ばすという取り組みを行ってまいり

たいと思います。

○狩俣信子副委員長 休憩いたします。

午後３時16分休憩

午後３時36分再開

（休憩中に、正副委員長交代）

○呉屋宏委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き質疑を行います。

又吉清義委員。

○又吉清義委員 まず、沖縄県病院事業会計決算書

７ページの流動資産（２）未収金117億円余りの件と

８ページの流動負債（５）未払金43億6500万円余り

の件について、この中身はどのようなものであるか

ということ。次は、沖縄県病院事業会計決算審査意

見書37ページの個人負担分未収金額、現年度で合計

金額３億7611万2619円、件数にして１万3737件。こ

の３つの関係について、どういった関係があるのか

詳しく御説明をお願いしたいと思います。

○真栄城守県立病院課経営企画監 まず、決算書に

ございます未払金から先に御説明したいと思います。

関係性がある分は後にしまして、未払金は別のもの

になりますので未払金から先にいたします。未払金

と申しますのは、病院事業で発生しました費用で、

薬剤や診療材料などを購入しまして、その購入後、
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請求書をいただいて支払いをします。請求書をいた

だいてから10日とか２週間とか、最長１カ月ぐらい

の期間をかけて、お支払いをするわけでございます

けれども、これが平成27年３月31日時点で、この金

額があったということでございまして、そのタイム

ラグでもって支払っていくお金になります。専ら、

業者に対してお支払いをするお金でして、一時的に

この３月31日時点で未払金となっているもの、支払

い予定金といったほうがいいかもしれませんけれど

も、そういったものの枠になっております。未払金

はそういうことでございます。

７ページに戻りまして、未収金でございます。流

動資産に未収金がございまして、総額約105億円ござ

います。こちらの中には、委員の御指摘の個人負担

分の未収金が入っておりまして、これが約19億円ほ

ど入っております。これが通常の病院事業における

未収金という形で、従来御説明している部分です。

それ以外の分につきましては、先ほどの未払金の説

明と重なりますけれども、診療をしまして、その診

療に対して保険機関に診療報酬の請求をいたします。

請求をしてからお金が実際に入ってくるまでに１カ

月ほど時間がかかります。ですから、この３月31日

時点で請求はしたけれども、まだ病院に振り込まれ

ていないお金が相当額あるということで、大部分は

一時的に発生している未収金でございます。ですか

ら、その中で、個人負担分未収金という約19億円と

いったものが、いわゆる本来取れるものが取れてい

ないものということになります。それが決算審査意

見書にございます個人負担分未収金ということにな

ります。個人負担分未収金につきましては、いわゆ

る平成26年度に発生したもの、それから平成25年度

以前に発生したものをつなげた額が決算審査意見書

の37ページにございますトータルの金額と件数と

なっております。中には同じく３月末時点で未収金

となっていますけれども、いわゆる数週間か、数カ

月程度で入ってくるお金もございますし、その後、

なかなか収入が進まずに長期にわたって未収金にな

るものも含まれているという状況がございます。

○又吉清義委員 要するに、先ほどのこの未収金、

個人負担分未収金にしろ、時間がかかるということ

なのですが、１つだけ個人負担分未収金について。

この約19億円は、件数にして５万7403件になってお

ります。一番古いのは平成何年度からあるのか、そ

の点についておわかりでしたら御説明していただけ

ませんか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 最も古い債権は、

昭和57年度のものが残っているようでございます。

○又吉清義委員 昭和57年が生きているのですか。

確かに、こういう現状が出るのもよくわかります。

実を言うと、救急医療、特に身寄りのない方が運ば

れて、病院というのは救急を受け入れれば受け入れ

るほど、経営者の方からすると赤字になるのだとい

うお話を聞くのです。何を言いたいかというと、こ

の昭和57年から残っている債権の通達、集金法に関

して皆さんどのように手順を踏んでいるのか、どの

ように進めておりますか。わかる範囲で、簡潔に御

説明していただけませんか。

○真栄城守県立病院課経営企画監 発生しまして未

収金となっているものにつきましては、各県立病院、

それから県立病院課にも未収金担当職員を配置しま

して、その回収に当たっているわけでございますけ

れども、まずはその発生防止のための納付相談とか、

分割支払いの御相談に答えていくということもござ

います。もしそれが万が一未収金となってしまった

場合につきましては、例えば、納付期限や納付の約

束の日を過ぎても納付しない方に対しましては、督

促状ですとか、催告書といったものを発送をしまし

て、納付を促すということをまずやっております。

それとあわせまして、電話督促、それから訪問徴収

といった、なかなか文書でお願いしても納付をして

いただけない方々につきましては、電話、訪問といっ

た形で、直接の接触を図って納付を促すということ

もしております。それで取れない場合は、ある程度、

いわゆる法的な措置も検討をしないといけなくなる

部分がございまして、一応、お支払いいただけない

状況が長く続きました場合には、例えば、住所や財

産調査を行ったりして、本人の所在ですとか、資産

の状況とかを把握することに努めております。さら

に、悪質な支払い拒否というものが認められました

場合には、いわゆる支払督促を裁判所に申し立てを

しまして、納付を促すという手続もとっております。

さらに、それでもなお支払いをしていただけないよ

うな債務者の場合、かなり悪質な滞納者と認められ

る場合に限りますけれども、そういった場合につい

ては、同じく裁判所を通しまして強制執行手続です

とか、その中で差し押さえといったような手だてを

行っているケースも、まれではございますけれども

ございます。

○又吉清義委員 いろいろ努力をなさっているかと

思いますが、昭和57年というのはすごいなと。何が

言いたいかというと、決算審査意見書にもずばり書

かれております。何が書かれているかというと、是

正・改善を要する事項ということで、「病院事業局の

定期監査を実施した結果、契約事務や各種手当にか
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かる事務を中心に不適切な事務処理が多く確認され、

依然として指摘件数が多い状況である。このため、

事務担当者に対する研修の実施や事務指導の強化等、

実効性のある取組を行うとともに、膨大となってい

る事務量を適正に処理するうえで、チェック体制等

が十分であるかについて検討する必要がある」と書

かれているわけです。ですから、こういう監査から

の指摘事項に対してどういった改善をしたのか、具

体的に改善した例だけ教えてください。

○津嘉山朝雄県立病院課長 事務処理の改善点につ

きましては、一朝一夕になかなか取り組めないとこ

ろもありますけれども、昨年も監査から御指摘がご

ざいましたので、やはり内部で会計事務の研修であ

るとか、文書処理の研修を実施して、人材の養成を

しているところでございます。

○又吉清義委員 まずこれがあるということと、や

はり病院経営は人の命を預かるということで、しっ

かりと経営することによって、また人も健康になれ

るなど、いろいろな大切な点があります。あと１つ

強いて言わせていただければ、23ページにあります

患者１人１日当たり診療収入等です。患者１人１日

当たりの医業収益は３万782円、医業費用は３万4067

円。ともに前年度より増加しており、医業収益と医

業費用の差額は拡大していると。ですから、そこで

あえてお尋ねいたしますけど、今、事務処理研修を

しているということですが、非常に気になることは、

この事務を担当している方というのは、県の職員が

出向しているのか、一般の方から事務を県職員とし

て採用するのか。事務をしている方というのは、しっ

かり経理の資格を持っている方であるのか、ないの

か。その点については、どのような方々になってお

りますか。

○津嘉山朝雄県立病院課長 病院事業の事務を担当

している者は、知事部から交流でやってくる職員と、

それから平成20年度、平成21年度ごろだったと思い

ますけれども、その年あたりから、プロパーの病院

事務として採用している職員がおります。まだ知事

部からの交流の職員が多いのですが、一応、両方ま

ざって事務処理は担当しております。

○又吉清義委員 恐らくそうではないかと思いまし

た。やはり、これだけ大きな会計をしますので、プ

ロパーとか、知事部局から行くとかではなくて、しっ

かりしたプロの職人を採用してはどうですか。例え

ば、弥生検定の資格をしっかり持っている方、日経

の資格をしっかり持っている方。そして、各病院の

院長がおっしゃっております、不足の分や補充の分

をしっかり見抜ける方、どこに原因があるかをしっ

かり精査できる方ですね。恐らくここに出向してい

る職員というのは、そこまで考えてはいないと思い

ます。数字の出入りしかしないと。ですから、根本

から変えることによって、病院事業は大幅に赤字も

少なくなるし、なおかつ病院の患者さん、そして先

生方からの要望をのみ込むことができると。これが、

今の結果ではないかと思います。その点については、

皆さんとして旧態依然でいこうとしているのか。こ

こにもありますが、いかに今後節約をするか、無駄

を省くかと明確にうたわれております。そういった

企業診断等をさせて、スリム化するところはスリム

化をする、必要あるところはしっかり導入をする。

その辺はしっかりした経営感覚を持った方、やはり、

プロの職人をそこに事務方としてしっかり入れるべ

きだと考えるのですが、いかがでしょうか。

○津嘉山朝雄県立病院課長 職員の採用につきまし

ては、先ほど申し上げました事務のプロパーのほか

に民間の病院とかであったり、そういう企業を経験

した人たちを採用しています。ただ、逆にそういう

方々というのは、必ずしも行政事務にたけていると

いうことではないので、これは知事部局との交流の

職員と力を合わせてそれぞれの事務をチェックした

り、それから経営の状況を見たりということでやっ

ていく必要があるのかと思います。それから、今、

お話がありました、経営診断士とか、公認会計士と

かということになるかと思いますが、プロにつきま

しては、我々の決算の場合などにおいて委託をして

いる公認会計士事務所とコンサルタントがありまし

て、そういったところの意見を聞きながら、基本的

にはプロを採用するということではなくて、プロの

力は横でかりながら、我々職員の力を上げていく必

要があるのではないかと考えています。

○又吉清義委員 ちょっと最後がうまく聞こえな

かったのですが、なぜそういうことを申し上げたか

というと、要するに、ある病院現場を見て、確かに

赤字でしたが、事務方を預かる人がかわると黒字に

転換することも結構多いのです。県が預かっている

病院も赤字で一般会計持ち出し67億円、65億円をい

つまでも続けるのではなくて、そして病院からの要

望も取り入れることができない。予算がないからで

すよ。67億円の一般会計持ち出しを立てて、20億円

におさまったとしましょう。皆さん、要望に応える

ことができるのです。要望に応えたいけれども、や

はり先立つものがないとできないので、思い切って

考えを―これまでどおりの考えで解決に向かって

いってるのでしたらわかります。皆さんの決算書類

をずっと見させていただくと、なかなか向かってい
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ないです。ですからその辺を思い切り発想を変えて

いただいて、そこまでやるべきじゃないかと思いま

すが、あえて、思い切って改革してみませんか。い

かがでしょうか。

○津嘉山朝雄県立病院課長 民間等の力をかりると

いうのは大事かとは思います。確かに、事務部分が

弱いと指摘をされていますけれども、これはやっぱ

り我々努力しないといけないのではないかと。です

から、委託とかコンサルタント等の力はかりながら、

やはりみずからの力を育成していきたいと考えてお

ります。

○又吉清義委員 みずからの力を育成することは大

事ですと先ほど申し上げておりますが、数字のプロ

ではないので限界がありますよと。資格試験があっ

て、研修があって、実際にそれに取り組んで現場を

担当する方がいるのです。厳しいかもしれませんが、

病院事業をしっかり頑張っていただきたいので、ぜ

ひその辺も―やはり自分たちのできる範囲、行政で

できる範囲があります。これはよく御存じです。し

かし、数字は、数字のプロがいます。そういうこと

もぜひお考えいただきたいということをあえて申し

上げておきます。

次は、保健医療について質疑したいと思います。

保健医療部の決算説明資料４ページの予防費と５

ページの健康増進推進費があります。

先ほど、委員長もおっしゃっておりました。単な

る寿命の延命じゃなくて、やはり健康寿命を大いに

延ばすべきだろうと、私も大賛成です。やはり今後、

集中治療を受けてお休みするのではなくて、ぴんぴ

んころりがとっても大事だなということで、皆様が

この健康を維持するため、守るために出している費

用とこの医療給付にかかる費用の割合は何％ですか

ということで、１週間前に宿題があったと思います

が、何％になっているのでしょうか。

○糸数公健康長寿課長 今の健康増進推進費は健康

長寿課の中で健康づくりのために予算化しているも

ので、3.5億円という額でございます。今、委員がおっ

しゃる、その分母になる医療に幾らお金がかかって

いるかについては、平成22年のデータになるのです

が、国保、協会けんぽ、後期高齢者の医療費を県内

全部足すと、約3100億円になります。分母が3100億

円で、健康増進推進費だと3.5億円ということで、約

0.1％ぐらいになると思います。ただし、私たちの今

の取り組みは、健康づくりに関する事業を全庁的に

取り組もうということで、土木建築部・農林水産部

など全ての部局に健康に関連する事業立てをお願い

しているところです。それを合わせると約35億円ぐ

らいありますので、それでいうと1000分の１が100分

の１になります。それで１％程度という数になりま

す。

○又吉清義委員 １％にしろ、まだまだ足りないだ

ろうと。全ての部局に、健康のために農業も避けて

通れませんよと。そういった意味でもいろいろな角

度から再度この決算をもとに、ぜひ健康になるには

どうあるべきかというための予算をふやすべきだと

いうことを改めてお伺いしますがいかがでしょうか。

ぜひ頑張っていただけませんか。

○仲本朝久保健医療部長 委員のおっしゃるとおり、

健康づくりに関する予算については、私どもとして

もしっかり確保し、健康寿命を延ばして、長寿県の

復活に向けて頑張っていきたいと思います。

○呉屋宏委員長 島袋大委員。

○島袋大委員 主要施策の成果に関する報告書の94

ページ。救急医療用ヘリコプターの活用であります

けれども、予算額、決算額はほぼ同額ですが、そう

いう意見聴取もろもろ含めて、事業の効果も書いて

ありますけれども、メリット、デメリットは何かな

いですか。

○大城直人保健医療政策課長 まず、メリットしか

頭には浮かばないのですが、離島僻地の救急患者を

迅速に医療機関に運ぶということと、ヘリコプター

の中でも応急処置ができるということで大変メリッ

トがあるかと思います。

○島袋大委員 沖縄県のドクターヘリの運行に関す

る疑問という形で、いろいろ調べさせていただきま

した。沖縄県のウェブサイトに、沖縄県救急医療用

ヘリコプター事業については、以下のようなコメン

トと写真５枚を添付して、浦添総合病院のドクター

ヘリ事業へのリンクしかない状況になっています。

その中での文章で、「沖縄県は、平成20年12月から浦

添総合病院救命救急センターに医師・看護師が搭乗

するドクターヘリを沖縄本島全域及び沖縄本島周辺

離島を運航範囲として導入しました。ドクターヘリ

で救急現場に迅速に向かうことで、救急患者に対す

る早期の初期治療開始と病院収容までの時間短縮を

図ることができ、救命率の向上及び後遺症の軽減が

図られます。また自衛隊ヘリ等による急患空輸を補

完する形で離島へき地における救急医療体制の充実

が図られています」というこのコメントと写真５枚

が添付されています。そして、聞きたいことが、沖

縄県内においては、厚生労働省が定める、運航病院

の要件を満たして事業実施している唯一の事業所で

あると思っています。沖縄県の事業ですから、その

活動実績を県の責任で県民にしっかりと公表するべ
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きだと思いますが、ウェブサイトを確認したらこれ

だけしか載っていませんでした。これは県としてど

う考えていますか。

○大城直人保健医療政策課長 県の補助事業でござ

います。唯一、浦添総合病院の救命救急センターに

補助しています。しかし、県のドクターヘリと名乗

るわけですから、その事業のＰＲといいますか、そ

れは自身でしっかりやっていかないといけないと思

います。私どものＰＲがちょっと足りないかという

感じを受け取れます。

○島袋大委員 沖縄21世紀ビジョンも含めて、離島

・過疎・僻地も含めて、いろいろな面で安全・安心

に住めるという形でうたっているわけですから、こ

れは県が幾ら補助でお願いしていても、県の唯一の

事業としか県民は認識していません。今回決算です

から、次年度に向けて、いろいろな形でやっている、

年間スケジュールでこのように活動していますとか、

こういう諸問題がありましたが、こういった形でしっ

かりと命が助かりましたとか、こういうことをやる

ことが重要だと思っています。そういった意味を含

めてどうですか。

○仲本朝久保健医療部長 まさに委員のおっしゃる

とおりで、今の救急のドクターヘリとあわせて、海

上保安庁や自衛隊に急患空輸をお願いしてやってお

りますので、それも含めて救急に対するしっかりし

たＰＲをやっていきたいと思っています。

○島袋大委員 重要なことだと思いますので、ひと

つよろしくお願いしたいと思います。平成20年に実

施された沖縄県保健医療計画に対して、県民もろも

ろ含めて、いろいろパブリックコメントを行ってい

ると思います。そこでドクターヘリの運航調整委員

会を開いて、適切に運用するというような議論がさ

れていると思いますが、議事録も全く載っていなく

て、開催されているのかどうかもわからない状態で

す。県民の皆さんから意見交換の中でいろいろ話が

出たわけでありますから、それを含めて確認したい

のですが、いかがですか。

○大城直人保健医療政策課長 委員御指摘の運航調

整委員会、パブリックコメントなどの調整結果につ

いては、かなりＰＲ不足の部分がありましたが、改

めて精査しまして、載せるべきものはしっかりＰＲ

していきたいと思います。

○島袋大委員 これも先ほど答弁をもらったように、

セットになって公表できるものは、しっかり公表す

ると。県民のパブリックコメントを受けているので、

そういった形で県の回答もできていると思いますの

で、その辺をしっかり精査して、できる範囲の公表

をお願いしたいと思っています。

次に、今、委託している浦添総合病院のウェブサ

イトを確認しましたら、平成20年12月から平成27年

９月までの実施搬送数2534件に対して、離島診療所

等からの要請が2110件、83.3％。消防等からの要請

が424件、16.7％であると載っております。医師と接

触するまでの時間を短くして、救命率を向上すると

いう本来の目的での使用が少ないように感じるので

すが、どうですか。聞きたいことは、これだけ離島

もろもろ含めて連絡がくるわけですよね、搬送して

くれと。しかし、離島にも病院があります。病院が

あるときに適切に処理ができれば、救急のヘリコプ

ターを使わなくてもいい場合の案件があるわけです。

ヘリコプターは１機しかないので。そうすることに

よって、本当に生きるか死ぬかの段階での要請で時

間がおくれる。そういったもろもろ含めて、いろい

ろな運航をしている中で県は精査されていますかと

いうことです。委託しているのであれば、毎回こう

いう案件がリストで上がってくると思いますが、そ

ういった面を精査をして、県は確認をしているのか

ということを聞きたいのです。

○大城直人保健医療政策課長 実は経験値としまし

て、座間味村の総務課長をやっていたときに、キー

ワード方式の通報という部分を二、三年前に議論し

たことがありました。県はと言ったときに、これは

実施されていますので、いろいろな現場からの要請

に応えてその辺は改善したかと思います。さらなる

改善は必要かと思いますが、その辺の課題について、

キーワード方式の通報という部分は改善されている

と聞いております。

○島袋大委員 離島でも病院があるところはそのよ

うに対処したいけれども、ヘリコプターを使ったほ

うが安心感があるだろうということでやっているの

かもしれません。しかし、次の段階で同じ時間帯で

そういう事例が来た場合にはどう対処するかという

ことになりますよね。離島に病院があるところでも、

どのような形でやっているのか。地元の病院ででき

る処理はやっているのかということの確認はぜひと

もしてほしいと思います。

次に、運航体制についてですが、浦添総合病院が

公表しているドクターヘリの運航要領にヘリコプ

ターの離着する場所に関する一覧表がありますが、

３次救急を受け入れる先の施設にもヘリポートがな

い状況だと思っています。この現状を見てどう考え

ていますか。

○大城直人保健医療政策課長 現状としては委員御

指摘のとおり、院内にヘリポートが設置されている
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救命救急センターは、県立病院も含めてございませ

ん。

○島袋大委員 まさしくないのです。病院にはヘリ

ポートがないので離れたところにおろす形になって

いると思います。そこで、消防職員の充足率の低さ

から、ヘリコプターが着陸する場所を考えて、いろ

いろな面で現場の安全確保が難しい現状、消防が連

絡をとりながら救急車を持ってきますよね。そういっ

た状況があって、そこで何か問題が起きているわけ

ですが、それは把握していますか。

○大城直人保健医療政策課長 結論から申しますと、

細かい現場の混乱、確かに安全性を確保して、例え

ばつい最近だと、公園のグラウンドを指定するとか

は聞いていますが、実際に安全を確保しながらヘリ

コプターが安全に着陸するという部分にはいろいろ

課題はあると承知しています。

○島袋大委員 沖縄県消防指令センター事業に、那

覇市、浦添市、沖縄市など主要な市が参加していな

い現状をどう思っていますか。

○大城直人保健医療政策課長 広域消防の一元化に

ついて、発端はデジタルの通信無線への移行があり

まして、全域での一元化、沖縄県の一元化を図ると

いうことですが、那覇市、浦添市、沖縄市が加わら

なかったのは残念でございます。

○島袋大委員 まさしく各市は、消防を持っていま

す。そして、各町村は広域です。消防でも今は財政

が厳しくて、各市とか町村は職員すら少ないのです。

ヘリポートがないから、総合グラウンドや陸上競技

場におろす場合に所管の消防が救急車を持ってくる

わけです。地元で火事が起きた場合、何かがあった

場合に職員が足りないので、大変厳しい状況なので

す。ですから、広域で消防を一本化しようと言いま

したが、翁長知事が当時那覇市長のときに、唯一那

覇市が自分たちから出て行ったわけです。こういう

問題があります。全ての消防を広域化で一本化しよ

うとしましたが、県都那覇市みずからが脱落するの

で、我々も一抜けたから出ようということで浦添市

や沖縄市も出て行くのです。そうなったらヘリポー

トもろもろ含めて大変厳しい状況になるので、これ

はしっかりと県立病院にヘリポートを置くなど、ひ

とつまた議論していただきたいと思っております。

最後に、沖縄県は外国人観光客も多く、輸入感染

症の危険性がある地域もあると思いますが、運航会

社含めて予防接種の実施や教育を含む感染予防対策

はしっかりされていますか。

○阿部義則保健医療部参事 当然、どういう患者が

いらっしゃるのかということは、ある程度指令の段

階で把握した状態でフライトしていくことになりま

す。しかし、おっしゃるように隠れている感染症と

かがあるかもしれないので、本来なら適正な予防接

種なり、何なりを受けておくべきだと思います。残

念ながら、今の段階では、私たちは運航会社の予防

接種の状況は把握しておりません。御指摘はもっと

もですので、これから把握していこうと考えていま

す。

○島袋大委員 まさしく、これは県が補助金を出し

て、県民は沖縄県が持っているヘリコプターという

ことでしか認識がありません。今後、観光客が年々

ふえていく中で、観光客のけがなどいろいろな面で

ヘリコプターに乗ることがあるかもしれません。感

染病対策など、パイロットやヘリコプターに乗る看

護師も含めて、あるいは委託する浦添総合病院もし

かり、県が音頭をとってしっかり教育や予防接種を

やりなさいという指摘等も含めてやっていただかな

いと、みんな県が扱っているヘリコプターだという

ことで認識していますから、これはしっかりと県が

音頭をとってやらないといけないと思っています。

先ほど言いました消防もしかり、知事公室の部署に

なるかもしれませんが、末端の市町村を含めて、消

防は年々年齢も高くなってきて採用率も低い状況で、

これをいかに連携するかといったら、県立病院にヘ

リポートを置かないといけない状態になるかもしれ

ませんので、ひとつその辺も連携して次年度の予算

を組むまでにまとめていただきたいと思っています。

○呉屋宏委員長 照屋守之委員。

○照屋守之委員 まず病院事業の平成26年度の決算

について。

これまで病院事業の責任者として頑張ってこられ

ました、伊江朝次病院事業局長。そして、本日それ

ぞれの病院長もいらっしゃっていますから、改めて

この間の御苦労に対して敬意を表します。

決算調査に当たって伊江朝次病院事業局長からは、

全体の病院事業の成果も含めた形、さらにそれぞれ

の病院長からは病院ごとの成果といいますか、課題

もいろいろ出ておりますが、大まかにそれも含めて

お願いできますか。

○伊江朝次病院事業局長 平成26年度決算に関しま

しては、いわゆる純損失が約19億9000万円というこ

とで、非常に見かけ上過大な損失を出したという状

況がございますが、これは公営企業の新会計基準の

見直しということで出たものがほとんどでありまし

て、旧基準で比較しますと、前年度よりはよくなっ

ているという形であります。各病院とも医師不足あ

るいは人材の不足でフルに医療を提供できなかった
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ということはございますが、おおむね何とか経常収

支は黒字を出しましたし、何とか達成できたかと考

えています。

○仲間司北部病院院長 北部病院の収益は60億4864

万691円で、前年度比にして、２億6958万4299円増加

しております。一方で、費用も同じように少し増加

しておりまして、最終的には１億5375万4607円の純

損失となっています。しかし、これは会計基準の変

更と前倒し引当金等の費用がかさんだせいでありま

してので、医業本体は前年度並みと考えております。

○上原元中部病院院長 先ほどから問題となってお

ります会計制度の変更によりまして、約５億円の純

損失を出しましたが、それを除きますと実際の医業

収益は約３億円の黒字を出しております。いろいろ

とリハビリの人をふやしてもらったり、土曜日もリ

ハビリをやったりして、職員も頑張ったおかげで医

業収益自体は約３億円の黒字を出していますので、

そこそこみんな頑張ってきたと思っています。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 平成26年度の経常収支に関しては、約２億円

の黒字になっています。一番の原因は、救急室の診

療体制が大きく変わったということ、入院、それか

ら外来の患者の増、それから単価の増と考えていま

す。もう一つ、お話ししたいのですが、実は去年か

らことしにかけて大きな目標がありました。これは、

今年度にかかわることですが、１つはＮＩＣＵの増

床、それから先ほど言いましたリニアックの購入。

これからＰＩＣＵの増床が予定されています。ＮＩ

ＣＵの増床に関してはことしからですが、一番ぐあ

いの悪い赤ちゃんの病床を12床から18床にするとい

うことで、数千万円の黒字がありますし、先日もシ

ンポジウムをしたのですが、二、三年前から言って

おりますＰＩＣＵの増床に関しては医療政策的な目

的である小児の重症の患者を救命すると。具体的に

言いますと、ＰＩＣＵが開設される以前の５年間に

亡くなったのが恐らく350人です。そして、ＰＩＣＵ

が開設された以後５年間に亡くなったのが250人で

す。要するに、100人前後のとうとい子供の命が助かっ

たということで、これは非常に県としてもよかった

なと評価しています。それがことし、あと２床増床

するということを計画して、さらに小児医療に対し

ていい診療ができるのではないかと考えています。

○上原哲夫宮古病院院長 宮古病院は新しくなりま

して患者さんもふえていますが、新会計年度になり

まして、少しマイナスになっています。一応、総収

益が約65億8700万円で、総費用が約66億8900万円と

なっています。純損益で約１億253万円の赤字となっ

ていますが、旧基準のもので見ると１億円ぐらいの

プラスで改善していると見ております。平成27年度

に関しても、地域のがん診療支援病院を受けたり、

それから家庭医療センターといって、在宅に向けて

の準備をしておりまして、研修医で若い医者がふえ

ていることもあって、まだ眼科医が足りないとか、

皮膚科が足りないとかありますが、徐々に改善しな

がら、収益向上に努めたいと思います。

○依光たみ枝八重山病院院長 八重山病院は、平成26

年度決算においては、総収益が約55億1483万円です。

総費用は約55億3780万円で、純損失は約2300万円で

す。対前年度比としては、収益が会計基準見直しで、

前から話が出ているように、長期前受金戻し入れや

一般会計の繰入金の増によって、約３億9000万円の

増。これはプラス7.7％となっています。それから、

費用が約７億2343万円、プラス15％となっていて、

純損益で約３億3000万円、107％の減となっています。

しかし、当院において、赤字決算は平成22年度の決

算以来４期ぶりでありまして、今年度の赤字額は６

県立病院では最も低くなっています。

○砂川寿美子精和病院副院長 精和病院の平成26年

度の決算は約１億9578万3000円の純損失を計上して

います。主な要因としては、地方公営企業会計基準

の見直しに伴う貸倒引当金や退職給付引当金の計上

などにより、費用が増減したことが影響しています。

前年度に比べて、入院延べ患者数が2990人減少しま

した。これは厚生労働省の施策にのっとり、地域移

行に向けての長期入院している患者さんの退院及び

社会復帰を促進したためです。外来患者延べ患者数

については2649人減少しております。近年は、アル

コール依存症や認知症、児童・思春期外来など、専

門が細分化され、患者さんが分散する傾向にありま

して、当院では、担当する専門医が不足していたた

めだと考えます。現在の取り組みでは、他職種で構

成されるベッドコントロール委員会を毎週１回開催

し、その際に急性期病棟の運用状況の把握と施設基

準要件の確認、他病棟での受け入れ体制についての

確認を行っています。また、鑑定入院の受け入れを

司法関係機関に対して積極的にアピールを行うこと

で、入院収益の確保を図っています。

○照屋守之委員 最近、県立病院が好きになってい

ます。私の95歳の母親が骨折をした際に、中部病院

には大変お世話になりまして、この場をかりてお礼

を申し上げます。大変ありがとうございました。

現在の県立病院の役割、140万人の県民に医療を提

供するわけですが、沖縄県は御承知のように観光客

数が800万人を超え、目標とする1000万人に近づくこ
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とが予想されています。この機会ですから、観光客

でも本土の観光客もいますし、中国、台湾など外国

の方もかなりいらっしゃいますが、そういう観光客

がそれぞれの地域の県立病院を利用するといった事

例等がありましたら、教えていただけませんか。

○仲間司北部病院院長 昨年、我々の救急室に来た

外国人は96人いました。そのうちの３分の１は香港、

３分の１は台湾、３分の１は韓国でした。そのうち

入院した患者さんは11人でございます。ただ、その

ときに一番困るのは通訳の問題でございまして、特

に韓国の方のときには通訳もいなくて苦労したと報

告されております。

○上原元中部病院院長 正確な人数は把握しており

ませんが、１つ大きな事例としては、韓国から来た

方が妊婦だったのですが、早産で緊急手術になりま

して、無事赤ちゃんが生まれてよかったのですが、

いろいろ言葉の問題で苦労して、何とか退院もでき

ましたが、そういう事例がありました。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 我々の病院では、約100例の外国人の観光客あ

るいはその患者がいました。海外からの患者が多い

のですが、一番多いのがやはり台湾、中国、それか

ら韓国、そういう方々が来られますが、この中で問

題になったことは、来るのは夜なのです。要するに、

準夜、深夜の救急に。昼間は、英語圏の患者に対し

ては、ほとんど院内のドクターや看護師などで対応

できます。これは夜間もそうです。ところが、その

準夜、深夜に関しては、こういった英語圏以外の方

に対してほとんど対応ができていない。特に現場か

らの問題がありまして、私たちはいち早くクラウド

型の通訳サービスを導入しました。この中では、ス

ペイン語、フランス語、韓国語、中国語、英語の５

カ国語を東京と患者とドクターの３者間でｉＰａｄ

を見ながらいろいろ会話ができるわけです。ところ

が、それでもまだ足りません。実は、ことし、八重

山圏域でフランスの患者が旅行中に約1000グラムの

小さな赤ちゃんを生みまして、これが当院のＮＩＣ

Ｕに来ました。その奥さんはフランス語で、旦那さ

んはスウェーデン語でしたか、両方ともなかなか話

すことができないのです。これは、医療現場では非

常に大きな問題で、つい最近もそういうことがあり

まして、５つの病院がほかの方法―電話なのですが、

そういうことをやっていこうと。この場合に注意し

ないといけないことは、毎日はそういう患者がいな

い場合、１つの病院でこれだけの医療通訳士を置く

ことは非常に無駄なのです。だからこれを統一して、

どこか１カ所につくってもらって、全県の病院から

アクセスをする、そういうシステムをぜひ早いうち

に確立してほしいと考えております。

○上原哲夫宮古病院院長 宮古病院の現状ですと、

ことしの７月からクルーズ船が寄港するようになり

まして、少し外国人がふえてきました。ただ、クルー

ズ船の場合には、１日、２日の滞在が多く、大体の

方は健康な人が多いものですから、平成26年度は外

国人が救急室には49名来ていますが、そのうち在留

者が42名で実際の外国人の観光客は７名となってい

ます。先ほど予防接種の話もありましたが、広域伝

染病とか、口蹄疫とか、こういう家畜の伝染病をむ

しろ心配しておりまして、宮古地域には検疫所がな

いものですから、その辺が心配ではあります。

○依光たみ枝八重山病院院長 実は、皆さん御存じ

のように、八重山病院は、新石垣空港ができてから、

県外からの観光客、もちろん海外からも含めてです

が、救急受診が11％から14％にふえました。それ以

外に洋上救急というのがありまして、船舶とかクルー

ズ船で急患が発生したときには、そちらのドクター

が海上保安庁のヘリコプターに乗りまして、患者を

ピックアップして、入院という形をとっております。

大体月二、三人は受診しておりまして、この１年間

で、10人ちょっと入院しました。南部医療センター

院長から話がありましたように、実は２年前にトラ

イアスロンがありまして、それを調べてみましたら、

東南アジアだけではなく、ヨーロッパからも来てい

まして、つい最近はフィリピンからも来ていると。

職員にフィリピンの方がいるので通訳をお願いした

ら、フィリピンでは、いろいろなところで言語が違

い、方言で全然わからないということもありました。

やはり、英語圏でないところからの観光客が入院し

ますと、病院としても対応に困っています。今、ク

ラウドとか、電話を始めようということでトライ期

間を設けていますが、当院では一応、インターネッ

トで各国の医療用語をプリントアウトして、救急室

に置き、指さしをしながら診療に当たっている状況

です。

○砂川寿美子精和病院副院長 昨年１件ありました

が、夜間は休んでもらって、翌日通訳をお願いして

対応したという事例がありました。

○照屋守之委員 勉強になりました。保健医療部長、

あと50億円ぐらい渡してください。あれだけ現場で

苦労してるのに間に合わないですよ。病院事業局長

も堂々と請求してください。観光客枠の予算を20億

円くださいと言ったらできますよ。

それぞれの病院長の話を聞いてみるものです。や

はり、これだけ観光客が来ているので、そういうこ
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とは実態としてあるのだろうと思っていましたが、

きょうは勉強になりました。言葉の問題も含めて、

観光客を世界的に受け入れるということからします

と、そういうこともしっかり整備をしていかないと

いけないと感じました。

次に、７対１看護体制の導入です。今、我々の都

合、例えば経営の問題とかいろいろな形で、北部病

院、宮古病院、八重山病院もまだ、そういう実態が

ありますが、医療を受ける側からすると、沖縄県全

体の問題で捉えると、やはり格差が生じていると思

います。この辺にいる人たちは７対１看護体制で手

厚い看護を受けられるけれども、そうでない地域は

厳しいと。それともう一つ、職員の感覚からすると、

10名診るのと７名診るのとでは、格差があるわけで

すよ。この病院にいる人たちはそういう形で仕事を

するけれども、北部病院、宮古病院、八重山病院に

行くとそうではないということ。３点目は、やはり

経営を改善するための大きなチャンスだろうと思っ

ているのです。ですから、病院事業局長から先ほど

ありましたように、さまざまな課題はあるにしても、

やっぱり７対１看護制度が導入されてからこれだけ

時間がたって、それぞれできにくい仕組みになって

いる。それは医療費がどんどん高騰していくと、そ

ういう仕組みも国全体で押さえ込んでいくというこ

とに、今度、政策が変わっていくわけです。こうい

う新たな仕組みは、仕組みができれば一気に導入ま

で持っていかないと、時間がずれていくとなかなか

難しいのではないかと思うわけです。ですから、や

はり医療を提供する側からではなくて、県民の側か

ら、先ほど言いました働く職員の立場からしても格

差がありますという、そういう視点がこれから必要

だと思っていますので、そこを含めて御検討をお願

いしたいと思います。

今、県立病院事業を大きく変えていくチャンスだ

と思っています。中部病院の副院長が県の政策参与

になっていますよね。参与となると県知事に直結し

た形で、そういう政策・提言ができると思っていま

す。だから今、事業局、そしてそれぞれの病院長が

抱える問題を政策参与も一緒に交えて、意見交換を

して、それを知事を通して県民のために予算を充実

させていく。今、それぞれが困っている、特に財政

的な問題で非常に大きな課題があると思います。や

はり、政策参与との連携は重要かと思いますけれど

も、既にやっているかもしれませんが、そのことに

ついて教えてもらえますか。

○伊江朝次病院事業局長 今、委員がおっしゃった

のは、中部病院の新垣副院長が４月に県の政策参与

に就任しています。私は彼の１年先輩で中部病院か

らずっと一緒に離島勤務もした仲でして、政策参与

に就任して以来、県庁に出勤したときには必ず私の

ところに来て意見の交換をしていますので、委員の

御指摘のあったことを踏まえて、ぜひ知事三役には

十分に伝えられるようにやっていきたいと思ってお

ります。

○照屋守之委員 ぜひ活用してください。非常に大

きなチャンスだと思っています。歴代の県政で恐ら

くそういう形の政策参与はなかったと思います。で

すから、今の知事も病院事業について非常に大きな

力を入れていこうというあらわれですから、そのチャ

ンスは生かしたほうがいいと思います。

次に、先ほども出ていましたように決算審査意見

書の是正・改善を要する事項について。監査委員事

務局に聞くと、昨年からこういう項目ができている

ようです。これの現状というか、どういうことで監

査からこういう項目ができて、指摘をされているの

か、その御説明をお願いできますか。

○津嘉山朝雄県立病院課長 病院事業につきまして

は、これまで医療従事者の採用に努力してきたとこ

ろもありまして、事務が若干弱くなってきています。

そこで監査を受ける際に、どうしても契約事務とか

執行伺いがうまくなされていないといった指摘。そ

れから、認定等で事後の確認がされていないといっ

た指摘がありました。これは、ふなれな人間が多く

なってきているのもありまして、そこを改善するた

めには、きちんと研修をしていかないといけないと

考えております。

○照屋守之委員 先ほど事務部門が弱いとか、何か

そういう表現をしていましたけれども、こういうこ

とは余り言うものではないですよ。県立病院事業は

何十年やってきましたか。そういうことも含めてプ

ロがやっているものを、例えば、こういう形で一生

懸命やっているけれども、監査の指摘からするとこ

うだという。そういう違いがあって、そういう部分

を直すのはいい。けれども、こういう形で去年から

是正・改善を要する事項という新たな項目が監査の

中に入っているわけでしょう。ですから、ここはそ

れぞれの病院長、病院事業局長も含めて、この項目

がことしで終わるように、来年からこの項目がなく

なるように、そういう働きをぜひお願いできません

か。これはやはり基本的な部分ですから。それぞれ

が一生懸命にやって、いろいろな形で自分たちがこ

うやってきたことが監査からするとそうではないと

いう。我々県議会もそうです。政務活動費の使い方

をいろいろ指摘されています。我々はこうやったの
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だけれども、議会事務局側から見るとこうだという、

そのギャップが少しあって、そこは我々は自信を持っ

てこうやりましたと言っていますから、ぜひ皆さん

方もこれだけの事業を県民のために貢献しているわ

けですから、ぜひ次年度からはこの項目がなくなる

よう取り組みをお願いしたいのですが、いかがです

か。

○津嘉山朝雄県立病院課長 先ほど申し上げたとお

り、研修会とかを実施して、職員がスキルアップで

きるような形で今取り組んでいますので、なかなか

重たいと思いますが、ぜひこれが消えるように努力

していきたいと思います。

○照屋守之委員 主要政策の成果に関する報告書81

ページに長寿復活健康づくり事業がありますが、改

めて長寿復活の定義を御説明お願いできませんか。

○糸数公健康長寿課長 長寿に関する指標はいろい

ろございますけれども、沖縄県では先ほど申し上げ

ました平成22年の都道府県別生命表の中の平均寿命

というものの都道府県の順位を復活させるというこ

とを一応、長寿復活と考えているところです。寿命

自体は、先ほどありましたように延び続けているの

ですが、その伸びがほかの県に比べて鈍くなってい

るという現状を改善したいことからそのように捉え

ているところです。

○照屋守之委員 これを2040年で全国のトップにし

たいという認識でよろしいのですか。

○糸数公健康長寿課長 都道府県１位になれば、日

本は世界１位の長寿国ですので、世界一にもなると

いうことで考えております。

○照屋守之委員 イチキロヘラス運動もこの事業の

一環ですか。

○糸数公健康長寿課長 イチキロヘラス運動は、私

たちが健康長寿復活に取り組んだときと同じ時期に、

沖縄テレビ放送、琉球新報社、ラジオ沖縄のメディ

アが自分たちも健康長寿について何かできないかと

いうことで、自主的に進めた運動です。県の取り組

みと並行して、マスコミが独自の動きを始めている

ということですので、非常に私たちは喜ばしくとい

うか、一緒に応援していただいていると受けとめて

います。

○照屋守之委員 あれはいいですよ。県がそういう

形でアイデアをつくって、流しているのかと思いま

したけれども。私が今、疑問に思っていることは、

我々の周りで、「イッター ヌーガ アンシ段々大き

くなって太っているの」と。大きい人が多いのです。

模合に行っても、私は30年前から同じ体重なのに、

何でお前たちだけこんなにぶくぶくしているのかと

いうことがあります。ですから健康長寿の部分と食

べ物ですよ。今、日本全国どこを回っても、これだ

け流通業が発達している県はないです。ローソン、

ファミリーマート、サンエーもジャスコもそうです。

見てみると、こんな感じでよく買い物をする人が結

構いますよね。ですから、やはり健康長寿と今の沖

縄県の食のありよう、かといって歩きません。運動

はしない。私もその類いですけれども、私は小さい

からまだいいのです。ですから、ここをどう捉えて、

どのように意識づけてやっていくのかという非常に

大きなテーマだと思いますけれども、どうですか。

○国吉秀樹保健衛生統括監 県民のための健康への

行動指針ということで３つ出しておりまして、健診

を含めた治療あるいはしっかり自己管理をやろうと

いうこと、それから適正飲酒、そして肥満の防止、

この大きな３つの柱のうちの一つに位置づけて県民

にアピールしているところです。それは健康長寿復

活の県民会議でもって官民一緒にやっていまして、

その中に先ほど言ったマスコミの方々もいらっしゃ

いまして、いろいろと肥満が余り多いのはよくない

ということをアピールしていただいています。今後

とも、運動の普及ということもあわせまして県民に

訴えてまいりたいと思います。

○呉屋宏委員長 以上で、保健医療部長及び病院事

業局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○呉屋宏委員長 再開いたします。

次に、決算調査報告書記載内容等について、御協

議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項及び特記事項の有無

の確認を行った。）

○呉屋宏委員長 再開いたします。

休憩中に確認しましたとおり、要調査事項及び特

記事項の提案はありませんでした。

次にお諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査作成報告書の作成等つきましては、委

員長に御一任を願いたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○呉屋宏委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。
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本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時48分散会
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 呉 屋 宏
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第７回議会 業会計未処分利益剰余金の処

乙 第 1 9 号 分について

３ 平成 27 年 平成26年度沖縄県一般会計決算

第７回議会 の認定について（環境部所管分）

認定第１号

４ 平成 27 年 平成26年度沖縄県水道事業会計

第７回議会 決算の認定について

認定第22号

５ 平成 27 年 平成26年度沖縄県工業用水道事

第７回議会 業会計決算の認定について

認定第23号

６ 決算調査報告書記載内容等について

3ii4

○新垣良俊委員長 ただいまから、土木環境委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件、本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査についてに係る平成27年第７

回議会乙第18号議案及び同乙第19号議案の議決議案

２件、平成27年第７回議会認定第１号、同認定第22

号及び同認定第23号の決算３件の調査及び決算調査

報告書記載内容等についてを一括して議題といたし

ます。

本日の説明員として、環境部長及び企業局長の出

席を求めております。

まず初めに、環境部長から環境部関係決算の概要

について説明を求めます。

當間秀史環境部長。

○當間秀史環境部長 環境部の平成26年度一般会計

決算の概要について、お手元にお配りしております

歳入歳出決算説明資料に基づいて御説明いたしま

す。

初めに、平成26年度一般会計歳入決算の状況につ

きまして御説明いたします。

１ページをお開きください。

環境部所管の歳入は、国庫支出金、財産収入、繰

入金、諸収入及び県債の５つの款からなっておりま

す。その合計額は、１行目の予算現額28億4496万5000

円、調定額は27億8016万6994円、うち収入済額27億

8016万6994円となっており、調定額に対する収入済

額の割合である収入比率は100％となっております。

次に、（款）ごとの歳入について御説明いたしま

す。

（款）国庫支出金は、収入済額19億6953万1438円

で、主なものは二酸化炭素排出抑制対策事業費補助

土木環境委員会記録（第２号）



－281－

金及び沖縄振興特別推進交付金であります。

（款）財産収入は、収入済額829万9623円で、そ

の内容は環境保全基金利子や産業廃棄物税基金利子

であります。

２ページをお開きください。

（款）繰入金は、収入済額４億7186万1036円で、

その内容は産業廃棄物税基金繰入金、海岸漂着物地

域対策推進事業基金繰入金及び沖縄県再生可能エネ

ルギー等導入推進基金繰入金であります。

（款）諸収入は、収入済額３億1767万4897円で、

主なものは公共関与事業推進費貸付金元金収入と動

物愛護管理センター受託金、環境保全促進助成事業

であります。

（款）県債は、収入済額1280万円で、その内容は

石綿健康被害救済制度推進事業であります。

次に、歳出決算の状況について御説明いたします。

３ページをお開きください。

平成26年度の一般会計の歳出は、衛生費と農林水

産業費の２つの款からなっております。その合計額

は、１行目の予算現額41億7348万6000円、うち支出

済額39億3759万3904円、翌年度への繰越額は858万

8600円、不用額は２億2730万3496円となっておりま

す。予算現額に対する支出済額の割合を示す執行率

は94.3％となっております。

不用額２億2730万3496円のうち、（目）で主なも

のについて御説明いたします。

上から５行目の（款）衛生費（項）環境衛生費（目）

環境衛生指導費の不用額１億7044万9268円は、主に

海岸漂着物地域対策推進事業費におけるゴミ回収等

委託料残によるものであります。

上から８行目の（項）環境保全費（目）環境保全

費の不用額3040万1358円は、主に水質測定機器整備

事業費の備品購入費入札残、観光施設等の総合的エ

コ化促進事業の委託料の入札残及び補助金の執行

残、放射能調査費の国委託事業費の減額などによる

ものであります。

下から４行目の（項）環境保全費（目）自然保護

費の不用額1214万4073円は、主にサンゴ礁保全再生

事業の補助金の執行残によるものであります。

一番下の行の（款）農林水産業費（項）林業費（目）

造林費の不用額349万5590円は、主に沖縄グリーン

プロモーション事業の補助金の執行残によるもので

あります。

以上をもちまして、平成26年度の環境部一般会計

決算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○新垣良俊委員長 環境部長の説明は終わりまし

た。

次に、企業局長から平成27年第７回議会乙第18号

議案及び同乙第19号議案の議決議案２件、平成27年

第７回議会認定第22号及び同認定第23号の決算２件

について説明を求めます。

平良敏昭企業局長。

○平良敏昭企業局長 平成26年度の水道事業会計及

び工業用水道事業会計の決算、並びに両会計決算の

結果生じました未処分利益剰余金の処分について、

その概要を御説明申し上げます。

初めに、認定第22号平成26年度沖縄県水道事業会

計決算について、お手元にお配りしております決算

書に沿って御説明いたします。

水道事業の概況について、お手元の決算書の15

ページをお開きください。

（１）総括事項についてでありますが、平成26年

度の水道事業では那覇市ほか20市町村及び１企業団

に水道用水を供給いたしました。

アの営業収支等、イの建設工事等については記載

のとおりですので、後ほど目を通していただきたい

と思います。

それでは、水道事業の決算状況について御説明申

し上げます。

１ページにお戻りください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款水道事業収益は、予算額合計295億

7450万4000円に対して、決算額は292億7767万2373

円で、予算額に比べて２億9683万1627円の減収と

なっております。

その主な要因は、第２項の営業外収益における長

期前受金戻入の減少によるものであります。

次に、支出の第１款水道事業費用は、予算額合計

301億8792万3410円に対して、決算額は285億5968万

54円で、翌年度繰越額が１億7432万8221円、不用額

が14億5391万5135円となっております。

不用額の主な内容は、第１項の営業費用における

動力費や固定資産除却費等の減少によるものであり

ます。

２ページをお願いいたします。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

げます。

まず、収入の第１款資本的収入は、予算額合計169

億7784万6000円に対して、決算額は146億2356万3276

円で、予算額に比べて23億5428万2724円の減収と
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なっております。

その主な要因は、建設改良費の繰り越しに伴い第

２項の国庫補助金が減少したことなどによるもので

あります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計227

億7242万9134円に対して、決算額は199億5036万7153

円で、翌年度への繰越額が27億3239万9913円、不用

額が8966万2068円となっております。

繰り越しが生じた主な要因は、工事計画の変更等

に際し不測の日数を要したことによるものでありま

す。

次に、３ページの損益計算書に基づきまして、経

営成績について御説明申し上げます。

１の営業収益合計153億2785万3678円に対して、

２の営業費用合計は255億3564万952円で、102億778

万7274円の営業損失が生じております。

３の営業外収益合計126億2189万6553円に対して、

４ページの４の営業外費用合計は16億9777万8088円

で、右端上の営業外利益109億2411万8465円が生じ

ており、経常利益は７億1633万1191円となっており

ます。

５の特別利益、６の特別損失合計を加味した当年

度の純利益は４億2452万9498円であります。

これに、下から２行目のその他未処分利益剰余金

変動額36億4579万9641円を合わせますと、当年度未

処分利益剰余金は40億7032万9139円となっておりま

す。

なお、その他未処分利益剰余金変動額ですが、地

方公営企業における新会計基準が平成26年度から適

用され、補助金等の計上方法の変更に伴い、資本剰

余金から利益剰余金に振りかえたものであります。

次に、５ページの剰余金計算書について御説明申

し上げます。

右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高6594億2388万6310円に対し、当年度変

動額は会計基準の変更等によって、6170億442万3070

円減少したことにより、資本合計の当年度末残高は

424億1946万3240円となっております。

次に、６ページをお願いいたします。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

右端にあります未処分利益剰余金は、当年度末残

高40億7032万9139円の全額を今後の企業債償還に充

てるため、議会の議決を経て減債積立金に積み立て

ることにしております。

次に、７ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部については８ページになりますが、

資産合計4555億2836万4127円となっております。

負債の部については10ページになりますが、負債

合計4131億890万887円となっております。

資本の部については、下から２行目になりますが、

資本合計424億1946万3240円となっております。

なお、11ページから14ページは、決算に関する注

記、15ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

これで、認定第22号平成26年度沖縄県水道事業会

計決算の概要説明を終わります。

引き続きまして、認定第23号平成26年度沖縄県工

業用水道事業会計決算について御説明申し上げま

す。

67ペ－ジをお願いいたします。

工業用水道事業の概況について御説明いたしま

す。

（１）総括事項についてでありますが、平成26年

度の工業用水道事業では、沖縄電力株式会社石川火

力発電所ほか95事業所に対して工業用水を供給いた

しました。

アの営業収支等、イの建設工事等については記載

のとおりですので、後ほど目を通していただきたい

と思います。

それでは、工業用水道事業の決算状況について御

説明申し上げます。

53ページへお戻りください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款工業用水道事業収益は、予算額合計

７億398万円に対して、決算額は７億835万4522円で、

予算額に比べて437万4522円の増収となっておりま

す。

その主な要因は、第１項の営業収益における給水

収益の増加によるものであります。

次に、支出の第１款工業用水道事業費用は、予算

額合計７億263万3550円に対して、決算額は６億7120

万9666円で、不用額が3142万3884円となっておりま

す。

不用額の主な内容は、第１項の営業費用における

負担金や固定資産除却費等の減少によるものであり

ます。

54ページをお願いいたします。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上
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げます。

まず、収入の第１款資本的収入は、予算額合計7292

万2000円に対して、決算額は7292万583円で、予算

額に比べて1417円の減収となっております。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計３

億1506万1400円に対して、決算額は１億8648万44円

になっております。翌年度への繰越額は１億184万

4730円、不用額は2673万6626円であります。

繰り越しが生じた要因は、工事発注に際し不測の

日数を要したことによるものであります。

次に、55ページの損益計算書に基づき、経営成績

について御説明申し上げます。

１の営業収益合計２億7327万1390円に対して、２

の営業費用合計は６億2800万1819円で、営業損失が

３億5473万429円生じております。

３の営業外収益合計４億959万8740円に対して、56

ページの４の営業外費用合計が1976万4803円で、右

端上の３億8983万3937円の営業外利益が生じ、経常

利益は3510万3508円となっております。

５の特別利益、６の特別損失を加味した当年度の

純利益は3228万5574円、当年度未処分利益剰余金は

６億2418万8878円となっております。

次に、57ページの剰余金計算書について御説明申

し上げます。

右端の資本合計の欄でございますが、資本合計の

前年度末残高175億3626万6157円に対し、当年度変

動額が会計基準の変更等によって、162億3029万8742

円減少したことにより、資本合計の当年度末残高は

13億596万7415円となっております。

次に、58ページをお願いいたします。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

右端にあります未処分利益剰余金につきまして

は、当年度末残高６億2418万8878円のうち３億7101

万5069円を今後の企業債償還に充てるため減債積立

金に、また、残額の２億5317万3809円を今後の建設

改良費に充てるため建設改良積立金に議会の議決を

経て積み立てることにしております。

次に、59ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部については、60ページ、資産合計

80億3254万3749円となっております。

負債の部については、62ペ－ジ、負債合計67億2657

万6334円となっております。

資本の部については、下から２行目の資本合計13

億596万7415円となっております。

なお、63ページから66ページは、決算に関する注

記、67ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

これで、認定第23号平成26年度沖縄県工業用水道

事業会計決算の概要説明を終わります。

決算の概要説明に続きまして、当該決算と関連の

ある議案として提出しております未処分利益剰余金

の処分について、その概要を御説明申し上げます。

別冊の議案書（その２）の46ページをお開きくだ

さい。

乙第18号議案平成26年度沖縄県水道事業会計未処

分利益剰余金の処分について御説明いたします。

本議案は、決算における未処分利益剰余金の処分

を行うために、地方公営企業法第32条第２項の規定

により議会の議決を必要とすることから議案を提出

しております。

内容につきましては、平成26年度水道事業会計の

未処分利益剰余金40億7032万9139円の処分につい

て、今後の企業債償還に充てるため全額を減債積立

金に積み立てるものであります。

これで、乙第18号議案平成26年度沖縄県水道事業

会計未処分利益剰余金の処分についての概要説明を

終わります。

引き続きまして、乙第19号議案平成26年度沖縄県

工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て御説明いたします。

47ページでございます。

本議案は、決算における未処分利益剰余金の処分

を行うために、水道事業会計と同様に議会の議決を

必要とすることから議案を提出しているところであ

ります。

内容につきましては、平成26年度工業用水道事業

会計の未処分利益剰余金６億2418万8878円の処分に

ついて、今後の企業債償還に充てるため３億7101万

5069円を減債積立金に、今後の建設改良費に充てる

ため２億5317万3809円を建設改良積立金に積み立て

るものであります。

これで、乙第19号議案平成26年度沖縄県工業用水

道事業会計未処分利益剰余金の処分についての概要

説明を終わります。

以上で、決算及び関連する議決議案の概要につい

て御説明申し上げました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○新垣良俊委員長 企業局長の説明は終わりまし

た。
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これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項に

従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、決算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた

します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから行い、重複することがないよう簡潔に

お願いします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

新里米吉委員。

○新里米吉委員 環境部から質疑をいたします。

環境部の平成26年度執行率は、先ほど決算状況の

中で数字が出ていまして94.3％となっていますけれ

ども、その前の年の執行率はどうだったのでしょう

か。

○永山淳環境政策課長 平成25年度の執行率は、予

算額34億9753万6000円に対しまして、支出済額が32

億8215万円となっており、執行率は93.8％となって

おります。

○新里米吉委員 93.8％が94.3％になったわけです

から、執行率はよくなったということで、環境部の

健闘をこれからも期待したいと思います。

ところで、主要施策の成果に関する報告書の41

ページ、海岸漂着物地域対策推進事業、予算額約４

億4331万円に対して決算額が２億9455万円となって

います。残額の１億4876万円について、説明をして

ください。

○棚原憲実環境整備課長 沖縄県では、平成25年４

月１日に、国の地球環境保全対策費補助金の内示を

受けまして、平成25年度、平成26年度の２年間の予

算として約６億円を平成25年９月補正で予算措置

し、平成25年10月に沖縄県海岸漂着物地域対策推進

事業基金条例を制定しまして、回収処理事業、発生

抑制対策事業を実施しております。委員の御質疑に

ありました残額１億4876万円につきましては、国の

地域環境保全対策費補助金交付要綱に基づき、国庫

に返還することとなります。

○新里米吉委員 先ほどの予算の説明資料の中で

も、執行率はかなりいいし、繰り越しも非常に少な

いけれども、不用額が少し目につきます。その不用

額の中で問題なのが先ほども説明がありました、海

岸漂着物地域対策推進事業がその大半を占めてい

る。それは国庫に返納するということですけれども、

使わずにそれだけ返納せざるを得なくなったのは何

か理由があるのですか。

○棚原憲実環境整備課長 平成25年度、平成26年度

の予算要求に当たりましては、平成23年度の調査で

算出した海岸漂着物の現存量約8900立米をもとに、

２年間の事業として約６億円を見込みまして、国へ

補助金を申請しております。海岸漂着物の回収は、

事業主体である海岸管理者及び補助金活用要望のあ

りました市町村が漂着状況等を勘案して場所を選定

し、回収処理をしており、平成25年度が実際には2473

立米、平成26年度が5627立米であったことから、平

成23年度の調査で算出した現存量よりも少なかった

ということがあります。また、市町村等への聞き取

りによると、崖の下など海岸漂着ごみの回収が困難

な場所があったことによる執行残や、近年活発と

なっているボランティアの清掃活動により海岸漂着

ごみの回収が実施されている場所もあり、結果とし

て費用をかけずに海岸漂着ごみの回収ができている

場所もあることも要因の一つと考えております。

○新里米吉委員 今の話を聞くと、ボランティアも

あったということですけれども、想定していた分は

使わなかったということが大きいのか。しかし、回

収できないごみがまだまだ結構あるのに、それを十

分活用できる体制ではなかったということなのか。

もう一度そこを説明してもらえますか。

○棚原憲実環境整備課長 事業は平成25年度、平成

26年度の２年間の事業でありますけれども、平成25

年度は９月補正予算での事業開始となったことか

ら、海岸管理者や市町村での事業実施期間が短かっ

たこともあり、補正予算額約２億7000万円のうち約

１億1000万円が執行残となっておりました。それも

含めまして、平成26年度の９月補正予算に計上しま

して、改めて海岸管理者、市町村への要望調査等で

事業実施を促しましたけれども、当初予算での事業
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で十分という趣旨の回答もあり、結果として約１億

5000万円が執行残となっております。

○新里米吉委員 次、企業局に質疑します。

決算審査意見書の２ページ目。経営成績で述べて

いるところで、会計基準見直しの影響による営業外

利益が増加―ここは13ページに、長期前受金戻し入

れ124億円皆増というものが出ております。これと

の関係があろうかと思います。それから、会計基準

見直しの影響による営業費用が増加、これはまた13

ページに減価償却費33億円が149億円へ大幅増とい

うことと関連していると思います。この２点につい

て、２ページに書かれていること、13ページに述べ

ていることが関連していると思いますが、説明をお

願いしたいと思います。

○小波津盛一経理課長 平成26年度から会計基準が

見直されております。これによりまして、補助金等

により取得した固定資産の償却制度が変更されてお

ります。これまで任意での適用が認められていた補

助金等部分を減価償却しない―みなし償却制度が廃

止されております。みなし償却制度が廃止されたこ

とに伴いまして、平成26年度決算から補助金等相当

分についても減価償却を行ったといったことから減

価償却費が増加しております。これが営業費用が増

加した主な要因となっております。

一方で、償却資産の取得または改良に伴い交付さ

れた補助金等については、長期前受金という形で貸

借対照表上、負債に計上した上で、減価償却費や固

定資産の見合い分を損益計算上、長期前受金戻入と

いう形で営業外収益に計上することになりましたの

で、これによって長期前受金戻入が皆増し、営業外

収益が増加したという流れでございます。

○新里米吉委員 決算審査意見書の11ページ。収益

的収入は２億9683万1627円の減となって、収入率は

99.0％。前年度101.7％でありますけれども、これ

は営業外収益が３億155万6302円減少したことによ

るものであると説明していますが、そのことについ

て説明をしてください。

○小波津盛一経理課長 営業外収益が予算額に対し

て減少した主な理由は、先ほど申し上げた長期前受

金戻入が３億909万6000円減少したことによるもの

です。これは建設改良事業費を繰り越したことに

よって、固定資産除却費が減少したと。その固定資

産除却に見合う部分の長期前受金戻入が減少したと

いう形になっております。

○新里米吉委員 同じく11ページ。その下にありま

す収益的支出。翌年度繰越額は１億7432万8221円、

繰越額が生じた主な理由は計画変更によるものであ

ると述べております。計画変更の内容を説明してく

ださい。

また、12ページの資本的支出でも、翌年度繰越額

27億3239万9913円の繰り越しが生じた主な理由に、

計画変更によるものというように、計画変更による

ものがこの２カ所出ておりますけれども、それにつ

いて説明してください。

○大村敏久総務企画課長 まず、11ページ目ですけ

れども、１億7000万円余りの繰り越しについての計

画変更について説明いたします。水道管の敷設工事

に際しまして、自治体、河川管理者等の関係機関と

の協議に不測の日数を要したこと及び工法の変更、

施工料の変更が生じたことなどによるものです。具

体的に１例挙げますと、一番大きい額で8000万円余

りの前田流入管の移設工事というものがありますけ

れども、那覇市及び浦添市の区画整備事業に伴った

移設事業でありまして、浦添市、那覇市等と発注主

体との関連工事がありまして、その当該市―浦添市、

那覇市との協議に、不測の日数を要したことなどが

挙げられます。あと、12ページの27億円余りの繰り

越しについてですけれども、一番大きいのが送水管

敷設工事で占用する道路の拡張工事、これも道路管

理者が行いますけれども、それがおくれたことによ

り、その調整に時間を要したということなどが主な

理由であります。

○新里米吉委員 わかりやすく言えば、どちらも調

整に時間がかかって、計画変更をせざるを得なかっ

たと言ったほうがわかりやすいのかと理解したので

すけれども、それでいいですか。

○大村敏久総務企画課長 そのとおりであります。

○新里米吉委員 次、１番目の質疑、２ページと関

連してくるのが随所に出てまいります。１番目の会

計基準の見直しとの関係を最初に質疑しましたけれ

ども、重要なところで同じことが少なくとも３カ所

ありまして、時間も節約したいと思いますので、３

つそれぞれ説明をお願いします。

最初に、16ページの営業収益対営業費用比率。こ

こもそれによる職員１人当たり有形固定資産も会計

基準見直しの影響によるとなっています。それから

同じく会計基準の見直しで、117.3％が60％になっ

たり、17億3463万円が11億7922万円になったりと相

当な数字がずれてきていますので、従来の方式で計

算した場合には、数字はどうなるのかをお聞きした

い。

それから２つ目は、18ページ。前年度の残高が905
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億346万円に対して、会計基準の見直しがあって219

億6804万円と、これも大幅なずれがあります。従来

方式であればどうなるのか。

３つ目に、25ページ。平成25年度が284％、それ

が会計基準の見直しで平成26年度は180％とこれも

大きく数字が変わっておりますけれども、従来方式

で計算したらどうなるのか、それぞれについて説明

してください。

○大村敏久総務企画課長 まず、16ページ目の職員

１人当たりの有形固定資産について、旧基準で計算

した場合の額についてお答えします。旧基準による

計算によりますと、18億6020万1000円となっており

ます。

営業収益対営業比率についてお答えします。旧基

準での計算によりますと、113.8％となっておりま

す。

○小波津盛一経理課長 18ページにございます資本

金を旧基準でやった場合、幾らになるかということ

でございますけれども、旧基準で計算した場合には、

919億2518万269円になります。

○大村敏久総務企画課長 25ページ目の流動比率に

ついて、旧基準による計算の率は、279.3％となっ

ております。

○新里米吉委員 いわゆる会計基準見直しがことし

あって大幅に数字が変わってくるわけですけれど

も、それだと比較が非常にわかりにくいものですか

ら、従来の方式でやった場合にはどれだけになるの

か述べてもらいました。ほとんど、大きな差はない

ですね。今、４つ答えてもらいましたけれども、少

し良くなったり、少し悪くなったりというように、

数字から見るとそういう理解ができました。

○新垣良俊委員長 仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 それでは、水道会計からお願いし

たいと思います。

第９次沖縄県企業局経営計画ということで、平成

26年度がスタートの年でありますけれども、不用額

で14億円余りを上げられたと。その主な理由は、動

力費で固定資産減によるものでありますということ

で、第８次沖縄県企業局経営計画４年間の節減効果

が４億円余りあるということで、去年の決算に上げ

られました。その動力費の抑制に、大きなコストは

電気料だということで、浄水場で言うと一番動力を

要するのが北谷町の海水淡水化施設ということがあ

りますけれども、この14億円に対しての動力費は、

やはり例年どおり北谷町の海水淡水化施設での動力

費が大きなウエートを占めているかと思いますけれ

ども、その辺の説明をお願いできますか。

○平良敏昭企業局長 まず、第８次沖縄県企業局経

営計画ですけれども、おっしゃるとおり４年間で４

億1000万円余りの経費節減ができたということで、

これはもちろん動力機能節減。もう一つは、名護浄

水場と新石川浄水場の休日、夜間、祝祭日の運転管

理業務の民間への委託といったもの、それから省エ

ネルギー―自然エネルギーを導入したことによる経

費の節減、そういうものも含めて４年間で４億1000

万円削減しました。

これを踏まえて第９次沖縄県企業局経営計画で

は、新たな経営環境に適切に対応するということで、

もちろんこういったものに対応しながら、安全で安

心な水を低廉な料金で安定的に供給することをもっ

て県民の福祉に寄与するということで、平成26年度

から平成29年度まで３つの大きな施策推進に基づい

て、45項目にわたる取り組みをしております。第９

次沖縄県企業局経営計画での経費節減効果目標額と

して、１億2400万円余りを設定して取り組んでいる

ところであります。

○仲宗根悟委員 第９次沖縄県企業局経営計画に当

たって、企業局長の意気込みを聞かせていただきま

した。４年間で目標を定めた計画の初年度として、

会計を示した段階で、どのような見通しをしていく

のかをお願いします。

○平良敏昭企業局長 第９次沖縄県企業局経営計画

については、これまで水道用水供給事業について、

おおむね黒字基調で推移しているわけですけれど

も、決算審査意見書等にもあるとおり企業債残高の

増といった問題と、もう一方は、給水収益の伸び悩

みといいますか、節水機器等の普及と人口増もそれ

ほど大きく望めないという中で給水収益の鈍化、そ

して、老朽化施設の整備―本土復帰時に整備された

管路等が相当数ありますので、これを更新していか

なければならないという大きな取り組みがありま

す。もう一つは耐震化。こういったもの等で財政状

況は厳しさが予想されます。この中で私どもとして

は、そうは言ってもやはりこれを計画的に更新しな

がらもできるだけ経費を削減して、できるだけ低廉

な水道用水を供給するという心構えで、我々は経営

努力、経営計画を策定しています。できるだけ効率

化を進めながら取り組んでいて、今後とも第９次沖

縄県企業局経営計画ではそういう前提で、今後は水

道広域化にも取り組まなければならないという大き

な課題もありますけれども、それを踏まえて全体的

に進めていくことになろうかと思います。
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○仲宗根悟委員 少し冒頭で触れましたけれども、

その動力費の節減は非常に大きなウエートを占める

ということですけれども、海水淡水化に頼らないよ

うな水事情というものは、今、賄っているわけで、

ところが機械のメンテナンスといいますか、稼働さ

せないことには、放置しておくと機械そのものが動

かなくなるということで、ある一定程度は稼働させ

ながらやるという―最低限何千トンぐらいの水を確

保しなければ、最低限の動力を使うということがあ

るかと思いますけれども、その辺の経費でもいいで

すが、いかがでしょう。

○石新実配水管理課長 海水淡水化施設は、通常時

必要としない場合は日量5000トンです。能力として

は４万トンの製造能力がございますけれども、通常

5000トンです。それもある程度休ませながら、２週

間に１度はゼロの期間を設けて、機械の劣化を起こ

さない程度で運用するという形をとっています。

○仲宗根悟委員 いろいろ工夫しながら、今後経費

もかさみながら、悩みもあると。ただ、今、渇水の

影響もあると思いますが、節水の呼びかけもしなが

ら、なかなか県民生活の中に水道水は余り使わない

傾向にあるということで、売る側としてはどんどん

使ってほしいと思いますけれども、その辺のバラン

スも取りながら効率のよい経営の仕方をしたいと、

また４年間努めていきたいのだということですの

で、ぜひ頑張っていただきたいと思っております。

あと、環境部で、主要施策の成果に関する報告書

について、34ページのサンゴ礁の保全再生事業の中

で、教えていただきたいです。海流などのシミュレー

ションといいますか、モデル構築をしたという事業

内容ですけれども、メカニズムの構築の研究を那覇

港、浦添海岸、白保海岸の３カ所にした理由ですと

か、どういった形で潮流が波を起こすから、潮流を

調べなければならないのか、そこを教えていただけ

ますか。

○古謝隆環境企画統括監 沖縄県の海流は非常に多

様性が高いわけでありまして、３カ所を選んだ理由

としては、まずは那覇港については、ある程度人工

化が進んでこれからもいろいろな開発が見込まれて

いること。それに隣接してる港湾ということで、浦

添海岸。それと、自然な状態が良好な形で残ってい

る白保海岸という３つのパターンに分けて分析をし

て、潮流シミュレーションを構築したところでござ

います。

○仲宗根悟委員 その３カ所のシミュレーションを

構築して、３カ所のサンゴ礁がどういう状況になる

のかということの調査に結びつけようという調査な

のですか。

○古謝隆環境企画統括監 まず、使い方としまして

はいろいろ事業がありまして、海域においても埋め

立てですとか防波堤をつくったり、そういったいろ

いろな事業がありますけれども、それに当たって潮

流がどう変化するかシミュレーションをしなければ

なりませんけれども、なかなかそれに適したモデル

となるようなものが今のところ構築がまだ十分され

ていないということで、本土の海岸ですとフラット

の状態ですけれども、沖縄県の場合ですとサンゴ礁

でいろんな凹凸があったりとか潮流が複雑というこ

とで、この３カ所を選んで、それぞれの形態ごとに

潮流のシミュレーションができるように構築してい

ます。今後の展開として、事業に当たってこのシミュ

レーションを使っていただく。あるいは、場合によっ

ては油流出事故が起きたときなどの拡散の予測など

にも活用できるのではないかと考えております。

○仲宗根悟委員 この３カ所とは、埋め立てですと

かいろいろな環境の変化が生じたところで、その中

でどういった潮流の動きをするのかというようなこ

とを研究しようということなのでしょうか。

○古謝隆環境企画統括監 具体的に何か今すぐある

ということではございませんけども、おおむねこの

３パターンの海岸のシミュレーションを押さえてお

けば、大方のところに応用できるだろうということ

です。

○仲宗根悟委員 事業の実績には、サンゴの再生移

植ですか、よくわかりますけれども、この成果とい

いますか、目に見える形の再生はどのぐらいなので

しょうか。どういった形で事業が展開されていきま

すでしょうか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 サンゴの再生

については、サンゴ礁の保全再生事業で実施をして

おります。この事業の柱は主に３本ございまして、

サンゴ礁再生に係る調査研究、サンゴ礁の再生の実

証事業、それからサンゴ礁保全活動をしている団体

への支援という３本で実施しております。サンゴ礁

の再生に関する調査研究につきましては、幼生―サ

ンゴが小さい段階で、どのような形で入ってくるの

かとか、それぞれ県内各地のサンゴの遺伝子の解析、

これは沖縄科学技術大学院大学の先生方と一緒に研

究してもらっております。それから、有性生殖法と

いうことで、卵からの再生をどういう形で生産して

いったほうが効率的なのか。それから、中間育成と

いいますけれども、植えつけする前までに小さな卵
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から植えつけ段階に育てるまでの間に、結構な数で

死んでしまうものですから、それをどのような形で

生存率を高めるかというようなことを調査研究の中

で実施をしております。その結果をもとに、サンゴ

礁の再生実証事業ということで、この事業は来年ま

でですけれども、それまでの間に約3.3ヘクタール

を植えつけようということで、約14万本の植えつけ

を目標に、今、取り組んでいるという状況です。現

時点で約1.76ヘクタール近く、７万5000本近くを植

えつけしております。来年、残りの分の７万5000本

を卵から育てたものを中心に、これまでは無性株と

いうことで、折ってクローンで育てたものが中心で

したけれども、卵で育てたものがそろそろ植えつけ

の段階に来ているので、来年は有性株を中心に植え

て14万本、3.3ヘクタールを目標に取り組んでおり

ます。

○仲宗根悟委員 着実にそのサンゴの再生事業が効

果を上げていると受け取っていいですか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 おっしゃると

おりで、この３ヘクタール以上の植栽というものは、

多分、世界的にも珍しいということで、かなり技術

的にも進んでいる状況にあるかと思っております。

○仲宗根悟委員 最後の、４番目のオニヒトデの大

量発生メカニズムを研究していると、去年もお話し

いただきましたけれども、サンゴを食するオニヒト

デの大量発生メカニズムを解明しながら、オニヒト

デが発生しないような研究をしているという内容

だったと思いますけれども、どの辺まで行っている

のか、進捗状況といいますか、オニヒトデの研究は

どうなっておりますか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 オニヒトデに

つきましては、別の事業でオニヒトデ総合対策事業

を実施しております。平成24年度から平成29年度―

再来年までの６年間を想定して、今、実施をしてお

ります。この事業につきましても大きく３つの柱が

ございまして、１つは、オニヒトデの大量発生の予

察、それからもう一つは、大量発生のメカニズムの

解析―どのような形で大量発生が起こるのか。それ

からもう一つは、その結果をもとに効果的、効率的

なオニヒトデの防除対策というこの３つを柱に、今、

展開をしております。

大量発生の予察につきましては、これまで大量発

生が起こってから補正で予算を要求して対応すると

いうことで、かなりタイムラグがあって、実施まで

にスムーズな体制ができないということで、前もっ

て予察することで準備をしようということで、１つ

大量発生の予察がございます。

それからメカニズムについては、なぜ大量発生が

起こるのかという原因を解明して根本対策に取り組

もうという、２つの大きな柱がございます。大量発

生の予察につきましては、稚ヒトデの調査ですとか、

オニヒトデの食痕等を中心に調査をしておりまし

て、おおむね２年先の発生が一定程度読めるように

なったということで、現時点で、その調査の中で一

定程度大量発生の段階になれば、今、データをとっ

ているという状況で、一定程度発生の実績も出つつ

ございます。それからメカニズムにつきましては、

これまで発生の原因として大きく３つの説がござい

まして、自然増減説、天敵減少説それから栄養塩増

加説ということで、まず自然変動によってオニヒト

デの幼生が生存率に影響するという説と、それから

オニヒトデを食べるホラガイですとかカワハギです

とか、そういった天敵が減ることで大量発生する説

ですとか、もう一つが栄養塩増加説ということで、

陸域から生活排水ですとか赤土ですとかそういった

生活用水が流れ込むことで、窒素、リン等の栄養塩

がふえて、それを食べる幼生のヒトデが大量発生す

るという３つの説がございます。これについては、

平成25年度にオーストラリアの国立研究所と研究協

定を結びまして、今、共同で研究をしておりますけ

れども、一番有力な説として栄養塩増加説が出てき

ております。そういうことで、現在、その栄養塩増

加説を中心に展開をしているところでございます。

オーストラリアも明らかに栄養塩増加説が、現実的

に調査結果としても出ておりますけれども、沖縄県

の場合は栄養塩がふえないときでも発生する傾向が

見られる場合があるということで、栄養塩増加説以

外に別の要因が影響しているのではないかというこ

とで、アミノ酸といった別の影響も含めて検討すべ

きではないかという昨年度の研究考慮の中に指摘も

ございましたので、今年度からそういう事業の調査

も入れて研究を継続しているという状況でございま

す。

○仲宗根悟委員 これから３つ、４つ質疑しようと

思ったら、全部答えられましたね。できつつあると

いうことで、大量発生にも、対策につながっていく

というようなことで理解をいたします。

○新垣良俊委員長 新垣清涼委員。

○新垣清涼委員 犬猫殺処分、動物愛護の予算です。

去年、翁長知事が誕生しました。動物愛護に関して、

犬猫殺処分ゼロを目指す政策に対する予算の変化

は、去年と比較してどのようになっていますか。今
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年度が幾らで、去年度が幾らだったか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 動物の保護に

ついては、動物保護費で対応しているところでござ

います。平成25年度動物保護費の予算額が1061万

6000円、平成26年度の予算が1061万円ということで、

おおむね同額1060万円程度で、これまで運用してい

るという状況でございます。

○新垣清涼委員 知事も政策の中に犬猫殺処分ゼロ

を目指すということを掲げていますので、環境部長

は本会議で平成30年度を目指すという話をされてい

ましたけれども、例年通りの予算でゆっくりでは、

後ろからまたふえてくる可能性もあるので、やはり

メリハリをつけるという意味でも、次年度あたりに

少し力を入れて取り組みをしたほうがいいのではな

いかと思うのですけれども、その辺はどのように考

えていますか。

○當間秀史環境部長 知事の公約におきまして、こ

としの４月には沖縄県動物愛護管理推進計画の見直

しをしまして、最終的に犬猫の殺処分ゼロとなるよ

うな社会を目指すということを、まず一文入れてお

ります。この計画は10年計画でありますので、途中

で見直しをする必要がありますけれども、今、我々

がやっている取り組みの成果を見て、早い段階で数

値目標であるとか、それから年度について見直しを

今、考えているところであります。新たな取り組み

については、自然保護課長からお答えさせたいと思

います。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 これまで普及

を中心に取り組んできたところでございますけれど

も、今年度から新たな取り組みとして、若夏学院と

いった施設に入っている児童を中心に犬のトレーニ

ングのオーナーになってもらって、心の育成も含め

てオーナー制度をやろうということで、今、取り組

んでいます。具体的には、犬、猫の譲渡については

子猫、子犬のほうが人気が高くて、譲渡率が高いと。

成犬、成猫については、なかなか譲渡率が低いとい

う状況ですから、今回、しつけをして―沖縄県動物

愛護管理センターに運ばれてくる動物については、

非常に人間不信になっていますし、ほえたりかんだ

りと譲渡するには非常に不向きな状態で入ってきま

すので、基本的に人間の愛情を感じさせて、トイレ

とかしつけをして、譲渡できるような状態にして譲

渡を推進しようというような形で、今、別の部局と

も連携をしながら、今年度から検討に入って、でき

れば来年から実証でどんどんふやしていきたいと、

今、新たな取り組みを検討しているところでござい

ます。

○新垣清涼委員 大変いい取り組みだと思っていま

す。ぜひ、力を入れていただきたいと思います。那

覇市内も道路脇の緑地帯にいる野良猫に誰かが器を

持ってきて、餌が入れられている。そういう猫を見

ていると耳のカットがないので、多分、不妊手術は

されてないのです。猫は半年すると成猫になって、

次の子供を産むのです。ですからそういう意味では、

動物をしっかり最後まで養うという県民への普及。

そして最近では、ペットという考え方よりパート

ナーという考え方にだんだんと移りつつあります。

人ではないけれども、動物も人が生きていくための

パートナーとして、今おっしゃるように非行を繰り

返している子供たち、あるいはこういう子供たちが

動物を大事に育てることで心の健全育成ができると

いう取り組みもぜひ続けていただきたいと思いま

す。予算もしっかりとって、次年度はちゃんとこち

らでも審査をしますので、応援もしますのでよろし

くお願いします。

次に、あと１点。10月16日の新聞に、ヤドカリ移

動を沖縄防衛局が県に申請したことについて、天然

記念物ですから教育委員会へなのか、沖縄防衛局か

ら文書が出て、必要書類が整ったとなっていますけ

れども、そのことについてはお答えできますか。

○新垣良俊委員長 休憩いたします。

（休憩中に、環境部長から、ヤドカリの件に

ついては天然記念物なので、教育委員会の

所管であるとの説明があった。）

○新垣良俊委員長 再開いたします。

新垣清涼委員。

○新垣清涼委員 これから基地をつくろうとしてい

るところの生物の環境関連で、そちらにも調整がき

ているだろうと思っていますけれども、それはどう

ですか。

○當間秀史環境部長 そういうのがあるとしても、

取り消しをされてますので、我々はそれに対して関

与するということはございません。

○新垣清涼委員 マスコミ報道によりますと、防衛

省が設置した普天間飛行場代替施設建設事業に係る

環境監視等委員会―環境監視等委員会にその工事を

受注した企業からの献金などがあって、けしからん

と思っているところですが、県が求めた環境監視等

委員会には県内の先生方もいらっしゃいますか。

○古謝隆環境企画統括監 県内の先生もいらっしゃ

いまして、たしか昆虫関係の先生が入っていたかと

思います。
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○新垣清涼委員 県内にヤドカリの専門の先生もい

らっしゃいますか。

○古謝隆環境企画統括監 ヤドカリに関して直接専

門にされてるかどうかは存じ上げませんけれども、

熱帯生命機能学の先生が琉球大学から入っておられ

ます。それ以外に入っているのが、植物の観点から

県内の大学の先生が入っておられます。

○新垣良俊委員長 奥平一夫委員。

○奥平一夫委員 それでは環境部に少しお聞きした

いと思います。冒頭に、宮古島市のごみ問題を少し

お聞きしてよろしいでしょうか。実は宮古島市の不

法投棄の問題で、非常にいろいろなことが今、発覚

して、お恥ずかしながら行政自体が行政の体をなし

ていないような状態で新聞報道が続いています。き

のうもそうですがきょうも紙面に載っていて、こう

いうことが書いてあります。これまで問題が指摘さ

れていた2014年度の撤去事業とは別に、沖縄振興一

括交付金―一括交付金を使って実施した2012年度の

事業でも契約書など複数の書類で問題があることが

19日わかったと。これはこれだけの問題ではなくて、

行政の手続やら業者とのずぶずぶな関係やらが、今、

取り沙汰されています。特別委員会が対処していて

２日目か３日目ぐらいだと思いますけれども、初日、

２日目からこういう事態が発覚してきているわけで

す。先々月に皆さんからいただいた平成24年度一括

交付金事業でのごみの撤去を終了するというものが

ありましたけども、これも報告が２回ほど書きかえ

がありまして、これでさえも非常に危ういと、きの

うの特別委員会でなっているのです。それについて

少し見解をお聞きしたいと思いますが、いかがで

しょうか。

○當間秀史環境部長 不法投棄の残存量についての

調査報告を毎年１回各市町村に求めているところで

あります。それをもとに、我々としてもいろいろな

対策を考えていくわけですけれども、今回、宮古島

市から報告された数量等について著しく誤りがあっ

たということは、やはり行政としては遺憾でござい

ます。

○奥平一夫委員 それと、何度も何度も報告が変わ

るということは異常事態だと思うのです。これは、

県としては何らかの形でペナルティー、あるいは宮

古島市に対する注意などといったことはできるので

すか。そのまま黙認をされるのですか。

○當間秀史環境部長 実は、この報告は特に法律に

基づいての報告でもなくて、我々が不法投棄に関す

る状況把握のために報告を求めているものでありま

して、特に法的に責任とか義務があるというような

報告ではございませんので、今後、宮古島市に対し

てしっかり報告をしていただきたい旨の申し入れは

したいと思います。

○奥平一夫委員 当局としては職員の記載ミスとい

う説明をしていますけれども、どうもこれでおさま

るかどうかわかりませんが、やはり再度きちんとし

た報告をしてくださいということだけは、注文をつ

けられるのではありませんか。

○當間秀史環境部長 これについては、我々も統計

的に毎年数値を押さえる中で、県としての施策を

打っていくことになりますので、きちんとした数字

の報告を求めたいと思います。

○奥平一夫委員 これは業者と行政側が非常におか

しい関係になっていて、ごみの回収表もないのです。

業者が持っているのではないかという報告ぐらいな

のです。これは大変なことなのです。ですから、何

度も変わってきたのはそういうことで、口裏合わせ

で何百トンと言ったり、そういった報告なのです。

本当に行政の体をなしていないので、ぜひ皆さんと

しても厳しくチェックしながら、本当の量はどうな

のだという根拠も含めた形で、量を確認していただ

きたいと思っています。

それから次は、新里委員も質疑されていましたけ

れども、主要施策の成果に関する報告書の41ページ

をお願いをしたいと思います。まず、この制度がな

ぜできたのかという事業の趣旨についてお聞きした

いと思います。海岸漂着物です。

○棚原憲実環境整備課長 海岸漂着物の対策につき

ましては、国内だけではなく海外からのものももち

ろんあるということで、国において、美しく豊かな

自然を保護するための海岸における良好な景観及び

環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関

する法律を策定しております。その法律に基づきま

して、外国との交渉は国が責任を持って行うとし、

各地区ごとに海岸責任者等において市町村を中心と

して対策を進めていきましょうという趣旨で、国で

補助事業として予算措置もした上で、事業に取り組

んでいる内容となっています。

○奥平一夫委員 その制度の仕組みについて、簡単

にお願いできますか。

○棚原憲実環境整備課長 事業の実施主体は、海岸

管理者と市町村になります。それに要する費用につ

きましては、県で要望額等を取りまとめた上で、国

に予算要求して事業をしている流れになっていま

す。補助額につきましては、今年度から10分の9.5
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に減額されました。来年からは、10分の９にさらに

減額される予定になっていますけれども、補助率と

してはまだ非常に高く、継続してやっていかなけれ

ばならない事業なので、国に対しても引き続き予算

要求しながら、事業を実施していきたいと考えてお

ります。

○奥平一夫委員 漂着ごみはつい最近から言われる

ようになっておりますけれども、毎年、押し寄せる

ようにごみが漂着しているということで、国の事業

として、今、対策をやっているということですけれ

ども、沖縄県全体で何トンぐらいの漂着ごみが来て

いるのでしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 平成21年から平成23年に

かけて実態調査をしておりまして、その報告に基づ

きますと沖縄県内で8900立米という調査結果になっ

ております。国でも毎年、モニタリング調査をして

いまして、国の報告ですと、もちろん推計になりま

すけれども沖縄県は年間１万3000立米です。

県の調査は目視による実態調査をやっておりまし

て、国のモニタリング調査は沖縄県も含めて各都道

府県で何カ所か場所を選定してやっておりまして、

沖縄県は石垣島だけを調査対象としています。それ

をもとに、国で推計量を出しているという違いがあ

ります。

○奥平一夫委員 8900立米をこの制度によって毎年

処分しようということですか。

○棚原憲実環境整備課長 海岸の美化のためには必

要な事業だと考えておりますけれども、発生抑制対

策として環境教育ですとか、もちろん県内から排出

されるごみもありますので、環境教育の推進と、あ

と昨年度から県で取り組んでいることは、近い外国

ということで台湾とも交流事業を開始しまして、相

互に減量化に向けての普及啓発活動などに取り組ん

でいきましょうという事業も開始しております。

○奥平一夫委員 全部は取り切れてないということ

で、毎年残るわけですね。

○棚原憲実環境整備課長 これにつきましては、や

はり毎年、地域によって量の変動もありますので、

事業を要望される市町村の状況に応じて、市町村が

そこを優先的にやっていこうという計画に基づい

て、進めていきたいと考えております。

○奥平一夫委員 ちなみに、これは今、それぞれの

市町村が手を挙げないとできない事業だということ

ですけれども、これまで大体幾つぐらいの市町村が

手を挙げて、その撤去事業をしたのでしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 平成26年度の実績で申し

ますと、15市町村で事業を実施しておりまして、地

域ごとで言いますと、58区域で5627立米の除去を

行っております。

○奥平一夫委員 主要施策の成果に関する報告書の

中では、事業の効果として755トンと記載されてい

ますけれども、これはどういう意味ですか。

○棚原憲実環境整備課長 体積として5627立米で、

最終処分された重量としましては、755トンとなっ

ています。

○奥平一夫委員 県の担当課として、この地域もぜ

ひ手を挙げてほしいけれども、全然手が挙がらない

というような市町村はありますか。

○棚原憲実環境整備課長 これにつきましては、や

はり地元が一番状況把握していると思いますので、

市町村の意向を優先しますし、我々としても予算の

活用については引き続き市町村に促してやっていき

たいと思っております。

○奥平一夫委員 先ほど、新里委員とのやりとりの

中で、１億円ぐらいの国庫返還があったということ

で、もう一度理由を説明してください。

○棚原憲実環境整備課長 予算要求に当たりまして

は、平成25年度、平成26年度の２年間の事業で予算

要求を行いました。そのもとになるものが先ほど言

いました、平成23年度の調査で算出しました現存量

8900立米をもとに、２年間で約６億円という予算を

見込みまして、国に要望したところです。実際には

平成25年度が2473立米、平成26年度が5627立米とい

うことで予想よりも回収量が少なかったことが１

つ。もう一つが、崖の下や手が届きにくいところも

あることと、ボランティア活動なども活発になって

おりますので、ボランティアの活動によって既にき

れいになったところは改めて事業を実施する必要が

ないということで、不用額が生じたのではないかと

考えております。

○奥平一夫委員 これは、漂着ごみ事業の啓発が足

りないという視点から見ると気になりますけれど

も、その辺は大丈夫なのでしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 委員おっしゃるように、

流れてくるものを処理することも大事ですけれど

も、新たに発生させないことも大事なので、我々と

しても先ほど言いましたが、環境教育も市町村独自

でも取り組んでいただいておりますので、その強化

も含めて引き続きやっていきたいと考えておりま

す。

○奥平一夫委員 次、生物多様性の戦略について、

環境部長の御見解をお聞きしたいと思います。
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○當間秀史環境部長 御存じのとおり、沖縄県は亜

熱帯性の海洋気候であるということ、それから海に

よって隔絶されているということで、日本本土とは

違った独特な生態系が形成されております。また、

島ごとでも沖縄本島、宮古島あるいは石垣島で、島

ごとに多様な自然環境がありまして、また生態系も

形成されています。ですから、世界的にも類いまれ

な生物多様性豊かな地域であるとの認識でございま

す。こういった沖縄県の豊かな生物多様性の世界を

引き続き保全していくことが環境部に課せられた使

命であると考えております。

○奥平一夫委員 その戦略の中で最も大事なことが

幾つかありますけれども、自然環境を保全すること

が一番大事だと思います。環境保全に対する皆さん

の見解を少し聞かせてください。例えば１つの事業

ぐらい挙げて、このようなことしていますとか、ど

ういうためにやっていますよとかということだけで

いいです。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 平成23年度に

生物多様性おきなわ戦略を作成していますけれど

も、その中の大きな柱として５つの柱をつくってお

ります。１つ目が、生物多様性の損失をとめるため

の取り組み。２つ目が、生物多様性を保全・維持し、

回復するための取り組み。それから、自然からの恵

みを賢明に利用する取り組み。それから、生物多様

性に対する認識を向上させる取り組み。また、生物

多様性の保全に関する取り組みに県民を参加させる

取り組みということで、５つの柱で展開しておりま

す。今回、それぞれの柱については環境部だけでは

なく、県庁内全ての部局において生物多様性おきな

わ戦略会議を設置して、それぞれの戦略にそれぞれ

の関係部局が展開する施策を張りつけて、事業を進

めている状況でございます。その進捗については毎

年定期的にローリングしながら会議を開催して、Ｐ

ＤＣＡをチェックしながら展開をしている状況で

す。特に事業紹介というお話もございましたので、

生物多様性の損失をとめるための取り組みの具体的

な施策としては、例えば外来種対策の推進ですとか、

希少種保護条例の制定ですとか、サンゴや干潟の保

全再生という形でそれぞれの事業が展開されている

ということでございます。

○奥平一夫委員 サンゴもそうだし、外来種を駆逐

していくということも含めて、赤土の流出も防ぐと

いう非常に大事な事業になっていると思います。本

当に、唯一無二の沖縄県の固有種をなくさないため

にもぜひ頑張っていただきたいと思います。この実

効性―やることではなくて、どう効果を得ることが

できるかということについて御意見をお聞きしたい

と思います。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 委員おっしゃ

るとおり、どういう形で実効性を確保するかが一番

難しいところかと思います。先ほど申しましたよう

に、戦略会議を昨年設置しましたので、その中でそ

れぞれの部局がそれぞれの形で計画をしてもらっ

て、それを我々でチェックしながら推進していくこ

とが、現時点で一番のポイントかと思っております。

それに当たっては、基本的になぜ生物多様性が必要

なのかというＰＲも含めて、十分理解していただく

ということがポイントかと考えております。

○奥平一夫委員 たくさんありますけれども、最後

にこの生物多様性について、つまるところ生物多様

性を保全をしていく、あるいは壊れた自然を再生し

ていくことについては、これにも書いてあるように

自然環境と調和した経済社会をどう構築していくか

ということなのですけれども、環境部長の見解を手

短にお願いします。

○當間秀史環境部長 自然環境と経済との調和を

図っていかなければならないということは、これま

でも言われていることであります。これまでも、や

やもすると人間の経済活動が優先してきたというこ

とがあっただろうとは思いますけれども、ただ、こ

の生物多様性という概念が出てきてからは、やはり

これが時代の新しいものの考え方になってきつつあ

りますので、そういったことを踏まえて、今後、我

々としても関係部局にも働きかけていきながら、沖

縄県の生物多様性を守っていきたいと考えておりま

す。

○奥平一夫委員 次に、企業局長にお伺いしたいと

思います。第９次沖縄県企業局経営計画について、

御説明をいただけませんか。大まかでいいです。

○平良敏昭企業局長 第９次沖縄県企業局経営計画

の概要としましては、安全で安心な水の供給など３

つの項目を掲げて、45項目にわたる取り組み―所属

アクションと我々は申し上げておりますけれども、

そういう取り組みを実施することとしておりまし

て、数値目標としては、定員管理、定員数などの数

値目標を17項目、それから経費の節減効果目標額を

１億2400万円余りと、このような目標を掲げて平成

26年度から４年間取り組むこととしています。

○奥平一夫委員 第８次沖縄県企業局経営計画もご

ざいましたね。その計画と比較して何がどう変わっ

たのか。つまり、第８次沖縄県企業局経営計画がど
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のぐらい成果を上げたかも含めてお願いできません

か。

○大村敏久総務企画課長 概略的な説明になります

けれども、第８次沖縄県企業局経営計画で達成した

項目は、当然ながら削除しております。新たな課題

としてトンネル等の更新計画とか耐震化とかが出て

いますので、そういうものを盛り込んでいったとい

うことであります。

○奥平一夫委員 時間がないので、この辺について

お聞きしたいです。もうじき観光客が1000万人に到

達いたします。恐らくあと３年後、４年後ぐらいだ

と思いますけれども、その1000万人観光客を含めた

県民への水の供給は大丈夫なのでしょうか。

○平良敏昭企業局長 奥平委員から御質疑のあった

件ですけれども、観光客1000万人になっても、それ

ほど大きな影響はないだろうと。今、日量大体42万

トン弱ぐらいで推移しています。能力はかなりあり

ますので、今現在、観光客は717万人ぐらいですけ

れども、平均滞在日数は大体３泊４日弱ぐらいです。

１日当たりの観光客滞在人数を計算すると、七万四、

五千人ぐらいになるわけです。これが1000万人に

なっても、１日の滞在人口としては大体10万人前後

ぐらい。文化観光スポーツ部の計画では、４泊５日

とか５泊６日になっても、１日当たりの滞在人数は、

十二、三万人ぐらいになります。それを計算しても、

我々の計算上は十分に対応可能だと、今、そのよう

に考えております。

○奥平一夫委員 ダム貯水量はわかりますか。

○稲嶺信男企業技術統括監 今、国のダムそれと県

管理、県企業局管理ということで、11ダムあります

が、総量で１億1200万トン余りの容量を持っており

ます。

○奥平一夫委員 昨今、異常気象で雨が降らなかっ

たり、少雨であったり、干ばつ気味であったりとい

うことが結構続いています。そういう意味では、気

象に左右される皆さんの事業も非常にハンドルも厳

しいと思いますけれども、その辺についてはいかが

でしょうか。

○平良敏昭企業局長 昨年の水事情は割と降雨が安

定的にあった関係で、それほど問題はありませんで

した。一昨年は長期に雨が降らなくて、非常に困っ

たというときがありました。一時期、海水淡水化を

一カ月ほど日量３万トン回したという実態もござい

ます。しかしながら、現実的には一昨年の事例から

見ても問題がなく十分対応ができましたので、大き

な心配はないと考えております。一応ダムの計画も

金武ダムを最後に水源開発は終わったということ

で、私どもとしては、やはり水の効率的な運用、県

民の節水意識の普及、近年の節水機器等の普及、そ

ういうものをうまく活用していけば特に問題はない

と考えております。

○奥平一夫委員 時間がありませんので１つだけお

聞きします。先ほど説明のありました耐震化につい

てです。今、本当に地震が結構多いので、耐震化に

ついて今後どう展開をしていこうとしているのかと

いうことを少しお聞かせください。

○上地安春建設計画課長 企業局では生活基盤の充

実、強化及び防災減災対策としまして、老朽化した

水道施設の計画的な更新、耐震化の推進に取り組ん

でおります。これまでの取り組みによりまして、平

成26年度末の企業局の管路は総延長691キロメート

ルございます。そのうち、震度７程度の巨大地震に

対して耐震性を有する管路は全体の38.7％、距離に

すると268キロメートルとなっております。企業局

では、当面の目標としまして平成33年度の耐震化率

の目標値を44％として設定しておりまして、引き続

き西原糸満送水管や与那原佐敷送水管といった事業

の実施によりまして耐震化率の向上に努めることと

しております。また、浄水場につきましては、平成

26年度末の耐震化率が38.7％でありますけれども、

現在進めている北谷浄水場整備事業の完了―これが

平成33年度を予定しておりますけれども、その完了

により68.8％へと向上する見込みでございます。さ

らに、ポンプ場は63.5％、配水池は87.5％と既に目

標値を達成しておりまして、これらの施設の達成に

よりまして１日の平均給水量であります約40万立方

メートルに相当する施設能力を確保している現状で

す。

○奥平一夫委員 立派な答弁でしたので、ほかは聞

く必要ないのですけれども、国際交流事業の目的と

経緯、現在どうなっているかをお聞かせください。

○上間丈文企業企画統括監 企業局での国際交流事

業は今から５年前、平成22年からスタートしました。

大洋州諸国に対するＪＩＣＡ課題別研修をスタート

させたわけですけれども、実は、その経緯は、宮古

島市がその３年前から、いわゆる草の根事業という

形でサモワ国に対して緩速ろ過と漏水対策をした事

業がきっかけで、３年前に事業が始まりました。そ

のあと、その事業の後継として宮古島市は継続でき

るのかということで、実はいろいろ調整がありまし

て、それを企業局が一括に担って、沖縄県全市町村

を巻き込んだ形での研修受け入れ事業ということ
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で、５年が経過する状況でございます。

○奥平一夫委員 この国際交流については、外国に

対する事業の展開ということも目標にありますか。

○上間丈文企業企画統括監 昨今、水ビジネスとい

う形で県外でもそういう状況がございますが、我々

はそもそも水道事業という形での国際貢献を基本的

な柱においていまして、それが何らかの形で民間の

手助けができるような状況がありましたら、協力は

していきたいと考えていますけれども、ただ現時点

においては、県内企業を巻き込んだ形の大洋州への

展開は厳しい状況にございます。

○奥平一夫委員 それも非常に必要ではないかと思

います。まだ、水道事業が未整備のところがたくさ

んありますから、その辺はきっちりやりながら、沖

縄県の民間事業者について、そういうところで貢献

をしながら、もうけてもらうということをやっても

らわなければならないと思います。よろしくお願い

します。答弁はいいです。

○新垣良俊委員長 休憩いたします。

午前11時52分休憩

午後１時21分再開

○新垣良俊委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

金城勉委員。

○金城勉委員 最初に、ＰＣＢ廃棄物処理推進事業

からお聞きしたいと思います。この事業の内容、進

捗状況について御説明をお願いします。

○棚原憲実環境整備課長 ＰＣＢ廃棄物の処理につ

きましては、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する法律―ＰＣＢ特措法が平成13年６

月に成立しまして、平成38年度末までに処理するこ

とが義務化されております。高濃度ＰＣＢ廃棄物に

つきましては、処理を行う中間貯蔵・環境安全事業

株式会社の事業エリアごとに処理期限が定められて

おり、高圧トランス・コンデンサー等については平

成30年度末までに、安定器等については平成33年度

末までに処理する必要があります。沖縄県では、中

小事業者等への処理費用について軽減措置を図るな

どの費用に充てるため、独立行政法人環境再生保全

機構法第16条第３項の規定に基づきまして、ポリ塩

化ビフェニルの廃棄物処理基金に平成13年度から補

助を行っております。本事業として、平成26年度は

726万9000円の補助を行っています。

○金城勉委員 このＰＣＢ廃棄物は、沖縄県の場合、

どういう原因で出てくるのでしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 沖縄県だけに限らず全国

でそうですけれども、ＰＣＢは絶縁性とか科学的安

定性が非常に高いということで、電気関係に以前か

ら使われておりまして、高濃度につきましては高圧

トランスとか、高圧コンデンサー類に多く含まれて

おります。

○金城勉委員 沖縄県での処理の見通しはどうです

か。

○棚原憲実環境整備課長 ＰＣＢ特措法に基づきま

して、現在使用されておらず廃棄物となったＰＣＢ

廃棄物については、毎年、県に報告することになっ

ております。その報告をした機器につきましては、

中間貯蔵・環境安全事業株式会社―ＪＥＳＣＯと言

いますが、100％国が出資している株式会社で処理

を行うことになっております。現在の状況としまし

て、例えば高圧トランスですと16台の保管届け出が

ありましたけれども、現時点で先ほど言いましたＪ

ＥＳＣＯで15台の処理が既に終わっていて、進捗率

としましては、93.8％処理が終わっております。

○金城勉委員 あと１台処理すれば沖縄県における

ＰＣＢ廃棄物の処理事業は終わるということです

か。

○棚原憲実環境整備課長 先ほど高圧トランスのこ

とを言いましたが、そのほかに高圧コンデンサーで

すとか、蛍光灯に使用される安定器等がかなり多数

存在します。廃棄物となりましたものはＰＣＢ特措

法に基づきまして届け出義務がありまして、我々で

把握して適正に処理を進めることができますけれど

も、現在使用中のものについては掘り起こし調査を

行っておりまして、それにつきましても期限までに

処理できるよう、説明会等で事業者に説明している

ところです。

○金城勉委員 ＰＣＢを使った製品は今も生産され

ていますか。

○棚原憲実環境整備課長 現在は生産は行われてお

りません。ただ、以前使われているものについては、

製造番号等で確認していただいて、適切に処理して

いただく必要があります。

○金城勉委員 平成38年までをめどとしてＰＣＢ廃

棄物の排出はなくなると考えていいのですか。

○棚原憲実環境整備課長 確実に平成38年までに処

理を終わらせるために、この事業を推進していきた

いと考えています。

○金城勉委員 その後、新たな発生はないというこ

とでしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 ＰＣＢは以前いろいろな

用途に使われておりまして、ごく微量ですけれども
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環境中には土壌とかに含まれている状況です。今後、

それを減らしていくために、今把握できるＰＣＢに

ついては適切に処理していくということがこの事業

の内容となっております。将来にふやしていかない

ためです。

○金城勉委員 いろいろな工業製品の生産によっ

て、新たに生まれることはないと受けとめていいで

すね。

○棚原憲実環境整備課長 おっしゃるとおりです。

○金城勉委員 関連して、沖縄市のサッカー場の汚

染問題のその後について御説明いただけますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 沖縄市のサッカー場の

埋設ドラム缶につきまして、平成25年６月に最初の

ドラム缶が発見されましたけれども、これまでに総

数で108本のドラム缶が掘り出されております。沖

縄防衛局、沖縄市、沖縄県の３者で協議しながら、

サッカー場の表層の土壌、それからドラム缶の付着

物、ドラム缶があった底面の土壌、周辺の地下水等

の調査を実施してまいりました。調査の結果、サッ

カー場の表層土については、土壌汚染対策法で定め

る基準値の超過はありませんでした。また、ダイオ

キシン類対策特別措置法で定める環境基準値の超過

もございませんでした。ドラム缶の付着物ですとか、

ドラム缶のあった底面の土壌の一部については、基

準を超えるものがあったということで、これらは容

器等へ梱包した上で現地に設置されたコンテナに適

正に保管されているという状況です。また、サッカー

場から掘り出された廃棄物のまじり土がありますけ

れども、これについてはグラウンドに積み上げて、

遮水シートをかぶせるということで養生をしており

まして、周辺への飛散防止対策を施しているといっ

た状況です。これまで沖縄県では、沖縄防衛局が実

施する掘削調査に伴って周辺環境への影響が出ない

かということで、地下水や近接する河川の河口部で

いわゆる底質―川の底の砂や泥を採取して、有害物

質が含まれていないかという検査を行っています。

現在まで実施している調査結果から、地下水等への

有害物質の影響は見られておりません。また、現在

も調査は続いておりまして、今後はそういった廃棄

物の処理であるとか、掘削部の埋め戻し等が予定さ

れておりまして、県としては引き続き環境法令に基

づいて、沖縄防衛局や沖縄市に助言等を行いまして、

作業の進捗を支援していきたいと考えております。

○金城勉委員 今の現状は、そういう掘削土壌を積

み上げてシートをかぶせている状況ですけれども、

調査の終了の見通し、そして再利用の見通し等につ

いては皆さん把握されていますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 調査に関しましては、

廃棄物を掘り出した後の元地盤の土壌の調査があり

ますので、これも沖縄防衛局が調査を実施しており

ますけれども、まだ今のところ公表はされておりま

せん。また、その後もまだ掘削されていない部分が

あって、サッカー場のトイレの部分とか、その近傍

については、今後また調査を実施していくというこ

とで、少なくともあと半年以上は調査に時間がかか

る見通しであります。

○金城勉委員 出てきたドラム缶には、文字として

枯れ葉剤メーカーの社名がありましたけれども、そ

の因果関係等についてはどうですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 これについても沖縄防

衛局が米軍に問い合わせを行ったり、あるいは商標

にあった米国の会社に問い合わせはしてるというこ

とですけれども、今のところ関連性については、ま

だわかっていないということです。それと、枯れ葉

剤成分の分析も行っていますけれども、分析結果か

ら枯れ葉剤の原料とみられる除草剤も検出されてい

ますが、ただ、その除草剤もかつて農薬として普通

に使われていたものですので、これをもって枯れ葉

剤だという確証はつかめてないと沖縄防衛局は言っ

ております。

○金城勉委員 その辺のところがまだはっきりしな

いので、県としてもやはり強い関心を持って、沖縄

市や沖縄防衛局との連携を図っていただきたいと思

います。あと半年以上も調査を必要とするのであれ

ば、さらにまた次の活用についてはおくれることに

なるわけですし、ぜひ引き続き対応をお願いしたい

と思います。

最近、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定―

日米地位協定の環境項目に関する日米間の運用改善

がありましたけれども、その内容について御説明い

ただけますか。

○松田了環境政策課基地環境特別対策室長 平成27

年９月28日に、日米両政府間で、日米地位協定を補

足する日本国における合衆国軍隊に関連する環境の

管理の分野における協力に関する日本国とアメリカ

合衆国との間の協定―環境補足協定が締結されてお

ります。締結された環境補足協定の主な内容は４点

ございます。まず１点目に、米軍の内部規則であり

ました日本環境管理基準、通常ＪＥＧＳと呼んでい

ますけれども、これを米軍が遵守すべき基準として
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補足協定の中に位置づけております。それから環境

に及ぼす事故が発生した場合、それから基地の返還

に関連する現地調査を行う場合に適切な立ち入りが

行えるように手続を作成する。３番目に、相互に情

報を提供し共有する。４番目に、協定の実施に関し

て、一方からの申し出により協議を開始するという

４点となっております。

○金城勉委員 この４点の見直しがなされたという

ことで、日本の環境基準を守るということ、あるい

は汚染現場の調査もできるということは、例えば基

地内で汚染が発生したときを想定した場合、これま

での調査の仕方とこれからの調査の仕方は、具体的

にどのように変わりますか。

○松田了環境政策課基地環境特別対策室長 基地内

への立ち入りについては、1973年の日米合同委員会

合意それから1996年の日米合同委員会合意、そう

いった合意に基づきまして手続の方法等が定められ

ております。今回の環境補足協定の締結に伴いまし

て、立ち入りに関する日米合同委員会の新たな合意

がされておりまして、例えば事故が発生した場合に

ついては、県が要望した場合、米軍が妥当な考慮を

払うということで位置づけられていますけれども、

米軍の運用に左右されると。米軍が妥当な考慮を払

う義務はありますが、その妥当な考慮を払った上で、

必ず払えるのかどうかということについては、まだ

実績もないということもございまして、この運用が

なされるということなどについては不十分な点があ

るのではないかと考えております。それから、返還

の際の立ち入りにつきましては、県は少なくとも３

年前から立ち入り調査を実施したいということで外

務省に要望しておりましたけれども、この点につい

ては返還の150日労働日前―約７カ月程度を越えな

い範囲で日米間で決めるということになっておりま

して、これも不十分な点ではないかと考えておりま

す。

○金城勉委員 補足協定ができて改善されたと日米

は言っているようですけれども、この調査について

や基準を守ることについても、米軍側の妥当な考慮

が前提になるということであれば、実際それが日本

側あるいは県の意向に沿った形で実施されるかどう

かは、保証の限りではないですね。

○松田了環境政策課基地環境特別対策室長 今後の

運用を待って評価すべき点もあるかと考えておりま

す。

○金城勉委員 例えば、金武町のヘリの落下事故が

ありましたけれども、そういうケースの場合、県も

調査を要請したけれどもなかなか許可がおりない

ケースがありましたが、あのようなケースに当ては

めて考えた場合はどうなりますか。

○松田了環境政策課基地環境特別対策室長 米軍か

ら事故があったと通報を受けた場合は、県が要請す

れば米軍が妥当な考慮を払うと。その際に、県でサ

ンプリングすることについても妥当な考慮を払うと

いうことになっておりまして、現時点での日米合同

委員会の合意の内容では、以前と比べると立ち入り

の可能性が高い、あるいはサンプリングについても

認められることがあるといったことで、県の調査に

ついては前進した部分もあるかと思いますけれど

も、その妥当な考慮を払うという点において米軍の

運用に左右されることがございますので、我々とし

ては日米両政府に対して、立ち入りをきちんとでき

る形で引き続き要請は行っていきたいと考えており

ます。

○金城勉委員 現実はなかなか難しいですね。米軍

の裁量権が優先されることになると、不利な状況で

あればあるほどこれが許可されにくいことは容易に

想定されます。例えば、沖縄市のサッカー場の汚染

問題の場合も、やはり返還前の事前調査がしっかり

なされないためにこういう結果が出てきているの

で。しかも３年前の要望が150日になっているとい

うことでもありますし、その辺のところも非常にこ

の補足協定はあのように大々的に発表した割には、

なかなか意向に沿った形にはなってないように感じ

ますけれどもどうですか。

○松田了環境政策課基地環境特別対策室長 返還の

際の立ち入りについては、通常が150日労働日前と

なっておりますけれども、別途日米間で合意すれば

それ以前の立ち入りも可能ということで合意が行わ

れておりますので、今後そのような返還に際しては、

県としては少なくとも３年以前には立ち入りができ

るような形で認めていただきたいと要望していきた

いと思っております。

○金城勉委員 これは引き続き日本政府に対して

しっかりした環境基準を設けられるように働きかけ

をお願いいたします。

次に、アスベスト被害の救済制度の運用について、

事業内容の御説明いただけますか。

○永山淳環境政策課長 アスベスト被害の救済制度

について、現在、２つの法律でもってやっておりま

す。労働者災害補償保険法、いわゆる労災補償が１

つ。さらにもう一つの法律が、石綿による健康被害

の救済に関する法律、これら２つの救済制度があり
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まして、１つは特別遺族給付金になります。さらに

もう一つは、救済給付金という３つの救済制度があ

りますけれども、前者は労災補償と、石綿による健

康被害の救済に関する法律の特別遺族給付金につい

ては所管である国が直接行っているものでありま

す。県が所管しているものは、石綿による健康被害

の救済に関する法律の救済給付というものを所管し

ております。これについて、対象者を石綿により健

康被害を受けた者のうち、労災補償の対象とならな

い者―これは労働者の家族であるとか工場周辺の居

住者等が対象になります。これにつきましては、窓

口は独立行政法人の環境再生保全機構が行っており

ますけれども、平成27年３月現在で沖縄県の認定状

況は49名で、そのうち１人が元米軍関係者、労働者

であります。

○金城勉委員 この石綿被害に至るケース、これま

でのことを踏まえてどうでしょうか。例えば、米軍

基地内でアスベストが使用されて、被害が出るとい

うこともわからないままに工事をして、多くの軍雇

用員が被害を受けたケースがありました。それ以外

に民間地域でもありますか。

○永山淳環境政策課長 これは、基本的に我々が受

け付けとしてやりますが、独立行政法人環境再生保

全機構によって、いろいろ審査とかをやって給付し

ておりますけれども、そこまでの状況は今のところ

把握しておりません。

○金城勉委員 どこでそういう石綿被害を受けたか

というところまでは、皆さんでは把握していないと。

○永山淳環境政策課長 先ほど話しましたように、

公表されたものは沖縄県でありますと病気の種類で

わかります。例えば、中皮腫であれば認定されてい

るのは９人、肺がん２人、びまん性胸膜肥厚はゼロ

というように、何名といった形では統計は出ていま

すけれども、どこでどうやってこうなったというこ

とについては公表はされていません。

○金城勉委員 今、説明があったように２つの法律

で救済する仕組みができているということですが、

労務災害等については商工労働部あたりが管轄に

なっているのでしょうけれども、この認定者が49人

で、皆さんの資料によると、県内での申請者数がこ

とし３月現在で77人で、うち環境政策課長が答弁さ

れた認定者数が49人となっていますが、この77人の

うち49人しか認定されていないという内容について

もわかりますか。

○永山淳環境政策課長 今のところ申請者数に対し

ての認定者数は数字でしか我々には公表されていな

くて、内容についてもこちらではわかりません。

○新垣良俊委員長 前島明男委員。

○前島明男委員 それではまず、環境部にお尋ねを

いたします。赤土防止対策についてですけれども、

これは沖縄県の観光事業において非常に重要なこと

でありますのでお聞きしたいのですけれども、県内

で赤土による被害が特に大きいところはどこなの

か、その辺をまず教えていただけますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 県で、赤土流出のある

海域についてモニタリングをずっと行っていますけ

れども、直近３カ年で見てみますと、最も赤土が堆

積している―ランク分けして最高ランクが８で申し

上げますと、ランク８が平成24年、平成25年、平成

26年ともに宮良湾となっております。そのほかに高

いところとしましては、平成26年にうるま市池味地

先がランク７ということで、比較的赤土が堆積して

いる海域となっております。

○前島明男委員 そのほかは。

○仲宗根一哉環境保全課長 人的な赤土の汚染が見

られるというところでランク６以上が赤土の汚染海

域と判断しておりますけれども、ランク６に関して

は結構ありまして、平成26年度だけで見ましても、

今帰仁村の大井川河口や本部町の大小堀川河口、そ

れから恩納村の屋嘉田潟原、東村の平良川の河口、

宜野座村の漢那中港川河口。沖縄本島だけでもこれ

ぐらいありまして、あと離島の石垣島では嘉良川河

口でありますとか、大浦川河口、吹通川河口、それ

から名蔵湾。竹富町にいきまして、与那良川河口と

なっております。

○前島明男委員 聞いていますと、これはほとんど

農地から出てくる赤土被害のように思いますけれど

もどうですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 平成25年度に全県的な

年間赤土流出量の調査を行っておりまして、その中

で流出源ごとに割合を見てみますと、やはり農地か

ら８割以上流れているといった調査結果が出ており

ます。

○前島明男委員 農地から出てくる赤土の防止対策

はどうなっていますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 環境部としましては、

今行っている一括交付金事業の中で、赤土流出防止

活動を行う団体に対して補助金を交付して、特に農

地周辺からの赤土流出に対する防止活動について支

援をしております。そういった団体はグリーンベル

ト―植栽といったようなことで対策をしている状況

でございます。
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○前島明男委員 これはどういう団体ですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 ほとんどがＮＰＯ団体

です。

○前島明男委員 これは、ＮＰＯでやることも大事

なことかもしれませんけれども、建設現場であれば

沈砂池をつくることが義務づけられているので、ほ

ぼ建設現場からは赤土の被害は出てこないと思いま

す。ほとんどが農地ですから、ＮＰＯ団体でやるの

も結構だと思いますけれども、私が個人的に思うの

は、グループでこの畑の主の地域をひとまとめにし

てやるか、あるいは市町村単位で区域を決めて沈砂

池をつくるなりして、海に赤土で汚れた水を一切流

さないというような方法はとれないのか。その辺は

どうですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 先ほど申し上げた農地

の対策の中には、農地の周辺にも沈砂池を事業で設

置しているところもありますので、これも農林水産

部の事業ですけれども、そういった沈砂池に堆積し

ている赤土がありますので、それを除去する活動も

団体の一部ではやっております。そして、特に赤土

の流出が多い石垣島についても、我々の事業の中で

地域の人たちを集めて、啓発啓蒙活動を行ったりは

しております。

○前島明男委員 一旦海が汚れるともとに戻すこと

はなかなか至難のわざなのです。ですから絶対に農

地からの赤土は海に流さないと。沈砂池を地域ごと

に幾つかつくって防止するということで、ＮＰＯ団

体以外でも市町村がそれを積極的にそういう問題に

取り組んでいくという方法を、また、農林水産部は

農林水産部でやっているのでしょうけれども、環境

部は環境部でしっかりとやってもらいたいと思って

おります。

○仲宗根一哉環境保全課長 赤土の流出防止対策に

つきましては全庁的な機関がございますので、沖縄

県赤土等流出防止対策協議会あるいは幹事会の中で

関係部局と連係を図りながら、赤土の流出対策を今

後ともより一層強く推進していきたいと考えており

ます。

○前島明男委員 防止対策について質疑しましたけ

れども、今後、汚れた海域をどう再生していくのか。

その辺はどう考えていますか。一旦汚れたところを

可能な限り元に戻す、そういう対策はどうですか。

○當間秀史環境部長 そういった赤土等で汚染され

た河川や海域の浄化等も含めて、今、沖縄県におい

ては環境再生事業に取り組んでおります。昨年度に

おいて環境再生指針をつくりまして、環境再生事業

をいかに進めていくかという指針でございますけれ

ども、これに基づいてまず手始めに、東村の慶佐次

川は、上流の畑からの赤土流出によりかなり河川が

汚れておりまして、なおかつ赤土の土砂によって中

流域も陸地化しており、マングローブが繁茂してい

るような状況があります。下流においてはカヌー等

を利用してツーリズムをやっているところですけれ

ども、干潮には船さえもこげないという状況があり

ますので、上流における赤土流出をとめるというこ

とと、中流域においては河川のしゅんせつ、そして

下流域においてもしゅんせつ等を行うという事業

を、東村慶佐次においてモデル事業として今年度か

ら取り組んでいるところであります。

○前島明男委員 サンゴを死滅させることは漁業と

も大きなかかわりが出てきますので、その辺は漁業

協同組合等といろいろ協力体制も必要かと思います

けれども、個人の畑から赤土を流した場合、罰はな

いのですか。

○當間秀史環境部長 沖縄県赤土等流出防止条例に

おいては、農地については除外されているところで

あります。

○前島明男委員 これは何らかのパニッシュメント

をやらないと、汚しても何の責任を問われないとい

うことではイタチごっこで、赤土流出汚濁は一向に

よくならないです。ですから、その辺のことも考え

てやらないと、赤土を流しても罰も何もないのでは

いけないと思いますけれども、環境部長はどう考え

ますか。

○當間秀史環境部長 先ほど申し上げた環境再生事

業の中において、協議会というものを持ちます。こ

れは河川にかかわっている地域の人々が集まって、

この地域を今後どうよくしていこうかというような

協議をして、構想あるいは計画をつくるところです。

その中には当然、農家の方であるとか水産業をして

いる方、地域の代表あるいは役場の方なども含まれ

ていますので、その中で流域全体として赤土問題に

取り組んでいけるということでございます。

○前島明男委員 これは個人農家の意識を高めない

とだめです。ＮＰＯ団体が対策をやるとか、あるい

は市町村が対策やると言っても、これは農家個人が

そういう意識を持って、条例もあるし自分の畑から

赤土を流したら罰金を取られるかもしれないという

ことであれば、やはりみんな考えます。ですから、

その辺も今後の課題として、私は十分検討してもら

いたいと思います。これは要望です。

今度は企業局、１点だけ。各家庭の水道料金の一
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番安いところと一番高いところを教えてください。

○石新実配水管理課長 一般家庭で10トンの水を

使った場合の料金で、県内の市町村で最高が北大東

村の3535円、最低が東村の630円となっています。

○前島明男委員 同じ県内に住んでいて同じように

税金も払っていながら、片方は10トン当たり630円

で、片方は3535円で５倍もの差があります。人間が

生きていく上では、何も食べなくても水と空気さえ

あれば２週間もつらしいです。肝心の水が県内に住

んでいてこれほど格差があるのでは、これはそのま

まほっておくわけにはいかないです。ですから、そ

れを平準化するといいますか、東村あたりは水がめ

で水を我々に供給しているわけだから、それはそれ

でいいとして、大体平均的な、例えば2000円なら2000

円で、あるいは1500円ぐらい、その辺の平均の給水

料金でできる方法はないですか。

○平良敏昭企業局長 前島委員の御指摘はもっとも

だと思います。電力料金を見れば全県一律料金です。

そういう点から考えると、確かに問題点は大いにあ

るかと感じています。ただ、北大東村や南大東村は

水源がほぼないということで、海水淡水化で対応し

ています。そのための動力費、いわゆる電気料金の

コストと給水人口が極端に少なくて、南大東村です

と1500円超ぐらいで、北大東村だともっと少なく半

分ぐらいということで、これだけの料金差が出てく

る。一方、東村は水源もあって、緩速ろ過等で設備

投資をそれほどしなくても済むということで、非常

に安く済んでいる。一方、その中で企業局が供給し

ている市町村は大体1300円から1500円強ぐらいでお

さまっているわけです。ですから、用水供給を広域

化することによって、ある程度の差を縮めることは

可能だと考えております。極端に料金の高い沖縄本

島周辺の８村は水源から水を浄水するコストがかな

りかかってます。今現在、企業局の浄水コストの原

価は１立方当たり100円を切るぐらいです。これが

沖縄本島周辺８村の場合は800円や900円とかにな

る。これを我々企業局が担って100円前後ぐらいで

やると。もちろん、現地では大赤字です。我々がやっ

てもこれぐらいかかるわけです。ただそれは全体で

対応することで100円前後の原価―売値で言うと、

消費税抜きで102円24銭でやることによって、この

差をできるだけ縮めたいと、今、考えて取り組んで

いるところです。

○前島明男委員 大変夢のような話がありましたけ

れども、やるとすればこれはいつごろから実施可能

ですか。

○平良敏昭企業局長 早速、本年度末には厚生労働

大臣に事業計画変更の認可をとらなければならない

わけです。これは当然、議会でも議論していただく

ことになりますけれども、これをやった上で、準備

を進めて早いところで平成29年度の後半。一応、８

村の村長の皆さんとの協定では平成33年度までには

全部を終了するという協定ですけれども、我々とし

てはできれば１年程度は前倒しをしたいという考え

で全力で取り組んでいる状況です。

○前島明男委員 離島の皆さんにとっては非常にあ

りがたい話なので、ぜひ１年でも早くできるように

皆さんの御尽力に期待をしたいと思います。

○新垣良俊委員長 嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 環境問題です。環境保全費に不用

額がかなり出ていますけれども、大きな理由を少し

説明できますか。

○永山淳環境政策課長 土木環境保全費の不用額が

3040万1358円になりますけれども、不用額で一番大

きいものが、水質測定機器整備事業費―これは552

万1000円で、観光施設等の総合的エコ化促進事業が

368万1000円となっております。

○嘉陽宗儀委員 不用額に出すよりは、環境保全費

ですから、今説明があったもの以外にも保全を図る

べき課題というものはあるのではありませんか。

○永山淳環境政策課長 基本的に国庫補助事業であ

りまして、使途が特定されているものですから、ほ

かに流用することが制度的にできないものでありま

すので、不用ということになります。

○嘉陽宗儀委員 なぜこういうことを聞いているか

というと、今、大騒動しているのは、辺野古の海の

埋立承認に対して前知事がとるべき環境保全策は全

部とったので埋立承認しますということがありまし

た。埋立承認について、環境部は環境保全にやはり

少し問題があるのではないかというものを出してい

たと思います。これは間違いないですか。

○當間秀史環境部長 環境部長の意見として、示さ

れた環境保全措置では懸念が払拭できないという意

見を出したことがあります。

○嘉陽宗儀委員 それで難しいという態度をとって

いながら、途端にとり得るべき処置を全部とりまし

たという知事のコメントになっていますね。環境部

の皆さんも埋め立てて大丈夫です、環境保全できま

すよとゴーサインを出したわけです。そのとき私は

どういう処置をとったのかと思いました。最初は困

難だったけれども、こういう措置をとったから大丈

夫ですよという知事意見になったかと思います。そ
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れで、今、皆さんは予算も余ったから、やったかと

聞いています。

○當間秀史環境部長 埋立承認につきましては、主

管部局であります農林水産部それから土木建築部に

おいて判断されて、承認されているものと思います

けれども、この部分について環境部としては懸念は

払拭できないという意見を述べたところでありま

す。環境保全措置については、事業者である沖縄防

衛局において適正に執行していただくということで

ございます。

○嘉陽宗儀委員 沖縄防衛局の環境アセスメントを

ここで議論して、結局は、環境保全策はきちんとと

れないにもかかわらず、例えば、いろいろな措置を

とってマニュアルを出して、それで沖縄防衛局が

ちゃんと措置をして、環境を守りますというのがあ

りましたね。今、沖縄防衛局は、そのマニュアルを

一つでもつくっていますか。

○當間秀史環境部長 主管部局において承認に当

たっては留意事項をつけてございまして、そのとき

に、例えば騒音問題については米軍に周知するとい

うことと、それから環境保全措置については環境監

視等委員会の指導・助言を得て行っていくようにと

いうことになっているところでございます。

○嘉陽宗儀委員 この環境監視等委員会の問題につ

いて言えば、まともにきちんとしなかったのではな

いかということで、この場で私は問題提起したので

すけれども、今、新聞にあるように、事業者から環

境監視等委員会に寄付をされていたという問題が出

ています。寄付をもらっているために、本来ならば

ちゃんと環境をきちんとするという立場で仕事しな

ければならないにもかかわらず、便宜を図ったとい

う疑念を私は持っていますけれども、どう思います

か。

○當間秀史環境部長 当該環境監視等委員会は、事

業者の要項に基づいてつくられておりまして、その

要項の中で、普天間飛行場代替施設建設事業を円滑

かつ適正に行うため、環境保全措置及び事後調査等

に関する検討内容の合理性、客観性を確保するため、

科学的、専門的助言を行うことを目的とするとあり

ます。そういった意味からすると、委員会の運営に

当たっては、その合理性であるとか、その客観性に

疑問を持たれるようなことがないように運営はすべ

きだと考えます。

○嘉陽宗儀委員 そういうことが書かれています。

ところが、実際はいろいろな委員が金をもらってい

た。その中で特に中心になって委員会を取り仕切っ

たのが、いであ株式会社と書かれています。いであ

株式会社という会社を知っていますか。

○當間秀史環境部長 いであ株式会社については

知っています。

○嘉陽宗儀委員 どういう会社ですか。

○當間秀史環境部長 主に環境系のコンサルタント

を行っている会社であります。

○嘉陽宗儀委員 私の調査でも、全国の政府に関係

するような環境についてはほとんどコンサルタント

して仕事をしていますけれども、この会社は、前は

どういう名前でしたか。

○古謝隆環境企画統括監 たしか、新日本気象海洋

株式会社だったと思います。

○嘉陽宗儀委員 そうだと思います。なぜそれを言

うかというと、私は新石垣空港の建設予定地をめ

ぐって２転、３転する中で、白保に建設場所をずら

すということがあったときに、この位置をずらす調

査をして、問題ありません、サンゴもありませんと

やったのがこの会社、新日本気象海洋株式会社―新

日気なのです。だから、アオサンゴが豊かにあるに

もかかわらず、サンゴはありませんという調査報告

書を出した企業なものだから、問題ありと。この問

題を受けて、我々はサンゴ礁の海を埋め立てて飛行

場をつくったのではサンゴを守れないということ

で、大丈夫という報告書があったけれども、奄美大

島の新奄美空港は埋め立ててつくっても大丈夫だと

言うので調査に行った。そこで中川京貴委員も一緒

に調査して、私が調査したらサンゴが死滅している、

中川委員が調査したらサンゴはたくさんありました

ということなのです。それで、この新日気はこれま

で県の仕事をしたことはありますか。

○古謝隆環境企画統括監 環境部もいであ株式会社

に業務委託したことはございます。

○嘉陽宗儀委員 今まで県のどういう仕事をしてき

たか、調べられますか。

○古謝隆環境企画統括監 まず、環境部は事業実施

部局ではございませんので、いであ株式会社に委託

する業務は特にございません。もう一つは、環境を

監視するという意味合いですと、アセスメントの手

続を経た案件につきましては、アセスメントの審査

会がございますので、それは独立性を保って審査を

しているところでございます。環境部でいであ株式

会社に業務を委託したのは、調査研究部門であると

か、あるいはダイオキシンなどについて、いであ株

式会社も環境省に登録した業者ですから、ダイオキ

シンの分析を依頼したことはございます。
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○嘉陽宗儀委員 古い資料ですけれども、石垣島の

周辺海域の実態調査及びその取りまとめについて

は、県が新日気に委託した。しかもこれだけではな

くて、新石垣空港環境現況調査報告書を見たら、土

木建築部と新日気が両方でやって、中身は新日気が

責任持ちましたと。新日気は、新石垣空港の白保の

海には貴重なサンゴはありませんという報告書を出

したので、私どもは改めて石垣島に行って、白保の

海に潜って、豊かなアオサンゴ礁があるではないで

すかということで追及をして、建設場所の変更がで

きたのです。これはわかりますか。

○當間秀史環境部長 申しわけございませんが、私

は存じておりませんでした。

○嘉陽宗儀委員 問題はアオサンゴを調査している

にもかかわらず、ないと。私はここの会社の担当責

任者に電話をして、東京で話をしました。あなたの

報告書を見ると石垣島の白保には貴重なサンゴは生

息してないということになっているけれども、私が

調査したら豊かなアオサンゴ群落があった。あなた

は本当に調査したのかということを聞いたら、私は

サンゴを知りませんと。海洋生物学の専門ですとい

う話だったのです。当時、私は議会で質問をしてい

ますから議事録も残っていますので、少しあの辺を

精査してみてください。問題は、県の公金を使って

の環境調査でありながらごまかしの書類をつくっ

て、証拠として残っている。こういうものはやはり

今度の辺野古の問題でも重大な問題ですから、ちゃ

んと皆さんは神経をとがらせて見守らないといけま

せん。この会社に県から採用された人はいませんか。

○當間秀史環境部長 事実確認をしないとよくわか

りませんけれども、職員か嘱託かで行ったという記

憶はあります。

○嘉陽宗儀委員 私も一応は調べて、それなりの幹

部職員が行って、このような環境アセスメントの取

り仕切りをやっていると。ですから、そういう関係

が続く間は沖縄県の豊かな自然環境は守れない。で

すから、少なくとも今後は、県がかかわってこうい

う業者に仕事をさせて、ゆがんだ結果が出るような

ことはしないでもらいたいと思いますが、いかがで

すか。

○當間秀史環境部長 先ほど申し上げたように、当

該環境監視等委員会は、合理性、客観性を担保しつ

つ、その環境保全措置について検討していただくと

いう委員会でありますので、そういう誤解のないよ

うにやっていただきたいと思っております。

○嘉陽宗儀委員 別に今の知事のもとでかかわって

いるということを言っているのではなく、この仕事

は前の知事までの仕事です。ですから、前の知事が

環境保全策を十分とっていないにもかかわらず、と

り得るべき環境保全策をとりましたという態度を

とった裏にはこういう人々が動いていたのではない

かと、私はまたいつものとおり疑い深いですから、

疑っている。ガラス張りではない。少なくとも今回

のこの問題についても、やはり貴重な辺野古の環境

を破壊させないで、皆さんは環境を守る立場から今

後努力していくべきだと思いますけれども、いかが

でしょうか。

○當間秀史環境部長 現時点においては埋立承認は

取り消しをされている状況なので、今後どうするか

というコメントはしにくいところではありますけれ

ども、いずれにせよ、埋立承認をするに当たって留

意事項をつけて、環境監視等委員会に期待するもの

が大きいところがありますので、やはり委員会の運

営に当たっては、ぜひ適正に進めていただくようこ

ちらからも要請はしたいと思っております。

○嘉陽宗儀委員 疑惑を持たれないように仕事をし

てもらうということは当たり前です。特に今回の場

合、こういうぐあいに大きく出て、さらにこれは今、

ここのやった仕事に皆が関心を持って、問題がどん

どん噴き出してきている。そういう中での仕事で埋

立承認をしてきたということは、やはり問題ですか

らね。目を光らせて、環境部長の仕事を本当に頑張っ

てください。

○當間秀史環境部長 環境保全措置を図るために、

しっかり努めていきたいと思います。

○新垣良俊委員長 新垣安弘委員。

○新垣安弘委員 環境部からお願いします。

午前中も出ましたけれども、海岸漂着物の件です。

先週、町議会議員の方に会ったら、具志頭の海岸に

漂着物が結構あるという話があったのです。また、

せんだって、久米島の方からも台風のあとの漂着物

がすごいという話もあったりして、そういうものを

聞くと恐らく漂着物は十分には対処されてないので

はないかと思うのです。そういう状況の中で、午前

中も１億4000万円を国庫に返納したという話を聞く

と、もったいないなという気がします。そこでお伺

いしたいのですけれども、ボランティアで市町村が

やっている部分と、住民とか団体にいろいろ働きか

けてやっている部分もあると思いますが、海岸清掃

の作業を市町村がボランティアでやっている部分

と、お金をかけてやっている部分の割合はどのよう

な感じでしょうか。
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○棚原憲実環境整備課長 割合については把握して

おりませんけれども、１つのイベントとして、まる

ごと沖縄クリーンビーチ2014というイベントをやり

まして、これは沖縄県内180カ所で行われたもので

す。そのときの参加者が１万人で、ちなみに回収量

としましては74トンです。本事業の平成26年度の実

績では回収量は755トンですので、約10分の１ぐら

いがボランティアによる成果、トン数でいうとそう

いう状況にあります。ただ、県民が広く使うビーチ

は、優先的にボランティア活動できれいにされてい

ると考えております。

○新垣安弘委員 今言った事業は、県が主催した事

業ですか。

○棚原憲実環境整備課長 平成26年度に755トン回

収したというのが、海岸漂着物対策事業ということ

で、海岸管理者と市町村に事業を実施してもらった

トータルの実績です。

○新垣安弘委員 年間を通して、漂着物が流れ着い

てふえる期間などいろいろあると思います。そうす

ると、呼びかけて漂着物を集める作業をやる期間が

あって、実際その後に台風などがあって漂着物が

いっぱい来る時期があると、いつやるかによってま

た違うわけでしょう。そこら辺のやる期間、漂着物

がふえる時期とか、事業をやる時期は工夫されてい

ますか。

○棚原憲実環境整備課長 環境整備課が直接委託し

てモニタリングとして実施している事業は、我々が

直接期間を調整しますけれども、通常の海岸におけ

る本事業の実施につきましては、海岸管理者と市町

村が独自に場所の選定や期間を決めて行うため、我

々が直接期日や時期を決めているわけではございま

せん。

○新垣安弘委員 例えば、予算があるならば自分た

ちがやりたいと、仕事をできるという人達がいるけ

れども、市町村がそういう事業を発注しないという

食い違いがあるともったいない話で、そこら辺は海

岸に限らず港湾のごみの処理とかもあって、市町村

が委託したいときにそういう作業をやる人達が、別

の仕事もあってちょうどその時期はできないという

ミスマッチングもあるという話も聞きます。かかわ

りのある市町村はいろいろやっていると思いますけ

れども、どのようにやっているのか。できれば県で

いいやり方、例えばシルバー人材を使ったり、町が

団体を使ってボランティアでやりましょうというこ

とで、子供たちを使ってやるとして、ボランティア

でやって町自体が県に対して補助金を請求するとい

うことはできない話ですよね。

○棚原憲実環境整備課長 例えば、ボランティアの

方々に協力していただいて回収はしましても、ごみ

の処理を廃棄物処理業者に委託したりということに

ついては、この事業は活用してもらえます。実際の

作業自体を委託することも可能ですし、ボランティ

アで集めた廃棄物処理の委託料をこの事業で活用す

ることも可能です。

○新垣安弘委員 せっかくの予算がついているの

で、有効利用してもらいたいです。

あともう一つ、44ページの資料です。グリーンプ

ロモーション事業。これは事業効果のところに、地

域住民による緑化活動を支援する新たな体制を構築

することとなったと書いてありますけれども、新た

な体制とはどういう体制ですか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 グリーンプロ

モーション事業につきましては、平成26年から平成

28年までの３カ年を予定をしている事業でございま

す。事業内容は、地域住民が行う花と緑の名所づく

りということで、公募をしまして、具体的に募集し

てきたところの団体に名所づくりの支援を行うとい

うことで６団体を、今、選定して支援を行っている

ところでございます。それから、あわせてそれぞれ

地域の緑化について中核的な団体を育てようという

ことで、その中核的な団体を中心にそれぞれ自治会

とか、学校などいろいろなところで展開するものに

対して苗木の支援も行うし、緑化の指導も行うとい

う体制づくりをするということがこの事業の大きな

目的になっております。現在、６団体については、

本部町のクメノサクラの植栽管理をしている本部町

花いっぱい推進協議会伊豆味支部の皆さんとか、二

見以北地域振興会の皆さんで道路の周辺をやる皆さ

ん、それから希の会、また、一般社団法人南城市観

光協会の皆さんですとか、あらゆらぬ花会、宮古島

環境クラブ、地域で一生懸命緑化に取り組んでいる

それぞれ６団体に、今、支援をしております。あわ

せて大きく取り組んでいることが、県道の管理も含

めて土木建築部と一緒にこの事業を取り組んでいま

すけれども、土木建築部も県道については300近く

のボランティア団体の皆さんに１カ所約５万円ずつ

の補助金を提供して、県道の維持管理をお願いをし

ているのが実際のところです。ただ、年間維持管理

費に５万円というとかなり厳しい状況がございます

ので、その５万円の維持管理費を提供するために、

補助金という形で出しているものですから、その申

請や検査やらと、非常に事務も煩雑化しているので、
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これらの参画のボランティア団体について中核的団

体―それぞれ北部、中部、南部、宮古、八重山、そ

れぞれの地域に中核団体をおいて県道の維持管理を

年間３回か４回ぐらい花の苗を提供することで逆に

維持管理にかえられないかと。要は、１回植えます

と水やりをしてずっと草とりとかそういうことに作

業が行きますけれども、その花の値段が非常に高い

ということで年に１回しか提供できない。それを安

価に生産して提供することで、３カ月に１回花を植

えかえる。そのことで維持管理にかえられないかと

考えて、今、維持管理の中核組織をつくって、安価

な苗木を提供して、県道のボランティアプラス自治

会の皆さんにも安い苗を提供できるような体制づく

りが今回の事業の内容でございます。

○新垣安弘委員 私は土木建築部にも前に提案した

ことがありますけれども、この団体は、土木建築部

の場合も市町村ではなく県が直に管理しているわけ

です。今、皆さんが言う中核団体も恐らく市町村の

管理ではなく、皆さんが直に管理するのでしょう。

県道をよく利用したり、日ごろずっと見ているのは

市町村だと思います。そこはこういう団体は県が直

ではなくて、市町村に関係を持たせながら管理した

ほうが団体の皆さんにとってもいいような気もしま

す。市町村には負担になるかもしれないけれども、

そこら辺はどうでしょうか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 委員御提案の

とおり、我々も県道だけでこの組織を運営しようと

は考えておりません。できれば市町村を含めた形で

利用していただくと。逆に、この組織が市町村から

の花代の支援などのいろいろな支援を通して、行政

だけではない独自の運用ができないかということま

で考えて、今、仕組みづくりを検討している状況で

す。いずれは市町村それから自治会の皆さんに利用

いただけるような中核団体に仕上げたいと考えてい

るところです。

○新垣安弘委員 次に、沖縄県の次世代自動車充電

インフラ整備ビジョンについて御説明お願いしま

す。

○永山淳環境政策課長 ＥＶ車の充電設備の整備状

況ですけれども、平成27年６月現在、県で把握して

いる県内における電気自動車充電設備の設置施設は

118カ所となっております。２年前の平成25年５月

時点では62カ所でありましたので、当時と比較して

約２倍の箇所数となっております。

○新垣安弘委員 タクシーとレンタカーにおける電

気自動車の数はわかりますか。

○永山淳環境政策課長 レンタカーとタクシーの導

入状況ですけれども、レンタカーでは平成23年２月

に220台の電気自動車―日産リーフが導入されまし

たが、平成27年１月時点では、電気自動車の登録数

は22台と５年間でかなり減少しています。220台が

現在22台になっております。

タクシーにつきましては現段階で把握できたのは

２社です。それ以上の情報は把握しておりません。

２社で２台です。

○新垣安弘委員 ５年前に220台あった電気自動車

が、５年間で今、22台になってしまっているという

ことですよね。その原因や理由とかを教えてもらえ

ますか。

○永山淳環境政策課長 実はレンタカーにおいてか

なり減少しているのは、ＥＶレンタカー導入当初、

文化観光スポーツ部が平成23年３月に観光客に対し

て調査したことがあります。その結果、観光客の不

安が大きいと。なぜかというと、やはり航続距離が

短いので、ヤンバルとかへ行くと途中で切れてしま

うのではないかという不安があって、レンタカー利

用者の６割以上が不安ということで利用率が低迷し

て、レンタカー業者が電気自動車の多くを手放した

ということになっております。

○新垣安弘委員 レンタカー会社は200台の電気自

動車を手放したことになっていますけれども、この

200台は県内にありますか、外に出て行ってしまっ

たのですか。

○永山淳環境政策課長 詳しい調査はしていません

けれども、これについてレンタカー会社が県外に返

したものもあるし、県内でも出ている状況もあるみ

たいですけれども、それについては調査しておりま

せん。

○新垣安弘委員 一時期テレビでもよくやっていま

したけれども、県内の大きさを考えたら電気自動車

に向いているといった話があって、国の充電設備の

補助事業もあってどんどんふやしていこうというこ

とがあって、県としてもエコリゾートアイランド構

想の中で次世代の電気自動車をふやしていこうとい

うことが沖縄21世紀ビジョンにも掲げていたことだ

と思うのです。そういう方向性なのに、220台あっ

た電気自動車がたった22台になってしまった。環境

部長、これはどう考えますか。

○當間秀史環境部長 基本的には充電の箇所数が少

なかったことが大きな要因かと思われます。通常、

電気自動車の航続距離は200キロメートルと公称さ

れていますが、クーラー等をつけると100キロメー



－304－

トルから150キロメートルの間になるということで、

観光客の不安が大きかっただろうと思います。現在

では、例えば沖縄本島北部を観光する際の充電ス

ポットがどれぐらいあるかというと、やはり国頭村

で３カ所、東村で１カ所、名護市では道の駅とかあ

る程度多いですけれども、やはり遠出をするような

場所に充電機がないということがあって、これまで

は進まなかったと思いますけれども、沖縄21世紀ビ

ジョンによって箇所数や充電施設の整備が進んでき

ておりますので、今後は反転して電気自動車が伸び

るものと期待しています。

○新垣安弘委員 これはＥＶタウン構想の中に、国

の政策で全国何カ所か入っていて、沖縄県もその構

想を掲げて指定されているのです。全国あちこちで

１つの県の都市地域でやっている部分もあるし、い

ろいろやっているので、そこは沖縄県の今のこの状

態は、全然いい方向に行っていません。ＥＶタウン

構想で恐らく全国で10カ所以上指定されている地域

があると思います。ほかの地域のこともどうなって

いるかぜひ調べていただきたい。220台が22台になっ

たということは大問題です。普通であればレンタ

カーで導入して、３年後、５年後ぐらいにそれが民

間に新古車、中古車として下りていってふえていく

のが方向性なのに、これは大変な状況だと思うので、

ここはぜひ全国のエコタウン構想の状況を調べても

らいたいと思います。よろしくお願いします。

企業局お願いします。

ＪＩＣＡがことしの福島サミットで、大洋州に対

してＯＤＡ拠出金として500億円の方向性を出しま

した。いろいろな国の戦略的な方向性があって、500

億円のＯＤＡ拠出金を出したのです。それでＪＩＣ

Ａ沖縄が二、三カ月前に沖縄県の企業を集めて、Ｏ

ＤＡを利用して大洋州で事業しませんかということ

でやったと思いますけれども、企業局はそれに関心

を示しましたか。

○上間丈文企業企画統括監 新垣委員がおっしゃっ

たのは９月15日のＪＩＣＡ在外事務所所長本部プロ

グラムでの中小企業海外展開セミナーかと思います

けれども、これには企業局は参加してございません。

声がかからなかったこともございますけれども、実

際には参加しませんでした。たしか、商工労働部が

参加していると思います。そのような情報はある程

度収集している状況でございます。

○新垣安弘委員 沖縄県の企業の中で、水関係の事

業をやっている企業がそれに参加したかどうかはわ

かりますか。

○平良敏昭企業局長 何社という確認はしていませ

んが、少なくとも太平洋州の水ビジネスに関心のあ

る企業は何社かございまして、実際にはＯＤＡの枠

を活用して現地で調査事業をやっている企業もござ

います。そういうことで、先日、一般社団法人沖縄

県経営者協会の会長と何社かが私のところに見えて

おりまして、今後、水ビジネスについても積極的に

やっていきたいというお話がありました。これは、

海外展開となると、企業局だけではなく商工労働部、

それから土木建築部あたりでも土木建築事業を海外

でという企業もあるようですので、この辺と連携し

てどういう形で進めるかということはやる必要があ

るという話はしました。水ビジネスに関して申し上

げますと、どういう形で沖縄県の企業が参画できる

のか。一番の問題は、例えば本土では東京都とか横

浜市それから北九州市あたりが海外で具体的に水ビ

ジネスを展開するという取り組みをやっているわけ

です。沖縄県企業局は現時点で用水供給しかやって

ないのです。いわゆる市町村に水を卸売りするとい

う用水供給。海外展開となると、逆に末端の事業―

水道事業そのもののノウハウがないとできないとい

う問題があります。ですから、この辺で単に企業局

だけでどうこうするという話はなかなか難しい。一

方で、企業局は当面の課題として、先ほど来申し上

げている施設の老朽化とか耐震化といった課題が相

当山積していますので、今、具体的に水ビジネスで

私どもが海外でどうのこうのということは、まず人

員的にも無理な話がありますので、当面県内の水関

係の企業がどういうニーズを持って具体的に動く

か、それを何回か私は局長室でお話をしていますが、

バックアップという点では、当然、必要であればや

りますよと話はしているところであります。

○新垣安弘委員 ぜひ、これは野田政権のときに400

億円で、今度安倍政権になってことし500億円にし

て、結構いろいろな戦略的な面で太平洋州に対して

は見ていますので、そこは太平洋島サミットのこと

もあるし、沖縄県としても思い入れを持って見たら

いいと思うし、そうやってＯＤＡの予算がつくわけ

ですから、ぜひ何らかの形でかかわれるようでした

ら、企業と一緒になってかかわっていければと思い

ますので、よろしくお願いします。

あともう一点、企業局が供給している水と南部水

道企業団の水質の特徴の比較をお願いします。

○石新実配水管理課長 南部水道企業団ですけれど

も、給水区域を３つの系統に分けておりまして、そ

のうち新川分岐系統、津嘉山調整池系統というもの



－305－

は全量企業局から送った水を使っております。主に

南風原町方面になります。もう一つ、八重瀬配水池

系統というものがございまして、こちらは主として

八重瀬町に供給していますけれども、南部水道企業

団が所有している摩文仁浄水場の水と企業局の水を

ブレンドした水を供給しています。この企業局の水

と、ブレンド水の水質の違いですけれども、ブレン

ド水―南部水道企業団と企業局の水をブレンドした

水は、企業局の水と比べて窒素ですとか硬度、それ

から蒸発残留物の３項目の数値が高い状況にありま

す。ただし、水道法で定める水質基準は十分満足す

る値になっています。

○新垣安弘委員 ３項目の数値が高いということ

は、飲んでみて値段つけるとしたら、どちらがいい

ですか。

○石新実配水管理課長 窒素それから蒸発残留物に

ついては少ないにこしたことはないかと思いますけ

れども、硬度につきましては高いと申し上げました

が、昨年度の水質検査結果によると123程度となっ

ていて、水質基準の300に比べると大分低いですが、

企業局が送っている水は西原系統、石川系統という

ことで35ぐらいですけれども、北谷浄水場の100と

比べると若干高いぐらいの数字になっておりまし

て、値段をつけるとなるとそれほど差はないのでは

ないかと思います。

○新垣安弘委員 最後に、通告は出していませんけ

れども、今、糸満市に向けて送水管の布設をやって

いますよね。１車線の半分以上ぐらいを掘って、大

きい送水管を埋めてますね。結構長く続いていると

思いますけれども、道路からしたら、掘って埋めた

後よりもそのままのほうが表面は滑らかですよね。

掘って埋めたらでこぼこはどうしても出ますけれど

も、工事した後の表面の仕上がりといいますか、そ

こら辺の点検や管理はしっかりやっていますか。

○上地安春建設計画課長 今、委員がおっしゃるの

は、恐らく県道77号線の与那原町から南下していく

ところの道路のことだと思います。そちらでは、現

在、西原糸満送水管布設工事をしております。基本

的に県道部分につきましては、工事に当たって計画

時点または完了時点でも道路管理者の指示・立ち合

いのもとに道路を復旧していくことになりますの

で、その段差による交通の影響がないようにという

ことで、道路管理者との調整、指示を仰いで工事を

完結させるようにしております。

○新垣良俊委員長 具志堅透委員。

○具志堅透委員 企業局から一、二点確認をさせて

ください。

まず１点目、沖縄県水道事業会計決算審査意見書

の９ページ、有収率について確認をとりたいと思い

ます。98.54％ということで、非常にいいという雰

囲気は持っています。全国平均あるいは九州平均等

々と比較しながら、いいほうなのか、これ以上有収

率を上げるのは難しいのか、その辺を含めて所見を

伺いたいと思います。

○平良敏昭企業局長 有収率については、全国的に

は大体99％とか98％。大体99％が多いと思いますが、

沖縄県企業局は98％台です。それについて私も何度

も職員たちと議論はしております。なぜ沖縄県が若

干の差はありますけれども99％まではいかないのか

という疑問―実は昨日も私は職員と議論しました。

結局、機器メーターの問題も含めて、要するに５％

以内は機器として問題ないという国の基準もあっ

て、仮に企業局の水が漏水すると、それだけの管で

すので、どうしても外に噴き出してくるのがわかる。

ですから、漏水ということは考えられないというの

が私どもの結論でして、機器の何らかの誤差ではな

いかということで、約99％近いですから、それほど

問題はないだろうと。市町村が若干低いのは気にな

りますけれども、企業局としてはほぼ問題ないので

はないかと見ております。

○具志堅透委員 例えば、本部町は公営企業会計を

持っていますけれども、有収率を上げるために古い

メーターを取りかえたりといったことをやっていま

したけれども、それも企業局としてもやってるとい

うことで理解していいですか。

○平良敏昭企業局長 問題のある機器は、当然、更

新していくという立場で取り組んでおります。

○具志堅透委員 次に、決算書から水源施設に対す

る事業的なものを探していますけれどもなかなか探

せなくて。その辺の部分はありますか。

○平良敏昭企業局長 先日、国頭村から要望があり

ましたが、水源基金が平成24年度をもって終わった

わけです。金武ダムを最後に水源開発は終了という

ことで、金武ダムの完成に伴って水源基金も終了し

ました。今後どうするかといういろいろな意見もあ

りますけれども、現時点で企業局は何もしていない

というわけではなくて、ダム等の所在市町村には固

定資産税相当額を毎年払って、それが北部全体で14

億円ぐらい払っております。ですから、市町村によっ

て大きな財源になっているかと思います。一方で、

企業局の経営状況の見通しが、決算審査等もあるわ

けですけれども、今後やはり厳しくなっていくと。
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そういう中でどうするかという議論を我々内部でも

企画部とも連携しながら議論をしているという現段

階でございます。

○具志堅透委員 その議論を待ちたいと思いますけ

れども、ぜひ、地域からかなり強い要望もあります

ので、また私もいろいろなことを提案させてもらっ

ていますけれども、それも踏まえてしっかりと協議

をしていただきたいと思います。要望でとめておき

ます。

次に、環境部ですけれども、世界自然遺産登録に

ついてお伺いしたいのですが、主要施策の成果に関

する報告書を見ますと、自然環境の利用と保全の現

状及び将来の利用予測の調査をしたということに

なっています。調査をした結果、どういうことが出

てきているのか。現状がどうあって、将来の利用予

測とは何か、あるいはその辺の説明をお願いします。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 この事業は世

界遺産登録の推進のためにということで一括交付金

を活用した事業で平成25年度からの実施になってお

ります。平成25年度は、世界遺産登録のために必要

な推薦書の中にどうしても出てくる生物種の目録と

いうことで、沖縄県内にどういう種がいるかという

ことで、その生物種の調査を実施しております。平

成25年度では、植物が約2484種、動物で9364種いる

という調査結果が出ております。それから平成26年

度は、ヤンバルと西表地域の自然環境を利用したス

ポットの現状がどうなっているのかということで、

オーバーユースを想定した調査を実施しておりま

す。調査に当たってはヤンバルを29のエリアに、西

表島は13のエリアに分けて、それぞれ地域ごとにど

ういう課題があるのかということを調査していると

ころでございます。例えばヤンバルですと、29エリ

アの中で３つ、４つは課題があるのではないかとい

うことで、例えば大国林道沿いですとか与那覇岳周

辺について、１つの提案として非常にアクセスもよ

くて、今後、世界遺産に向けて利用者数も伸びるだ

ろうと。サイン類―標識等も不足していて、道に迷

うとかというような危険も出るのではないかと。そ

れから、大国林道とかは全線舗装されていますので、

ロードキルの課題ですとかもろもろ課題が提案され

ている状況でございます。大国林道、与那覇岳以外

にもター滝周辺、玉辻山、慶佐次等々が課題の多そ

うなエリアということで提案されています。西表島

も同様に、船浦、ピナイサーラの滝ですとか、数カ

所そういう課題が提案されているという状況でござ

います。

○具志堅透委員 そういった課題が浮き彫りになっ

てきているということでありますけれども、登録に

向けてはその課題を解決していかなければならない

ことなのか。そうであれば、当然、解決はしなけれ

ばならないだろうと思いますけれども、その辺のと

ころはどうですか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 今年度から、

前年度の結果を受けて、地域も含めた検討会―部会

も含めて組織しております。今年度は地域の中から

行政部門、それから地元を中心としたそういう部会

の両方を分けて、今後、行政が世界遺産登録に向け

て取り組むべき事項、それから地元住民を含めた取

り組みはどうあるべきかを、今後、検討会の中で議

論をしていくことになっております。

○具志堅透委員 もう一つは、地元住民の合意形成

という点で懸念される部分があるのではないかと私

は考えています。その辺のところについてはどうい

う形であらわれていますか。

○謝名堂聡自然保護・緑化推進課長 委員御指摘の

とおり、条件つきの同意ということで、ヤンバル３

村からも若干意見が出ております。世界遺産に向け

て取り組む際にどうしても必要になる法的保護担保

措置ということで、ヤンバルの国立公園化に向けて、

今、環境省が取り組んでおりますが、それに当たっ

て、地元からの同意が必要ということで、同意につ

いて照会をしたところ、７月15日時点でヤンバル３

村から国立公園については条件をつけて同意すると

いうことで回答が出ていると。その条件については、

それぞれ３村から出ておりますけれども、おおむね

７つから８つで、内容を紹介しますと、住民に理解

が得られるような丁寧な説明をしてください。それ

から、いわゆる国立公園化に当たっては地権者の財

産に制約がかかりますので、誠意を持って十分説明

してほしいと。それから、国立公園になった後は、

速やかに世界遺産に登録されるような体制で取り組

んでほしいと。それから、自然環境の再生ですとか

公園施設の整備ですとか、利用推進に当たっての整

備も主体的に取り組んでほしい、林業・農業含めて

地域の経済活動にも十分配慮してほしい等、７つ、

８つの要望が出ている状況でございます。それを受

けて、沖縄県も市町村同様に照会を受けている状況

でございます。実は、沖縄県はまだ回答はしており

ませんけれども、ヤンバル３村の条件を我々でも整

理をしながら、クリアができるという判断の段階で

回答はしたいと考えていて、まさに今、最終段階に

なっている状況でございます。
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○具志堅透委員 今の条件つき同意―地元からの要

望的なことも含まれているのだろうと思いますけれ

ども、７つから８つの項目だと言っておりますけれ

ども、それに対しては誠意を持ってしっかりとクリ

アしながら、ぜひ、それに向けて頑張っていただき

たいと思います。

次に、主要施策の成果に関する報告書42ページ、

公共関与推進事業ですけれども、それに対する進捗

を教えていただきたいのと、もし課題があれば課題

もお願いします。

○棚原憲実環境整備課長 公共関与による産業廃棄

物管理型最終処分場の整備、運営に関しましては、

平成25年９月に建設予定地の名護市安和区、名護市、

沖縄県環境整備センター、以下センターといいます、

沖縄県の４者で基本合意書を締結しております。建

設予定地の用地取得につきましては、平成27年６月

に用地全てをセンターが取得し、登記移転を完了し

ております。センターは平成26年６月から基本計画、

基本設計業務、最終処分場設置許可手続に必要とな

る生活環境影響調査業務を発注しており、基本計画、

基本設計業務につきましては、平成27年３月に終了

しています。基本計画、基本設計を実施した結果、

所要資金が従来計画の約36億円から約86億円まで膨

らむ見込みとなったため、現在、事業費の圧縮につ

いて見直し作業を進めているところです。

○具志堅透委員 36億円から86億円ですか。これは

圧縮できるような話ですか。それとも、86億円を圧

縮したとしてもわかりませんけれども、10億円ぐら

い圧縮したとしても、それでも事業は実施する予定

であるということでいいのかどうか。

○棚原憲実環境整備課長 資金が増加した理由とし

て、県としましては、モデルとなるかなりハイレベ

ルな施設をつくろうということで基本計画に盛り込

んでいましたけれども、実際に基本計画を進めてい

く上で、土地の購入に要する費用がかなり想定を上

回ったこと。最近の労務単価、資材の高騰、それと

浸出水といいまして、上からしみ出て地下に集まる

水を高度処理する費用の中で、塩分を完全に取り除

くという高度処理にかなりお金がかかるというこ

と。地下水対策に係る工事費の増、消費税のアップ

等、建設費だけで従来計画約30億円から71億5000万

円に増加するということが要因となっていました。

これにつきまして、今現在、再度別の業者に工事の

詳細の見直しを依頼しておりまして、かなり圧縮で

きる部分については整理しながら、縮減を進めてい

るという状況です。

○具志堅透委員 圧縮もやらなければならないだろ

うと思いますけれども、一方では、皆さんの事業内

容の目的等にも書いてありますけれども、公共の信

用力を活用しながらこういったものをつくろうとし

ているわけです。県が関与することによって、安全

性、信頼性を高めて地元も同意をしていると思うの

です。そこは前にも申し上げたことがありますけれ

ども、県がかかわるわけですからしっかりとしたも

のをつくって、一切のクレームが出ないような形で、

多少お金がかかるかもしれませんけれども、モデル

ケースとなると思いますので、そういった形での取

り組みを要望をしたいと思います。それに対してコ

メントがあれば。

○當間秀史環境部長 我々としても公共関与事業と

いうものは、やはり今後の最終処分場のモデルとな

るような整備事業であると考えておりますので、今

後しっかり取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○具志堅透委員 次に、環境再生事業です。先ほど

説明をしておりましたけれども、それの今現在の状

況を少し伺いたいと思います。

○永山淳環境政策課長 自然環境の保全再生事業の

現在の進捗状況等を説明します。平成27年３月に、

自然環境再生事業の実施に当たっての基本的な考え

方を体系的に取りまとめた沖縄県自然環境再生指針

を策定しておりました。平成27年度から当該指針に

沿った再生モデル事業を東村の慶佐次川流域におい

て開始しております。目指すべき姿や必要な対策を

検討、実施するために、現在、７月と９月に地元の

関係者そしてまた関係部局等が集まって協議会を２

回開催しております。あわせて勉強会も２回開催し

ているところであります。今年度中には再生により

目指すべき姿を取りまとめた全体構想、それから具

体的な進め方を示した実施計画を策定する予定であ

ります。今後、着実に進めていきたいと考えており

ます。

○具志堅透委員 ことし基本構想が終わって、全体

構想を次にやっていくと。そして実施計画に持って

いくということでいいですか。

○永山淳環境政策課長 要するに、目指すべき姿と

いうものが全体的な構想です。平成27年度中に全体

的な構想と、例えば河川をつくるとかマングローブ

をどうするのかという具体的な実施計画、その両方

を今年度中に作成するということであります。平成

28年度に具体的に測量や設計に入り、平成29年度に

工事を執行するということを考えております。完成
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は平成30年度以降で、再生した自然環境の利活用―

実際の事業効果が検証できるのは平成30年度以降と

いうことで、いつという形では、今、ここでは申し

上げられません。

○具志堅透委員 次に、公有水面埋立承認について

少し確認をとりたいと思っております。今回、翁長

知事が取り消しをしておりますが、環境部としてど

うかかわってきたのか。きのう土木建築部ともいろ

いろやりとりしましたけれども、土木建築部には第

三者委員会からの云々で、それの点検というか依頼

が来たと言いましたけれども、環境部としてはどう

かかわってきたのか、尋ねます。

○當間秀史環境部長 今般の公有水面埋立承認の取

り消しについては、法的な瑕疵を検証するとした第

三者委員会において瑕疵が認められるということで

の報告がありまして、これに基づきまして所管部局

で手続がされたということであります。その際にお

いて、所管部局から環境部に意見を求められたとい

うことはございません。

○具志堅透委員 意見を求められたことはない。第

三者委員会から瑕疵があると出ました。例えば、埋

め立ての必要性あるいは環境保全措置等があるの

で、その環境保全措置云々でも環境部局に求められ

たことはないですか。

○當間秀史環境部長 はい、そのとおりです。

○新垣良俊委員長 中川京貴委員。

○中川京貴委員 今、せっかく環境部で聞いていま

すので、環境部から質疑したいと思っております。

先ほど環境部長が答弁したとおり、百条委員会、

代表質問、一般質問、また各委員会、土木環境委員

会でもそうですけれども、私は辺野古埋立工事、ま

た那覇空港第２滑走路、また泡瀬の埋め立て、一貫

として環境部は環境に影響があるというスタンスは

変わっていないと思っております。そういった意味

で環境保全措置についてあえて伺いますけれども、

県内では、現在、泡瀬の埋め立て、また那覇空港第

２滑走路埋め立てが進行中です。いずれも環境監視

等委員会を設置して、環境の専門家の意見と助言を

踏まえつつ、現在埋め立てを実施しております。こ

れは、基本的には法律にのっとって、３件とも埋立

事業を進められていると認識しておりますけども、

環境部長は、環境部としては環境に影響ある、しか

しながら事業としてはこれまで進められておりまし

た。知事がかわりまして、そのスタンスが少し変わっ

た関係で辺野古はとめられております。これは基地

だからとめられたのでしょうか。基地でなければ環

境に問題があっても進められるべき埋立事業なの

か、環境部長いかがでしょうか。

○當間秀史環境部長 今回の承認取消の内容につい

ては、第三者委員会の報告を受けて、所管部局でど

のような判断がなされたかということは、環境部と

しては承知しておりません。

○中川京貴委員 第三者委員会は環境部の意見は変

わっていないので意見を聞く必要はないという判断

だったと思います。しかしながら、沖縄県の継続性

のある行政を進めていくに当たって、工事中に想定

していなかった希少種が発見されることもありま

す。専門家の意見を聞きながら適切に対応している。

環境アセスメントにおいて十分に予測・評価し、環

境保全策を計画したとしても、そこにはある程度の

不確実性が必ず存在します。環境部として環境保全

を行うに当たって不確実性があることを認めます

か。

○當間秀史環境部長 環境影響評価というものは、

まず従来の文献と現地調査等を行った上で、それら

のデータに基づき予測を行い、評価をして環境保全

措置をとるということになります。ですから、この

予測については一定程度の不確実性というものは、

当然、伴うとは考えております。

○中川京貴委員 これは百条委員会でも、土木建築

部においても認めているのです。全て100％予測・

評価できないわけで、そのために不確実性があるか

らこそ、工事中にも環境監視等委員会の意見と助言

を聞いて、環境保全策を実施するということではあ

りませんか。

○當間秀史環境部長 免許権者において、そのよう

な考えのもとに留意事項を付したと考えておりま

す。

○中川京貴委員 だからこそ環境監視等委員会を設

置するということは、現時点でとり得る環境保全策

を講じていることになりませんか。委員会を設置し

ているということは。

○當間秀史環境部長 環境監視等委員会につきまし

ては、先の埋立承認における留意事項の中で設置さ

れ、その設置の目的としては、事業者において普天

間飛行場代替施設建設事業を円滑かつ適正に行うた

め、環境保全措置及び事後調査等に関する検討内容

の合理性、客観性を確保するため、科学的、専門的

助言を行うことを目的として設置されたと理解して

おります。

○中川京貴委員 だからこそ、そもそもこの委員会

が助言を行いながら事業を進めるという認識ではあ
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りませんか。

○當間秀史環境部長 そういうことであります。

○中川京貴委員 那覇空港第２滑走路についても、

新聞等で工事がストップした報道がありましたけれ

ども、それはどうしてストップしたのですか。

○當間秀史環境部長 ただいま御質疑のあった件に

ついては、承知しておりません。

○古謝隆環境企画統括監 新聞報道を見た覚えがあ

りますけれども、事実関係を確認したわけではござ

いません。たしか防止膜などの管理が余りよくなく

て、水の濁りが生じて漁業に支障が生じているとい

うような見出しだったかと思います。

○中川京貴委員 だからこそ那覇空港第２滑走路事

業、泡瀬の埋め立て事業もそうですけれども、環境

監視等委員会を設置して、トラブルが発生したらそ

の都度クリアしていくというものではないのでしょ

うか。今、環境部長が答弁したとおり、そのとおり

だと言っていましたけれども、第三者委員会から環

境部に要請はなかったとしても、基地対策課からは

ありませんでしたか。

○當間秀史環境部長 この承認取り消しに当たって

のそういった照会は、基地対策課からはございませ

んでした。

○中川京貴委員 これは委員会ですので、議事録に

残ることでありますので、基地対策課から環境部に

対して、この今回の件の意見聴取はなかったという

ことで理解してよろしいですね。

○當間秀史環境部長 特に意見を求められたことは

ありません。

○中川京貴委員 先ほどから質疑、答弁が出ていま

すけれども、環境部は環境保全対策についての見解

や判断が異なるだけで、法的な瑕疵については何も

指摘しておりません。知事がかわったからといって

法的な取り扱いまで変えることはいかがなものかと

思っております。今回の承認取り消しも含めて、要

調査事項として要請したいと思います。

○新垣良俊委員長 ただいまの質疑につきまして

は、要調査事項として提起したいということですの

で、提起する理由について簡潔に説明をお願いしま

す。なお、提起理由の説明については、質疑の時間

には含めないこととします。

○中川京貴委員 ただいま環境部長に質疑しました

けれども、泡瀬埋め立て、そして那覇空港第２滑走

路、そして辺野古も含めて、環境部としての見解は

一貫として変わっておりません。しかしながら、事

業としては環境監視等委員会を設置して、その都度

トラブルや希少動物とか出ればそれを調査し、クリ

アしながら事業を進めていくという県の方向性に対

しては、今、那覇空港第２滑走路や泡瀬は進んでお

ります。しかし、辺野古については基地だからでき

ないのか、だめなのかということに対しては、環境

部長では答弁できませんでしたので、それを直接知

事に見解をお伺いしたいと思っております。

○新垣良俊委員長 ただいま提起のありました要調

査事項の取り扱いについては、本日の調査終了後に

協議したいと思います。

中川京貴委員。

○中川京貴委員 主要施策の成果に関する報告書の

40ページ。これは朝から少し出ていました海岸漂着

物の不用額についてです。これは各委員からも指摘

がありましたけれども、この６億円を国に予算要求

したときの根拠は何でしょうか。

○棚原憲実環境整備課長 予算要求に当たりまして

は、平成23年度の実態調査を踏まえまして、実態調

査の存在量が１年間に8900立米。それを処理するた

めに要する経費ということで積算を積み上げまし

て、２年間の事業として要求しております。

○中川京貴委員 しかし、きょうの朝からの答弁で

は、これが執行できなかった理由に、テトラポット

などがあって回収事業ができないところがあったと

言いますけれども、だからこそやるのではありませ

んか。

○棚原憲実環境整備課長 委員おっしゃるように、

そういうところも確かにございますし、毎年流れて

くるという問題もありますけれども、県としまして

は、やはり海岸管理者とか、そこの海岸線を管理し

ております市町村のどこを優先的にやっていったほ

うがいいという意向を踏まえて、予算要求しており

ますし、実際に交付して事業執行しております。

○中川京貴委員 これは概算要求をとって、国に要

求を出したのは県ですよね。市町村から集めて出し

たのですか。

○棚原憲実環境整備課長 実施要求市町村の要求額

も含めて、管理者である県の土木建築部と農林水産

部等の要求額も踏まえ、我々環境部として国に要求

しております。

○中川京貴委員 市町村がやる事業はもちろんそう

です。しかし、市町村ができなかったときの二段構

えとして、県が返還しないでそういった厳しいとこ

ろ―例えば市町村ができないところを予測して、県

がその次に市町村に契約させて、こういったところ

は専門的な業者に委託させる必要性はなかったかと
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いうようなことで。では今後、そこはそのまま放っ

ておくのかということです。難しいところの漂着物

はいつ撤去するのですか。県の単費でやるのですか。

○當間秀史環境部長 御指摘のとおり、今回の繰越

額が大きなものになったというのは、１点目には、

予算計上時に精度の高い所要経費の見積もりができ

なかったという部分と、事業の進捗状況を的確に把

握することができていなかったかと思っておりま

す。今後につきましては、今おっしゃられたような

場所、あるいは海底のごみの収集についても、今後、

検討していきたいと考えております。

○中川京貴委員 海岸漂着物以外にも国の事業で、

例えば各市町村から要望があってタイヤの処理と

か、廃車の処理等が過去にあったはずです。そのと

きは、多分1000万円が限度額だったと思いますけれ

ども、そういった場合は県が主導的にその市町村と

連携をとりながら、予算執行したはずです。違いま

すか。

○棚原憲実環境整備課長 使用済自動車の再資源化

等に関する法律に基づいて、離島においては輸送費

の８割補助があるという事業があります。県が直接

補助をしているわけではなく、廃車に伴う基金を全

国に設置しておりますので、その基金から拠出して

その離島の輸送費の補助を行っております。

○古謝隆環境企画統括監 今おっしゃっているもの

は、廃タイヤであるとか廃自動車などについて、以

前、随分滞積して、流通、リサイクルのシステムが

うまく回らない時期がありましたけれども、そのと

きに講じたものが特別調整費を使ったりとか、ある

いは国のグリーンニューディール基金がございまし

たので、その事業でもって離島を中心に処理したと

いうことはございます。現在、その事業はありませ

んけれども、たしか平成23年度ぐらいまでだったと

思いますけれども、そのころの事業だったかと思い

ます。

○中川京貴委員 これは答弁したとおりです。それ

がありましたので、そういった事業を市町村と連携

をとりながら、二段構え、三段構えして予算執行し

ていただきたい。環境部長、いかがでしょう。

○當間秀史環境部長 そういった過去の事例も踏ま

えながら、市町村と連携してごみ処理を進めていき

たいと考えております。

○中川京貴委員 環境部について最後ですけれど

も、40ページ、豊かな自然環境の保全。自然と歴史

というところで、世界遺産も含めて市町村―例えば、

県がこの一帯を指定しますね。市町村、あるいは地

主との合意形成はとられているのでしょうか。

○當間秀史環境部長 基本的に、例えば鳥獣の保護

及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく

鳥獣保護区の設定であるとか、あるいは自然公園法

に基づく公園区域の設定におきましては、地権者の

同意をとるようにということで、環境省からの通知

もございます。

○中川京貴委員 例えば、権利売買によってその地

主の持ち物は変わりますよね。そのときに、指定を

外してくれと要請されたら外れますか。要するに、

県が買い上げするとか、市町村が買い上げするとい

うことで、自然保護する必要性はないですかと聞い

ているのです。

○當間秀史環境部長 基本的に、そういった区域指

定をしたところについて、国あるいは県が購入する

ということは理屈としてはありますけれども、今ま

でについては、県はこれをやっていることはありま

せん。

○中川京貴委員 環境部長、あえて聞きますけれど

も、豊かな自然を守るためには、財産保護をしなけ

ればなりません。それが個人の土地であって、県が

網をかぶせることによって個人が自由に使えないの

です。例えば駐車場にしたくても、環境を壊す。店

を開けたくても、できない。それを県が買い上げす

る。例えば、県から補助金をおろして市町村で買っ

てもらう、そして自然を残すという考えを環境部は

持っていないのですか。

○當間秀史環境部長 そういった考えは、確かに欧

米ではナショナルトラスト運動といってよくあるこ

とではあります。県としても、今後こういう手法は、

確かに沖縄県の自然環境を守る上では有効だとは考

えておりますので、少し研究をさせていただきたい

と思います。

○中川京貴委員 欧米の話をしているのではなく

て、欧米やほかでも推進されていることに対して、

もっと県はいろいろな一括交付金やいろんな予算を

活用して、環境部として推進していくのだと、やっ

ていきますという姿勢がないのですかと聞いている

のです。環境部としてあるかないかを答えてくださ

い。環境を守るために問題提起しているのです。

○當間秀史環境部長 今おっしゃられた手法は、自

然環境を守るためには必要な手段の一つだと思いま

すので、今後、その部分のどういったことが考えら

れるのか、県として研究させていただきたいと思い

ます。

○中川京貴委員 もう時間がありませんので、企業
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局に質疑します。

企業局は、これまでのダム建設または水源確保な

ど、安定供給の確保、安全でおいしい水の供給に取

り組んできたはずでありますけれども、今後、沖縄

県において断水はないと判断してよろしいのでしょ

うか、企業局長。

○平良敏昭企業局長 金武ダムをもって水源開発も

終了ということで、先ほど午前中でもありましたよ

うに、水量が最大で１億1200万立法メートルを確保

しておりますので、今のところ大きな人口増も望め

ないし、それから観光客が現在でも717万人来てい

ますので、それを含めて十分供給しているし、今後

も見通しとしては問題はないということで、断水は

ないということでお答えしたいと思います。

○中川京貴委員 これは企業局長が明言しておりま

すので、これから住宅―例えばアパートなどいろい

ろな建築物をつくるに当たって、これまで２階、３

階にタンクを設置するための別の予算が伴っており

ました。企業局長の答弁で、やはり将来断水がない

のであればつくる必要はないと。設計の段階でそう

なると思いますので、ぜひ企業努力をしながら、断

水のない水道事業を続けていただきたい。これは要

望です。もう一つは、第８次沖縄県企業局経営計画

の中で、定員管理の適正化ということで、民間委託

等を進めていくと答弁していました。また民間委託

されております。その成果と今後の課題を伺いたい

です。石川浄水場とその他を指定管理しましたよね。

○大村敏久総務企画課長 第８次沖縄県企業局経営

計画の平成22年から平成25年度までの４年間で、名

護浄水場と石川浄水場、西原浄水場の３浄水場を民

間委託しております。実績としましては、人数は約

37名減となっておりますけれども、その分、委託業

者がかわってやっておりますので、官と民の連携で

より災害に強いライフラインの確保ができているも

のと認識しております。

○中川京貴委員 成果や課題も含めて、今後、企業

局としてもそういった行政改革を進めていきます

か。

○平良敏昭企業局長 今、総務企画課長から答弁あ

りましたけれども、平成22年から平成25年までの第

８次沖縄県企業局経営計画で職員数が24人ほど減に

なっております。それから、午前中にも質疑があり

ました海水淡水化施設の管理の合理化で動力費の削

減とかそういうことで、成果としては４年間の目標

の２億6000万円に対して４億円ぐらいの節減効果と

いうことで、一応、成果を上げております。今後、

やはり私どもとしては水道料金が安易に値上げにな

らないように、やはり経営の合理化、効率化、これ

は確実にやっていかなければならないと思っており

ます。そういうことで、第９次沖縄県企業局経営計

画でも目標として４年間で１億2400万円ぐらいの節

減目標を掲げているわけですけれども、民間委託も

含めて、今後、来年から久志浄水場の民間委託を、

今年度予算でも習熟訓練費ということで計上してい

ますけれども、この辺を進めながら全体的な経費の

節減に努力していくということで、第９次沖縄県企

業局経営計画を着実に進めながら対応していきたい

と考えております。

○中川京貴委員 きょうは朝から水道事業について

質疑が出ておりましたけれども、御承知のとおり仲

井眞県政のときに、離島から水道料金を一元化にし

ていただきたいという要望が出ておりました。しか

し、企業局長の答弁では、離島を一元化することに

よって、今現在の水道料金が若干上がりますという

答弁をしていました、そうですよね。

○平良敏昭企業局長 幾ら上げるかどうかの議論

は、これは議会でまた相談しなければならない事項

でもあります。現時点でどのぐらいのコストアップ

要因になるかということが問題なのです。精査をさ

らに進めているところでありますけれども、年間で

５億円ないし６億円ぐらいのコストアップ要因。こ

れは収入を引いた分です。これを単純に割り算する

と大体１立方メートル当たり３円から４円ぐらいの

数字になると。それをそのままストレートに値上げ

をするのかどうか、これは県政の判断、あるいは議

会の各議員の御判断も含めて、今後、議論をしてい

くわけですけれども、いずれにしても５億円から６

億円ぐらいはどうしてもコストアップ要因になる

と。しかしそれは、やはり先ほども申し上げた南北

大東の水道料金、沖縄本島で企業局が供給している

水道料金が大体10立方メートルで計算すると1400円

前後から千五、六百円前後ぐらいですので、やはり

格差が大きいという問題がありますので、沖縄県全

体をできるだけならしていく必要があると考えてお

りますので、やはり広域化はやっていかなければな

らないと考えております。

○中川京貴委員 先ほどの答弁で一番高いところが

北大東村で、安いところが東村の650円。企業局は100

円弱で売っているはずだけれども、650円で安く売

れる根拠は何でしょうか。

○平良敏昭企業局長 東村は独自の水源で、自分た

ちで全部対応しております。その分だけコスト的に
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は水源費用も含め、負担が余りかからないという現

実がありますので、多分それで安くなっていると

思っております。

○中川京貴委員 それであれば、企業局が供給して

いるところで一番安いところはどこでしょうか。

○平良敏昭企業局長 金武町で10立方メートル当た

り800円です。

○中川京貴委員 たしか県は103円か105円ですよ

ね。それが800円ということは１リットル当たり85

円ですか。その差額の30円、40円は金武町はもちろ

ん嘉手納町も行政努力しているのです。そういった

意味では、消費税も転嫁しておりません。地元は御

承知のとおり、本来の目的が公共の福祉の増進であ

ることを忘れてはいけません。そういった意味では、

離島が一緒になったからと言って、水道料金を値上

げすることなく、そのために指定管理をしたりいろ

いろな行政改革があったはずですので、企業局長、

ぜひその辺は、お互い議会の承認があるかもしれま

せんけれども、離島が一緒になっても水道料金を値

上げすることなく、本来の目的である公共の福祉の

増進を推進していただきたい、いかがでしょうか。

○平良敏昭企業局長 中川委員のおっしゃる意味も

よくわかりますけれども、やはり仮に５億円から６

億円のコストアップ要因になると、私ども企業局の

経営状況からすると大幅な赤字になる。ですから、

今後の管路の耐震化等、老朽化等、浄水場の計画的

な更新をやっていくためには、アセットマネジメン

トのサイクル年当たり大体130億円ぐらいの投資が

必要だと我々は見込んでおります。そうするととて

も対応できない、では、どうするかという問題です。

そこでいろいろな知恵が出てくるかもしれません

し、本当にそれを企業局の料金値上げで対応しない

となると、一般会計から繰り入れるのかと。毎年、

それだけのお金を繰り入れることが果たしていいの

かと。この辺は全体で議論しなければならないと思

います。ただ、やはり５億円余りの新たな負担増を

どうするか、これはぜひみんなで、また私どもも含

めて考えていかなければならないと思います。

○新垣良俊委員長 以上で、環境部長及び企業局長

に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○新垣良俊委員長 再開いたします。

次に、決算調査報告書記載内容等について御協議

をお願いいたします。

まず初めに、要調査事項を提起する委員から改め

て提起する趣旨について御説明をお願いいたしま

す。

具志堅透委員。

○具志堅透委員 見出しにある公有水面埋立承認の

取り消しにおいて、取り消しの手法をとった理由と

重大な瑕疵の確認について、きのうの質疑の中で、

土木環境委員会としては、数量的な云々とか、瑕疵

の大小だとか、その辺の重大に瑕疵があるというこ

との確認がなかなか伺えない部分がありまして、知

事のこれまでの会見あるいは第三者委員会の報告を

聞いてもなかなか読み取れない部分がありまして、

その辺を直接知事から意見を確認したいということ

で、要調査事項に上げております。よろしく取り計

らいをお願いします。

○新垣良俊委員長 具志堅委員の説明は終わりまし

た。

次に、中川京貴委員。

○中川京貴委員 公有水面埋立承認の取り消しにお

ける環境保全対策に関する見解について、私は土木

建築部でも要調査事項で申し上げましたけれども、

環境部においても御承知のとおり、現在、泡瀬の埋

め立て、那覇空港の第２滑走路の埋め立てなどが進

行中です。辺野古ももちろんそうですが、環境監視

等委員会を設置して、環境の専門家の意見と助言を

踏まえつつ、埋め立てを実施しています。土木建築

部については法律にのっとって進めてきましたけれ

ども、環境部については辺野古の場合は基地だから

だめなのか、基地でなければいいのかということに

対して、環境部長の意見が求められませんでした。

その答弁は、知事本人にお伺いしたいと思います。

○新垣良俊委員長 中川委員の説明は終わりまし

た。

次に、要調査事項の必要性及び整理等について、

休憩中に御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項の必要性及び整理に

ついて協議した。次に、反対意見及び特記

事項の有無の確認を行った。）

○新垣良俊委員長 再開いたします。

要調査事項につきましては、休憩中に御協議いた

しましたとおり報告することといたします。

次に、要調査事項として報告することについて反

対の意見がある場合には、その意見もあわせて報告

することとなっておりますので、反対意見がありま
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したら挙手の上、御発言をお願いいたします。

奥平一夫委員。

○奥平一夫委員 今、提案されている公有水面埋立

承認の取り消しについては、そもそもそれを取り上

げること自体が、正直に言って、決算特別委員会の

場に非常にふさわしくない。ましてや、第三者委員

会の報告書を見てもなかなかわからないという認識

の違いは、知事を呼べという理由にはならない。そ

ういうことで、私は反対です。

○新垣良俊委員長 ほかにありませんか。

嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 同じことの繰り返しですけれど

も、そもそもの発端は、前知事が公有水面埋立法に

違反して埋立承認をしたことがきっかけです。その

中身についても、私は百条委員会でも言ってきまし

たけれども、明確に今の知事になってからやったこ

とについては、正しい。ですから、前知事がでたら

めなことをしたことについては、やはり議会で正常

化しないといけないです。

○新垣良俊委員長 ほかに意見はありませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○新垣良俊委員長 意見なしと認めます。

次に、特記事項について御提案がありましたら挙

手の上、御発言をお願いいたします。

なお、特記事項は、議案に対する附帯決議のよう

な事項を想定しております。

意見はありませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○新垣良俊委員長 意見なしと認めます。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の内容を含む

決算調査報告書の作成等につきましては、委員長に

御一任願いたいと思いますがこれに御異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○新垣良俊委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後４時８分散会
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平 成 2 7 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成27年10月27日 (火曜日)

午前10時６分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 新 里 米 吉君

副委員長 田 勝 廣君 中 川 京 貴君

委 員 具志堅 透君 島 袋 大君

照 屋 守 之君 新 垣 良 俊君

翁 長 政 俊君 仲 村 未 央さん

仲宗根 悟君 玉 城 満君

山 内 末 子さん 奥 平 一 夫君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

當 間 盛 夫君 比 嘉 京 子さん

比 嘉 瑞 己君

説明のため出席した者の職、氏名

総 務 企 画 委 員 長 山 内 末 子さん

経 済 労 働 委 員 長 上 原 章君

土 木 環 境 委 員 長 新 垣 良 俊君

本日の委員会に付した事件

１ 常任委員長に対する質疑

２ 要調査事項及び特記事項の取り扱い等につい

て

３ 総括質疑の取り扱いについて

3ii4

○新里米吉委員長 ただいまから決算特別委員会を

開会いたします。

常任委員長に対する質疑、要調査事項、特記事項

及び総括質疑の取り扱いについてを議題といたしま

す。

各常任委員長からの決算調査報告書につきまして

は、決算議案の審査等に関する基本的事項に基づき、

昨日、各決算特別委員に配付しております。

また、決算調査報告書配付後に、山内末子総務企

画委員長、上原章経済労働委員長及び新垣良俊土木

環境委員長に対する質疑の通告がなされております。

まず、決算特別委員会運営要領に基づき、常任委

員長の報告に対する質疑を行います。

なお、常任委員長への質疑は、当該常任委員長に

対し２回を超えないものとすると決定しており、質

疑の通告をされた委員の再質疑は一度のみとなりま

すので、その点について御留意願います。

また、質疑は一括して行うようお願いいたします。

これより各常任委員長の報告に対する質疑を行い

ます。

具志堅透委員。

○具志堅透委員 それでは、辺野古埋立承認に関し

て質疑を行いたいと思うのですが、その前に、一部、

今回の平成26年度決算になじまないという話が聞こ

えてまいります。私は全く違うのではないかと思っ

ておりまして、辺野古関連費用について、平成26年

度土木建築部で辺野古埋立承認にかかわった人件費

として1440万円が計上されております。また、当時

裁判も行われているので、これは前払いということ

で平成25年度に出しているのですが、それも約1050

万円。そして、農林水産部においては潜水調査等で72

万4000円、これは委員会でも答弁をされているよう

でございます。そして、第三者委員会においては、

４回の会合が平成26年度に行われております。そし

て44万8000円の決算がございます。あと、辺野古監

視業務の中で、平成27年３月11日から３月31日まで5

100円の支出があります。このように、平成26年度決

算になじまないというのは全くもって当たらないと

いう認識をしておりますので、この関連で質疑をさ

せていただきたいと思います。

まず初めに、総務企画委員会での質疑、答弁の内

容を確認いたしました。知事公室長の答弁で、第三

者委員会の検証結果が７月16日に報告され、そして

報告後、県庁内部で精査をし、取り消し得べき瑕疵

があると判断したことから、９月に沖縄防衛局に対

する意見聴取、聴聞手続を経て10月13日に取り消し

に至ったと。報告書については、知事公室から土木

建築部、環境部、そして農林水産部の関係部局に対

して、事実関係を確認するよう依頼をしたとなって

おります。委員長も土木環境委員ですから御承知だ

と思うのですが、私は土木環境委員会で環境部にそ

の旨を確認しているのです。確認したところ、環境

部は全く今回の取り消しにはかかわっていないと。

このことに関しては、我が会派の中川委員も再三確

決算特別委員会記録（第２号）
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認をして―これは重要なところですから、実は我々

が基地対策課を呼んで前もって勉強会をしたときに

も、その依頼をしたということを言っていました。

その答弁に食い違いがあるのです。もし、知事公室

長が言ってることが事実であれば、環境部長が虚偽

の答弁を土木環境委員会でやっているわけです。そ

うなりますよね。それは質疑の封じ込めに当たるの

ではないかと。どちらが事実なのかということを、

まずもって確認をしていただきたい。今の私が言っ

たこと、質疑のやりとりというのは間違いないです

よね。環境部へ依頼したということ。皆さんからの

調査報告書に書いてありますから。まずは決算特別

委員長として、両部長を呼んででもその確認をやっ

ていただきたいと思います。そうでないと、これは

質疑できません。どちらかが虚偽の答弁をしている。

これは我々県議会として、常任委員会の決算調査で

それを許して見過ごすわけにはいかないと思います。

そのことをまず確認をとりたいと思います。

○新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、具志堅委員から、知事公室長の

答弁と環境部長の答弁に食い違いがあるの

で、まずは答弁の真意を確認すべき旨の発

言があった。これに対して新里委員長から、

本日は常任委員長に対する質疑を議題とし

ていることから、答弁の確認は議題になじ

まない旨の説明があった。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

本日は、常任委員長に対する質疑ですので、常任

委員長への質疑をしてください……。

○翁長政俊委員 私は総務企画委員ですけれども、

総務企画委員会以外の質疑の内容がわからないので

す。議事録だって出ていないわけですよ。私たちは

委員の中でいろいろ聞いて、こういうことが行われ

たかどうか、今ただしているわけです。ですから、

答えればいいわけでしょう。答えないと言っている

ので問題になっているわけでしょう。私たちは各委

員会の議事録も持っていないのです。出させればい

いのです。とんでもないですよ。

○新里米吉委員長 勝手な発言はやめてください。

各委員、勝手な発言はやめてください。翁長政俊委

員、静かにしてください。勝手な発言はできません。

委員会では、挙手をして指名を受けた者が発言しま

す。

ただいまの具志堅透委員の質疑に対して、総務企

画委員会での内容を伝えるのが総務企画委員長が答

弁すべきことです。そして、ほかの委員会について

は、総務企画委員長が答える立場にないわけですか

ら、２つの委員会にまたがっての話でこれを質疑で

きないということではなくて、総務企画委員長に対

して質疑をして答えてもらうと。この決算特別委員

会ではそういう手順になっているわけですから、手

順に従ってお願いしたいと思います。

○具志堅透委員 これは質疑に入れない状態なので

す。総務企画委員長にもですね。その前には答弁を

信じているのに、答弁を……。

○新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、具志堅委員から、知事公室長答

弁と環境部長答弁の食い違いに気づいたの

は昨日の調査報告書配付後であったことか

ら、決算特別委員会として当事者に確認す

べきとの発言があった。これに対して新里

委員長から、各常任委員長への質疑の中で、

答弁の食い違いがあるかどうかを確認すべ

き旨の説明があった。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

具志堅透委員。

○具志堅透委員 先ほどの私の発言は、会議録にも

残っているはずです。そして、両委員長も聞いてお

られたはずですので、改めて申し上げることはいた

しません。

まず、総務企画委員長にお伺いします。

質疑・答弁の内容に対して、ここに書かれている

ことに間違いないですか。

それともう一つ、土木環境委員長に伺いますが、

土木環境委員会でのやりとり、環境部長がおっしゃっ

たことについて、先ほど私が言ったことは間違いあ

りませんか。その違いに対して、委員長としてどう

裁きますか、どう思いますか。確認いたします。

○新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、新里委員長から具志堅委員に対

して、土木環境委員長に対する質疑は通告

外である旨の注意があった。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

山内末子総務企画委員長。

○山内末子総務企画委員長 具志堅透委員の質疑に

答弁をいたします。

まず、通告書に基づいての答弁をいたします。

町田知事公室長は、辺野古沿岸埋立承認の取り消

し決定のプロセスについては、こういうことを言っ

ています。第三者委員会を県で設置しまして、その

第三者委員会で当時の承認手続について検証してい

ただきました。その結果が７月16日に報告されてお

ります。その第三者委員会の報告を、私ども県庁内

部で精査をし、取り消し得べき瑕疵があると判断し
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たことから、先月、沖縄防衛局に対して意見聴取、

そして聴聞手続を経て、先週10月13日に取り消しに

至ったということでございます。その後、委員から、

第三者委員会の報告を受けて、知事から総務部に対

してきちんとした検証、精査をしなさいという業務

命令があったのですかという質疑がありました。平

敷総務部長からは、総務部は第三者委員会の事務局

を担うように指示を受けまして、委員会ごとにいろ

いろな世話をやっております。その報告については、

関係部署で受け取って精査をしたものと理解してお

りますと。関係部署は知事公室ですかという質疑に

対しまして、知事公室長は、精査につきましては知

事公室を中心に土木建築部、環境部、農林水産部、

関係部局でやっております。そういう答弁がありま

した。

○具志堅透委員 今あるとおり、環境部は精査をし

たと言っております。土木環境委員会ではそうでは

ありませんでした。精査は全く依頼を受けてないと

いうことでした。この事実関係をたださないうちは、

この決算特別委員会そのものが問われると思ってい

ます。２回ですので私の質疑は終わりますが、何ら

かの形で、全体の質疑が終わった後でも構いません

ので、事実関係を強く求めたいと、確認をしていた

だきたいと思うのです。そのように、ぜひ取り計ら

いをお願いしたいと思います。ここで座れば終わる

のかもしれませんが、これは本当に、我々県議会の

決算特別委員会というものが問われる問題だと思い

ます。答弁が食い違っているのです。まさに今、総

務企画委員長から報告があったところをもっと詳し

く説明してもらいました。環境部にも精査をさせた

と。環境部は、新里委員長も土木環境委員会ですか

ら聞いておりますよ。土木環境委員長にはもう聞き

ませんが、全くそういったものはなかったというこ

とを言ってます。先ほど委員長が言った事実確認の

問題とも答弁は違います。そのことに関してはよろ

しくお願いしたいと。

そして、今回の承認取り消しについて、翁長知事

は埋立承認の必要性、そして自然環境保全措置につ

いて瑕疵があるということで取り消しをしておりま

す。土木環境委員会でも質疑したのですが、県はこ

れまで９カ月間かけて慎重に審査をしてまいりまし

た。議会でも百条委員会を開き、調査をして、何ら

瑕疵は見つかりませんでした。百条委員会の答弁、

土木環境委員会での質疑、そして埋め立ての必要性

については、普天間飛行場の代替施設としての埋め

立て、普天間飛行場の危険性除去、あるいは沖縄国

際大学へのヘリの墜落、今回のＶ字滑走路によって

住宅地上空の飛行が防げるなど、埋め立てによって

できた必要性があると、しっかりと検証をしており

ます。そして承認をしているのです。また、環境ア

セスメントについても、事業の実施に伴う環境の調

査、予測評価及び環境保全措置の検討に当たっては、

科学的見地の見解などにより予測の不可欠性、環境

保全措置の効果、不確実性を伴うものと考え、その

ため事後調査を実施して、環境保全措置の内容を随

時反映していくことが自然環境ではあったと。現段

階で取り入れられる措置が講じられていると判断し

ていると。留意事項を付すことで、その実効性を担

保し承認しております。また、環境評価の指標等に

ついても、定めている省令、県では県条例の技術指

針というのがあり、その予測の基本的な指標につい

て、定量的に把握する手法を選定することとされて

はおります。しかしながら、ただし書きの中で―必

ずしも100％定量ではかれないという答弁もありまし

た。ただし書きで、定量的な把握が困難な場合にあっ

ては、定性的に把握することで手法を選定するもの

とされております。動植物や生態系の影響の予測に

ついては、幾つかの定量的予測手法があるものの、

定量的に予測することが難しい場合は、定性的に予

測するのが一般的でありますと。そのために、県と

しては、自然環境への予測、影響の予測、評価につ

いては定性的な手法で問題ないと。ここを第三者委

員会から指摘を受けて、定量的が足りないとか何と

かと言っているのですが、このように土木建築部と

しては、百条委員会でも土木環境委員会でも答弁も

しているのです。このように、手法については法に

のっとってしっかりと判断、検証をしており、第三

者委員会の指摘は当たらないのではないかと私は

思っております。仲井眞前知事の埋立承認に対し、

重大な瑕疵があったのかどうなのか。法律的には瑕

疵の治癒というものがあります。行政の継続性とい

う点からも、瑕疵があればそれを直していく。もし

法律的に過ちがあったとしても、取り消してなかっ

たことにすることは当然ではないのです。不自然で

あります。不備のある部分を直してもらえばよいと

いうのが大原則になっているはずです。埋め立ての

必要性や環境保全措置等に重大な瑕疵があったのか。

重大な瑕疵があったから、いかなる方法をとっても

瑕疵の治癒が不可能だから、取り消したというので

すか。このことは、この決算特別委員会で知事に確

認しなくてはいけないと思っておりますが、総務企

画委員長、委員会での質疑等々を踏まえて、そして

今、私が言ったことも踏まえてどう思いますか。知

事をこちらに招聘して、確認すべきだと私は思って
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おりますが、どうですか。

○山内末子総務企画委員長 その件につきましては、

委員長の立場といたしまして、きょうは皆さんの質

疑に答える立場でございます。その件で、個人的な

見解は避けたいと思います。

○新里米吉委員長 具志堅透委員の質疑は終わりま

した。

次に、島袋大委員。

○島袋大委員 私は文教厚生委員ですので、福祉・

教育を専門に審査してきましたけれども、きょうは

７点確認をしたいと思っています。翁長知事の埋立

承認取り消しの判断について、第三者委員会を含め

て７点お聞きしたいと思っています。

仮に行政行為に過ちがあったとしても、先ほど具

志堅委員からもありましたけれども、それを正すに

は２つの方法があると思っています。この不備の部

分を直してもらいたい、正しくするということであ

れば、これが普通のやり方であると思っています。

もう一つは、この過ちを初めからなかったことに

するというやり方だと思っています。翁長知事が過

去の承認に瑕疵があったから取り消すというのは、

なかったことにするという非常にいかがなものかと

考えています。翁長知事は、沖縄防衛局の環境保全

策などに不備があったとしておりますけれども、仮

に不備があったならば、その部分を、先ほどもあっ

たように直せばいいと私たちは思っています。それ

が常識的なやり方であって、いきなり承認を取り消

してなかったことにするというのは、全く普通では

ない考えだと思っています。仮に不備があっても、

直してもらって結果として正しくなったという状態

を、先ほど言いました瑕疵の治癒という言葉だと思

いますけれども、この過ちがあったとしても、取り

消しをしてなかったことにするというのは当然では

なく、不備のある部分を直してもらえばいいという

のが原則だと思っています。

そこで確認したいのですが、いきなり取り消すの

は極めて乱暴だと思っております。なぜそのような

手段をとったのか。知事の会見を聞いても、取り消

し通知書を見ても、第三者委員会の報告を読んでも、

一つも説明はされておりません。ひょっとすると、

過ちが大き過ぎれば直すこともできないと言わんと

しているのかという思いがあります。埋め立ての必

要性や環境保全において、余りに重大な瑕疵があっ

たので、いかなる方法によっても治癒が不可能であ

るから取り消したというのが、翁長知事の主張では

ないかと思っております。知事が瑕疵を理由に一足

飛びをし、取り消しという無理な手段に踏み切った。

その法的な論理の裏づけはどういうものなのか。委

員会でそういう議論がされたのか確認したいと思っ

ています。治癒できないほど重大性があるというの

であれば、どういう点が重大な瑕疵だったのか。こ

れも委員会でどのような議論がされたのか、ありま

したら御説明願いたいと思っています。そこで疑問

があるのは、もしそれほど重大で明白な多数の瑕疵

があったとすれば、そのような重大な過ちをなぜ当

初から見抜けなかったのか。知事公室長は本会議に

おいても、埋立承認を担当した職員は審査基準に対

する考え方のもとで、適切に審査を行ったものと理

解しておりますと答弁しております。重大で明白な

多数の瑕疵があり、それを見抜けなかったが、その

審査は適正だったということは全く意味をなさない

と思っております。第三者委員会は数多くの項目を

挙げて、県の手続が不十分だった、審査が不十分だっ

たと言っております。知事は、それは重大な瑕疵で

あって、承認は取り消すしかないと結論づけた。そ

れでも審査は適切だった、誰も責任はとらなくても

よいということなのか。そういうことも委員会の中

で議論されたのか確認したいと思っております。審

査は適切だったが、今は第三者委員会の判断を踏ま

えると、審査が不十分だったというのがわかったと。

県職員の責任問題は別であると。そう言い抜けよう

としても、納得できるものではないと思っておりま

す。結局、重大な瑕疵があったにもかかわらず、当

時の審査は適切とし、誰も責任をとらないという矛

盾。これを論理的に説明できないのは、結局、瑕疵

が実際に存在したのではなく、実態としては翁長知

事の公約に合わせて行政判断を変更させるため、そ

のための重大な瑕疵なるものを事後的につくり上げ

たにすぎないからではないかと思っております。要

するに、ある県の県知事が申請を許可した後に、許

可申請書が間違っていたことがわかったので取り消

そうとした。しかし、それは調査不十分という県の

内部事情であって、許可を取り消すべき公益上の必

要性が到底認められないと私たちは思っております。

そこで、裁判になっても堂々と主張すると翁長知事

は言っておりますけれども、このような判例を踏ま

えても、知事は承認取り消しに問題はなく裁判で勝

てると言っていますが、そういうことも委員会で議

論されたのか確認したいと思っております。翁長知

事の主張が通用する勝訴というのは、根拠は全く説

得力がないと思っております。これは知事自身の責

任問題であります。裁判に負ければ、県は損害賠償

を支払わなければいけないと思っています。それは

誰がどのように支払うのか。そういったことも質疑
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もろもろ出たのか確認したいと思っています。要す

るに、選挙の結果だ、公約だ、県政の柱だと言って

も、ちゃんとかわりの補償をしないと不法行為にな

ると我々は思っております。そこで誰が責任をとる

のか。選挙公約だから、施策の変更を行って埋立承

認を取り消した。それで何も代償的措置はとらない。

かわりを差し出せというのは日本の政治の堕落だと、

そのように言っているわけでありますが、しかしこ

の時点で不法行為だと、裁判所の論理ではそういう

ことであります。県の職員に責任がないとしたら、

不法行為の責任は翁長知事個人にあると思っていま

す。そういう議論は出たのか確認をしたいと思って

おります。

次に、翁長知事は第三者委員会の検証、報告を踏

まえて取り消しを行ったと言いますけれども、もと

もと埋立承認の調査は平成26年２月から７月まで設

置された百条委員会で実証済みであります。我々は、

数の暴力による百条委員会の設置が正当だったとは

今でも思っておりません。法律に基づき、全て公開

の上で、与野党双方が参加して調査行ったと。私も

百条委員でありました。何ら法的根拠がなく、密室

で翁長知事が指名したメンバーだけで検証し、翁長

知事の公約実現の手足として働く、中立性・客観性

が欠落した結論ありきの第三者委員会と比べれば、

百条委員会の関係者の証言には重みがあると思って

おります。当時、百条委員会で証言した県幹部の皆

さん方は今もいらっしゃいますから、そういったこ

とを考えれば、今回、第三者委員会が県の手続・審

査に不備があったと結論づけ、県も検証に従い取り

消しを行ったわけでありますから、その県幹部が百

条委員会で偽証を行っていないのか。偽証を行って

いなければ、なぜ当時の不備が今まで放置され、承

認取り消しに至ったのか。県議会の責任として私は

追及する必要があると思っております。例えば、末

吉幸満土木建築部長は百条委員会において、当時土

木整備統括監として、環境影響評価書の中で厳しい

知事意見を出させていただいた。それに対して沖縄

防衛局は有識者研究会を設置して、いろいろな研究

をしていると思っております。その結果として、最

終的に埋立承認申請の中の環境保全策として修正さ

れるというように理解して、証言もしております。

しかしながら、沖縄県による承認取り消し通知書の

理由書の中で、事業者の申請内容は問題の現状及び

影響を的確に把握したものとは言いがたく、環境保

全措置が適切に講じられている、ましてやその程度

が十分とも言えない。このような問題があるにもか

かわらず、沖縄県が審査基準に適合するという判断

は、合理性を欠いているものと認められたというよ

うになっています。そこで確認します。百条委員会

の証言と承認取り消し通知書の記述と、どちらが土

木建築部長の意見として正しいのか。その辺の議論

はされましたか。当時と今とで意見が違うというの

は、偽証の言いわけの典型であると思っています。

意見が変わったということは、そのきっかけ、理由

というのも議論に出ましたか。その辺を確認したい

と思っていますので、よろしくお願いいたします。

○新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、新里委員長から、質疑の通告は

本会議における質問通告に準じて具体的に

行うようにと注意があった。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

山内末子総務企画委員長。

○山内末子総務企画委員長 多岐にわたっていまし

たので、私たちの委員会で議論があったかどうかと

いうところを少し説明したいと思います。

まずは裁判についてです。裁判については質疑が

ありました。委員から、これから下手をすると訴訟

が起きること、これも想定できると。そういう中で、

門前払いをされるかもしれないような案件なのです

というような発言がありました。それから、新聞紙

上では、知事も裁判を見据えて対応しているという

ことはいろいろなところで発言されていますが、何

をもって争点として戦うつもりですかという質疑が

ございました。それに対して知事公室長は、今のと

ころ、私どもとしては公有水面埋立法第４条第１項

第１号、あるいは第２号の要件を満たしていないと

いうことで取り消しをしたところです。それに対し

て、国は不服審査請求手続をやっております。その

中で、県・国の手続、それぞれどちらに問題があっ

たのか。そういう議論になっているかと思いますと。

裁判については、この程度で知事公室長は答えてお

ります。

それから、重大な瑕疵があったとして、その瑕疵

を最初から見抜けなかったのはなぜですか、また見

抜けなかった責任はどこにあるのかという質疑があ

りました。それについては、承認当時、県としては

公有水面埋立法あるいは審査基準に照らして、適正

に審査をしていたものと理解しております。しかし

その後、第三者委員会から判断過程に合理性を欠い

ていたことなどから、取り消すべき瑕疵があるとい

う報告があり、県の中でも精査をした結果、取り消

すということに至ったものでございます。責任につ

きましては、法的な瑕疵というのは、承認そのもの

が公有水面埋立法の定める要件を満たしていたかど
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うかの問題でございまして、責任とはまた別の問題

であると理解しておりますという答弁がありました。

それから、審査は適切だったが、第三者委員会を

踏まえることで審査が不十分だったことがわかった

のかという質疑がありました。その中で、結局は当

初から瑕疵があるという前提でつくり上げたのでは

ないかという質疑がありまして、それに対して知事

公室長は、第三者委員会の委員の方々は公平かつ客

観的に審査をした結果、瑕疵があると認められると

いう報告書を出しておりますし、私どもとしても、

その内容について内部で精査をした結果、取り消す

べき瑕疵があったという結論に至ったことを答弁し

ております。

以上、内容的にはこういうやりとりがありました。

○新垣良俊土木環境委員長 本日は常任委員長への

質疑でありますので、島袋委員の質疑について多々

あったと思うのですが、まず知事の承認取り消しの

判断に関連しては、土木建築部長から埋立承認につ

いては、法的に取り消すべき瑕疵があると認められ

たため、知事の職権により埋立承認を取り消したも

のであるとの答弁がありました。それから、第三者

委員会についてですが、土木建築部長から埋め立て

の必要性や環境保全措置等について、さらに考慮す

べき事項を指摘されたところである。承認当時の判

断について、専門家の意見、助言を踏まえて改めて

判断するなど、曖昧な表現が多いと指摘されたとこ

ろである。第三者委員会の検証結果の報告を受け、

県として精査したところ、承認には取り消すべき瑕

疵があったものと考えているとの答弁がありました。

それから瑕疵の治癒についてですが、これについ

て我々としては、第三者委員会の検証結果を踏まえ

て県として精査したところ、承認には取り消すべき

瑕疵があったということで、それで事業者に対して

意見を聞くという手続を行ったと。事業者は一応聴

聞にかわる意見書を出して反論しているので、そう

いうことでまた今後の展開が出てくるかと思うとい

う答弁がありました。

それから百条委員会の件ですが、百条委員会等で

の証言等との整合性については、土木建築部長から、

当時我々はみずから持っている知見、知識の中で判

断をして、前土木建築部長も百条委員会で答弁をし

た。それに対して、今回設置された第三者委員会の

中において、まだまだ我々が追求できなかったとこ

ろがあったのではないかということを指摘されて、

我々としても、考慮が足りなかったのかということ

で反省したところであるとの答弁がありました。

○島袋大委員 委員会の中で質疑があったかという

ことですから、質疑を投げたことに関して答弁がな

いところもありますけれども、これだけ基地問題に

関してはもろもろあるわけでありますから、ぜひと

も翁長知事を呼んでいただいて、改めて知事に対し

て質疑をお願いしたいと思いますけれども、我々に

そういった説明をする場がなかなかないわけであり

ますから、決算に関連して質疑もいろいろしたいと

思っておりますので、ぜひとも知事を総括質疑に呼

んでいただいて、また担当の土木建築部長、環境部

長もろもろ含めて出席いただいて、総括質疑もお願

いしたいと思いますので、委員長、ひとつ取り計ら

いのほうをお願いしたいと思っております。

大変無理をいった質疑でありましたけれども、常

任委員長の皆様のしっかりとした答弁に感謝いたし

ます。

〇新里米吉委員長 照屋守之委員。

○照屋守之委員 まず、総務企画委員長にお伺いし

ます。

まず１点目は、県の埋立承認手続と今回の承認取

り消しの違いについてであります。せんだって総務

企画委員会の決算調査で、知事公室長は「埋立承認

は、当時、法律あるいは審査基準に照らして職員は

適正に行ったと考えている。しかし、その後、第三

者委員会の報告書あるいは県内部での精査の結果、

取り消すべき瑕疵があるという結論に至ったという

ことである。」という形で、調査報告書にはあります。

この上のほうでは、当時は法律あるいは審査基準に

照らして、職員は適正に行ったと考えているという

形で、執行部は前県政の埋立承認を認める立場の表

現です。その後、第三者委員会の報告書では、取り

消すべき瑕疵があるとの結論に至ったという委員会

の報告を受けてのことですが、委員長が報告してい

るわけですが、この事態を、総務企画委員長として

それぞれの委員の意見、あるいは執行部の意見を取

りまとめるというのが委員長という役割かもしれま

せんが、今、沖縄県で起こっている、一方では埋立

承認をされた、いや、そうではなく取り消しという、

そのことが同じ県執行部の中で、あの当時の法律あ

るいは審査基準に照らして職員は適正に行った、埋

立承認を肯定する。その後は、第三者委員会の報告

書によって取り消すという、こういう報告書を委員

長がつくること自体に私は非常に疑問があるわけで

すが、そのいきさつも含めて御説明をお願いします。

２点目、検証委員会の役割、責任についてです。

今回の埋立承認取り消しの県知事の意思決定を誘導

したのが、第三者委員会であると私は考えておりま

す。前知事の埋立承認を取り消しへ誘導した第三者
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委員会の責任は非常に大きいものがあって、県政の

意思決定に重大な影響を及ぼしたものと考えており

ます。しかしながら今、マスコミも含めて、我々県

議会でもそうですが、全くその責任が問われること

はないわけであります。非常に不思議なことが今、

沖縄県で発生している。責任のない第三者委員会の

意思決定です。県予算から報償費が支払われている

にもかかわらず、責任を問う声もない。第三者委員

会の委員について、当初から不公平感があるのでは

ないかという指摘をされているのにもかかわらず、

法的な瑕疵の結論ありきの検証委員会、第三者委員

会という声もあるわけであります。この第三者委員

会は、県の職員を対象に埋立承認手続の内容を検証

したということであります。結果的に、法的な瑕疵

の結論ということになるわけでありますが、まさに

これは言いかえれば、県職員の審査におけるチェッ

クミスを指摘していることにもなるわけです。この

ように、県政の進路に重大な影響を与えた第三者委

員会の責任、あるいは県職員のミスについて、総務

企画委員会ではこの第三者委員会の役割、責任も含

めてどのような検証が行われたのか。その御説明を

お願いします。

３点目、県議会百条委員会の審査、意思決定と今

回の委員会での説明の違いです。沖縄県議会の埋立

承認に係る百条委員会でも、法的な瑕疵は指摘でき

ませんでした。このことはある意味で当たり前のこ

とでもあります。先ほど申し上げましたように、知

事公室長も認めているとおり、当時の職員は法律あ

るいは審査基準に照らして適正に行ったと考えてい

るという調査報告書にもあるように、そういうこと

からすると、沖縄県議会の百条委員会が承認手続に

ついて異議を述べること自体が、まさに逆に異常だ

と思うわけであります。知事公室長が、当時の埋立

承認手続については法的に適正であったと公言して

いる。今、このように県政が公言しているとなると、

我々沖縄県議会が百条委員会をつくって、証人を調

査したりなどもありましたが、一体全体あの百条委

員会は何だったのかということで、県議会の百条委

員会は面目丸潰れだなという気がします。当時、私

は委員会設置に反対しましたが、職員は法的に適正

に処理をしたというような知事公室長の発言が出て

くると、非常に情けないなという思いがしておりま

す。このことは今の与党もそうですが、あの当時の

野党議員、大変なことですよね。埋立承認は適正に

行われた、知事公室長の発言です。県の取り消しの

根拠は、国土利用上適正かつ合理的なことという要

件を充足していない、第４条第１項第２号、環境保

全がなされていないということでありますが、１番

目の国土利用上の問題は埋め立ての必要性というこ

とであります。普天間飛行場の危険性の除去、沖縄

国際大学へのヘリの墜落、辺野古はＶ字型滑走路に

よって住宅上空の飛行が防げる等の説明を、当時の

土木建築部長は百条委員会でも具体的に説明をして

おります。具体的に説明したことを、知事公室長が、

あの当時は法的にも審査基準にも照らして問題ない

ということからすると、ここも認めて、法的に適正、

あるいは土木建築部長が説明した埋め立ての必要性

も認めながら、今は合理性がないという根拠の説明

をするわけです。環境条項についても、確かに環境

保全についてはさまざまな懸念はあるものの、とり

得る措置がされていると。当時からそういう説明で、

知事公室長が言うように、あの当時きちんとそのよ

うに法に照らし合わせて、あるいは基準に照らし合

わせて行ったということからすると、これも全くお

かしな話で、あの当時の埋立承認は認めて、法的に

も職員にも責任はない、法的な手続基準を満たした

上でしっかりやってきたということを県執行部が説

明して、なおかつ第三者委員会の提起によって審査

した結果、取り消しをするという結論に至ったと。

こういうことが我々県議会の本会議での説明、ある

いはそれぞれの委員会での説明と真逆なことが起

こっていて、前県政がやってきたことを、つじつま

も合わない、あるいは法的な部分は認めて、今回こ

のような状況が起こっていると。正直私の頭も混乱

して、一体沖縄県の行政は何なのかという疑問を持

つわけです。さらに移設については、国家安全保障

戦略上の国の重大な専権事項であるということ、都

道府県知事にはそのような責任は与えられていない

ということもあるわけです。ですから、今回の取り

消しの根拠、移設の必要性、環境保全については、

しっかりその当時も法的な関連、基準から照らし合

わせて認められておりますから、これは法的な瑕疵

ではなく、それぞれの考え方の違い、見解の相違、

そういうところに位置づけられるものだろうと思っ

ているのです。ですから、埋立承認取り消しの法的

な瑕疵には当たらないということになると思います。

このことは、もちろん県議会の総務企画委員長とい

う立場ですから、これまでの経緯も含めて考えてい

くと、容易に判断できることだろうと思っています。

その百条委員会の意思決定と今回の委員会の説明の

違いについて、委員長の見解をお願いします。

次に、４点目です。県知事がかわると県の対応が

異なるという、この状況です。私は、県知事がかわっ

て、今回、埋立承認に係る公有水面埋立法に沿った
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結論でさえ簡単に変わってしまうということを目の

当たりにして、非常に県の行政に対して、何でもで

きるのかと非常に不思議に思っております。県の執

行部は、今は右、今は左と簡単に動かせるような、

今の県政はそういう状況です。それは法律あるいは

手順を無視すれば、そのことはいとも簡単にできる

のだろうなと本当に不思議な感をしているわけです

が、執行部がそうありながら、では沖縄県議会はど

うなりますか、常任委員会はどうなりますか、特別

委員会はどうなりますか。そこに非常に憤りを感じ

ております。何を信じてどのような対応をすればい

いのか。ここで今、県議会あるいは私も県議会議員

としてどうしていいのか、わけがわからない状態が

続いております。この状況というのは、与野党の立

場がひっくり返って今の沖縄県議会の状況になって

いることもありますが、これは与野党という枠を超

えて、県政や執行部がかわってその対応が違う。今

まで説明してきたこと、やってきたことが、それに

よって全部覆っていく。この中で、我々が議会とし

てどう信頼性を持って物事に取り組んでいいのか。

そこに非常に疑問があって、当然、総務企画委員長

はその中身も全て知り尽くしていると思いますが、

委員長としてこの現状をどのように捉えていますか。

県議会の立場も含めてお伺いをいたします。

５点目、県執行部の変化に対する県議会、そして

委員会のあり方について伺います。2014年７月11日

に沖縄防衛局は、辺野古沿岸海域の海底ボーリング

調査に向けた岩礁破砕に伴う協議書と埋立本体工事

の岩礁破砕申請を県に提出しております。７月14日

に県は正式に受理をして、７月11日に海底ボーリン

グ調査に向けた岩礁破砕については、県の許可は不

要と通知しております。2014年８月15日、沖縄防衛

局が７月11日に提出した埋立本体工事の岩礁破砕申

請について、県は許可しております。私は記録にとっ

てありますから、これは間違いありませんが、この

ように許可したものと同じ埋立承認を要することが

今、県の中で大きな変化としてあらわれております。

岩礁破砕も漁業調整規則にのっとって行うとか、区

域外がどうのこうのとか、既にこういう形でボーリ

ング調査も含めて岩礁破砕は許可されて、本体工事

についても許可された時点で工事が進められている

わけです。こういうことをどう説明するのですか。

同時に、これはきちんと許可しました。しかしなが

らクレームをつけております。一方で、同じ時期の

埋立承認を要する那覇空港の第２滑走路事業につい

ては何ら問題視していない。全く同じように岩礁破

砕の区域外で、浮標の設置に係るコンクリートブロッ

クでサンゴが潰されています。この事態は全く問題

にしない。全く同じような岩礁破砕の手続をし、浮

標を設置して、それをとめるためのコンクリートブ

ロック設置がある。その下でサンゴが潰されている

ことについては全く問題にしない。このような形で、

県の執行部の変化に対する我々県議会や委員会のあ

り方というのが、非常に今、問われていると思って

いるのです。委員長の見解を伺います。

６点目、第三者委員会の検証を解明する県議会百

条委員会の設置についてです。委員長の見解を賜り

たいわけですが、今、沖縄県政や沖縄県議会で発生

していることは、県民にとっては到底理解しがたい

ことであります。前県政で承認されたことが、県政

がかわったら承認取り消し。それも同じ公有水面埋

立法の手続、法の審査基準等、問題なしに行ったと

いうことにもかかわらずであります。県職員が９カ

月かけて法律、審査基準に照らし合わせたことが、

第三者委員会の検証によっていとも簡単に法的な瑕

疵、職員のミスを指摘しているわけであります。我

々は責任ある立場として、沖縄県議会としても百条

委員会を設置してこの問題に取り組んできました。

両論併記で意見の一致を見なかったわけですが、少

なくとも、法的な瑕疵は残念ながら指摘できなかっ

た。我が沖縄県議会の百条委員会もまさにそのとお

りであります。しかしながら、こういう第三者委員

会が、県執行部がやってきたことあるいは我が沖縄

県議会が満を持して取り組んできた百条委員会にお

いてもチェックできなかったものを、いとも簡単に

法的な瑕疵という形で指摘しているわけであります。

ところが、第三者委員会の責任は全然明確ではない。

そういう方々が、法的な瑕疵があるということを位

置づける。我々県議会が議会の権能をもって全て結

集してやったにもかかわらず、法的な瑕疵は指摘で

きなかったと。そういうことからすると、我々は第

三者委員会の検証というか解明というか、そういう

ことを議会を挙げてやらなければ、県民に対して説

明がつかないだろうという思いがしているわけです。

報酬は与えました、その責任はありません。それは

知事にそういう形で提言をするだけです。あとは知

事の判断です、県執行部の判断です。このような第

三者委員会の今の位置づけ、それによって一度意思

決定したものが大きく覆る。これは沖縄県政にとっ

ても、基地問題あるいはそのほかにとっても非常に

大きな影響を与えます。国との信頼関係、国民との

信頼関係も含めて、今、非常に厳しい状況に置かれ

ていると私は考えております。ですから、そういう

ことからすると、第三者委員会がどういう検証をし
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て法的な瑕疵があるという形で結論づけたのか。そ

こはやはり我が沖縄県議会でも、その調査のために

百条委員会をつくって、取り組みをしていくべきだ

と考えておりますが、これは議会全体を挙げて当然

のことだろうと思っています。ですから、きょうは

委員長に対する質疑ですから、とりあえず総務企画

委員長の御見解をお伺いをしたいということであり

ます。

次に、土木環境委員長です。

まず１点目に、辺野古及び那覇空港第２滑走路埋

立事業の手続の違いについて、土木環境委員長の見

解を求めたいと思っております。私は、辺野古埋め

立ても那覇空港第２滑走路事業もそれぞれの目的に

応じて、自然環境に影響を与えるものの、私ども沖

縄県にとっては必要なことからやむを得ない対応だ

と考えております。これまで沖縄県においても数多

くの埋立事業が行われてきましたが、その手続は、

国の埋め立てに関する法律の手続によって進められ

たものと理解しております。今回は特に、普天間飛

行場移設にかかわる問題が発生し、普天間飛行場の

危険性除去の観点から辺野古埋立事業が進められて

いるものと理解しております。私は、どの目的を持

つ埋め立てであれ、自然環境に影響を与える埋立事

業の手続については、公有水面埋立法の趣旨に基づ

いて適切に進められるべきだと考えているわけであ

ります。土木環境委員長の見解を賜ります。さらに、

こういうものについて、それぞれの委員会での意見、

審査がありましたらその御報告もお願いします。

次に２点目、なぜ、那覇空港第２滑走路事業は問

題にならなくて、辺野古埋立事業だけ問題になるの

か土木環境委員長の見解を伺います。私は先ほども

申し上げましたように、埋立事業については、公有

水面埋立法の手続によって平等に進められるべきだ

と考えております。これは、国全体の埋立事業も同

様に進められているものと理解しております。とこ

ろが、沖縄県の辺野古、那覇空港第２滑走路は同時

期の埋立事業でありながら、県政の対応やマスコミ

報道も含めて、取り上げ方が明らかに異なっていま

す。特に現県政の対応は異常だと思っております。

那覇空港第２滑走路埋立事業では県民の反対運動も

発生しておりません。埋立承認手続、埋立事業に係

る岩礁破砕の手続にその傾向が顕著にあらわれてお

ります。辺野古の岩礁破砕の区域外のサンゴが破損

したと大問題にしております。那覇空港第２滑走路

も、同じように岩礁破砕の区域外で浮標設置のため

のコンクリートブロックがサンゴを破損している現

状がありながら、何ら問題視しておりません。辺野

古だけ問題にしているわけであります。このことに

ついて、土木環境委員会でどのような議論がなされ

ているのかを含めて、土木環境委員長の見解を求め

ます。

３点目です。辺野古埋立問題の地元や県民の反応

について、土木環境委員長の見解を賜ります。辺野

古移設問題は、平成８年に沖縄県の要求によって、

日本、米国が普天間飛行場返還を決定し、県内移設

条件の合意によるものであります。日米合意、日本

と米国が約束して以来19年が経過し、この問題解決

は我が沖縄県の基地の返還、整理縮小の観点からも

大変重要で、普天間飛行場の返還は大変緊急を要す

る政治課題でもあります。民主党政権になって、沖

縄県民は県外に大きく期待をしましたが、その期待

は裏切られて、今や国政においては自民党、公明党、

維新の党、民主党、新党改革、日本を元気にする会、

次世代の党等、国政における政党も圧倒的に辺野古

移設容認になっているわけであります。このことは、

我が国の安全保障が日米安全保障条約のもとに成り

立ち、ほとんどの政党が日米連携による日本の国防

のあり方を支持しているものと考えます。特に、現

在の北朝鮮や中国、あるいは中東における内戦、テ

ロ、我が国を取り巻く安全保障の環境は厳しいもの

があるとの理解ではないでしょうか。しかしながら、

そのような中にあって、我が沖縄県は厳しい戦争体

験あるいは戦後も基地の状況が変わらないことから、

県民は基地から発生するさまざまな問題や日米地位

協定に対する不満、米軍基地の返還等、大きな不満

があり、その解決は急を要するものでもあります。

最近、やっと沖縄県の負担を軽減する動きが山口県

を中心に全国に広がりつつあり、私どもも県民の負

担軽減に向けて、より一層努力をしなければと考え

ているわけであります。県民は、普天間飛行場を県

外に移してほしい、その思いを多くの県民が抱いて

いることも承知しているわけであります。一方で、

地元辺野古区民や漁業協同組合の皆さんは、普天間

飛行場の危険性を除去するために協力をしたいとい

うことから、条件つきで移設を受け入れているとの

ことであります。辺野古区の皆様は、昭和30年ごろ、

土地の収用時に当時の村長を初め、議員の皆様方の

自主的な契約によってキャンプ・シュワブの基地が

形成されてきた経緯もあり、その歴史的な取り組み

によって、今回の普天間飛行場の危険性の除去にお

ける対応だと理解をするものでございます。土木環

境委員長として、今、発生している埋立問題や承認

問題について、その背景や県民の思いを酌み取るこ

とも非常に大事なことだと私は考えております。こ
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のような議論が委員会でなされたのかも含めて、土

木環境委員長の見解を賜ります。

次に、４点目。埋立承認手続の県議会における執

行部の説明と現状について、土木環境委員長の見解

を賜ります。埋立承認手続は、国と県がそれぞれの

責任を果たして行われるものと理解をしております。

国は、平成25年３月22日に県に対して公有水面埋立

承認申請書を提出し、３月29日に県はこの申請書を

受理し、約９カ月間かけて土木建築部を中心に審査

し、埋立承認基準に適合するとのことで知事の承認

につながったわけであります。国も責任を果たし、

県も責任を果たしたのでございます。その結果が埋

立承認ということになります。しかし今、第三者委

員会の検証結果を踏まえて、承認取り消しの県知事

の判断が行われたわけであります。同じ県行政の判

断、法的な手続がいとも簡単に覆される。沖縄県行

政に対する対応が今、私は問われているものと考え

ております。特に、取り消しの根拠になった国土利

用上適正かつ合理的なことの要件を充足していない

ということについては、県議会の百条委員会で、平

成26年２月20日に當銘健一郎証人は、埋め立ての必

要性について、普天間飛行場の危険性の除去、沖縄

国際大学でのヘリ墜落、辺野古はＶ字型滑走路によっ

て住宅上空の飛行が防げることができると明確に答

えております。同時に、環境問題についても、今と

り得る最善策をとっているとの説明でございました。

今の県の判断に大きなずれがございます。明確な埋

め立ての必要性を説明しながら、現在はそうではな

いという埋立承認取り消しの理由にもなっているわ

けであります。このような県行政の判断は大変大き

な問題であり、県民、国民に対しても容易に理解で

きるものではございません。土木環境委員長として、

この現状をどのように捉えておりますか。あるいは、

そのような議論がなされているのかお伺いします。

次に、５点目になります。県行政の変化による県

議会の委員会における説明が異なる状況についてで

す。前県政では、公有水面埋立法の審査基準に適合

し承認したと説明され、県政がかわると法的に瑕疵

があると第三者に指摘させ、それを受けて承認を取

り消す。同じ県政でその説明を受ける県議会あるい

は土木環境委員会としては、何を信じていいのかわ

からない、そのような状況だと思っております。こ

のような状況からすると、県議会はチェック機能と

してなかなか力を発揮できない。今、チェックをし

たとしても、しばらくしたらそれがまた変わってい

る。非常に憤りを感じる対応になっているわけであ

ります。土木環境委員長の見解を伺います。

６点目、総務企画委員会における知事公室長の答

弁について、土木環境委員長の見解を伺います。せ

んだって総務企画委員会の決算調査で、第三者委員

会からの報告を受けて、その報告書について知事公

室から土木建築部、環境部、農林水産部の関係部局

に対して事実関係を確認するよう依頼し、各部局か

らの報告を踏まえたとあります。環境部に対しても

その手順が行われたのか、土木環境委員長の見解を

伺います。

次に、同じく総務企画委員会での説明であります。

知事公室が弁護士と相談しながら、第三者委員会の

報告書の内容について精査したとありますが、今の

沖縄県政は県政の判断を県知事が行うのではなく、

弁護士に相談をして決めているのか。その議論も含

めて委員会であったのか、土木環境委員長の説明を

求めます。また、埋立承認は当時、法律あるいは審

査基準に照らして、職員は適正に行ったと考えてい

る。しかし、その後、第三者委員会の報告書、ある

いは県内部での精査の結果、取り消すべき瑕疵があ

るとの結論に至ったという答弁でありますが、私は

土木行政を管轄する土木環境委員長に、このような

県執行部の現在の説明に対して、特にこれまで頑張っ

てきた県職員の対応と今の対応の違い、ここは土木

環境委員長としても非常に県民に対しても説明をし

なければならない立場だと思いますが、今の事態に

ついてどのようにお考えなのか、御説明をお願いし

ます。

７点目に、前県政で承認されたものが現県政で承

認取り消しとなりました。土木環境委員長としてど

のような見解をお持ちか、お願いをします。

次に、経済労働委員長にお尋ねします。

まず１点目に、埋立承認の取り消しについて、経

済労働委員長の見解を賜りたいと思っております。

これは繰り返し先ほどから述べておりますが、それ

ぞれの委員長に対する質疑ですから、御理解をお願

いします。前県政の埋立承認は、当時の法律あるい

は申請基準に照らして、職員は適正に行ったと考え

る。その後、第三者委員会の報告書、県内部での精

査の結果、取り消すべき瑕疵があるとの結論に至っ

たと現県政は説明をしております。前県政の埋立承

認は法律・審査基準に照らして、職員は適正に行っ

た。つまり、承認は妥当だったということだと考え

ております。ところが、第三者委員会の報告書、県

内部の精査の結果、取り消すという結論であります

が、この承認と取り消しについて、経済労働委員長

の見解をお伺いします。

次に、岩礁の定義についてです。岩礁の定義が水
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産庁と沖縄県で異なることについて、委員長の見解

を伺うものであります。埋立事業に伴う岩礁破砕の

許可というものは、法定受託事務だということで私

は理解をしております。本来は水産庁が直接行うべ

きことを、水産庁から県に委託されている事務では

ないかと理解をするものであります。この法定受託

事務というのは、その定義も含めて全国一律である

ことは当然だと私は考えております。特に、埋立事

業は全国で行われており、都道府県ごとにそれぞれ

の判断で事業が進められることは聞いたことがござ

いません。したがって、その基本となる岩礁の定義

についても、全国で統一化されています。水産庁で

示す岩礁とは、サンゴ礁は含んでいないわけであり

ます。ところが、沖縄県の岩礁という定義は、サン

ゴ礁も含んでいるということであります。県はその

説明に、漁業調整規則ということで説明をしていて、

かなり岩礁の定義が幅広いわけであります。先ほど

申し上げましたように、法定受託事務ですから、こ

の岩礁の定義も含めて、農林水産省が行う埋め立て

に関することは、北海道から沖縄県まで統一した対

応で行われているわけでありますが、なぜか沖縄県

は、県政がかわると漁業調整規則云々ということに

なっているわけであります。先ほども申し上げまし

たように、ボーリング調査における岩礁破砕も既に

県は許可を与えているわけであります。埋立事業に

係る岩礁破砕の許可も既に県は国に対して与えてい

るわけであります。このような形で、この基本とな

る岩礁という定義が変わることは許されないわけで

あります。同時に、このことも先ほどから申し上げ

ていますが、沖縄県の場合、辺野古埋立事業と那覇

空港第２滑走路事業の埋め立て、岩礁破砕の許可あ

るいは区域外の扱いも異なっているわけであります。

第２滑走路の浮標設置のコンクリートブロックにつ

いては、サンゴの破損があるにもかかわらずそれが

指摘されていない。辺野古については、岩礁破砕の

区域外、浮標設置に係るコンクリートブロックにつ

いては許可外ということで問題にしているわけであ

ります。このことは、農林水産部を管轄する、ある

いは経済労働を管轄する委員長としても、委員会の

運営そのものではなくて、根本的な岩礁や岩礁破砕

とか、そのような法的な手続の部分についてはある

程度熟知していると思いますから、その点について、

委員会での岩礁に対するさまざまな議論あるいは委

員長の見解をお願いしたいわけであります。

次に、第三者委員会の検証を解明する県議会百条

委員会の設置についてです。これは総務企画委員長

にも申し上げましたが、同じことですから多くは説

明しません。特に、我々は県政が進めてきたことを、

県議会としてチェック機能を果たしながら行政に対

応してきました。そのことについて納得いかないと

いう形で、さらにチェック機能を果たすということ

で百条委員会を設置して、全ての議事を優先してそ

ういう取り組みをしてきました。そのこともありな

がら、第三者委員会によって我々が認めてきた、あ

るいは説明を受けてきた部分がひっくり返っている

わけであります。ですから、この第三者委員会がど

のような責任のもとでどういう検証をして、法的な

瑕疵があったということを導き出したかという、そ

こを解明するのは我々県議会の大きな責務だと思っ

ています。残念ながら今、そういう議論はどこにも

起こっておりません。ただし、第三者委員会の意思

決定によって、埋立承認を行ったものが取り消され

ているという、非常に大きな変わり目が起こってい

るわけであります。ここは国に対しても、この第三

者委員会がどのような協議をして、どのような検証

をしながらそういう結論を導き出したかという、そ

こは我々県民にもそうですが、国民にもそこはきち

んと明らかにする必要があると思っています。です

から、そのことについてやはり第三者委員会の検証

を解明する県議会百条委員会の設置は、私はぜひ必

要だろうと思っております。経済労働委員長の見解

をお伺いしたいわけであります。

次に、県執行部の変化に対応する県議会や委員会

のあり方について、経済労働委員長の意見をお伺い

します。埋立承認は、法的な手続で―済みません。

休憩をお願いします。

〇新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、照屋委員から、今の質疑は重複

しているので取り下げるとの申し出があっ

た。）

〇新里米吉委員長 再開いたします。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 先ほども申し上げましたように、

平成27年３月23日に海底ボーリング調査を含めた行

為を全て報告・提出することを指示して、翁長知事

は作業停止を指示しました。７日以内に報告しなけ

れば、岩礁破砕に関する許可を取り消すということ

になりました。平成27年３月23日のことです。それ

に対して、国から異議を申し立てられて、林農林水

産大臣は、辺野古沖での海底作業の停止指示の効力

を一時的に停止するという意思決定をするわけです。

さらに、翁長知事が埋立承認取り消しを行いました。

きょうの朝刊にも載っていますが、防衛省から国土

交通省に対して、処分の効力の停止を求めるという
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申し立てを行って、報道によると、きょう、国土交

通大臣が県知事の処分の効力の停止を決めるという

ことになりつつあります。これは、今の県政がみず

からの法的なものなどということが正当に通れば、

恐らく農林水産大臣も国土交通大臣も、県の言い分

というか、もろもろに対して対応してくれるだろう

と私は理解していたのです。ところが、農林水産大

臣もこれは認められないと。県の言い分が通らない。

今度、埋立承認取り消しをしたら、それは違います

よと国土交通大臣が処分の効力停止を決めるという、

そのような事態に来ているわけです。私は県議会議

員として、非常にいら立ちと恥ずかしさがあるので

す。このようなことは、県の行政として当然わかり

きったことで、法的な手続でこうすればこうなる、

ああなるとわかりながら、みすみす停止処分を受け

るという前提で、そういうことを行政がやっている

のかという疑問を持っているわけです。それを我々

県議会にもこういう形でずっと説明してきて、結局

やることなすこと、県の言い分が通らないという事

態が公で今、起こっているわけです。ですから、先

ほども言いましたが、執行部の変化が議会での説明

もさることながら、第三者の国に対しても、農林水

産省に対してもその言い分が通らない。国土交通省

に対しても言い分が通らない。国土交通省は公明党

所属議員が大臣でしょう。そういう大臣でさえも、

県の言い分はおかしいということになりつつありま

す。ですから、このことはどういうことかというと、

沖縄県が埋立承認をした、あるいは岩礁破砕のこと

とか、さまざまな手続を行ったわけです。それは我

々が、前県政で行ったものが今はおかしいですよと

いう形で問題提起はしておりますが、やはり今の県

政の問題提起が国の基準とかさまざまな部分につい

て、それは逆にあなたが言っている、今の県政がやっ

てることはおかしいということがどんどん公の場で

も明らかになりつつあるわけです。ですから、我々

は今、前県知事と今の知事との中で県政運営が進め

られてきて、その中で県議会という立場で両方の県

政をまたにして、両方にかかわってきて、内部だけ

での憤りはまだいいわけですが、これが国に対して

も通用しない事態になっていること自体が非常に歯

がゆくて、これは私の県議会議員としての憤りであ

りますから、当然、それぞれ所管する委員長の皆さ

ん方は、それぞれの委員会での審査に責任を持って

いますから、そのことも含めて見解をお持ちだろう

と思っています。ですから、今の県執行部の変化、

対応について起こっていることが、我々県議会とし

てはどうしたものかということがあるわけです。そ

のことについて、ぜひ経済労働委員長の見解をお願

いしたいわけであります。

〇比嘉京子委員 委員長、この場所は委員長の見解

を問う場所ではないと思います。

今の質疑の多くは、委員長に質疑をして……。

〇新里米吉委員長 各常任委員長の答弁でそれは言

えばいいのです。これは委員長答弁でそのように答

えればいいことですから。私がやるのではなく、委

員長の答弁でやればいいです。

ただいまの質疑は、通告されたもので質疑されて

ない部分があろうかと思いますが、経済労働委員長

に対する項目で７、８、９が質疑されていないと見

ています。それから、総務企画委員長に対して７も

質疑がなかったような気がしますが、そうですよね。

〇照屋守之委員 はい。

〇新里米吉委員長 休憩いたします。

午後０時０分休憩

午後１時28分再開

○新里米吉委員長 再開いたします。

午前の照屋守之委員の質疑に対する答弁を求めま

す。

山内末子総務企画委員長。

○山内末子総務企画委員長 照屋守之委員の質疑に

答弁いたします。

まず１点目の県の埋立承認手続と今回の承認取り

消しの違いについてということと、あと委員長とし

ての見解についてお尋ねがありました。この報告書

につきましては、質疑、答弁、そして意見を事実に

基づいて報告書を提出しております。その中で、お

聞きしていることについての質疑・答弁はございま

せんでした。また、見解については、委員長として

そのような見解を述べることは差し控えたいと思っ

ております。

そして、２点目の検証委員会の役割、責任につい

てです。役割については、第三者委員会というのを

県で設置いたしまして、当時の承認手続について検

証していただいた。その結果が７月16日に報告され

ておりますということで、役割が知事公室長のほう

から述べられています。責任については、そのよう

な答弁はございませんでした。

３点目の県議会百条委員会の審査、意思決定と今

回の委員会での説明の違いについて、これも委員長

の見解をお聞きしておりましたけれども、まず知事

公室長は、承認は当時の法律あるいは審査基準に照

らして、職員は適正にやっていたものと考えており、

その後、第三者委員会の報告書あるいは県内部で精

査した結果、取り消すべき瑕疵があるという結論に
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至った、そういう答弁をしております。

４点目、県知事がかわるごとに県の対応が異なる

状況についてでございます。この件についても基本

的に直接的な質疑はございませんでしたが、総括を

して見てみますと、答弁の中で、第三者委員会の委

員の方々が公平かつ客観的に審査をした結果、瑕疵

があると認められるという報告書を出しており、県

としてもその内容について内部で精査した結果、取

り消すべき瑕疵があるという結論に至ったと。そう

いうことを知事公室長が答えております。

それから５点目、県執行部の変化に対する県議会

の委員会のあり方ということで、委員長の見解のお

尋ねがありますけれども、先ほども申しましたこの

件については、委員会での議論もございませんでし

たし、私の見解を述べることは差し控えたいと思っ

ております。

６点目の第三者委員会の検証を解明する県議会の

百条委員会の設置については、質疑・答弁がありま

せんでしたし、委員長としての見解もお聞きされて

いましたが、その件についてもこちらで申し述べる

ことは差し控えたいと思っております。

○新垣良俊土木環境委員長 照屋守之委員からの質

疑は７点あったと思うのですが、まず辺野古埋め立

て及び那覇空港第２滑走路埋立事業における手続の

違いということですが、手続の違いについては、那

覇空港第２滑走路の埋め立て、辺野古も含めて、埋

立工事に当たっての法律は１つではないのか。環境

保全については不確実性が必ず存在するので、それ

を全てクリアしながら事業を進めてきたと思うが、

間違いないかとの質疑がありました。これに対し、

土木建築部長からそのとおりである、間違いないと

の答弁がありました。

２番目ですが、那覇空港第２滑走路事業は問題に

ならず、辺野古埋立事業だけ問題になることについ

てでありますが、辺野古埋立事業だけ問題になるこ

とについては、基地をつくるからなのか、基地でな

ければいいのかとの質疑がありました。これに対し、

土木建築部長から、埋立事業の必要性・理由はそれ

ぞれさまざまだと思う。さまざまな理由の中で、土

木建築部は公有水面埋立法や審査基準に基づいて審

査を行っている。その都度、環境部にも質問をしな

がら行っており、場所によって状況は異なると思う。

条件は違うが、基地があるからどうのこうのという

ことではないと思っているとの答弁がありました。

３番目の辺野古埋立問題の地元や県民の反応とい

うことですが、辺野古埋立問題の地元や県民の反応

についての質疑は特にありませんでした。

４番目の埋立承認手続の県議会における執行部の

説明と現状ということでありますが、埋立承認手続

の説明については、土木建築部長から、当時我々の

審査スタッフは、審査基準にのっとって適切に審査

したと理解しているとの答弁がありました。また、

現状としては、各分野の専門家で構成される第三者

委員会の検証結果の報告を受け、県として精査した

ところ、承認には取り消すべき瑕疵があったものと

考えているとの答弁がありました。

５番目の県政の変化による県議会の委員会におけ

る説明が異なる状況についてでありますが、説明が

異なる状況については、知事がかわったからといっ

て、知事の裁量によって従来適合と判断したものを

不適合で取り消しという判断をしているのではない

かとの質疑がありました。これに対し、土木建築部

長から、各分野の専門家で構成される第三者委員会

の検証結果の報告を受け、県として精査したところ、

承認には取り消すべき瑕疵があったものと考えてい

るとの答弁がありました。

６番目の総務企画委員会における知事公室長の答

弁についてであります。総務企画委員長からの報告

には、第三者委員会の報告書については、知事公室

から土木建築部、環境部、農林水産部の関係部局に

対して、事実関係を確認するよう依頼したとあるが、

土木環境委員会においては、環境部長から、第三者

委員会において瑕疵が認められるという報告があり、

これに基づいて所管部局で手続がされたということ

だが、その際、所管部局から環境部に意見を求めら

れたことはないとの答弁がありました。

次の７番目ですが、委員長は今回の埋立承認に係

る手続で、前県政で承認されたものが、現県政で承

認取り消しになったことを法律、埋立承認基準に照

らしてどのように判断するのか見解を伺うというこ

とでしたが、承認取り消しについて、執行部は各分

野の専門家で構成される第三者委員会の検証結果の

報告を受け、県として精査したところ、承認には取

り消すべき瑕疵があったものと考えていると答弁し

ており、この執行部の判断等について、土木環境委

員長個人として意見を述べることは差し控えさせて

いただきたいと思います。

○上原章経済労働委員長 照屋守之委員の質疑に答

えたいと思います。

まず、私にるる９項目にわたっての質疑だったと

思いますが、委員長としての見解というところは、

この場はあくまでも２日間の委員会における決算事

項の調査の中での質疑の範囲内で答えていくものだ

と思っておりますので、委員長としての見解は控え
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たいと思います。

まず、１点目の埋立承認手続についての質疑です

が、これについては委員会では質疑・答弁はありま

せんでした。

次に、埋立承認の取り消しについて、農林水産部

長から、経済労働委員会では所管外であるとの前提

があった上で、埋立承認取り消し後に、沖縄防衛局

が国土交通省に行政不服審査法に基づく審査請求を

行ったことに対する請求者としての適格性、国土交

通省から執行停止の決定があった場合の対応等につ

いてやりとりがありました。

次に、第三者委員会の役割・責任について、４点

目の県議会の百条委員会の審査、意思決定について、

５点目の第三者委員会の検証を解明する県議会の百

条委員会設置についての質疑・答弁はありませんで

した。

次に、６点目の岩礁の定義について。この件につ

きましては、岩礁とは海域における地殻の隆起形態

であるということで、岩礁という言葉の定義で少し

議論になっているところでございます。一方、我が

県では、他県の海域とは違って類のないサンゴ礁海

域であると。そのほかにも、砂浜、干潟、藻場など

が存在し、これらの地形が隣接して一体となって複

雑な海底地形が形成されているということで、この

特徴を踏まえて、水産資源保護法でいう水産資源保

護培養に向けた、県民への良質な水産物の供給を継

続していくということで、我が県の漁業調整規則取

扱方針に基づいて総合的に対応しているとの答弁が

ありました。委員から、鹿児島県や高知県に群がる

サンゴ礁という地形と、沖縄が特例な地域であると

いうのは何がどう特例なのかという質疑がありまし

た。それに対して、一般論としてですけれども、鹿

児島県と高知県と我が県の海域特性を比較しますと、

県外の沖は黒潮の北側にございまして、我が県は黒

潮の東側にある。黒潮の影響を強く受け、いわゆる

亜熱帯の海域と言われております。鹿児島県、高知

県にもサンゴは分布しておりますけれども、サンゴ

礁の発達の度合いという意味では、我が県とは海域

環境が異なっていると認識しているという答弁があ

りました。

次に、埋立事業の不公平な扱いについてお答えし

ます。審査基準をこの事業についてはこのような基

準、またこの事業についてはこういう基準というこ

とは当然あってはならないことで、先ほどありまし

た辺野古と那覇空港第２滑走路との違いについての

答弁になりますけれども、今回いろいろな御指摘が

ございますけれども、今、漁業調整規則に基づいて、

県の場合は取扱方針を以前から定めております。そ

の方針に従って当然審査をしております。新たにそ

ういう基準や方針を定めることは考えておりません。

当然、これからも公平・公正に審査をしていくつも

りでございますという答弁がございました。

次に、県執行部の変化に対する県議会委員会のあ

り方について、委員会では質疑・答弁はありません

でした。

最後に、翁長知事の３月23日の沖縄防衛局に対す

る作業停止についての質疑にお答えします。

農林水産部の岩礁破砕許可に関連する今回の沖縄

防衛局、それから農林水産省との関係でございます

が、３月23日に海域内で岩礁破砕の蓋然性が高いと

いうことで、その調査をする必要がありました。沖

縄防衛局に対して、調査が終了するまでの間、海面

上の現状を変更する行為の全てを停止するよう指示

しました。これに対し、沖縄防衛局が執行停止申し

立てを農林水産大臣に提出したということで、同時

に審査請求書も提出したということでございます。

その間、沖縄防衛局からの執行停止申し立てに対し、

農林水産大臣から県へ意見書の提出を求められ、県

は３月27日に意見書を提出し、その３日後の３月30

日に農林水産大臣が県の指示の効力を、裁決がある

までその執行を停止するという執行停止決定があっ

たということでございます。その後、県から弁明書、

それから沖縄防衛局からの反論書ということで、現

時点で審査請求は続いております。今のところ、農

林水産大臣からの動きは何らございません。

10月20日、21日の委員会での質疑は以上でござい

ます。

なお、国土交通省の動きについては、その時点で

は質疑はありませんでした。

○照屋守之委員 どうもありがとうございました。

総務企画委員長に改めてお伺いしますけれども、

もちろんそれぞれの委員会運営は、委員長を中心に

執行部とのやりとりあるいは執行部の説明とか、委

員とやりとりをするという、その取りまとめが委員

長という位置づけでありますけれども、せんだって

の総務企画委員長の報告の中で、県の知事公室から、

先ほども説明がありましたけれども、こういう説明

があって―調査報告書の中にあるわけですけれども、

埋立承認は当時、法律あるいは審査基準に照らして、

職員は適正に行ったと考えている。その前の県政の

埋立承認をそこで認めているわけですよね。しかし

その後、第三者委員会での報告書あるいは県内部で

の精査の結果、取り消すべき瑕疵があるという結論

に至ったという報告。そして、そういう説明員の報
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告に基づいてこの報告書がつくられているというこ

とで、私はそのままの理解をしているわけですが、

この報告からすると、今の執行部が、仲井眞県政の

埋立承認は正しかった、翁長県政の取り消しも正し

い、そのように読みとれるわけです。私が申し上げ

たいのは、もちろん執行部の説明は説明としていい

わけですけれども、我々は、県議会の中でずっとこ

の問題に対応してきて、今まさに埋立承認という問

題があって、それを前県政で承認をして、それに問

題があるという形になって、瑕疵が指摘されて取り

消しをするという、そういう事態に立ち入ったとき

に、この報告書、その委員に対する執行部の説明、

これが仲井眞前県政の埋立承認も正しかった、今の

翁長県政の取り消しも正しいという、そういう議論

あるいは発言自体が、それは執行部がそう言うから

そうだろうと、その程度でこの報告書に記載すると

いう、ここが私は委員長として、この中身も含めて、

本当にこれでいいのかと非常に疑問に持つわけです。

ですから、執行部が説明すればそれでそのままいい

のかということですけれども、私はそうではないの

ではないかと思うのです。これまで県政が進めてき

たことを否定するわけですから、この前県政がやっ

てきたことも法律あるいは審査基準に照らして、職

員は適正に行ったと考えている。それに基づいて県

知事が判断するわけですが、適正だから県知事とし

ては埋立承認をする。これはそれで認めますよと。

しかし、今の県政になったら法的に取り消しすべき

瑕疵があるから、今の取り消しもまた認めるという、

こんなことがあり得ますか。幾ら委員長が取りまと

める立場であっても、そこはやはりきちんと、この

部分が説明できるようなことを委員長の責任でやら

ないといけないのではないかと思うのです。ただ言

うがままに前のものも認めます、今のものも認めま

すということになれば、これは大変なことではない

ですか。なぜこういう形で説明をして、そこで委員

会なりあるいは委員長がそういう訂正をしないのか。

そのままでいいと思っているのか。これは非常に県

行政にとっては大変な失態になりますよ。当時は、

埋立承認については法律あるいは審査基準に照らし

て、職員が適正に行っていると考えていると。ここ

は認めるわけですよね。では、仲井眞知事がやった

埋立承認は正しかったということになるのではない

ですか。そこを、委員会でそういう指摘をして、き

ちんと整合性がとれるように委員会の審査を誘導し

ない。ここに委員長としての重大な責任があると思っ

ています。私は委員長として、単なるやりとりを取

りまとめてこうやったという、これだけのことであ

れば、今の委員長の職責としてどうなのかと。同時

に、こういう説明をして議会、委員会も終わる、我

々決算特別委員会でもそうなった。県議会とします

と、県政をチェックしていく機能からすると、これ

をほったらかしたままの状況で決算特別委員会を閉

めるなんていう、こんなことは到底できません。で

すから、ここはやはり委員長が、これは皆様方がやっ

たことだから、我々委員会には責任が負えないし、

委員長にも責任が負えませんので、しっかりこれを

最終日の総括質疑の中で、知事公室長あるいは副知

事、県知事まで一緒にそこに同席をしてこの部分に

ついて説明をしないと、これまでやってきたことと

今やっていることの整合性、これは県民にも説明で

きませんし、国に対しても説明がつかない。そうい

う状況下にあると思うのです。ですから、これは総

務企画委員長がみずから知事部局にお願いをして、

今回の決算特別委員会の総括質疑の中で説明をして、

今の県の執行部の対応について理解を求める、そう

いうことをやるのが総務企画委員長の責任だと思い

ます。その件について、ぜひ委員長みずから県議会

の総括質疑で知事を初め―これを説明したのは知事

公室長だと思います。そういうことも含めて、総括

質疑の中でやるような形でお願いしたいという、そ

のことをぜひやっていただきたいわけでありますけ

れども、そのことについて御見解をお願いしたいと

思っています。

次に、土木環境委員長にお願いします。

先ほど冒頭でも質疑、問題提起をさせてもらいま

したけれども、総務企画委員会の決算調査報告書で

知事公室から土木建築部、農林水産部、環境部の関

係部局に対して事実関係を確認するように依頼した

という、総務企画委員会での説明ですね。それに対

して、土木環境委員会では、環境部長は知事公室か

らそのような意見や確認を求められたことはないと

いうことで、先ほどその説明をしていましたね。一

方の総務企画委員会では、知事公室長は確認を求め

て、いろいろな意見を取りまとめてこういう意思決

定をしたと。明確に環境部が入っています。土木環

境委員会では、環境部はそのような事実はない。こ

ういうことが起こっているわけですよね。この問題、

それぞれの委員会ではほかの委員会の状況はわかり

ませんから、ほかの委員会で執行部がどのような答

弁をしたかというのはわからないわけでありますけ

れども、改めてこういう形で確認してみるとそうい

う事態になっている。どうしますかという話ですよ

ね。この問題は非常に、執行部の対応も含めて軽々

しく考えていませんか。埋立承認という国政、ある
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いは沖縄県政を含めて非常に重要な課題で、基地問

題も絡んで非常に厳しい課題ですよね。そのことに

対して、そういうそれぞれの都合で答弁をして、あ

りもしないことを堂々と委員会で確認をして、あた

かも全庁的にそれがなされたかのような、そういう

誤解を与えているわけですよ。ですから、これも本

当に恐ろしいことですよ。このような厳しい課題で、

県民を初め国民、あるいは全世界といってもいいの

ではないですか。沖縄のそういう問題がクローズアッ

プされて、差別をされているというところまで行き

着いているこの問題の扱いで、こんないいかげんな

説明で、それぞれの部署はそれぞれだからいいので

はないかぐらいの形で、自分たちの都合のいいよう

にそこで答弁をする。これは本当にゆゆしき問題で

すよ。ですから、これは土木環境委員長の名前で、

これも先ほど申し上げましたように、ぜひ整合性を

とってくれと。土木環境委員会を統括する委員長と

して、こういうことは責任を負えませんよと。です

から、きちんと総括質疑の中で、知事がそこに出て、

副知事が出る。知事公室長がなぜそういう答弁をし

たのか。あるいは環境部長もそこに同席させる。そ

れぞれの立場をきちんと説明して、どこにそういう

そごがあってそうなっているのかということを、や

はり県議会で明らかにする。そのことによって県民

に明らかにするという、そういう最低限のことが必

要ではないですか。土木環境委員長としても責任を

負えない問題ではないですか。埋立承認関係は全部、

土木建築部を中心にやっていて、土木環境委員会の

責任でいろいろな審査をやっていきますよね。それ

がこういう形で、第三者委員会からの報告を受けて

の対応について、知事公室の一方的な都合でやって

もいないことを堂々と委員会に報告をする。総務企

画委員会では、土木建築部も環境部も全部了解のも

とでそういうことをやっているのだなということに

なるわけですよね。我々もそういう依頼をしている

関係で、ほかの委員に対しても大変失礼な話ですよ。

ですから、ぜひ土木建築部長からも、これは決算特

別委員会で決めることですけれども、みずから進ん

で知事公室長が、やってもいない環境部に対するそ

ういう確認作業、意見を求めることについてきちん

と総括質疑で説明するということを、知事あるいは

副知事、関係部局長も同席してもらって、総括質疑

の中でしっかり説明してくださいということは、や

はり委員長としてそれはきちんと要求して、明らか

にするべき問題だと思います。その点について、土

木環境委員長の見解を求めます。

先ほど幾つかの項目にわたって質疑をして、答弁

いただきましたけれども、再度、辺野古の埋立事業

に関する問題とか、県執行部の対応についてとか、

あるいは県行政の変化、あるいは土木環境委員会で

の審査の過程における議会での説明等々も含めて質

疑をさせていただきました。その間に、いろいろな

質疑がある部分については御報告をいただきました

けれども、もし、別に説明漏れがあればお願いをし

たいわけであります。

次に、先ほど総務企画委員長に対して、説明を求

めるようにしっかりやってほしいというお願いをし

ているわけです。これは土木建築部を中心に埋立事

業の許認可はやっているわけでありますので、先ほ

どの知事公室長の総務企画委員会における説明の中

で、先ほど言いましたように、埋立事業は当時法律

あるいは審査基準に照らして、職員は適正に行った

と考えている。そういうことを説明しているわけで

すね。土木建築部長は、先ほどのいろいろな答弁の

中で、そういうことはあったにしても、第三者委員

会からの指摘でこうなったと。そういうことになっ

ていますね。今改めて、これは土木環境委員長とし

て、これまで彼らはそのように説明して、第三者委

員会の責任という形でこうなっておりますけれども、

ここで知事公室長ははっきりと前の埋立事業は法律、

審査基準に照らして職員は適正に行ったと明言して

いるわけですね。明言して、仲井眞知事の承認は認

めるという、そのようなことを言っているわけです

よ。そうすると、これは土木環境委員長としても非

常に不可解ではないですか。所管する土木建築部が

やってきたものについては認めて、埋立承認という

形になっておりますけれども、改めて県の今の執行

部が、土木建築部がやってきたこと、法的な手続全

ても含めてこれは正当であったということについて、

ここは委員長として何かコメントが必要ではないで

すか……（「質疑が重複している」と呼ぶ者あり）

○新里米吉委員長 質疑は重複しないようにお願い

します。

続けます。照屋守之委員。

○照屋守之委員 もう一つ、県行政の変化によって

県議会における説明が異なる状況ということを先ほ

ど問いかけをしまして、それに対する答弁もいろい

ろありましたけれども、きょう、10月27日、国土交

通大臣が県の埋立承認取り消しに伴って、一時執行

停止という意思決定がなされました。要するに、国

土交通大臣が今の知事が出した取り消しは、結果的

にまかりならぬということではありませんけれども、

一時執行を停止するという通知が出されて、工事が

再開することになっております。県の言い分は却下



－331－

されて、国の埋立手続が正当化されたという意味合

いもあるのでしょう。これは、それぞれ県と国とい

う、防衛省と県とのそういうものを国土交通省が客

観的に見て、さまざまな観点から法的なものも含め

て、そういう判断を下したことになっておりますけ

れども、まさにこのことによって、今の翁長知事は

県民の期待を大きく裏切ったと思っております。や

はりそれぞれの法的な手続によってされているとい

うことは、これはもう誰が考えてもわかっているこ

とですから、それについてやはり異議があるという

形でやれば、当然それは国土交通省も認めて、国も

認めるような、そういう仕組みにつくっていかない

といけないけれども、こういう形でいとも簡単にこ

の前の農林水産大臣がやったこと、今回は国土交通

大臣がそのようなことをやったということになって

おります。さらにもっと最悪なことは、国は埋立承

認の代執行手続を進めるということまで一緒にやっ

たわけです。国土交通大臣が代執行する手続に入っ

たと。そうすると、これは国が県の埋立承認取り消

しは違法行為だという形で断じているわけですね。

我々沖縄県は、国がやっていることがおかしいです

よという形でそういう取り組みをやったにもかかわ

らず、一時の執行停止だけだったらまだしも、埋立

承認取り消しは違法行為だということに今なってい

るわけですよ。これは同時に一時執行停止の訴えが

行われていると。これから沖縄県は大変な状況にな

るわけです。ですから申し上げたいのは、翁長知事

が就任以来、国を批判し続けて、我々もそういう形

で対応してくれるだろうということで期待もしなが

らいたものが、逆に国からその違法性を訴えられる

という非常に厳しい状況下になっているわけですね。

ですからその中で、先ほど言いましたように、この

状況が変わっていく中で、我々県議会の対応をどう

するのかということを問題提起しているわけですよ。

だから、その一連の流れがあって、我々はどうする

のかと。そういう状況の変化の中で、総務企画委員

長と土木環境委員長あるいは経済労働委員長に今の

状況を踏まえて、改めて県行政の変化によって、こ

ういう形で国も変わる。そうすると、我々県議会は

どうなっていくのでしょうかという問いかけをやっ

ているわけです。どうぞ、答えられる部分お答えを

いただければと思っております。

次に、経済労働委員長、お願いします。

岩礁の定義について、もう一回確認をさせてもら

いますけれども、岩礁破砕の件で、委員会の審査状

況も含めて先ほど御説明がありました。この岩礁の

定義に伴って、岩礁破砕の手続がありますね。これ

はもう一度確認をしておきたいと思っていますけれ

ども、我々は県議会議員という立場で、皆様方は委

員長という立場、それはありますよ。それはありま

すけれども、この委員会の運営についてのみという

こともそうですけれども、岩礁の定義あるいは岩礁

破砕、これは国の法定受託事務だと思って、そう理

解しています。ですから、これが委員長の共通の理

解として、法定受託事務であるという確認をお願い

できませんか。ですから、この法定受託事務である

ということも含めて、委員長の認識を確認したいと

思っております。

もう一つは、岩礁の定義です。隆起形態を国の水

産庁は言っているわけです。今の沖縄県の岩礁の定

義は、その隆起に対してサンゴがある。それも含め

て岩礁の定義と。沖縄県だけそういう特別な解釈を

しております。これは法定受託事務ですから、先ほ

ども言いましたように、北海道から沖縄県まで日本

全国どこでもこの定義とか、岩礁破砕の手続という

のは同じように行われるべきものであります。それ

ぞれの都道府県が漁業調整規則云々といって、それ

で岩礁を定義づけるということはあり得ないのです。

改めてこの隆起している分と何が違うかといったら、

この隆起しているものは死んでいます。サンゴは生

きてます。生き物です。ですから、ここが生きてい

るサンゴは根本的に違います。もちろん死んでいる

サンゴも生きてるサンゴ礁もありますよ。ですから

これは成長もするし、サンゴ礁は再生もするわけで

すね。そういうことも含めてこの岩礁の定義、隆起

した部分、死んでいる部分で水産庁が全国的に統一

しているものが、沖縄では隆起しているものにサン

ゴが生えてるものを全て含めて岩礁という定義づけ

をしてるわけです。やはりこれは、基本的に法定受

託事務であるかどうか、この認識とそういう定義と

いうのは、これは誰がどう考えても埋立事業につい

ては統一しているのです。ですから、それぞれの立

場で認識が違うというのはおかしな話ですから、そ

のことも含めてもう一度お願いします。

せんだって岩礁の調査を行っておりますけれども、

今年度の調査もあわせてまだ公表されておりません。

これは辺野古地先のことを言っております。この調

査をやっているときに、委員長の報告を読みますと、

法的な部分も含めて専門家と相談するという形で

やっております。そのように答えていますね。私の

認識とはちょっと違いますけれども、そういう形で

岩礁破砕が行われているということを調査しました。

調査をしたら、速やかにその結果を報告する。これ

は県の予算を使ってやっていますから、当然そうで
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すよね。それに対して、なぜ法的な部分とか専門家

と相談する必要があるのかということですよ。これ

は委員長が報告しているように、委員会ではこのよ

うにやっているのに、なぜこれはありのままその状

態を―県の予算を使ってやってるわけですから、法

的な部分とか、あるいは専門家の意見を聞いて相談

するという形で報告書の中にありますが、これはお

かしくないですかという話ですよ。これも私が申し

上げたいのは、委員長の方々はそれぞれの委員会運

営をつかさどるのはそうですけれども、ただ、こう

いうものについて、これはおかしいでしょうと。法

的なものがあるかないかは別に、調査結果を出した

上で判断するのが県の立場であって、あるいは周り

の立場であって、これを公表する前に、調査したも

のをどうだああだと言って、法的なものをやるとか

ということになりますと、このようなものは改ざん

されるおそれがあるのです。素直にそのままのもの

を報告させるということが、委員長としての役回り

だと思っています。ですから、ここも委員長とした

らこういう形で答弁をした、そのようなものをつか

さどって報告書としてまとめたという責任の範疇だ

と思いますから、これだけ問題提起をされている以

上、先ほどと同じように、この点についても委員長

からぜひ翁長知事、あるいは副知事や担当部長に、

この決算特別委員会の総括質疑で説明をしてもらえ

るような、そういう段取りをぜひつけてもらいたい

わけです。そうしないと、これはなかなか議会とし

ても、県民としても理解できません。そういう問題

が明らかになった以上は、やはりきちんと知事に申

し入れて、これをやるような仕組みをお願いしたい

ということであります。

先ほど言いましたように、この質疑のまとめはそ

れぞれの今聞いたもの等を含めて、今抱えている説

明のおかしいところ、そこはそれぞれの３委員長が

知事に御報告して、知事も総括質疑の中できちんと

説明できる、そういうものを３委員長から知事に対

してぜひやってほしいという思いですので、ぜひそ

の点については御見解をお願いします。

○山内末子総務企画委員長 総務企画委員会としま

しては、委員会として決算議案の審査等に関する基

本的事項に従って審査を行っております。それぞれ

の委員の意見、あるいは質疑に対しては尊重しなけ

ればいけないと思っておりますし、また、答弁する

執行部の皆さんの責任ある説明についても尊重され

なければいけないと思っております。したがいまし

て、今、委員のおっしゃっております字面に踏み込

んだ形で誘導して委員会を進めるべきではないかと

いうことについては、委員会の審査を行う上では、

私は不適切だと思っております。そういう観点から、

今回の報告書はその事実に基づいて報告書を作成し

たわけでありますので、その辺をどうぞ御理解をい

ただきたいと思っております。

総括質疑につきましては、これは私たちの今の委

員長答弁の中で行うべきではなくて、この決算特別

委員会の中で審査をするものだと理解しております

ので、そちらも御理解をお願いしたいと思います。

○新垣良俊土木環境委員長 照屋守之委員の質疑で

すが、知事公室長と環境部長の答弁の食い違いとい

いますか、それについては、土木環境委員長として

は、環境部長は責任を持って答弁したものと思って

いますので、その答弁の違いをどうするのかについ

て私が判断することはどうかと思いますので、また

この決算特別委員会でもいいですので、判断をお願

いしたいと思います。

それから取り消しについてですが、取り消した後

に防衛省から国土交通省に対して不服審査申し立て

がありました。きょう、国土交通大臣からは一時執

行停止がありましたので、この件についても、実は

土木環境委員会の中では委員からは質疑がありませ

んでしたので、委員長としては、この件については

答弁を差し控えたいと思います。

私も所属は自民党ではあるのですが、きょうは土

木環境委員長として委員の質疑、答弁を報告するだ

けですから、個人としての見解は差し控えたいと思

います。

○上原章経済労働委員長 照屋守之委員の再質疑に

お答えしたいと思います。

４点、私にあったと思います。

まず、執行部の行政の変化に対する委員会として

の、また委員長としての見解ということでしたけれ

ども、最初の質疑にもお答えしましたように、行政

の変化について、経済労働委員会の中で質疑または

答弁はありませんでした。そういうことで、この質

疑に対してはお答えできない状況です。

それから、岩礁の定義について、改めて全国の法

定受託事務の形ではないかということについては、

最初の答弁でも申し上げましたけれども、水産庁の

見解ということで、岩礁とは海域における地殻の隆

起形態という国としての一つの見解があります。一

方、農林水産部からは、我が県では他県の海域とは

違って類のないサンゴ礁があり、そのほかにも砂浜、

干潟、藻場などが存在し、これらの地形が隣接して

一体となり、複雑な海底地形が形成されていること、

その特徴を踏まえて、水産資源保護法でいう水産資
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源保護培養に向けて県民への良質な水産物の供給を

継続していくということで、我が県の漁業調整規則

取扱方針に基づいて総合的に対応しているとの答弁

でございました。これ以上の答弁は、委員会ではあ

りませんでした。御了承ください。

それから、３点目の潜水調査についてですが、専

門家や法的に照らし合わすということについては、

委員会ではそういった質疑はなかったのですけれど

も、この平成26年度の予算の中で取り組んだ調査内

容については、16カ所の外観確認、８カ所の潜水調

査を実施し、その判断について、８月から９月の今

年度実施した調査とあわせて公表したいとの答弁で

ございました。委員からは、年度年度の予算の執行

を確認する上で、平成26年度に行った調査について

は公表すべきではないかということで、要調査事項

として本特別委員会に上げさせていただいています。

最後に、経済労働委員長として知事を招聘する必

要性は感じてないかという質疑については、あくま

でもきょうは常任委員会での質疑についてお答えす

る場だと思っておりますので、その点については、

見解を差し控えさせていただきたいと思っています。

〇新里米吉委員長 翁長政俊委員。

○翁長政俊委員 それでは、通告に従って質疑をし

ます。

まず１番目に、岩礁破砕に係る質疑からさせてい

ただきます。

その前に、今回の決算審査に当たって、私が所属

いたしております総務企画委員会で要調査事項を提

起した段階で反対意見が出ました。この反対意見の

内容が何だったかというと、決算審査の内容になじ

まないという指摘でありました。今回の決算は平成2

6年度の決算ですので、この平成26年度の決算には第

三者委員会の予算がございます。それと、辺野古の

岩礁調査の費用も入っております。そういうことか

ら見ると、今回の平成26年度の決算においては、当

然、取り消しに係る問題が質疑の中で交わされるの

は当たり前のことであるし、そういう質疑が交わさ

れるべきだと思っております。そこは指摘をしてお

きたいと思っています。

岩礁破砕ですが、米軍からの許可待ちである制限

水域でのいわゆる情報開示に係る問題と、もう一点

は、２月の水域外で行われた調査は米軍の許可が不

要なのです。私どもの委員が経済労働委員会で調査

した結果の開示を求めました。それについて、先ほ

ども幾つかの質疑がございましたが、それは専門家

や県の関係者と相談をした後に、結果については公

表したいという旨の答弁であったようです。しかし

ながら、まさに私どもは平成26年度決算の審査をし

ているのですから、これは決算の期間内に入ってい

ると思います。そこをきちんと開示できないのは、

どういう理由で開示できないのか。その開示をとめ

ているのは誰なのか。行政行為、行政判断でとめて

いるということですが、部長級でとめているのか、

それとも三役が公表をとめているのか。ここは明確

にすべきだろうと思っています。そこはどういう議

論がなされましたか。ここは明確にお答えいただけ

ませんか。経済労働委員会については、調査の工期

は議論されたのか。決算年度内であったと私は認識

しているので、それがどうだったのか明確にお答え

ください。非公開―これは情報公開条例に基づくも

のだろうと思っていますが、これがなぜ非公開になっ

たのか。こういう議論があればきちんとお聞かせく

ださい。米軍の許可待ちの制限水域の情報に係る問

題については、米軍の許可を待っているという答弁

があったということですので、そこは理解いたしま

す。２月の調査については水域外なので、許可は不

要だと思っていますので、そこはどういう議論がな

されたのか、委員会での質疑を問います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

それともう一つ、今度は土木環境委員会について

質疑をさせていただきます。土木環境委員会は、こ

れまでの質疑をいろいろ聞いていますと、総務企画

委員長の報告、土木環境委員長の報告、それぞれの

委員会で議論された中身が出てまいりました。答弁

の整合性について、私はそれぞれどこに違法性があ

り、どこに瑕疵があったのかを、委員会で議論され

た内容についてぜひ土木環境委員長からお聞きした

いと思っていますので、そこは明確にお答えをお願

いしたいと思います。それと、私がこの総務企画委

員会で質疑をした内容を、その後、土木環境委員会

の委員の皆さんと議論をして、精査した結果、土木

環境委員会での答弁と総務企画委員会での答弁でそ

ごがあることがわかりました。そこをどういう形で

ただしていくかということが私は問題だと思ってい

るので、そこもしっかりと議論がなされたのかをお

聞きしたいと思っています。沖縄防衛局の申請の内

容自体が違法な手続だったのかを聞いてみました。

当局の辺野古新基地建設問題対策課から返ってきた

回答は、今回の取り消しは、沖縄防衛局が提出した

不備な内容の願書に基づいて前知事が行った承認に、

取り消しすべき瑕疵があると認めたものでした。沖

縄防衛局が提出した願書に不備があったとしても、

そのこと自体が違法であるということではありませ

んと。知事は、願書に不備があると認める場合は補
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正を指示することができるし、補正に応じなければ

承認しないという対応もできるという回答です。こ

の回答を見ると、総務企画委員会においては、明確

に知事公室長は違法性があるという指摘でありまし

た。先ほどからの質疑の中で、土木環境委員会での

土木建築部長の答弁は、いわゆる当時の認識は適合

であったという認識、その２つの認識があるわけで

す。それぞれの委員会で行われている質疑の中で２

つの認識が出てくるということは、私ども議会人と

してはここをきちんと信頼し、執行部側の行政行為

がいかに適合であるかということを認識する立場で

質疑をする中で、そのそごが浮き彫りになってきた

わけです。そこをどういう形で質疑がなされたのか。

土木環境委員会の中での質疑がどうなっているのか

お聞かせいただきたいと思っております。

○上原章経済労働委員長 ２点、経済労働委員会に

は質疑があったと思いますが、まず平成27年２月26

日の辺野古の調査についてですが、今回、キャンプ

・シュワブの臨時制限区域の外周において、海面か

ら16カ所の外観を確認し、８カ所において潜水調査

を実施。その額は、潜水作業等に係る委託料として72

万4680円を執行しております。委員から、その平成26

年度の予算執行における結果を公表できないかとの

質疑に対して、２月に実施した調査結果については、

今年度８月31日から９月11日までに実施した調査と

あわせて、現在、調査結果について精査していると

ころですと。その内容を法的な部分も含めて専門家

と相談し、今後の対応を検討しておりますとの答弁

がありました。委員からは、通常、予算は３月まで

となっていますと。速やかに、３月までに結果をしっ

かりと精査して出すのは当然のことではないかとの

質疑がありました。このことに対して、調査結果に

ついては、委託契約に基づき３月にまとめて県に提

出してもらっておりますと。その内容につきまして

は、昨年度の調査は臨時制限水域の外で１日だけ実

施しておりますと。中の調査につきましては平成27

年度に実施し、臨時制限水域の中の調査結果とあわ

せて行政判断を行うための資料として取りまとめ、

作業をしているところだとの答弁がありました。そ

して、昨年度の調査につきましては、昨年度の段階

で取りまとめ、写真等もそろえておりますと。三役

に報告し、内容については今後の行政判断の材料と

するということで、公表は現時点では行っておりま

せんとのことでした。

２点目の水域について許可を必要とするかどうか

の議論は、委員会ではございませんでした。

○新垣良俊土木環境委員長 土木環境委員会の報告

書に対する質疑がありますので、１番目に、辺野古

沿岸部埋立承認の取り消しに対し、合法性に疑義が

あり、瑕疵の有無についても合理的な説明に欠けて

いるということであったのですが、これについて、

埋立承認の瑕疵の有無等については、土木建築部長

から、当時の審査は審査基準に対する考え方のもと

で、予断を持つことなく慎重かつ丁寧に審査を行い、

担当者としての責務を果たしたものと考えている。

しかしながら、第三者委員会からは埋め立ての必要

性や環境保全措置等について、さらに考慮すべき事

項を指摘されたところであり、審査における考慮が

足りなかった、気づかなかった点があったという点

に問題があったと考えているとの答弁がありました。

次に、２点目ですが、国が承認をもらった辺野古

埋立申請手続の内容そのものに瑕疵と違法性を県は

認定しているのかという質疑ですが、瑕疵について

は、土木建築部長から、各分野の専門家で構成され

る第三者委員会の検証結果の報告を受け、県として

精査したところ、承認には取り消すべき瑕疵があっ

たものと考えているとの答弁がありました。また、

承認当時の判断について、第三者委員会からは、専

門家の意見・助言を踏まえて改めて判断するなど、

曖昧な表現が多いと指摘されたところである。承認

判断の時点で、事業者として可能な限りの検討を尽

くし、一定レベルの具体的な内容を示すべきであっ

たものと考えているとの答弁がありました。

２点だったと思いますが、以上で終わります。

○翁長政俊委員 土木環境委員会ですが、今、委員

長が読み上げられたとおり、当時は瑕疵がなかった

という判断なのです。当時は瑕疵がなかった。その

後、私が県からとった資料によりますと、瑕疵―い

わゆる不備が指摘されているわけです。不備という

ことになると、それは補正をすれば済む話なのです。

私が問うているのは、違法性があるかということで

す。総務企画委員会では違法性があるという答弁を

し、そして、土木環境委員会では不備という発言、

そして違法性がなかったという発言。この発言のう

ち、県の統一された答弁とは何ですか。そこは明確

にしていかないと、この決算特別委員会で何を審査

していくのかが問題になるわけです。先ほどもあり

ましたように、委員長に対して質疑があったか云々

というきょうの委員会のことですが、それぞれの委

員会で行った質疑の内容で、その後明白になったそ

ごや違法性の指摘、答弁の食い違い、そういったも

のをどこでただしていくかという問題が出てくるわ

けです。決算特別委員会で出てきた答弁のそごにつ

いては、何としても決算特別委員会でただしていか
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ないとおかしいわけです。それは総括質疑が担保さ

れればいいのですが、総括質疑が担保されるかどう

かもはっきりしない。そういう中において、私たち

がこの委員会の権能をどう発揮していくかという問

題も一つあるわけです。そして、平成26年度議会で

行われた答弁、これは私たちの質疑を受けての答弁

ですが、そこに第三者委員会の指摘を受けて瑕疵が

見つかった云々ということで、証言をまるっきりひっ

くり返す。これをどこでただせばいいのですか。私

たちがこれまでやってきた質疑です。不備や誤りが

あれば、県議会に出して修正を申し出るのが当たり

前ではないですか。こういう作業を当局はやってい

ないのです。第三者委員会が言ったことをそのまま

丸のみをして、法的な違法性や手続プロセスのあり

ようについての説明も全く皆無なのです。私たち委

員はどこでこれをただせばいいのですか。それはこ

の委員会が持っている権能として、当然のことを私

はこの委員会でただすべきだと思っています。です

から、先ほどから出ているように部長級を呼んで、

そこで足りなかったら三役を呼ぶ。そういう手続が

されて当たり前と思っています。そういうことをす

るのが議会なのです。そして、この要調査事項の中

でも、経済労働委員会では反対意見がなかったもの

もあるのです。要するに全会一致で決めてきたもの

があるのです。全会一致で決めてきたものについて

は、委員長が責任を持って、その要調査事項につい

ては当局にただしていく。この委員会で、決算の総

括の前にそれを多数決で決めていくという代物では

ないです。こういった問題が今、この県議会の中で

行われているのです。私は、この土木環境委員会に

おける質疑や総務企画委員会における質疑、経済労

働委員会における質疑、これについては答弁にそご

があるのです。何を信じていいかわからない。県議

会は何を信じて質疑をしていくのですか。議会答弁

というのは、誠意を持って議員の質疑に答えていく

のが当局のあるべき姿です。そごが見つかって、そ

れをただそうとしても、今、やじが飛ぶようにそん

なの関係ないという話になるわけです。委員長、私

は瑕疵の有無、答弁のそご、土木環境委員会で言っ

ているのと総務企画委員会で言っているのが違うの

ですから、何を信頼して私たちは質疑をし、それを

ただしていかなければならないのですか。県民にど

う説明をすればいいのですか。県はダブルスタンダー

ドの答弁をしているのです。それを看過するわけに

はいきません。委員長がそれをただしていくという

話になるのか、委員長が逆にこの総括で責任を持っ

て、反対意見がないところは明確に総括にかけてい

くという、委員長としての職責として当然あるべき、

委員長が持っている権能だと思います。そうあるべ

きです。

それと、飛び飛びになりますが、又吉議員が去る

米軍基地関係特別委員会で同じような質疑を行いま

した。潜水調査、岩礁破砕の問題。そうしたら、県

民ネットの玉城義和委員が同調したのです。何と言っ

たかというと、うちの又吉委員は速やかに開示する

べきであり、決算も終わっているのになぜ資料を出

せないのかという、当然のことを要求したのです。

障害があるものは別ですが、何ら問題がない調査結

果を延々と11月近くになるまで公表しない。情報公

開条例がある中でもそういうことをやらない。これ

に玉城義和委員は、又吉委員の言っているとおりだ

と。私も速やかにこの委員会に資料を提出して、情

報を開示すべきだと同調し、それを促しているので

す。そういうことですら、委員会の中でやっても当

局はそれに答えようとしない。そういう状況ですか

ら、ある意味では岩礁破砕の問題についても、速や

かにこの委員会を通して執行部に情報開示を求めて

いくべきではないですか。これがあるべき姿です。

そういう状況が指摘されている中においても、この

委員会の中でいろいろな質疑がなされたと思います

が、ぜひ私は総括質疑でそれぞれの部長をもう一度

呼んで、そごがあった部分についてはしっかりと議

論すべきだと思います。答弁が食い違っているので

すから。そういったことでしっかりと権能を果たさ

ないといけないだろうと思っているし、この食い違

いをただしていく。ダブルスタンダードの県の答弁

内容をそのまま見過すわけには全くいきません。三

役を何としても呼ぶ必要がある。その前にそれぞれ

の担当部長を呼んで、足りなかったそごの部分は修

正すべき。足りない部分は三役を呼ぶべき。そこは

議会の権能としてそうあるべきだと私は思っていま

す。委員長も、そこはこの委員会を仕切って運営す

るのですから、この委員会そのものの権能が問われ

ている議論ですから、そこは委員長として、ここで

指摘されているものが正しければ、それは一肌脱ぐ

べきではないですか。委員長はただ議会の運営をつ

かさどればいいという話ではないです……。

○新里米吉委員長 今、私に対する質疑は受け付け

られませんので、３常任委員長に質疑してください。

続けます。翁長政俊委員。

○翁長政俊委員 そういうことですので、いずれに

せよ私どもといたしましては、これまで具志堅委員、

島袋委員、照屋委員が質疑した内容が、それぞれの

委員会の中での部長答弁、そして担当委員会のそれ
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ぞれの部長の答弁と整合性、法的な適合性、そういっ

たもの全て突き合わせてみても、それはそごが多過

ぎて、県のダブルスタンダードの認識と言わざるを

得ない。法的に、行政手続上きちんとした答弁が必

要なのです。行政はそういう形で動かないといけな

いのです。それを強く指摘して、総括質疑に知事及

び関係部長、三役を呼ぶことをぜひ要求をいたしま

して質疑を終わりますが、答弁をお願いします。

○新垣良俊土木環境委員長 ただいまの翁長政俊委

員の総務企画委員会での知事公室長の答弁と、土木

環境委員会での環境部長の答弁にそごがありますの

で、答弁を統一をするためには総括質疑で、担当部

長でもいいですし、三役でもいいですから、お呼び

してはっきりさせたほうがいいと思いますので、ひ

とつ委員長にはそういう計らいをお願いしたいと思

います。

○上原章経済労働委員長 経済労働委員会としては、

今回、要調査事項で４点出させていただいておりま

す。その中で反対意見を添えてあります。また、一

致して党派を超えてしっかりやろうという要調査事

項もございました。最終的には、決算特別委員会の

中でそういった取り扱いが議論されるものだと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

そして、先ほどの平成26年度の予算執行について

なぜ公表できないのかという最後のくだりの部分に

ついて、当局から、今後の行政判断に資する情報と

いうことで、情報公開条例の非開示情報という位置

づけで現時点では公開していないところだという答

弁でございました。これについて委員からは、予算

というのは執行部から提案されて、我々議会が承認

しているものですと。その調査結果が出し切れない

こと自体、議会軽視ではないかと。また、なぜ終わっ

た事業の説明、公表ができないのか等々の質疑があ

りまして、平成27年度の予算執行とあわせて公表す

る理由がなかなか説明がないということで、要調査

事項で決算特別委員会で諮ってほしいとの要望があ

りました。

○新里米吉委員長 以上で、常任委員長の報告に対

する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、各常任委員長退席。その後、理

事会を開催し要調査事項に関して執行部の

出席を求めることについて協議を行った。）

午後３時３分休憩

午後４時８分再開

〇新里米吉委員長 再開いたします。

要調査事項に関し執行部の出席を求めることにつ

いて、理事会の協議の結果を御報告いたします。

理事会で慎重に協議した結果、理事会としては、

辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定に至るプロセ

スについて、知事公室長、環境部長の出席を求める

ことにしました。

以上、御報告いたします。

照屋守之委員。

〇照屋守之委員 動議を提起させていただきます。

私ども自由民主党は、ぜひ知事に決算特別委員会に

出席をしていただいて、副知事、各部長も含めて、

公有水面埋立承認の取り消しにおいて、取り消しの

手法をとった理由と重大な瑕疵の確認等々も含めて、

知事に出席を求める動議を提起させていただきます。

お取り計らいをお願いします。

○新里米吉委員長 具志堅透委員。

○具志堅透委員 ただいまの照屋委員の動議に対し

て、賛成するものでございます。

○新里米吉委員長 動議は成立いたしました。

ただいま照屋守之委員から知事等の委員会出席を

求める動議が提出されました。

よって、この際、本動議を議題といたします。

本動議に関し、意見・討論等はありませんか。

具志堅透委員。

〇具志堅透委員 ただいまの動議に賛成の立場で討

論をさせていただきます。

午前中も申し上げましたが、今回の埋立承認の取

り消しについては、埋立承認の必要性、そして生活

環境、自然環境の環境保全措置について瑕疵があっ

たということで取り消しになっております。そのこ

とを県議会としても、これまで百条委員会あるいは

今回の常任委員会の中で私は質疑をしたのですが、

当時の担当部局はしっかりと法律にのっとって検証

をし、自分たちのものには瑕疵がないと。今もって

そのことを述べております。ただ、理由に挙げたの

が、その考慮が足りなかった部分があっただろうと

指摘をされた。しかし、その部分も再度質疑をする

と、やはり当時のものは法にのっとってきちんとやっ

ていると言っているのです。これに関しては、部長

ではどんなに聞いてもそれ以上の答えが出てこない

ですし、やはり知事、副知事、その責任のある者が

出てきて、しっかりと自分の思いを伝えていただき

たいと思っております。環境保全にしても、あるい

は必要性においても、瑕疵の治癒という問題等々に

おいても、そのことができなかったのかという部分

でどうしても知事、副知事等々、あるいは部局長も

呼んで、一緒になって検証すべきだろうと思ってお

りますので、以上の理由によって、本動議に賛成を
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するものでございます。

○新里米吉委員長 ほかに意見・討論等はありませ

んか。

翁長政俊委員。

〇翁長政俊委員 私も、ただいまの動議に賛成の立

場から討論を行います。

これまでもこの委員会で質疑が交わされてきたと

おり、執行部の担当部局の答弁にそごがあって、そ

のそごをどこで修正し、議会の権能を発揮するかと

いうことになると、やはりこの委員会であろうと思っ

ています。しかし、私たちは各常任委員会で分割し

て質疑を行ってまいりました。その中で、先ほど指

摘したような答弁が出てきたところであります。各

常任委員会の質疑におけるこれまでの私どもの主張、

さらには各常任委員会に分割した議会改革の意義か

らしても、やはり決算特別委員会における総括は、

知事、副知事、部長等の出席を求めてやるのが私は

本筋ではないかと思っております。岩礁破砕につい

ても、非公開といった部分はいわゆる知事、三役の

指示によって非公開という形になっています。部長

等を呼んで聞いてみても、なかなか議論が深まらな

いと思っております。さらには、非公開になった部

分の開示がいっこうに出てこない。そのもの自体も

疑義を持っています。調査をしてみて、言われてい

るような岩礁破砕が現実あるのかどうか。これがな

いのではないか。さらには、米軍の許可を得て平成27

年度に行った調査においても、漏れ聞くところによ

ると、サンゴの蘇生が早くて既にサンゴは蘇生して

いるのではないか等々、こういったいろいろな情報

等もありまして、そこはきちんとした情報の開示が

重要になってくるだろうと思っております。そもそ

もこの取り消しについては、本来であれば―知事の

取り消すタイミングもあったでしょうが、９月定例

会の中で代表・一般質問が行われている中であれば、

私どももこれを取り上げて質問にかけることができ

ましたが、こういった問題が、全て終わった後の今

月の13日に取り消しという時間的タイミングとして

なされました。私どもがこの取り消しの問題を今回

でやるとするなら、この委員会でしか質疑ができな

いという時間的制約の中で、スルーするわけにはい

きません。きちんと議論をするべきだろうという論

に立って、知事が行った取り消しについてはさらに

議論を深めて、違法性のあるやなしや、瑕疵の度合

いがどうなのか、そして担当部長の答弁のそごをど

う一本化していって、県の意思をしっかり議会で出

してもらえるのか。そして、平成26年度に議会で行っ

た答弁の修正を当局はどうされるのか。これは看過

できる問題ではありません。当然、修正する必要が

ある答弁については、当局は襟を正して、議会に対

してきちんと修正を申し出て、それを諮っていくこ

とが当然のことだと思っていますし、そういうこと

をやらないとなると、執行部が議会をなめている、

議会を何と考えているのかという問題にまで発展し

ていきますので、何としてもその問題をクリアさせ

る上においても、総括質疑においては知事、三役が

出席をして、部長に答弁させることも結構だとは思っ

ていますが、そういう総括質疑のあり方が決算特別

委員会において議論を深めていく重要な部分だと

思っておりますので、ぜひそこは委員の皆さんに御

理解をいただいて、議会の権能を生かしていく、チ

ェック機能としての議会と執行部の両輪という立場

を明確に打ち立てていく。こういう議論が必要だと

思いますので、お取り計らいをよろしくお願いしま

す。

○新里米吉委員長 ほかに意見・討論等はありませ

んか。

（「意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）

〇新里米吉委員長 意見・討論等なしと認めます。

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、本動議に対する採決を行います。

本動議は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本動議に賛成の諸君の挙手を求めます。

（挙手）

〇新里米吉委員長 挙手少数であります。

よって、本動議は否決されました。

次に、理事会から提案された辺野古沿岸部埋立承

認の取り消し決定に至るプロセスについて、知事公

室長、環境部長の出席を求めることについて、採決

を行います。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本提案について、賛成の諸君の挙手を求めます。

（挙手）

〇新里米吉委員長 挙手多数であります。

よって、本提案は可決されました。

休憩いたします。

（休憩中に、総括質疑における質疑事項等に

ついて事務局から説明があった後、協議を

行った結果、出席を求める者は知事公室長

及び環境部長とする、質疑事項は「辺野古

沿岸部埋立承認の取り消し決定に至るプロ
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セスについて」に係る知事公室長と環境部

長との答弁のそごについてとする、質疑は

まず委員長が代表して行い答弁を聴取した

後に通告のあった委員から質疑を行うもの

とする、質疑の時間は答弁を含めず委員１

人当たり３分とする、質疑の時間は譲渡で

きるものとする、質疑の順番は大会派順と

する、重複する質疑は避ける、今回は要調

査事項が１点に絞られているので質疑通告

という形はとらないが、質疑を行う者につ

いて本日の午後７時までに政務調査課に報

告するとの８点について意見の一致を見

た。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

お諮りいたします。

総括の日における質疑事項等については、休憩中

に協議しましたとおり決することに御異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

〇新里米吉委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

それでは、先ほど話しましたとおり、質疑通告は

しなくてもいいのですが、質疑する人の名前はきょ

う午後７時までに報告をお願いします。

次に、特記事項の取り扱いについて、理事会の協

議の結果を御報告いたします。

理事会で慎重に協議した結果、議案の採決後に附

帯決議案として、採決に付すことで意見の一致を見

ました。

以上、報告いたします。

お諮りいたします。

特記事項の取り扱いについては、議案の採決に附

帯決議案として採決に付することに御異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

〇新里米吉委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

次回は、明 10月28日 水曜日 午前10時から委

員会を開き、知事公室長及び環境部長に対する総括

質疑及び採決を行います。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時50分散会



－339－

沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 新 里 米 吉
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平 成 2 7 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成27年10月28日 (水曜日)

午前10時３分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 新 里 米 吉君

副委員長 田 勝 廣君 中 川 京 貴君

委 員 具志堅 透君 島 袋 大君

照 屋 守 之君 新 垣 良 俊君

翁 長 政 俊君 仲 村 未 央さん

仲宗根 悟君 玉 城 満君

山 内 末 子さん 奥 平 一 夫君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

當 間 盛 夫君 比 嘉 京 子さん

比 嘉 瑞 己君

説明のために出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 町 田 優君

辺 野 古 新 基 地 建 設
多良間 一 弘君

問 題 対 策 課 副 参 事

環 境 部 長 當 間 秀 史君

本日の委員会に付した事件

１ 平成 27 年 平成26年度沖縄県水道事業会

第７回議会 計未処分利益剰余金の処分に

乙第18号議案 ついて

２ 平成 27 年 平成26年度沖縄県工業用水道

第７回議会 事業会計未処分利益剰余金の

乙第19号議案 処分について

３ 平成 27 年 平成26年度沖縄県一般会計決算

第７回議会 の認定について

認定第１号

４ 平成 27 年 平成26年度沖縄県農業改良資金

第７回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号

５ 平成 27 年 平成26年度沖縄県小規模企業者

第７回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

６ 平成 27 年 平成26年度沖縄県中小企業振興

第７回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

７ 平成 27 年 平成26年度沖縄県下地島空港特

第７回議会 別会計決算の認定について

認定第５号

８ 平成 27 年 平成26年度沖縄県母子父子寡婦

第７回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

認定第６号 ついて

９ 平成 27 年 平成26年度沖縄県下水道事業特

第７回議会 別会計決算の認定について

認定第７号

10 平成 27 年 平成26年度沖縄県所有者不明土

第７回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第８号 いて

11 平成 27 年 平成26年度沖縄県沿岸漁業改善

第７回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第９号 て

12 平成 27 年 平成26年度沖縄県中央卸売市場

第７回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第10号 て

13 平成 27 年 平成26年度沖縄県林業改善資金

第７回議会 特別会計決算の認定について

認定第11号

14 平成 27 年 平成26年度沖縄県中城湾港（新

第７回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

15 平成 27 年 平成26年度沖縄県宜野湾港整備

第７回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第13号 て

16 平成 27 年 平成26年度沖縄県国際物流拠点

第７回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

17 平成 27 年 平成26年度沖縄県産業振興基金

第７回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

18 平成 27 年 平成26年度沖縄県中城湾港（新

第７回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第16号 の認定について

19 平成 27 年 平成26年度沖縄県中城湾港マリ

第７回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第17号 について

20 平成 27 年 平成26年度沖縄県駐車場事業特

決算特別委員会記録（第３号）
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第７回議会 別会計決算の認定について

認定第18号

21 平成 27 年 平成26年度沖縄県中城湾港（泡

第７回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第19号 別会計決算の認定について

22 平成 27 年 平成26年度沖縄県公債管理特別

第７回議会 会計決算の認定について

認定第20号

23 平成 27 年 平成26年度沖縄県病院事業会計

第７回議会 決算の認定について

認定第21号

24 平成 27 年 平成26年度沖縄県水道事業会計

第７回議会 決算の認定について

認定第22号

25 平成 27 年 平成26年度沖縄県工業用水道事

第７回議会 業会計決算の認定について

認定第23号

3ii4

○新里米吉委員長 ただいまから、決算特別委員会

を開会いたします。

平成27年第７回議会乙第18号議案及び同乙第19号

議案の議決議案２件、平成27年第７回議会認定第１

号から同認定第23号までの決算23件を一括して議題

といたします。

本日の説明員として、町田優知事公室長及び當間

秀史環境部長の出席を求めております。

これより総括質疑を行います。

なお、総括質疑につきましては、昨日の決算特別

委員会において決定したとおり、１、質疑事項は、

お手元に配付の要調査事項のとおりとする。２、質

疑は、まず委員長が代表して行い、答弁を聴取した

後、通告のある委員から質疑を行うものとする。３、

各委員の室部長等に対する質疑は、答弁を含めない

で１人３分とする。４、質疑の時間は譲渡できるも

のとする。５、委員長が代表して行った質疑の後の

質疑の順番は第一多数会派からとする。６、重複す

る質疑を避ける。となっておりますので、さよう御

了承願います。

それでは、最初に委員長が代表して質疑を行いま

す。

辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定に至るプロ

セスについて質疑を行います。

平成27年10月20日の総務企画委員会における知事

公室長に対する質疑の中で、県が設置した第三者委

員会において当時の承認手続を検証した結果が７月

16日に報告され、その報告を県庁内部で精査し取り

消すべき瑕疵があると判断したことから、９月に沖

縄防衛局に対する意見聴取、聴聞手続を経て10月13

日に取り消しに至った。

報告書については、知事公室から土木建築部、環

境部、農林水産部の関係部局に対して事実関係を確

認するよう依頼し、各部局からの報告を踏まえ、知

事公室が弁護士と相談しながら、第三者委員会の報

告書の内容について精査をしたとの答弁があった。

一方、平成27年10月21日の土木環境委員会におけ

る環境部長に対する質疑では、第三者委員会の検証

結果の報告に当たり、所管部局から環境部に意見を

求められたことはないとの答弁があった。

両委員会における、辺野古沿岸部埋立承認の取り

消し決定に至るプロセスに関する答弁にそごがある

と思われるが、そのことについて、知事公室長と環

境部長の見解を伺いたい。

まず最初に、知事公室長の答弁を求めます。

町田優知事公室長。

○町田優知事公室長 県が設置しました第三者委員

会において、埋立承認手続には法律的な瑕疵が認め

られるとの報告がありました。

報告書については、知事公室から土木建築部、環

境部、農林水産部の関係部局に対し事実関係を確認

するよう依頼し、各部局からの報告を踏まえ、知事

公室が弁護士と相談しながら、第三者委員会の報告

書の内容について精査いたしました。その結果、取

り消し得べき瑕疵があると判断したことから、９月

に沖縄防衛局に対する意見聴取、聴聞手続を経て、10

月13日に承認を取り消したものでございます。

○新里米吉委員長 次に、環境部長の答弁を求めま

す。

當間秀史環境部長。

○當間秀史環境部長 先ほど知事公室長からお話が

あったように、知事公室からの依頼を受けて、報告

書に記載された事実―日時であるとか場所であると

か、文書等の有無、あるいは法令例規の名称である

とか、情報等の番号、字句の修正について、整合に

ついて環境部は確認を行っております。

ただ、さきの委員会においては、意見を求められ

ているかという質疑でございましたので、意見といっ

た場合は、これは環境部の考え方であるとか、ある

いは思うところを述べたかという趣旨になりますの

で、その際の意見については、特に述べてはいない

と答弁したところであります。

○新里米吉委員長 委員長の質疑は以上です。

これより各委員の質疑を行いますが、具志堅透委

員、島袋大委員、新垣良俊委員及び翁長政俊委員か

ら、それぞれ質疑時間を照屋守之委員に譲渡したい
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との申し出がありましたので御報告いたします。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は在席する必要がありますので、

御承知おき願います。

それでは質疑を行います。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 辺野古沿岸部埋立承認の取り消し

決定に係るプロセスについてお伺いをしたいわけで

ありますけれども、その前に、埋立事業の取り消し

について、翁長知事にぜひエールを送りたいと思っ

ております。翁長知事の埋立承認取り消しに対して

国土交通大臣による執行停止が行われて、辺野古の

作業が再開することになりました。８月、９月の国

との集中協議においても、結局、辺野古に新たな基

地をつくらせないということは実現できない状況が

続いているわけであります。さらにまた、国からは

県の違法行為が指摘されて、国による代執行手続ま

で入ることになり、翁長知事の辺野古につくらせな

い、この実現はますます不透明になるばかりであり

ます。宜野湾市民から翁長知事が訴えられるなど、

普天間飛行場問題は解決どころか、いよいよ混迷を

きわめる状況になりつつあります。普天間飛行場の

返還、この問題についても、翁長知事の責任は大き

いものがございます。ぜひ政治力や交渉力を発揮し

て、辺野古につくらせない、この実現と普天間飛行

場の返還の実現をしていただきますように期待を申

し上げるものであります。

知事公室長にお尋ねをいたします。知事公室長は

せんだっての決算議案審査の総務企画委員会で、埋

立承認は当時、法律あるいは審査基準に照らして、

職員は適正に行ったと考えていると答弁をしており

ます。このことについては間違いございませんか。

○町田優知事公室長 間違いございません。

○照屋守之委員 前県政で法律、あるいは審査基準

に照らして、職員は適正に行ったということになり

ますと、前県政で行った埋立承認は適法であったと

いう、そういう理解をしているということでいいで

すか。

○町田優知事公室長 私が申し上げたのは、職員は

適切に審査をしたということでございます。一方、

この承認につきましては、第三者委員会の報告書を

もとに、沖縄県でも精査した結果、瑕疵があるとい

うことを認めたことから取り消したということでご

ざいます。

○照屋守之委員 ここは日本ですからね。法治国家

の中で、県も法律に照らして、先ほど言いましたよ

うに、埋立承認は法律あるいは審査基準に照らして

職員は適正に行ったと考えているということになる

と、それをもとに埋立承認が行われたと。ほぼ大体、

沖縄もそうですけれども、日本全体もそう考えるの

が常識だろうと思っているのです。今、知事公室長

は、適正に行われたが知事のものとは別物だみたい

な感じで言っておりますけれども、そこは適正に行

われた。第三者委員会の報告によって、それを精査

した結果、瑕疵があると。そういうことになってお

りますけれども、それも間違いございませんか。

○町田優知事公室長 第三者委員会の検討結果を踏

まえ、さらに県でも内部で精査したところ、瑕疵が

あったということでございます。

○照屋守之委員 今、国はどういうことを言ってい

るかというと、前県政、仲井眞県政で埋立承認が認

められて、それに沿って辺野古の作業が進められて

いるということを言っていますね。先ほど言いまし

たように、知事公室長が前県政の埋立承認の手続は

適正に行われたと、そういうことを言っております

ね。そうすると、今の県政の立場が、前県政で適正

に行われたということが国に伝わって、国も今の県

政は認めているではないかと、前県政のものを認め

ているではないかと、そのような誤解を与えている

わけですね。それはそれぞれが都合のいいように、

国は国でそう言っているではないか、県はいや、そ

うではないということからすると、皆様が今やって

いることは、国に対しても、私どもは皆様方がやっ

ていることは認めますよ、あるいは県民に対しては

そうではないですよという、まさに行政がそのよう

にどちらともとられるような誤解を与えている。公

の場で知事公室長が堂々とそういうことを言ってい

る。このことに私は非常に不信感を持っています。

このことについていかがですか。国は、皆さん方が

そう言っている以上は、県も認めているではないか

という、国の論理としては成り立つと思いますけれ

ども、いかがですか。

○町田優知事公室長 委員のほうから今、県も前県

政の手続は適正に行われていると認めているではな

いかという御指摘がございましたが、私が適正にと

申し上げたのは、職員の責任の観点において、職員

は適正に仕事をしたということを申し上げたわけで

ございます。一方、承認手続につきましては、第三

者委員会の報告を経て、さらに県でも内部で精査し

た結果、取り消し得べき瑕疵があるということで、

取り消しに至ったというわけでありまして、この手

続の問題と職員の責任の問題、これは別であると考

えて、我々はそういう言い方をしているわけでござ

います。
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○照屋守之委員 ですが、やはりこれは知事公室長

の答弁では非常に難しくて、だから我々は県知事の

出席を求めているわけです。私が聞いているのは、

職員の責任を問うているわけではないのです。知事

公室長は、前県政が行った埋立承認手続は、法律と

か審査基準に照らして職員は適正に行ったと言う。

それをもとに県知事は意思決定をするわけですね。

それが適正に行われていなかったから取り消しをす

るという表現であれば、これは誰が考えても理解で

きますよ。国に対しても、県民に対しても。ただ、

前県政は適正に行った、しかし今、第三者委員会は、

というようにつないでいるから非常にややこしくな

るのであって、これは明確に皆さん方が国の言い分

も認めていることになるのです。これは法に照らし

てしっかりやってきた。だから仲井眞県政が承認し

た。県も認めているではないか。だから我々はそれ

に沿って仕事をしているという形で、国は国の立場

でそう受け取るわけですね。だから責任の問題では

ないですよ。ですから私は―この報告、これがだめ

だという言い分ではないですよ。前県政の埋立承認

手続に瑕疵があったということになっていて、意思

決定を覆すということですから、前県政はこのよう

にやりましたと。こうこうこうで精査したら、ここ

の部分でミスがあったことについて我々は取り消し

をしますということにならないと、前県政のものは

認めます、我々はこうした結果こうなりますと、こ

れはおかしいでしょうということですよね。なぜそ

ういう紛らわしいことを、皆様方が国に対してそう

ではないと要求するにもかかわらず、国は、ほら、

あなた方も認めているではないかということを公の

場でこのような形で発言して、こういう記録に残す

のですかと。そこを言っているわけですよ。なぜ前

県政のものがだめで、こういう形で一生懸命やって

きたけれども、結局瑕疵があって我々は取り消しを

しましたという形で、誰が聞いてもわかりやすいよ

うな状況をつくらないと、これも認めます、承認も

認めます、取り消しも認めます、２つの意思決定が

あるのではないですか。おかしくないですか。そこ

を確認しているわけです。だから、統一した形でわ

かりやすく訂正する、そういうことが必要ではない

ですかと聞いているのです。

○町田優知事公室長 先ほど申し上げましたけれど

も、この埋立承認手続の問題と職員の責任の問題、

これは分けて私どもは表現しております。前県政、

前知事のときに行った承認手続、これについては認

めているというわけではなくて、これについては瑕

疵があると、現在私どもは考えたことから取り消し

ております。一方、その当時、行為を行った職員の

責任、それについては責任を問うほどの過失はなかっ

たということで申し上げているわけでございます。

○新里米吉委員長 休憩いたします。

（休憩中に、照屋委員から、職員の責任問題

の質疑はしておらず、承認も認める、取り

消しも認めるという説明をするからおかし

いので、きちんと答弁するよう指摘があっ

た。これに対し新里委員長から、知事公室

長は承認を認めていないと答弁していたと

の指摘があり、再開して改めて答弁させる

ことになった。）

○新里米吉委員長 再開いたします。

町田優知事公室長。

○町田優知事公室長 前知事の際の手続について、

私どもは認めますとは申し上げていませんで、その

手続について瑕疵があると認めたことから、取り消

しに至ったというわけでございます。

○照屋守之委員 今、答えていることが、総務企画

委員長の報告の中でもそうはなっていないわけです

よね。前県政が行ったものについては認めます、し

かし、そうではない分もあります、取り消しもあり

ますという形で、両方―今のように、はっきり前県

政のものに瑕疵があって、こういう形で今の県政で

取り消しをするという表現にしないと、非常に誤解

を与えて、皆様方のこれまでの発言の経緯も含めて、

国もそのような動向を見ていますよ。そうすると、

国は、適正にやったというようなことが、ほら、委

員会でもちゃんと言ってるではないかという形で、

今の手続が進められて、いよいよ代執行まで行くわ

けでしょう。県も認めているのになぜ取り消しをす

るのかという形に、これはもう信頼できないという

形になっているわけですよ。だから明確にこういう

形で前のものはだめだったから、我々は今はこうだ

という形にしないと、これまでのように公でも平気

でそういう形で、その場その場の説明でやりくりし

ているから、今のような不都合が起こってくるわけ

ですよ。だからこれは大変な問題ですよ。あちらも

都合のいいように捉える、県の立場も考える。非常

におかしなことが今、起こっているわけですよ。

先ほどの件ですけれども、土木建築部長は土木環

境委員会で、第三者委員会から埋め立ての必要性や

環境保全措置にさらに考慮すべき事項を指摘された

ところであり、審査における考慮が足りなかった、

気づかなかった点があったという点に問題があった

と考えておりますと。ですから、先ほど知事公室長

が適正にやりましたと、法的な手続をやりましたと
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いう形で改めてその検証をしてみたら、そういう指

摘があって、担当する土木建築部も審査における考

慮が足りない、気づかなかった点があったという形

で非を認めているわけですよね。だから、認めてい

るにもかかわらず、そういう形で適正にやったとい

う表現が非常に不適切ではないですか。こういう形

で、第三者委員会に指摘されたら気づかなかった点

があって、問題があったということで、要するに土

木建築部の審査の過程でそこに気づかない、至らな

かったということを改めて第三者から指摘されて、

そのように感じているわけですから、だからそこは、

知事公室はトータルでそのようにまとめるときには、

そういう形で一生懸命やったけれども、結果的にそ

のようなことに気づかなくて、それで瑕疵に至った

という形でまとめていかないと。これは役所の内部

もそうですよ。これは県民も、国に対しても、国民

に対しても説明できませんからね。こういう形で明

言しているわけでしょう。そういうのがありながら、

なぜ、ああいうダブルスタンダードみたいな表現に

なるのですか。それを教えてください。

○町田優知事公室長 ダブルスタンダードという御

指摘がどの点についておっしゃっているのかわかり

ませんけれども、土木建築部長の答弁のとおり、確

かに当時の職員はしっかりと精査したけれども、結

果的に考慮が至らない部分があった。それについて

は私どももそのとおりだと考えております。

○照屋守之委員 ですから、そういうことをトータ

ルとして考えると、普通は行政も、我々通常の一般

社会の中では、これは県職員の内部で―第三者委員

会は瑕疵を指摘しておりますけれども、内部のそう

いうミスが明らかになった。だからここの部分を捉

えて、我々は至らなかったものがあるから、それを

とってやはり瑕疵があって取り消す。通常の社会で

はそうなのです。気づかないところがあったことを

認めているわけですから、検証委員会は法に照らし

て、いろいろな審査基準に照らして、適正であった

というこの表現が間違っていることになるわけです。

実態と合わない。実態は、こういう形で検証する結

果、見落としがあったにもかかわらず承認してしまっ

た。その後、もう一回チェックをしてみたら、そこ

に見落としがあったということになると、この審査

の過程でそういうことが明らかになったのだから、

知事公室長が言っているように、あの部分はちゃん

と認めているというような、適正に行ったという表

現は実態とは合わない、適切ではないということに

なると思いますが、いかがですか。

○町田優知事公室長 まさに適正に行ったというの

は、職員はきちんとやった、一生懸命やった。しか

し、結果として至らない点があった。したがって、

その結果として瑕疵が見つかった、取り消し得べき

瑕疵があったことから取り消したということでござ

いまして、その点では委員のおっしゃることと一致

しているかと思います。

○照屋守之委員 ですから、職員も一生懸命やりま

したと、法的なものもやりましたと。ただ、これは

先ほども言っていますように、知事公室長が言って

いるように、私は職員の責任を追及しているわけで

はありませんよ。あなたが勝手にそう思い込んでい

るだけの話ですよ。これは、沖縄県の前県政から今

の県政における埋立承認手続のプロセス、承認に係

るそういうものを確認しているわけですけれども、

職員の責任ではなくて、それぞれが仕事をやってい

く上で審査をしていく、それに対して職員は責任を

持ってやっていくわけですね。ですから、職員はき

ちっとその基準に定められた審査をする責任を果た

したことになるわけですね。ところが今、第三者委

員会から指摘をされて、気がついてみるとこの分が

足りなかったということで、審査に対する責任を果

たしていない。結果的にそれが瑕疵となったという

流れだと思いますよ。いかがですか。

○町田優知事公室長 まさに委員の認識は、私ども

の認識と一致しております。

○照屋守之委員 ですから、一致しているというこ

とですから、紛らわしいことを言わないで、前県政

の部分が至らなかったからこうなりましたというこ

と。だから、職員の責任を問わないというようなこ

と。これは同時に翁長県政の責任問題まで発展する

可能性があるから、私はそう言っているのです。意

味わかりますか。職員に責任があるということは翁

長県政にも責任があるということになるから、皆さ

ん方はそこについて触れないようにしていると思い

ますけれども、ただ、ありのままそのとおりやって

ほしいと。そこが誤解を与えていると申したいので

す。以上です。

○新里米吉委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 きょう総括質疑に至っているのは、

知事公室長の答弁と環境部長の答弁に食い違いがあ

るのではないかというような状況の中から、きのう

の理事会でそのように確認されたという経過があり

ます。それで、今の件も含めてですが、承認の瑕疵

を認めた部分、その手続が適正ではなかった部分に

よって、公有水面埋立法第４条第１項第１号、第２

号に皆さんは違法認定をされて、その瑕疵を認め取

り消しに至った。この理解でよろしいですか。
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○町田優知事公室長 はい、そのとおりでございま

す。

○仲村未央委員 そうなると、同法第４条第１項第

１号及び第２号、特に第２号要件というのは、まさ

に環境要件そのものですね。その環境要件が十分に

配慮されたものなのかどうかというところは、これ

は私たちも前県政において、非常にこの部分の手続

には瑕疵があることを強く主張してきました。これ

は不十分だと。その審査基準と法の趣旨に照らせば、

承認せざるを得ないということは当たらないと。こ

れは十分ではないと言ってきた。この第２号に、皆

さんはまさに今回違法要件を認めたわけですね。こ

の第２号要件が環境の要件であれば、先ほど環境部

長にあえて意見を求めることはなかったということ

ですが、なぜ求めなかったのか。そこはいかがでしょ

うか。

○町田優知事公室長 今回は承認の検証ということ

で私どもは事務を進めておりまして、したがいまし

てその当時、承認に関係していた土木建築部、農林

水産部、環境部に対しては中立性といいますか、検

証の客観性を担保する観点から意見は求めず、事実

関係についての照会のみにとどめたということでご

ざいます。

○仲村未央委員 この環境条項に関して、環境の要

件というのは承認をした際も、それから取り消す際

も非常に大きな論点だったわけです。私は庁内の意

思決定において、確かに事実確認はされたというこ

とではありますが、やはりこの第２号に関しては、

特段、環境部の意見を求めてもよかったのではない

かということを感じています。だから、答弁にそご

があったとは思いません。事実確認はされた。それ

には答えた。環境部に意見は求めなかった、求めら

れなかった。そのことは判明したけれども、環境部

としては、そこは意見を言う機会があってもよかっ

たのではないかということを感じながら、知事公室

長、環境部長の意見を聞いて終わりたいと思います。

○町田優知事公室長 先ほども申しましたけれども、

今回はこの事務の検証を行うことが目的でしたので、

その当時携わっていた各部に対しては意見を求めて

おりませんでした。私ども知事公室としては、第三

者委員会の検証結果報告をもとに、弁護士とも相談

しながら、客観的、公正に検証を進めたということ

で理解をしております。

○當間秀史環境部長 現時点では、そのときに知事

公室からどの点について意見を求めるのかが明らか

でないので、何とも言えないところではありますけ

れども、環境部の意見としましては、前の埋立承認

申請に係る意見書というのがございますので、これ

を見てもらえれば、環境部としての意見はこれで十

分尽くしていると考えております。

○新里米吉委員長 比嘉瑞己委員。

○比嘉瑞己委員 繰り返しになるかもしれませんが、

前県政による埋立承認について、第三者委員会は瑕

疵があるという指摘をしました。ただ、その報告を

受けて、県が独自に精査をして、今回の取り消しに

つながったと私は認識していますが、改めてそのプ

ロセスについて答弁を求めます。

○町田優知事公室長 第三者委員会の検証結果報告

が７月16日に出ております。それを受けまして、私

ども知事公室のほうで関係部の土木建築部、農林水

産部、それから環境部に対して内容の事実確認を照

会しております。その回答をもとに、内容につきま

して弁護士と相談しながら審査をした結果、10月13

日に取り消し得べき瑕疵があると認め、取り消しに

至ったということでございます。

○比嘉瑞己委員 関係部局の客観的な事実をもとに、

皆様が精査をして取り消しを行ったということです

が、県が独自に精査して、取り消し手続の根拠となっ

たものは、法律の第何項という話はお聞きしました。

そこをもう少し詳しくお伝えください。

○多良間一弘辺野古新基地建設問題対策課副参事

第三者委員会からの報告書において瑕疵については、

埋め立ての必要性、法第４条第１項第１号、同項第

２号及び同項第３号を検証項目として、それぞれに

ついて瑕疵があるというような報告がなされており

ます。県としましては、それについて関係部局から

の事実関係の確認の報告を受けまして、検証した結

果、埋め立ての必要性を第１号要件に含め、また第

３号要件については取り消し得べき瑕疵に相当しな

いと判断しまして、第１号要件、第２号要件につい

て瑕疵があるという形で判断しているところであり

ます。

○比嘉瑞己委員 公有水面埋立法で、知事の権限と

して承認もあるけれども、取り消しもしっかりと知

事の権限であります。こうして沖縄県がしっかりと

客観的事実に基づいて取り消しを行ったのにもかか

わらず、昨日、国は代執行を申し立てる。国の立場

で代執行を行いながら、同時に今度は私人に成り済

まして、この行政不服審査法を悪用しようとしてい

る。本当に矛盾した、法治国家にあるまじき行為だ

と思います。昨日の知事の空港での記者会見を私も

見ました。知事がおっしゃるように、国が今回、裁

判での決着を求める手続に入ったわけですから、司

法判断が出るまで工事の作業は行うべきではない。
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これは翁長知事は当然のことをおっしゃったと思い

ますが、知事公室長、この件について答弁を求めて

終わります。

○町田優知事公室長 私ども、まさに同感でござい

まして、行政不服審査法で……（「質疑の範囲外だ」

と呼ぶ者があり騒然となる）

○新里米吉委員長 静粛に願います。本来は、きょ

うの議題はそこを中心にやるはずだったのですから、

必ずしも―ちょっと待ってください。大まかにプロ

セス全体を最初から質疑していますから、その範疇

だと見ています。

町田優知事公室長。

○町田優知事公室長 現在、国は行政不服審査法に

基づいて、取り消しの執行停止を行っております。

一方、地方自治法に基づく代執行等の手続も行って

おります。私どもとしては、地方自治法に基づく行

政代執行手続を求めるのであれば、その間は工事を

中止し、工事をせずに、しっかり第三者機関である

司法の場において議論を尽くすべきであると考えて

おります。

○新里米吉委員長 以上で、知事公室長及び環境部

長に対する総括質疑を終結いたします。説明員の皆

さん、大変御苦労さまでした。どうぞ御退席くださ

い。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席。その後、採決の順

序及び方法について協議した。自民党所属

委員から暫時休憩の申し出があり、了承さ

れた。）

午前10時42分休憩

午前11時21分再開

○新里米吉委員長 再開いたします。

これより、平成27年第７回議会乙第18号議案平成26

年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて及び同乙第19号議案平成26年度沖縄県工業用

水道事業会計未処分利益剰余金の処分についての議

決議案２件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案２件は可決することに御異議あり

ませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

御異議なしと認めます。

よって、平成27年第７回議会乙第18号議案及び同

乙第19号議案の議案２件は可決されました。

次に、各決算について採決を行います。

まず、平成27年第７回議会認定第１号平成26年度

沖縄県一般会計決算の認定について採決を行います

が、その前に意見・討論等はありませんか。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 ただいま議題となっております認

定第１号平成26年度沖縄県一般会計決算の認定につ

いて、反対の立場から討論を行います。私は、この

一般会計決算全てを問題にしているわけではなくて、

特にその中の第三者委員会への報償費、辺野古海域

におけるサンゴ礁の調査費、そのことが平成26年度

予算で執行されているわけでありますけれども、こ

のことは予算的には余り大きなものではございませ

んけれども、現在、沖縄県で起こっている埋立事業

に係る大変重要な県政の対応であります。そのこと

について、先ほど申し上げましたように予算全般と

いうことではなくて、ここの部分を中心に申し上げ

て、反対の討論にしたいと思っております。第三者

委員会の報償費、あるいは辺野古海域におけるサン

ゴ礁の調査費については、私ども議会でもそうであ

りますけれども、多くの県民からも疑問が寄せられ

ているところでございます。この今の県政について

は、埋立承認は法律あるいは審査基準に照らして適

正であったというように答弁しております。そのこ

とは、受け取り方によっては仲井眞前県政の埋立承

認を認める、そういう捉え方もできるわけでありま

す。そのことによって、国は埋立承認をいただいた

ということと、前県政が埋立承認した分について、

現県政も承認をしているというような誤解を与えた

ものだと考えております。しかしながら、第三者委

員会を立ち上げて、この第三者委員会というのは、

当初から不公平感があるということも県議会本会議

の中で指摘をさせていただいたわけでありますけれ

ども、この第三者委員会の検証結果によって、前県

政の法律あるいは審査基準に照らして適正であった、

このことを覆す意思決定を行ったわけであります。

私は、第三者委員会なるものは現県政の一方的な考

えで、何の客観性もなく検証が行われて、その第三

者委員会が行った検証に対する検証もなく、本来で

あれば第三者委員会が行った検証結果をさらにまた

客観的に行う、そういう手続が必要であったと考え

ているわけであります。この報償費は文字どおり、

土木建築部を中心に約９カ月かけて行ってきた埋立

承認手続、膨大な県の人件費の予算や、あるいはま

たさまざまな予算を活用して行った検証の結果を、

第三者によって、県から報償費を計上して、同じ県

の予算で土木建築部がやったことを検証すると。恐

らくこのことは前代未聞の出来事ではないかと思っ

ているわけであります。ですから、この予算の執行
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については当然私どもも理解できませんし、県民に

対してもなかなか説明しがたいことを今考えている

わけであります。ですから、この予算の適正な執行

という観点からも疑義があると思っているわけであ

ります。ですから私は、この第三者委員会が行った

検証を再度県議会の百条委員会等で行っていく、そ

ういう問題提起もしておりますから、ぜひ第三者委

員会が行った検証が、まさに客観的にそうなってい

るのかということを何らかの形で検証する、そのよ

うな必要があろうかと思っているわけであります。

残念ながら、第三者委員会の委員が辺野古反対の集

会でそういう説明をしたとか、あるいは演説をした

とかというような新聞報道もございまして、本当に

第三者委員会が客観性のある委員会なのかというこ

とについて、疑問を持たざるを得ないというように

思っているわけであります。ですから、私から見て

客観性のない第三者委員会に対する予算の執行につ

いては、これは非常に疑問があり、認めてはならな

いというように今考えているわけであります。

次に、サンゴ礁の調査に関する調査費についてで

ございます。このことも極めて不適切な予算の執行

であると私は考えております。これまで埋立事業に

係るボーリング調査や、あるいはまた埋立本体の岩

礁破砕の許可については、国から所定の手続が県の

ほうに寄せられて、全て県も了解のもとに岩礁破砕

の手続を完了いたしております。そのことによって、

国は現場作業に入っているわけでありますけれども、

県政が変わって現県政になってから、漁業調整規則

とかで既に許可した岩礁破砕について問題提起がな

されているわけであります。それによって予算の執

行が行われている。これはまことに理解しがたいこ

とが沖縄県政で起こっていると私は考えております。

同時期の埋立事業である那覇空港第２滑走路事業に

ついても、浮標設置に係るコンクリートブロックが

サンゴを破損している現状がございます。それにも

かかわらず、那覇空港第２滑走路については、この

岩礁破砕あるいはサンゴの問題、何ら問題視せず、

県行政としてこのような不平等な扱いは許されるべ

きものではないと私は考えているわけであります。

また、岩礁破砕の調査をするために予算の執行をし

たにもかかわらず、その調査結果の公表がなされて

いないわけでございます。最近もその調査が行われ

たわけでありますけれども、法的な部分、専門家の

意見を聞くという、そういう理由で公表がまだされ

ていないわけでありますけれども、これは予算の執

行上まことに不適切で、そのような調査が行われれ

ば、速やかに県は県民に対して公表をすべきである

と考えております。ですから、そのことも含めて、

まことに不透明な予算の執行であることを指摘せざ

るを得ないわけであります。このように、前県政か

ら現県政にかわったことで、予算の執行、活用ある

いはその結果報告について不適切な部分があり、執

行部をチェックする議員の立場からも疑問があり、

指摘をせざるを得ないわけであります。辺野古につ

くらせない、このことの実現の見通しもつくること

ができず、普天間飛行場返還の問題解決は問題にさ

えならない状況が今あろうかと考えております。そ

の結果として、予算の執行上も大きな問題が発生し

つつある。そのことを指摘せざるを得ないわけであ

ります。冒頭に申し上げましたように、予算全体と

してはおおむね適正な処理がされていることを認め

ながらも、先ほど申し上げた点について、私は今回

の決算について反対の討論という形で行わせていた

だいております。よろしくお願いします。

○新里米吉委員長 ほかに意見・討論等はありませ

んか。

（「意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）

○新里米吉委員長 意見・討論等なしと認めます。

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、平成27年第７回議会認定第１号を採決

いたします。

本決算は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本決算は、認定することに賛成の諸君の挙手を求

めます。

（挙手）

○新里米吉委員長 挙手多数であります。

よって、平成27年第７回議会認定第１号は認定さ

れました。

次に、平成27年第７回議会認定第２号から同認定

第23号までの決算22件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの決算22件は、認定することに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○新里米吉委員長 御異議なしと認めます。

よって、平成27年第７回議会認定第２号から同認

定第23号までの決算22件は認定されました。

休憩いたします。

（休憩中に、平成27年第７回議会認定第１号

に対する附帯決議の文案等について協議し

た結果、案のとおりとすることで意見の一

致を見た。）
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○新里米吉委員長 再開いたします。

次に、ただいま認定されました平成27年第７回議

会認定第１号平成26年度沖縄県一般会計決算の認定

についてに対する附帯決議案について採決いたしま

す。

お諮りいたします。

本附帯決議案は、可決することに御異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○新里米吉委員長 御異議なしと認めます。

よって、本附帯決議案は可決されました。

次にお諮りいたします。

ただいま議決いたしました議案等に対する委員会

審査報告書の作成等につきましては、委員長に御一

任願いたいと思いますが、これに御異議ありません

か。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○新里米吉委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本委員会に付託されました議案等の処理

は全て終了いたしました。

委員の皆さんには、連日、熱心に審査に当たって

いただきまして、大変御苦労さまでした。

これをもって委員会を散会いたします。

午前11時37分散会
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平成27年10月28日水曜日

決 算 特 別 委 員 会

要 調 査 事 項

１ 辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定に至るプロセスについて

（委員長代表質疑要旨）

平成27年10月20日の総務企画委員会における知事公室長に対する質疑の

中で、県が設置した第三者委員会において当時の承認手続を検証した結果

が７月16日に報告され、その報告を県庁内部で精査し取り消すべき瑕疵が

あると判断したことから、９月に沖縄防衛局に対する意見聴取、聴聞手続

を経て10月13日に取り消しに至った。報告書については、知事公室から土

木建築部、環境部、農林水産部の関係部局に対して事実関係を確認するよ

う依頼し、各部局からの報告を踏まえ、知事公室が弁護士と相談しながら

第三者委員会の報告書の内容について精査をしたとの答弁があった。

一方、平成27年10月21日の土木環境委員会における環境部長に対する質

疑では、第三者委員会の検証結果の報告に当たり所管部局から環境部に意

見を求められたことはないとの答弁があった。

両委員会における、辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定に至るプロセ

スに関する答弁にそごがあると思われるが、そのことについて、知事公室

長と環境部長の見解を伺いたい。
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決算特別委員会議案処理一覧表

議案番号 議 案 名 議決の結果

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分 全会一致

第７回議会
について 可 決

乙第18号議案

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金

第７回議会
の処分について

〃

乙第19号議案
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決算特別委員会決算処理一覧表

認定番号 決 算 名 議決の結果

平 成 2 7 年
多 数

第７回議会 平成26年度沖縄県一般会計決算の認定について
認 定

認定第１号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定につ 全会一致

第７回議会
いて 認 定

認定第２号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計

第７回議会
決算の認定に つ い て

〃

認定第３号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定

第７回議会
について

〃

認定第４号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定につい

第７回議会
て

〃

認定第５号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の

第７回議会
認定について

〃

認定第６号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定につい

第７回議会
て

〃

認定第７号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認

第７回議会
定について

〃

認定第８号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定

第７回議会
について

〃

認定第９号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定

第７回議会
について

〃

認定第10号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定につ

第７回議会
いて

〃

認定第11号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成

第７回議会
事業特別会計決算の認定について

〃

認定第12号
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認定番号 決 算 名 議決の結果

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定 全会一致

第７回議会
について 認 定

認定第13号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特

第７回議会
別会計決算の認定について

〃

認定第14号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定につ

第７回議会
いて

〃

認定第15号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会

第７回議会
計決算の認定について

〃

認定第16号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算

第７回議会
の認定について

〃

認定第17号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定につい

第７回議会
て

〃

認定第18号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成

第７回議会
事業特別会計決算の認定について

〃

認定第19号

平 成 2 7 年

第７回議会 平成26年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について 〃

認定第20号

平 成 2 7 年

第７回議会 平成26年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 〃

認定第21号

平 成 2 7 年

第７回議会 平成26年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 〃

認定第22号

平 成 2 7 年
平成26年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定につい

第７回議会
て

〃

認定第23号
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平成27年第７回議会認定第１号「平成26年度沖縄県一般会計決算の認定

について」に対する附帯決議

平成26年度沖縄県一般会計決算の認定に当たっては、下記の項目に留意し、

今後の予算執行に努めること。

記

１ 不用額は前年度に比べ減少しているものの、市町村事業に係る沖縄振興特

別推進交付金等を初め合計約243億円と多額になっていることから、その解

消に向け徹底した対策を講じること。

２ 翌年度繰越額は前年度に比べ増加しており、合計約1031億円と多額になっ

ていることから、計画的かつ効率的な執行に努めること。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 新 里 米 吉





巻 末 資 料

各 常 任 委 員 長 か ら の 決 算 調 査 報 告 書
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平 成 2 7 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

○総務企画委員会

様式２

平成 27年 10月 26日

決算特別委員長

新 里 米 吉 殿

総務企画委員長

山 内 末 子

決 算 調 査 報 告 書

10月７日に依頼のあった決算議案の調

査について、委員会における調査の結果

を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

・辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定

に至るプロセス及び今後の知事の対応

について

３ 特記事項（別紙２のとおり）

・平成27年第７回議会認定第１号「平成

26年度沖縄県一般会計決算の認定につ

いて（総務部、企画部所管分）」に対す

る特記事項

別紙１（総務企画委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【知事公室】

問） 辺野古沿岸部埋立承認の取り消しのプロ

セスと関係部局の役割、瑕疵があるかない

かは、第三者委員会ではなく県が決めるの

であり、その判断根拠は何か。また、埋立

承認も取り消しもどちらも適法ということ

か。

答） 県が設置した第三者委員会において当時

の承認手続を検証した結果が７月16日に報

告され、その報告を県庁内部で精査し取り

消すべき瑕疵があると判断したことから、

９月に沖縄防衛局に対する意見聴取、聴聞

手続を経て10月13日に取り消しに至った。

報告書については、知事公室から土木建築

部、環境部、農林水産部の関係部局に対し

て事実関係を確認するよう依頼し、各部局

からの報告を踏まえ、知事公室が弁護士と

相談しながら第三者委員会の報告書の内容

について精査をした。

県が取り消し手続の根拠としたのは、１

点目に公有水面埋立法第４条第１項第１号

については国土利用上適正かつ合理的なこ

との要件を充足していない。２点目に同法

第４条第１項第２号についての用件も充足

していない。したがって瑕疵があるという

ことで、第三者委員会の報告書とは内容が

異なっており、県としては第三者委員会の

報告書を時間をかけて精査し判断したもの

と考えている。

また、埋立承認は、当時、法律あるいは

審査基準に照らして職員は適正に行ったと

考えている。しかし、その後、第三者委員

会の報告書あるいは県内部での精査の結果、

取り消すべき瑕疵があるという結論に至っ

たということである。

問） 沖縄21世紀国際交流基本戦略及び沖縄国

際協力人材育成事業の内容はどうなってい

るのか。

答） 沖縄21世紀国際交流基本戦略は、うちなー

ネットワークの継承拡大、国際感覚に富む

人材育成、多文化共生型社会の構築、国際

協力貢献活動の推進、海外への情報発信の

各常任委員長からの決算調査報告書
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５つを施策体系として掲げ、それぞれに具

体的な取り組みを示し、合計20の主な取り

組み事業を記載し執行に努めている。事業

内容としては、県系人の子弟を県費留学生

として毎年10名程度受け入れる事業や夏休

みの１週間程度、ジュニアスタディ授業と

して海外県系人子弟の中学生、高校生を受

け入れる事業を行っている。

沖縄国際協力人材育成事業は、県内の高

校生を開発途上国に約10日間派遣し、我が

国の技術支援の現場やＪＩＣＡ青年海外協

力隊の活動現場を体験するとともに、ホー

ムステイ等を通して現地との交流を行う国

際協力レポーター事業と、国際協力の専門

家や青年海外協力隊経験者を県内の中学校

や高校等に派遣して、出前講座を実施する

国際教育理解促進事業の２つの事業から成

り立っている。平成26年度の国際協力レポー

ター事業では、ラオス、フィリピン、バン

グラデシュの３カ国に39名の高校生を派遣

した。

問） 東日本大震災の教訓を踏まえて本県の防

災システムの機能強化はどのようになされ

たのか。また主な内容及び成果はどうなっ

ているのか。

答） 沖縄県防災情報システム機能強化事業は、

東日本大震災を踏まえ、住民への情報伝達

強化等を目的に平成24年度から平成26年度

にかけ実施し、今年度から本格的運用を開

始している。実施内容としては、平成24年

度に調査、計画の策定、平成25年度にシス

テム設計、平成26年度にシステムを約２億4

500万円の予算で構築した。

また、主な内容及び成果としては４つあ

り、１つ目は、市町村などで消防が登録し

た被害情報や避難情報について県ホーム

ページの防災情報ポータルサイトに常に最

新の情報を公開する体制を構築したことに

より電話での報告や問い合わせ等に対応す

る負担等の低減を図ったこと。２つ目は、

多言語化に対応した防災情報ポータルサイ

トの開設、登録制の防災メールの配信、Ｓ

ＮＳへの情報掲載、携帯電話の緊急速報の

エリアメールによる避難勧告等の伝達、Ｌ

アラートを通じた放送事業者への情報伝達

などにより情報連携等が可能となったこと。

３つ目は、市町村は一度の操作で複数手段

の情報発信が可能となり、業務の効率化を

図ったこと。４つ目は、津波等によるシス

テムサーバーやデータの被害に備え中部合

同庁舎にバックアップ拠点を構築してシス

テムのインフラを強化したことにより、津

波や地震等の重大な災害時においても防災

行政無線を補完し住民への確実な情報伝達

体制が構築されたと考えている。

問） 消防共同指令センター整備支援事業によ

り県内の消防体制や救急通信体制などはど

うなっているのか。また、那覇市が参加し

ない理由は何か。それらの市町村とは今後

どのようにしていくのか。

答） 消防共同指令センターは、各消防本部等

で行っていた119番通報の受理を一元的に処

理することにより、消防本部のない離島含

め全県的に消防体制の強化を図ることを目

的に、県内36市町村26団体が参画して共同

で整備を進めている。同センターの主な効

果としては、共同整備による費用の低減化、

指令業務を行っていた消防職員の現場業務

への再配置による実質的な消防力の強化、

大規模災害時の県内応援態勢の連携強化が

挙げられる。さらに、地理にふなれな観光

客を含め通報者の携帯電話の位置情報を瞬

時に把握し災害地点を速やかに特定できる

など高度なシステムを全県的に導入するこ

とになる。特に離島の全ての非常備消防の

町村においても専門の救命救急資格を持っ

た通信指令員が対応し、心肺蘇生などの口

頭指導が可能となり救急体制の向上が図ら

れている。

また、同センターには、那覇市、沖縄市、

浦添市、本部町、今帰仁村を除く県内36市

町村、26団体が参画しているが、那覇市に

ついては平成23年度に県内41市町村で設置

した消防指令センター運営協議会における

協議の結果、不参加となっている。理由と

しては、現在、那覇市単独で高機能消防指

令センターを有しており、新たな共同指令

センターを現状と比較した場合、ランニン

グコスト等の負担が大きいこと、機能面の

向上が見込めないことなどと聞いている。
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今後、大規模災害時における緊急消防援

助隊の派遣や離島の緊急搬送の対応、消防

共同指令センターと那覇市などの不参加消

防本部との連携を深めることは重要と認識

しており、県としては定期的な連絡会議を

開催するなど、関係強化に取り組んでいき

たいと考えている。

問） 不発弾処理事業で不用額が発生した理由

は何か。また、住宅等関連事業は手続方法

の変更を行ったのか。

答） 不発弾処理事業には６つの事業があり、

そのうち100平米以上の原野等を探査する広

域探査発掘加速化事業において３億8513万

6000円の不用が生じており、その主な原因

は磁気探査予定地の作物の収穫のおくれや

本部町の事情による旧本部飛行場跡地の磁

気探査の未実施によるものである。そのほ

か、住宅等新築予定の個人やマンション事

業者の建築主を対象にした住宅等開発磁気

探査支援事業において、当初予定していた

執行額を達成せず、２億2610万2000円の不

用が生じている。

また、住宅等開発磁気探査支援事業につ

いては、申請手続が迅速に行えるよう沖縄

県磁気探査協会等にヒアリングを行い対応

策について調整している。さらに、平成17

年８月から他部局への合議を省略するなど

事務手続を簡素化し、探査補助金の交付決

定が可能な限り早期に行えるよう取り組ん

でいる。

【総務部】

問） 一括交付金の所要額確保のため、不用額

や繰越額など、国の査定要因の除去に向け

た取り組みはどうなっているのか。

答） 沖縄振興予算、特に一括交付金に関して

ソフト交付金は不用額が、ハード交付金は

繰越額が多いなど総合的に勘案し予算額が

査定されたと聞いており、不用額の圧縮や

執行率の向上が重要と認識している。今年

度から、各部局主管課をメンバーとする執

行管理連絡会議を設置し、６月と９月に会

議を開き各事業の執行状況等を確認し、年

度途中の補正減や事業の組みかえなどの対

応を行い、可能な限り執行率を上げ不用額

をなくし、平成28年度予算が確保できるよ

う取り組んでいる。

問） 一括交付金に関しての総務部の役割は何

か。一括交付金の分野別配分状況及び沖縄

独特な課題への戦略的な配分になっている

か。

答） 一括交付金のうちソフト交付金は、県事

業分500億円と市町村事業分300億円に分か

れており、県事業分は総務部で総括し市町

村分は企画部で総括してる。平成26年度予

算の県分国庫514億円の割合は、離島振興分

野が約13％、子育て・福祉・医療分野が約

５％、産業振興分野が約52％、人材育成分

野が約６％等となっている。全国的な制度

がある分野への配分は厳しい部分もあるが、

沖縄の特殊事情や沖縄振興に資するものは

対象にできることから、担当部局と連携し

事業を組み上げて要望していきたいと考え

ている。

問） 米軍基地問題に要する経費は地方交付税

として県に措置されているのか。また、日

米位協定における免税等の税目及び税額は

どうなっているのか。

答） 基準財政需要額の中の基地補正で、米軍

人等に係る行政経費、基地所在によって生

じる渉外事務や防衛施設の維持管理費など

の経費として措置されている。また、日米

地位協定で非課税とされている税目は、国

税では所得税、法人税、相続税、贈与税、

消費税、とん税などがある。税額について

は課税対象が県で把握されていないため明

示することはできない。

問） 所有者不明土地の現況及び返還実績はど

うなっているのか。また、所有者不明土地

実態調査事業の進捗状況はどうなっている

のか。

答） 所有者不明土地は、平成26年度までに県

管理372筆、約17ヘクタール、市町村管理415

筆、約４ヘクタール、合計787筆、約21ヘク

タールを所有者に返還している。平成27年

３月末現在で県管理1511筆、約90ヘクター

ル、市町村管理1212筆、約９ヘクタール、
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合計2723筆、約98ヘクタールが残っている。

また、所有者不明土地実態調査事業は、平

成24年度から２年間の予備的調査を経て、

平成26年度からは本格調査を実施している。

進捗状況としては、当初計画ベースで基礎

調査は2663筆全て、測量等調査は1170筆、

43.9％実施している。所有者探索は440筆、

約16.5％となっている。なお、平成27年度

からは、所有者探索に外部委託を導入する

ため予算額を倍増し、調査の加速化に努め、

平成29年度に調査を終えたいと考えている。

【企画部】

問） 防災システムの機能強化の内容はどうい

うものか。また、繰越額の発生理由は何か。

答） 防災システムの機能強化として総合行政

通信ネットワークの高度化事業を行ってお

り、事業年度が平成26年度から平成28年度

の３年間、総事業費65億2800万円となって

いる。事業規模は県庁を中核に５合同庁舎、

41市町村、18消防本部、17の防災機関等合

計82のネットワークを構築している。財源

は緊急防災・減災事業費を活用し、起債充

当率100％、交付税措置率70％となっている

事業内容は既存の総合行政情報ネットワー

クの老朽化に伴い全面改修、高度化を図る

ものであり、回線の大容量化、多重無線や

光ケーブルによる伝送路とか伝送方式をＩ

Ｐ化している。そのほか高所カメラの導入、

消防救急無線への回線提供、局舎、鉄塔の

提供等を行って、災害に強いネットワーク

を構築する事業である。

また、繰越額の発生理由は２つあり、１

つは平成28年５月31日までに全国的に消防

や救急で使っている無線がアナログからデ

ジタルに切りかわることにより、無線器機

の需要が急増し調達が間に合わなかったこ

とによるものである。もう一つは、今回、

光ケーブルを敷設する電柱の強度が足りな

い箇所があり、ルートを一部変更するため

に時間を要したことによるものである。

問） 特定駐留軍用地内土地取得事業の基金は

幾らか。取得面積や取得金額は幾らか。ま

た、最終的な取得目標はどうなっているの

か。

答） 沖縄県特定駐留軍用地内土地取得事業基

金は、平成24年度に設置し、約69億円積み

立てている。平成25年度から土地取得を開

始して、取得面積及び取得金額は、平成25

年度が約3.2ヘクタール、約13億円、平成26

年度が約3.2ヘクタール、約13億円である。

また、普天間飛行場で購入を予定している

のは将来の道路用地約17.15ヘクタールであ

り、平成25年度、平成26年度も同様の3.2ヘ

クタールで合計6.4ヘクタールを取得してお

り、割合にすると約37％の達成率で、順調

に推移していると考えている。

問） （項）市町村振興費の不用額23億円は、

市町村分の一括交付金300億円からすると決

して少なくないがどう思うか。今後どうす

るのか。

答） 一括交付金の執行については、国、県、

市町村が連携し執行率の改善と不用額、繰

越額の圧縮に努めているが、市町村の事情

等による年度途中の事業計画の変更や、入

札残などにより不用が発生している。不用

額、繰越額の圧縮には早期の事業着手が大

事であり、事業計画の策定を昨年より前倒

しして１カ月早く事業着手できるよう対策

をとっている。

問） 交通体系の整備推進の中でＩＣ乗車券の

県内発行枚数や目標はどうなっているか。

また、本土のＩＣ乗車券との相互利用にし

なかった理由は何か。

答） ＩＣ乗車券の発行状況は、平成27年３月

末で約３万6000枚、９月30日時点で10万枚

となっており、今年度の発行数の目標は16

万枚を予定している。

また、当初、県はＳｕｉｃａとの相互利

用を目指したが、平成24年度に沖縄本島バ

ス４社と都市モノレールと県で構成する沖

縄本島ＩＣ乗車券システム検討委員会を開

催し、Ｓｕｉｃａ―日本鉄道サイバネティ

クス協議会が定める規格の相互利用と単独

利用を比較・検討した結果、初期開発費用

で２倍、維持管理費用で４倍という試算に

なり、Ｓｕｉｃａの相互利用では交通事業

者側が負担できないということと、単独利
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用の場合のランニングコスト等のメリット

を勘案し単独利用を採択した。相互利用に

ついては、国の支援の動向等も注視しなが

ら対応していきたいと考えている。

問） 重粒子線治療施設導入に向けた基本構想

策定の進捗状況はどうなっているか。また、

導入の方向で検討していると理解していい

のか。

答） 重粒子治療施設の基本構想の策定に向け

た検討の結果、人材育成、医療連携、県民

の負担軽減の３つの論点をまとめた。平成26

年度に国際医療拠点の考え方が出たので、

これにあわせて重粒子線治療施設のあるべ

き姿を取りまとめた。平成27年度は、重粒

子線治療施設の位置づけの再整理、安定的

・健全的な経営を行うための集患のあり方

や集患予想、県民の治療費負担軽減のあり

方の実現可能性について詳しく検討してい

る状況である。

また、平成25年、平成26年の調査の中で

課題が浮かび上がっており、まず集患のあ

り方を含めた安定的な運営の見通し、高額

な治療費の問題も解決に向けたスキームが

でき上がってないということで、施設導入

も含めて今年度は事業の方向性を検討して

いきたいと考えている。

【公安委員会】

問） 県内の駐車違反と速度違反の年間の検挙

件数と反則金は幾らか。

答） 昨年度中に駐車違反で検挙された件数は

2425件。速度違反は２通りの検挙があり、

青切符が3876件、赤切符が2014件である。

青切符と赤切符との違いは、青切符は納付

書に基づき金融機関で反則金を支払えば終

わり。赤切符は正式な裁判を受け罰金が支

払われるシステムになっている。反則金は

総額４億883万4350円納付されており、駐車

違反、速度違反、その他の違反も全て含め

た額となっている。

問） 安全なまちづくり推進事業におけるちゅ

らさん運動の実施等による成果はどうなっ

ているのか。また、成果が上がった最大の

要因は何か。

答） 事業成果としては、実施防犯活動の活性

化に伴う県内刑法犯認知件数の減少が上げ

らる。平成26年中の刑法犯認知件数は9879

件で、対前年比941件、8.7％の減少、平成15

年以降12年連続での減少、昭和48年以来42

年ぶりに１万件を下回るなど順調に推移し

ている。また、防犯ボランティアは、本年

９月末現在で759団体、２万4558名と、ちゅ

らさん運動の取り組みが始まった平成16年

と比較して約600団体、約２万名増加してい

る。今後とも、防犯ボランティアの方々に

対して、犯罪情勢に関する情報発信、活動

に対する助言等を行い、実施防犯活動の活

性化に取り組んでいく。

また、成果の最大の要因は、平成16年４

月の沖縄ちゅらさん安全のまち条例の制定

に基づき、人づくり、家づくり、まちづく

りと県民挙げて犯罪抑止対策に取り組んだ

結果、ちゅらさん運動の機運が全県的に盛

り上がり犯罪の減少に結びついたものと考

えている。

問） 沖縄の子供の深夜徘回等の実態、検挙率

はどうなっているのか。

答） 県内の不良行為少年の現状、特徴及び対

策は、平成27年度９月末現在、飲酒や深夜

徘回等の不良行為で補導した不良行為少年

は２万200人で、前年同期より１万5283人減

少している。学識別では高校生が6136人、

前年比21.4％の減少である。全体に占める

割合は30.4％と最も多く、次いで中学生が

5534人、前年比48.9％の減少である。これ

が全体の27.4％。有職少年が4287人で、全

体の21.2％となっており、男女比では男子

が１万5791人で78.2％占めている。また、

行為別では、深夜徘回が１万3221人で全体

に占める割合が66.4％と最も高く、次いで

喫煙が4575人、全体の22.6％。飲酒が954人

で、全体の4.7％。無断外泊が524人で、全

体の2.6％を占めており、この４つの行為で

全体の96.4％を占めている。

問） サイバー犯罪・サイバーテロ事件の現状

はどうなっているのか。

答） 平成26年度中のサイバー犯罪の検挙件数
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及び検挙人員は128件、68名で、対前年比10

件、18名の増加である。また、本年９月末

現在52件、30名で、前年同期比49件、20名

減少しており、主な内訳は児童買春、児童

ポルノ法違反、沖縄県青少年保護育成条例

違反が各９件、著作権法違反、ストーカー

防止法違反が各５件となっている。

【監査委員事務局】

問） 監査委員事務局、出納事務局及び人事委

員会事務局の不用額は、事務経費の縮減に

よるものであり、行財政改革で頑張った効

果として事務処理する知恵はないか。

答） 不用額にはいろいろな要因がある。当初

の計画がうまくいかなかったための不用額

は抑制すべきである。ただ、執行の節減な

どの努力を認めていくべきだと思う。

【議会事務局】

問） 沖縄県歳入歳出決算審査意見書の27ペー

ジに、支出済額は、議会費1994万8271円が

減少したことによるとあるが、減少の理由

は何か。

答） 議会費は議員報酬や共済費等から成って

おり、平成26年度は議員の欠員が４月から11

月までは３名、12月から翌３月までは１名

生じたため、議会費が減少したものである。

問） 議会図書館の予算はどうなっているのか。

また、沖縄を取り巻く政治状況を分析する

ため基地のある北海道などの地方紙をとっ

てはどうか。

答） 議会図書館には職員２名を配置しており、

その人件費と図書購入費150万円程度の予算

を措置している。平成27年度から各常任委

員会ごとにコーナーを設けて書籍を配置し、

委員の利便性向上に努めている。また、新

聞については、朝日新聞や毎日新聞などの

全国紙はとっているが、全国の世論を把握

するのも図書館機能の充実のために必要と

考えるので、例えば東北ブロックや東京新

聞、中国新聞、西日本新聞などブロックを

代表する地方紙の購入を積極的に考えてい

きたい。

問） 専門職員の育成のため研修派遣や交流を

行うべきではないか。

答） 職員研修については、平成27年度から３

年間の事業として、衆議院法制局等に毎年

１名を派遣することとしている。衆議院法

制局等で法制執務を習得した後は、議会事

務局で頑張っていただけると考えている。

【出納事務局】

質疑なし

【人事委員会事務局】

質疑なし

別紙２（総務企画委員会）

要 調 査 事 項

１ 辺野古沿岸部埋立承認の取り消し決定に

至るプロセス及び今後の知事の対応につい

て

（要調査事項の内容）

辺野古沿岸部埋立承認取り消しについて

の知事の覚悟、知事の裁量の範疇で物事が

決まっているので知事からその状況をしっ

かりと聴取したい。

知事公室長に対する質疑において、取り

消しの合法性に疑義があること。瑕疵の有

無についても合理的な説明に欠けているこ

と。前県政における承認時の答弁、特に説

明員の百条委員会等での証言等の合理性、

さらに意思決定に至るプロセスが不透明で

あることから、知事の見解を聞きたい。

なお、この事項については、「平成26年度

決算審査の枠を超えており、要調査事項に

なじまず、知事への質疑は必要ない。」との

反対意見があった。

特 記 事 項

１ 平成27年第７回議会認定第１号「平成26

年度沖縄県一般会計決算の認定について（総
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務部、企画部所管分）」に対する特記事項

平成26年度沖縄県一般会計決算の認定に当

たっては、下記の項目に留意し今後の予算

執行に努めることを付記すること。

記

１ 不用額は前年度に比べ減少しているもの

の、市町村事業に係る沖縄振興特別推進交

付金等を初め合計約243億円と多額になって

いることから、その解消に向け徹底した対

策を講じること。

２ 翌年度繰越額は前年度に比べ増加してお

り、合計約1031億円と多額になっているこ

とから、計画的かつ効率的な執行に努める

こと。



－362－

○経済労働委員会

様式２

平成 27年 10月 26日

決算特別委員長

新 里 米 吉 殿

経済労働委員長

上 原 章

決 算 調 査 報 告 書

10月７日に依頼のあった決算議案の

調査について、委員会における調査

の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

・平成26年度に実施した名護市辺野古沖

における潜水調査がいまだに公表され

ていないことについて

・関係部局連携による沖縄県発注公共工

事における積算単価の見直しについて

・岩礁破砕許可に当たっての定量・定性

的な審査基準の必要性について

・一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローの事務局長人事について

３ 特記事項（別紙２のとおり）

特になし

別紙１（経済労働委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【農林水産部】

問） 平成26年度に実施した名護市辺野古沖に

おける潜水調査は３月31日までに予算執行

し、工期の延長もないにもかかわらず調査

結果の公表ができないというのはおかしい。

仕様書や契約書を含めてさまざまなものが

まだわからないので、全てのものを速やか

に明示できないか。

答） 当該調査の結果については、今年度の調

査とあわせて法的な部分も含めて専門家と

相談し、今後の対応を検討しているところ

であり、現時点で公表は行っていない。

問） 建設資材の高騰や労務単価の大幅な上昇

に沖縄県発注公共工事の積算単価がついて

いけず、現場においては、現状の単価では

公共工事を受注できないといった事態も多

くなっている。関係部局が連携して今後速

やかな対策を検討する必要があるのではな

いか。

答） 農林水産部発注工事の積算単価について

は、農林水産省及び国土交通省の実施した

労務費調査に基づいて定めている。資材単

価についても、土木建築部に準じて年２回

の改定を行っおり、価格変動しやすい鋼材

などについては、毎月発行の物価資料等の

単価を採用するなど、適正な価格設定に努

めているところである。また現在、単価の

改定回数を年４回とするかどうかについて、

土木建築部と連携して検討を行っていると

ころである。

問） 岩礁の定義について、水産庁と県の考え

方に違いがあるようだがどうなっているか。

答） 水産庁の見解として、他県からの照会に

対する水産庁の回答の中で、岩礁とは海域

における地殻の隆起形態であるとしており、

岩礁という言葉の定義で少し議論になって

いる。一方、沖縄県では、他県の海域とは

違って類のないサンゴ礁海域であり、その

ほかにも砂浜、干潟、藻場などが存在し、

これらの地形が隣接して一体となって、複

雑な海底地形が形成されている。この特徴

を踏まえ、水産資源保護法でいう、水産資

源保護培養に向けた県民への良質な水産物

の供給を継続していくということで、沖縄

県漁業調整規則取扱方針に基づいて総合的

に対応しているところである。

問） 岩礁破砕の許可に当たり、公平・公正な

審査を行うためには定量・定性的な審査基

準により詳細を示すべきであると思うが、

その辺の議論や方向性はどうなっているか。
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答） 岩礁破砕許可に当たっては、従前から沖

縄県漁業調整規則等に基づいて公平・公正

に審査しており、新たに基準や方針を定め

ることは今のところ考えていない。

問） 中央卸売市場活性化事業の内容及びゼロ

執行となっている理由は何か。事業計画の

熟度はどうだったのか。平成27年度に繰り

越して執行することになるのか。

答） 当該事業は、県産農産物を県内の学校給

食、ホテル、小売等へ安定的に供給し地産

地消を推進するため、中央卸売市場に配送

センターを兼ねた冷蔵施設を整備するもの

である。あわせて冷蔵配送車を導入し、産

地から消費地までコールドチェーン化する

ことにより、青果物の高品質化を図ること

を目的としている。従来の卸売市場の機能

強化の目的に加え、新たに地産地消等の取

り組みを実施することから、成果指標の設

定について国との調整に時間を要したため、

年度内での適正工期の確保及び完了が困難

となり、全額を次年度に繰り越した。

問） うちなー島ヤサイ商品化支援技術開発事

業で消費者意向調査や島野菜の特性解明調

査を行ったとのことであるが、その結果は

どうだったか。また、今後の計画はどうなっ

ているか。

答） 直売所調査として、県内のＪＡファーマー

ズで出荷状況、販売実績調査を行った。取

扱数量では、ナーベーラー、シマナー、島

ラッキョウ、パパイヤ等12品目が主力品目

となっている。また、パパイヤ、島ニンジ

ン、シマナー、島ラッキョウなどが年間を

通じて需要が一定となっている。最近需要

が高くなっている品目としては、ナーベー

ラー、田芋、カンダバー、ウンチェーなど

がある。

特性解明調査については、例えば、サク

ナとナーベーラーの褐色部に高血圧の抑制、

色素沈着抑制の機能性がある。また、ナー

ベーラーのその非褐変系統には抗アレル

ギー、サクナには抗炎症の機能性が見出さ

れたというような報告がある。

県では、平成18年から各種事業を展開し、

その普及、促進を図っているところであり、

今後も安定生産可能な産地を育成していく

考えである。平成27年度から平成29年度ま

での予定で、県単事業として、わったー島

ヤサイ産地力強化事業で実証展示圃設置、

モデル産地の育成、島野菜の普及啓発等を

実施している。

問） 農地中間管理機構事業について、出し手

と担い手のバランスはとれているのか。バ

ランスがとれていない場合はどのような対

策をし、その効果はどうなっているか。ま

た、この事業の意図する効果が出ているか。

答） 沖縄県も全国的な傾向と同じであるが、

農地の受け手は多いが出し手が少ない状況

がある。対策としては、事業を行っている

農業振興公社の現地駐在員を増員するとと

もに、県や市町村の広報、新聞等で事業の

周知を図っている。そのほか、県内で農地

の流動化が大きい15市町村を中心に事業を

進めていきたいと考えている。対策の効果

としては、現在、農業振興公社に情報が多

く集まってきており、担い手への貸し付け

が加速している。

当該事業の大きな目的は、農業の構造改

革に向け農地規模の拡大を図るというもの

である。若年層から壮年層の方が担い手と

なっている現在の状況は、事業の目的に合

致していると考える。

【商工労働部】

問） 平成26年の失業率及び求人倍率について、

全国との比較はどうなっているか。また、

ＩＴ関連企業における雇用者数はどうなっ

ているか。ＩＴ関連企業による雇用の量の

拡大については一定の評価はしているが、

沖縄県は全国に比べて非正規雇用が多いの

ではないかと言われており、雇用の質の改

善に課題があると考えるがどうか。

答） 失業率については、平成26年、沖縄県が

5.4％に対して、全国は3.6％となっている。

有効求人倍率については、沖縄県が0.69％

に対して、全国は1.09％となっている。Ｉ

Ｔ関連企業の立地企業数は、平成27年１月

１日現在346社で、雇用者数は２万5912名で

ある。
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平成24年の就業構造基本調査によると、

沖縄県の非正規雇用の割合は44.5％で、全

国は38.2％となっている。県としては、経

済団体等に対して働き方の改革の実現に向

けた取り組みを行うほか、沖縄労働局や経

営者協会、連合沖縄等とも連携して、沖縄

の雇用労働環境の改善に向けた共同宣言を

行うなど、非正規雇用者の正社員転換等に

係る要請等の活動を行うと同時に、正規雇

用化促進モデル事業により、職員の正規雇

用化が生産性の向上につながることについ

て、経営者の方に理解を高めていただく取

り組みなどを行っており、正規雇用化への

促進を図っているところである。

問） 沖縄県労働環境実態調査を実施している

が宿泊業、飲食サービス業の給与水準はど

のような状況でどう評価しているか。サー

ビス残業時間についてはどのような状況に

なっているか。この調査結果を今後どのよ

うに生かしていこうと考えているのか。

答） 宿泊業、飲食サービス業の給与について

は、全体の22万3400円に対し15万8400円と

なっており、全体的に見てかなり低い水準

であると認識している。また、サービス残

業時間については、一番多いのが情報通信

産業で、次に人手不足感のある建設業、続

いて宿泊業、飲食サービス業で顕著である。

今回の実態調査によって、宿泊業、飲食

サービス業における非正規雇用、採用実態、

離職状況等に多くの課題があることが浮か

んできた。商工労働部としては、宿泊業、

飲食サービス業においては、ほかの産業に

比べても経営者側の雇用労働環境改善に向

けた取り組みが少ないようにも感じている

ため、経営者サイドへの働きかけも必要で

あると考えている。文化観光スポーツ部と

も連携を図りながら、改善に向け取り組ん

でいきたい。

問） 三線が伝統工芸品に指定された後の推移

はどうなっているか。輸入三線に圧倒的な

売り上げがあるが、伝統工芸として本物を

残すということだけではなく、流通でしっ

かり県外、国外にアピールする必要はない

か。

答） 県産三線の平成26年度の生産額は約6700

万円で、平成24年度から比較すると、生産

額で約48％の増加、従事者数で約22％の増

加となっている。また、県内三線を製作す

る事業者を組織化した沖縄三線製作事業協

同組合への加入事業者数は、平成20年度の15

社から19社に増加している。

本物の三線の普及促進については、現在

の沖縄三線製作事業協同組合に加入してい

る19社で需要に応えられるだけのものがで

きるかという懸念が１つある。本物以外の

三線で手習いをして、それから本物の三線

へ移行するということもあるので、底辺を

拡大し、三線愛好者をふやすことが本物の

三線を広める要素にもなると思うので、状

況を見きわめながら対応していきたい。

問） 海洋温度差発電の実用化に向けた計画に

ついて説明してもらいたい。また、ハワイ

との連携はあるのか。

答） 県では、平成24年度に海洋深層水研究所

の敷地内に温度差発電の実証試験設備を整

備し、実証事業を行っている。昨年度まで

に系統連携や通常時の耐久性に問題がない

こと、外部停電や不測の事態にも発電設備

が安全に自動停止すること等について確認

を行っている。しかし、冬場の海水の温度

が低いときの発電効率の改善、大規模化に

向けた技術の信頼性・経済性といった課題

が残っており、今年度以降も引き続き実証

実験を行う予定である。

また、県では、平成22年６月にアメリカ

合衆国のエネルギー省、経済産業省、ハワ

イ州知事及び沖縄県知事の４者で沖縄ハワ

イクリーンエネルギー協力を締結した。ハ

ワイにおいては、現在105キロワットの海洋

温度差発電設備が整備されている実態もあ

るので、ハワイと連携をしながら、海洋温

度差発電の実用化に向けた取り組みを強化、

加速していきたいと考えている。

問） 国際物流拠点産業集積地域那覇地区４号

棟の事業内容、運用形態、入居企業、他県

の事例、雇用の状況について説明してもら

いたい。

答） 事業の内容は、国際物流拠点産業集積地
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域那覇地区西側に用地を取得し、物流施設

を建設するものである。平成24年度から設

計、用地取得を行い、平成25年度から平成26

年度にかけて建設工事を行った。敷地面積

は約１万4000平米、建物は鉄筋コンクリー

ト５階建て２万5600平米である。平成26年

度総事業費は67億2000万円で、うち工事費

が47億2300万円である。

那覇地区４号棟は県が整備を行い、その

管理運営については、指定管理者制度によ

り民間事業者へ委託を行っている。指定管

理者は株式会社沖縄ダイケンと協同組合沖

縄フリートレードゾーンによる共同企業体

であり、現在、沖縄ヤマト運輸株式会社の

みが入居している。

類似の例として神奈川県、愛媛県で地方

自治体が出資する会社によって建設された

物流施設があり、地域内における物流の拠

点として稼働している事例がある。

那覇地区における沖縄ヤマト運輸株式会

社の雇用者数は、平成27年10月１日現在で85

名となっている。雇用形態は正規が46名、

非正規が39名となっている。４号棟につい

てはまだフル稼働しておらず、これから入

居企業を誘致し、雇用が数百名単位でふえ

ることになるが、県としては、可能な限り

正規雇用を行うよう働きかけていきたいと

考えている。

問） 国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整備

事業において、予算を繰り越した理由につ

いて説明してもらいたい。また、現在の進

捗状況はどうなっているか。

答） 入居する企業を想定した賃貸工場の仕様

の検討、調整に時間を要したことが繰り越

しの主な理由である。

整備予定の５棟のうち、２棟については

来年１月までに、残る３棟について来年３

月までに完成の予定である。

【文化観光スポーツ部】

問） 観光産業実態調査を実施しているが、当

該調査の概要及び結果について説明しても

らいたい。また、この調査結果を今後どの

ように生かしていくのか。

答） 観光産業実態調査は、約200社の観光関連

事業者を対象に実施した。対象地域が８地

域、調査の回数が年に４回、対象産業は宿

泊業、飲食業、小売業など８種類となって

いる。調査項目として、雇用人材に関する

もの、経営・売り上げに関するもの、観光

動向に関するものなど16項目について調査

を実施した。

調査の結果、７月から９月期において、

非正規職員の割合が正規職員を上回るとい

う実態がある。また、正規雇用率や観光従

事者全体の賃金について、観光産業以外の

産業と比べると若干低いという特徴がある。

売上高に関しては、観光客が伸びる月に売

上高が伸びる傾向があり、ある程度比例的

な関係はあると考える。

課題の改善に向けては、観光の量を高め

ながら、かつボトム期を解消していく必要

がある。例えばリゾートウエディングやダ

イビングなどの体験型観光による高付加価

値な観光を産業として確立することにより、

課題に対応していきたい。

問） 外国人観光客受入体制構築サポート事業

の目的、内容、事業実績及び事業の周知の

方法について説明してもらいたい。

答） 年々増加する外国人観光客の受け入れ体

制の強化が喫緊の課題となっているため、

その基盤整備、観光事業者の対応向上、県

民がおもてなしの心を持って、国内外の観

光客を迎え入れる機運の醸成を図る目的で

実施しており、多言語情報発信の受け入れ

サポート、受け入れツールの制作、県内消

費誘発プロモーション、受け入れインフラ

の整備支援、県民向けの啓発、及びムスリ

ム等の受け入れ環境整備の取り組みを行っ

ている。

そのうち、受け入れインフラの整備支援

における翻訳支援の平成26年度の実績とし

ては、件数が104件、額にして1902万7000円

となっている。平成24年度から平成26年度

の支援件数は248件で、4232万円となってい

る。業種別には、３年間合計で飲食業が86

件、観光施設が50件、宿泊施設が43件、物

販施設が13件、マリン観光施設が18件、運

送業が２件、その他36件となっている。
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当該事業の周知については、観光業界を

集めた会議等において事業の説明を行うと

ともに、一般財団法人沖縄観光コンベンショ

ンビューローのホームページ等を通して周

知を図っている。今後とも機会を設け、周

知に取り組んでいきたい。

問） スポーツコンベンション誘致のための戦

略を策定してるようであるが、2020年の東

京オリンピックに向けて今後、どのような

取り組みを行っていくのか。

答） 2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会は、本県がスポーツアイランド

沖縄の形成を目指す中で、本県の独特の文

化、魅力的なスポーツ環境を世界に発信す

る絶好の機会になると捉えており、ナショ

ナルチーム事前合宿、野球や空手の沖縄開

催、聖火リレーといった部分に取り組んで

いきたいと考えている。

現在、昨年度策定した当該戦略に基づい

て、競技ごとに事前合宿の推進の取り組み

などを行っている。スポーツ合宿決定に関

与できるキーパーソンとのネットワーク形

成、合宿するに当たっての支援体制の把握、

市町村における受け入れ体制の樹立を図る

必要があり、今年度はスポーツ合宿の誘致

に向けた実証事業、モデル事業を実施し、

課題を抽出、把握しながら対応していくこ

ととしている。

問） 空手会館建設の進捗状況と今後の見通し

はどうなっているか。

答） 用地取得のおくれ等で工期が延びている。

現在、土地の造成工事や展示場の基礎工事

に入っているが、現地は城址になっている

ので、今後、工事を進める中で文化財等が

出てくる可能性もある。順調に行けば、来

年10月ごろには供用開始するというスケ

ジュールで進めている。

問） 一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローはどのような組織で、平成26年

度の予算額、決算額、県からの委託額はど

うなっているか。また、新聞報道のあった

当該財団法人の事務局長人事についてどの

ように考えているか。このことに関し労働

組合からも申し入れがあったと思うがどう

か。

答） 当該財団法人は、県の観光振興施策に基

づき、沖縄観光の推進母体として観光業界

の意見を集約するとともに、沖縄観光の総

合窓口、観光客の誘致、受け入れ及びコン

ベンションの推進について先導的な役割を

担っている。県と当該財団法人は、車の両

輪という形で連携して観光振興施策を推進

している。

平成26年度の予算額は50億6840万5000円、

決算額は、49億4344万5000円余り、県から

の委託額は41億3492万9000円となっている。

事務局長人事の件について、労働組合か

ら役員に申し入れがあったことは聞いてい

るが、本件は当該財団法人の理事会事項と

なっており、理事会の審議を経た上で、適

切な対応が行われるものと考えている。

【労働委員会事務局】

質疑なし

別紙２（経済労働委員会）

要 調 査 事 項

１ 平成26年度に実施した名護市辺野古沖に

おける潜水調査の調査結果がいまだに公表

されていないことについて

（要調査事項の内容）

農林水産部長に対する質疑の中で、当該

調査の結果については、今年度の調査とあ

わせて法的な部分も含めて専門家と相談し、

今後の対応を検討しているところであり、

現時点で公表は行っていないとの答弁が

あった。

当該調査は、３月31日までに予算執行し

工期の延長もないのに結果の公表ができな

いというのはおかしい。仕様書や契約書を

含めてさまざまなものがまだわからないの

で、全てのものを速やかに明示すべきであ

り、このことについて知事の見解を求めた

い。
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２ 関係部局連携による沖縄県発注公共工事

における積算単価の見直しについて

（要調査事項の内容）

農林水産部長に対する質疑の中で、積算

単価については、農林水産省及び国土交通

省の実施した労務費調査に基づいて定めて

いる。また、資材単価についても土木建築

部に準じて年２回の改定を行うなど、適正

な価格設定に努めており、単価の改定回数

を年４回とするかどうかについて、土木建

築部と連携して検討を行っているところで

あるとの答弁があった。

建設資材の高騰や労務単価の大幅な上昇

に沖縄県発注公共工事の積算単価がついて

いけず、現場においては現状の単価では公

共工事を受注できないといった事態も多く

なっている。関係部局が連携して今後速や

かな対策を検討する必要があることから、

このことについて知事の見解を求めたい。

３ 岩礁破砕許可に当たっての定量・定性的

な審査基準の必要性について

（要調査事項の内容）

農林水産部長に対する質疑の中で、岩礁

破砕許可に当たっては、従前から沖縄県漁

業調整規則等に基づいて公平・公正に審査

しており、新たに基準や方針を定めること

は考えていないとの答弁があった。

那覇空港第２滑走路や浦添地先の埋立事

業等に関しても公平・公正に審査するとの

ことであるが、今後、公平・公正な審査を

行うためには、定量・定性的な審査基準に

より詳細を示すべきであることから、この

ことについて知事の見解を求めたい。

なお、この事項については、「沖縄県漁業

調整規則やその取扱方針で基準等は既に定

められており、あえて要調査事項とする必

要はない。」との反対意見があった。

４ 一般財団法人観光コンベンションビュー

ローの事務局長人事について

（要調査事項の内容）

文化観光スポーツ部長に対する質疑の中

で、今回の事務局長人事については、当該

財団法人の理事会事項となっており、理事

会の審議を経た上で、適切な対応が行われ

るものと考えているとの答弁があった。

観光産業は、沖縄県における重要な産業

であり、県も当該財団法人に対し多額の予

算を支出している。観光客1000万人の目標

達成のためにも、行政との連携により当該

財団法人の機能を十分に発揮していく必要

があることから、今回の事案については、

しっかりと調査する必要がある。今般問題

となっている事務局長人事について知事の

見解を求めたい。

なお、この事項については、「当該財団法

人の中には理事会があり、理事会において

人事が決定されるというシステムになって

いるので、知事を出席させ答弁を求める性

質のものではない。」との反対意見があった
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○文教厚生委員会

様式２

平成27年 10月 26日

決算特別委員長

新 里 米 吉 殿

文教厚生委員長

呉 屋 宏

決 算 調 査 報 告 書

10月７日に依頼のあった決算議案の

調査について、委員会における調査

の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

特になし

３ 特記事項（別紙２のとおり）

特になし

別紙１（文教厚生委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【子ども生活福祉部】

問） 結婚環境等改善支援事業では、どういっ

たことを行ったのか。

答） 結婚環境等改善支援事業は、当初、沖縄

県で未婚化、晩婚化に影響を与えている要

因等を調査することを検討していたが、平

成26年度に入り、企画部においても同種の

調査事業を実施するということがわかり、

当部においては、新たに国が創設した地域

少子化対策強化交付金を活用して、沖縄県

の少子化問題を考える広報啓発事業を実施

することとしたものである。本事業では、

少子化が県民生活に与える影響や、結婚、

妊娠、出産、子育てのライフステージごと

に民間企業、ＮＰＯ団体、県及び市町村が

行う支援策に関するテレビ番組の制作・放

送を行い、県民全体で少子化問題を考える

気運の醸成に取り組んだ。

問） 沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援セ

ンターについて聞きたい。また、相談件数、

相談内容はどうなっているか。

答） 性暴力被害者への支援のために、ことし

２月２日に同センターを開設した。平日の

９時から17時までの間、女性相談員が電話

相談に応じ、被害者の状況や希望に応じて

適切な関係機関へつなぐこととしている。

今年度からは相談者に対する法的支援とし

て弁護士との相談体制を整備し、また今月

からは平日の運営に加え土曜日も開所し、

センター機能の充実を図っているところで

ある。開設から８月末までの７カ月間で、

相談人数が45名、延べ件数では227件の相談

が寄せられている。相談内容の主な内訳は、

強姦が15件、強制わいせつが13件、ＤＶが10

件となっている。

問） 地域生活支援事業の専門性の高い意思疎

通支援者の養成・派遣等事業について聞き

たい。

答） 地域生活支援事業は、障害のある人がそ

の有する能力や適性に応じて自立した日常

生活、また社会生活を営むことができるよ

うに支援することを目的に実施する事業で、

一番住民に身近な市町村が地域のニーズや

実情に応じて実施する事業となっている。

聴覚障害者に対する手話の支援などは市町

村で実施しており、県は、広域的、専門的

な支援を目的に事業を実施している。例え

ば、大きな研修や講演会に派遣可能な手話

通訳者の養成、そのほか中途失聴者、難聴

者への支援としての要約筆記者や、盲聾者

のコミュニケーションの手段と移動介助を

行う通訳介助者を養成するために、全国の

研修会に派遣などを行っているところであ

る。

問） 待機児童を完全に解消するのは何年の予

定か聞きたい。また、保育の受け皿として

整備する人数は毎年何名か。

答） 昨年、黄金っ子応援プランを策定し、今
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後、約１万8000人の受け皿を整備して、平

成29年度末までに待機児童を解消すること

を目指して市町村とともに取り組んでいる

ところである。黄金っ子応援プランにおい

て保育の受け皿として整備する人数は、平

成27年度末で４万4425名、平成28年度末が

４万9770名、平成29年度末が５万7867名と

なっている。

問） 潜在保育士の復職支援に係る予算額と決

算額を聞きたい。また、事業の委託契約の

中で復職人数の目標を定めているか。

答） 潜在保育士の復職支援事業に関しては、

予算額が約2765万円、決算額が約2714万円

となっている。潜在保育士の復職数の平成26

年度実績は40名である。契約の上で何名と

いう形で数値目標は示してはいないが、待

機児童解消に向けて必要な保育士を確保し

ていくという共通目標を持って取り組んで

いるところである。

【保健医療部】

問） 難病相談・支援センター事業について、

平成26年度は、予算、決算ともに倍増して

いるのはなぜか。また、国の方針では、各

県に難病支援センターを１つ設置するとい

う方針だと思うが、今後も委託事業として

実施していくのか。あるいは、県としてき

ちっとそういう体制をつくっていくのか。

答） 本事業の平成26年度決算が約２倍にふえ

ている理由は、受託者であるＮＰＯ法人ア

ンビシャスにおいて、相談員を１名ふやし、

体制を充実させたということである。現在、

各県に１つはこうした相談支援センターが

あるが、今後の展開については、しばらく

様子を見て必要があれば検討していきたい

と考えている。

問） 市町村国保における滞納世帯、短期被保

険者証及び資格証明書交付世帯の数はどう

なっているか。また、市町村が強制執行を

行っている数は、５年前と比べて減ってい

るか。

答） 平成26年の６月時点の沖縄県の市町村国

保における滞納世帯の数は３万9164世帯で、

国保世帯に占める割合は15.3％となってい

る。同じく短期被保険者証の交付状況は、

２万242世帯で、同じく7.9％。資格証明書

の交付世帯数は43世帯で、0.02％となって

いる。また、平成26年度の市町村国保にお

ける差し押さえの件数は、実施したのが25

市町村、3681件、金額にして６億3174万円

である。５年前の平成22年度と比べると、

件数で1690件、金額で４億2604万円ふえて

おり、実施市町村は、３市町村ふえている

という状況である。

問） 看護師の確保対策の中において、潜在的

な看護師に対しての呼びかけというのはど

うなっているか。

答） 潜在看護師の再就職事業、支援事業につ

いては、看護協会に委託をしてシミュレー

タを用いた実践の訓練を実施するとともに、

座学も行い、潜在看護師が再度就職をする

実績につなげている。シミュレータによる

看護技術のトレーニングについては酸素吸

入、吸引、経管栄養、導尿を実施している。

実績としては、平成26年５月から平成27年

３月まで毎週水曜日の32回実施をしており、

延べ150人が受講している。なお、受講者の

59名のうち演習後に就職に結びついたのが

37名で、就職率は62.7％である。

問） 健康増進推進費における健康を維持する

ための支出は医療給付に係る支出の何％と

なっているのか。

答） 健康増進推進費は健康長寿課の中で健康

づくりのために予算化しているもので、３

億5000万円である。分母になる医療にかか

る額については、平成22年のデータでは、

県内の国保、協会けんぽ、後期高齢者の医

療費総額で、約3100億円となり、健康増進

推進費の占める割合としては約0.1％であ

る。ただし、我々の今の取り組みは、健康

づくりに関する事業を全庁的に取り組もう

ということで、全ての部局に健康に関連す

る事業立てをお願いしているところである。

それを合わせると約35億円あるので、それ

でいうと１％程度となる。

問） ドクターバンク及び僻地医療支援機構の

運営についての実績を聞きたい。
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答） 実績は、平成26年度予算額2568万7000円

に対して、2568万7000円となっている。ド

クターバンクへの登録の内訳については、

平成27年３月末で135名が登録しており、診

療別では内科69名、外科15名、小児が２名、

整形外科４名、泌尿器科２名などとなって

いる。地域別では、県内で13名、県外118名

海外４名。性別では男性120名、女性15名の

登録となっている。派遣実績については、

国頭村立東僻地診療所に平成26年３月から

長期派遣を行っている。竹富町立竹富診療

所においては、短期支援派遣で週1.5日程度

平成26年８月から平成27年３月まで派遣を

している。

【病院事業局】

問） 未収金が前年度よりもふえているが、ど

のような未収金対策を行っているのか聞き

たい。

答） 未収金に対する取り組みとしては、未収

金を未然に防止する対策として、専任の未

収金担当職員の配置や、メディカルソーシャ

ルワーカーによる相談業務の強化を行って

いる。未収金の回収については、督促業務

の効率化や法的措置の実施といったことも

含めて対策をとっている。そのほかクレジッ

トカードの活用、あるいはコンビニ払いの

導入といった形で現場と病院事業局で協力

して、未収金の対策に努めているところで

ある。

問） 新県立八重山病院新築移転の進捗状況は

どうなっているか聞きたい。

答） 新県立八重山病院の新築移転に向けては、

平成26年度に基本計画を策定するとともに、

設計業務に着手して、ことし６月末には設

計を完了している。９月に工事発注のため

の一般競争入札を実施したが、設備は落札

したものの、建築工区が不調となったため、

現在10月下旬の再公告に向けて手続を進め

ているところである。再公告に当たっては、

島外からの現場職人等の旅費及び宿泊費を

積算に計上することなど、土木建築部が発

注する新川団地の取り扱い等を参考に検討

していきたい。

問） 医師、コメディカルの不足状況は、毎年

変わらずに改善されていないように感じる

が、公務員の医師、コメディカル等の勤務

条件が民間と比べてよくないのではないか。

答） 県立病院と民間が大きく違うところは、

６病院あるということと、異動、転勤があ

るということである。なるべく職員の状況、

家庭環境などをしっかり考慮しながら、人

事異動は考えているが、やはり宮古、八重

山、北部などにしっかり人材を配置するた

めには、公務員として異動は避けられない

ということがある。そういうところが、一

番大きなハンデになっているのではないか

と考えている。

問） 北部病院について、過去５年間で産婦人

科に緊急搬送された件数は何件か。今回、

産婦人科の医師が確保できたことで、緊急

搬送の件数は改善されると考えていいのか。

答） 北部圏域から中部病院などに妊婦を搬送

という状況については、平成23年は59件、

平成24年は99件、平成25年は75件、平成26

年は29件となっている。今回、産婦人科の

医師を４人体制にすることによって、地域

における標準的な医療は十分提供できると

思うが、ハイリスクの分娩や超未熟児など

の対応については、母胎搬送や出産後に搬

送することも考えられる。機能的には、宮

古、八重山に準ずるような形で、運営でき

ればという目標を置いている。

問） 各県立病院における外国人の受診状況を

聞きたい。

答） 北部病院では、昨年、外国人の受診は96

名おり、そのうちの３分の１は香港、３分

の１は台湾、３分の１は韓国であった。中

部病院では、正確な人数は把握していない

が、韓国から来た妊婦が早産で緊急手術と

なった事例があった。南部医療センター・

こども医療センターでは、約100名、宮古病

院では、49名、八重山病院では、10名、精

和病院では、１名受診している。

【教育庁】

問） 事故繰越の額はいくらか。また、内容は

どうなっているか。



－371－

答） 教育費の事故繰越は9525万5000円あり、

県立離島児童生徒支援センターの工事請負

費及び工事監理費に係るものである。同セ

ンターについては、平成26年度の完成を予

定し、２億1678万4000円を平成25年度から

平成26年度に繰越明許費として繰越をして

いたが、平成26年度に敷地で埋蔵文化財が

確認され、12月まで工事が中断し、平成26

年度に工事費の執行ができなかった。入札

残の不用額を除いた9525万5000円が平成26

年度から平成27年度へ事故繰越という形で

手続がなされ、平成27年度の予算となって

おり、今年度全額執行する予定にしている。

問） グローバル・リーダー育成海外短期研修

事業の概要と実績について聞きたい。

答） グローバル・リーダー育成海外短期研修

事業は、高校生が異文化体験を通して視野

を広めることにより、21世紀の振興発展、

学術、文化及び国際交流の推進を担う国際

性豊かな人材になることを目的として実施

されている。細事業として、アメリカ高等

教育体験研修で３週間アメリカに高校生50

名、海外サイエンス短期研修で高校生25名、

中国教育交流研修で高校生20名、沖縄県高

校生芸術文化交流プログラムで80名。さら

に、昨年度から専門高校生国外研修も実施

しており、40名を海外に派遣している。派

遣人数は、合計215名で、派遣した国はアメ

リカ、オーストラリア、中国、シンガポー

ル、台湾等である。

問） スクールカウンセラーは専任はほとんど

いないと思うが、その配置状況はどうなっ

ているか。また、今後どのようにしていく

のか聞きたい。

答） スクールカウンセラーは、平成27年度は96

名おり、１人で複数の学校を受け持ってい

る。配置の内訳は小学校175校、中学校148

校、高等学校54校となっている。現在、中

学校については全ての学校にスクールカウ

ンセラーを配置しているが、小学校及び高

等学校が全ての学校ではないので、今後さ

らに拡充していきたいと考えている。

問） 学校教育で貧困家庭への支援はどのよう

に行われたのか。

答） 貧困家庭の子供への学習支援に対して、

平成24年度から教員の加配を行っていると

ころである。平成24年度に12名、平成25年

度に12名、平成26年度に６名、いわゆる貧

困家庭の子供への学習支援として加配を

行った。なお、この加配については平成26

年度で制度が終わり、平成27年度からは新

たな形で教育格差解消加配が新設をされて

いる。

問） 特別な支援が必要な児童生徒の普通学校

への就学は、ふえる傾向にあるのかどうか

聞きたい。

答） 小中学校における特別支援の学級数でい

うと、平成22年度の444学級が平成23年度に

は473学級となり29学級がふえている。平成

24年度には44増の517学級、平成25年度は49

増の566学級、平成26年度は60増の626学級、

平成27年度は54増の680学級となっており、

この５年間で200ほど学級数がふえている状

況である。
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○土木環境委員会

様式２

平成27年 10月 26日

決算特別委員長

新 里 米 吉 殿

土木環境委員長

新 垣 良 俊

決 算 調 査 報 告 書

10月７日に依頼のあった決算議案の

調査について、委員会における調査

の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

・公有水面埋立承認の取り消しにおいて、

取り消しの手法をとった理由と重大な

瑕疵の確認について

・公有水面埋立承認の取り消しにおける

環境保全対策に関する見解について

３ 特記事項

特になし

別紙１（土木環境委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【土木建築部】

問) 公有水面埋立承認の取り消しについて、

どの検証プロセスに瑕疵があったのか。ま

た、環境アセスメントにおいて十分な予測、

評価、環境保全対策を計画しても、そこに

はある程度の不確実性が必ず存在するので

はないか。環境保全を行うに当たって、土

木建築部として不確実性があることを認め

るか。不確実性があるからこそ工事中にも

環境監視等委員会の意見と助言を聞いて、

環境保全を実施しているということではな

いのか。環境監視等委員会を設置すること

は、現時点でとり得る環境保全対策を講じ

ていることにはならないのか。

答) 当時の審査は、審査基準に対する考え方

のもとで予断を持つことなく、慎重かつ丁

寧に審査を行い、担当者としての責務を果

たしたものと考えている。しかしながら、

第三者委員会からは埋め立ての必要性や、

環境保全措置等について、さらに考慮すべ

き事項を指摘されたところであり、審査に

おける考慮が足りなかった、気づかなかっ

た点があったという点に問題があったと考

えている。

環境アセスメントについては、どのよう

な事業でも同じだと思うが、事業の実施に

伴う環境影響の調査、予測、評価及び環境

保全措置の検討に当たっては、科学的知見

の限界などにより予測の不確実性、環境保

全措置の効果の不確実性を伴うものと考え

ている。そのため、事後調査を実施して、

環境保全措置の内容に随時反映していくこ

とが、このような自然環境では特にあった

のではないかと思っている。また、環境監

視等委員会の設置だけでは環境保全措置が

十分であるということはないと思うが、承

認当時の判断としては、その時点で、現段

階でとり得ると考えられる措置が講じられ

ていると判断し、留意事項を付すことで、

その実行性を確保することにした。しかし

ながら、第三者委員会からは専門家の意見、

助言を踏まえて改めて判断するなど、あい

まいな表現が多いと指摘されたところであ

る。専門家の意見を聞いて環境保全対策を

詳細に検討するとしていることそのものが

承認の要件に適応しないということではな

く、承認出願の時点で、事業者として可能

な限りの検討を尽くし、一定レベルの具体

的な内容を示すべきであったものと考えて

いる。

問) 翁長知事は、沖縄防衛局の環境保全策な

どに不備があったとしているが、仮に不備

があったならば、その部分を直せばよいの

ではないかと思っている。それが常識的な

やり方であって、いきなり承認を取り消し

てなかったことにするというのは、全く普
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通ではないと思っている。仮に不備があっ

ても、直してもらって結果として正しくなっ

た、そういう状態を法律的には瑕疵の治癒

という。法律的にも、もし過ちがあったと

しても取り消して、なかったことにするの

ではなく、不備のある部分を直してもらえ

ばいいということが原則になっていると思

うが、どうか。

答) 我々としては、第三者委員会の検証結果

を踏まえて県として精査したところ、承認

には取り消すべき瑕疵があったということ

で、それに対する意見を事業者に聞くとい

う手続を行った。事業者は、一応、聴聞に

かわる意見書を出して反論しているので、

そういうことでまた今後の展開が出てくる

かと思う。

問) 環境保全対策については、やはり環境に

問題があってもこれまで進めてきたわけで

ある。その証拠に那覇空港でも、泡瀬埋立

事業についても、環境に問題があってもそ

の都度対処しながら事業を進めてきた経緯

がある。しかし、この２件はなんら問題が

ないのに、辺野古だけに問題が集中してる

のは、基地をつくるからなのか。基地でな

ければいいのか。

答) 埋立事業の必要性理由はそれぞれさまざ

まだと思う。さまざまな理由の中で、土木

建築部は、公有水面埋立法や審査基準に基

づい審査を行っている。その都度、環境部

にも質問しながら行っており、場所によっ

て状況は異なると思う。条件は違うけれど

も、基地があるからどうのこうのというこ

とではないと思っている。

問) 執行率、繰り越し、不用額、その全般に

おいて用地買収に相当時間がかかっている

ということであるが、今の体制が少し弱い

のか。土木建築部ＯＢを再任用して、体制

を強化して、用地買収が順調にいくように

することはできないのか。

答) 公共事業関係が近年増加していることに

加えて、権利意識の高まりによって地域住

民へのコンセンサスを得るのに時間を要し

ている状況であり、職員の負担も増加して

いる傾向がある。職員も、若いころ用地を

担当しても、やはり対外的な交渉などで厳

しい仕事だということで、中堅になって戻っ

てくる者がなかなかいない。そのため、一

部の業務については、事業内容の説明や補

償内容の説明を初め、用地買収の契約準備

までの業務を補償業務を専門とするコンサ

ルタントへ委託しているところである。ま

た、土木建築部ＯＢには用地業務を長年経

験した方もおり、また用地業務をやりたい

という方には再任用で来ていただくととも

に、我々後輩を指導してもらっているとこ

ろである。

問) 下地島空港については、恐らく歳入の見

込みがないが、空港を維持するためには管

理費が必要である。空港としての機能を維

持するためには、幾らの管理費が必要とな

るのか。また、今後の下地島空港特別会計

のあり方をどのように考えているのか。

答) 現在の管理費は３億5000万円であるが、

下地島空港は3000メートルの滑走路と、非

常に広大な敷地があるので、これだけのも

のを維持管理するためには、やはり３億5000

万円前後は必要かと推察している。

また、下地島空港については、訓練飛行

場ということで設置したことから、管理運

営するときに国の関与を少なくしようとい

うことで、特別会計とした経緯がある。し

かし、使用料がほとんど期待できない状況

であり、いつまでも一般会計からの繰り入

れを行うことには懸念がある。一般会計で

という話も、土木建築部だけで判断できる

ものではないので、関係部局との調整を始

めているところであるが、現時点では、具

体的な方向性を提示できないところである。

問) 住宅リフォーム市町村助成事業の平成26

年度実績が、予算額1500万円に対して執行

額が558万円というのは非常に少ないと思う

が、その理由は何か。

答) 不用額の多い理由として、県の支援対象

事業がバリアフリー工事、あるいは省エネ

工事等に限定していたことが考えられる。

これは沖縄県の住宅のバリアフリー化率が

低いこと、あるいは省エネ化を推進する観

点から定めたことであるが、現在、市町村
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の要望も踏まえて、補助対象事業の拡大を

検討しているところである。その内容とし

ては、住宅の劣化したコンクリート補修や

空き家活用のためのリフォーム等について

も補助対象とすることを想定しており、こ

れにより不用額の圧縮につながるものと考

えている。

問) 沖縄県建設業協会が、最低制限価格上限

を95％に引き上げるよう要望したとのこと

であるが、これについてはどうなっている

のか。

答) 先日、沖縄県建設業審議会を開催し、沖

縄県建設業協会から沖縄県の建設業が置か

れている厳しい状況というものを説明して

もらった。その中では、業者が安価で勝負

して、最低制限価格に集中して赤字を出し

ているということや、もともとの積算価格

が悪い、実質の市場価格を反映していない

のではないかとか、県の工事の進め方がよ

くなくて、工期が延びることによって経費

がかかるといった指摘があった。その中で

最低制限価格を95％に引き上げるよう要望

があったが、その根拠については、95％で

なければできないという感覚的な話しか我

々は聞いていない。我々としては、厳しい

状況の原因がどこにあるのか、指摘のあっ

たことは調査をしなければならないが、審

議会の委員の意見としては、90％から上げ

る必要はあるということで一致しており、

その上げる率をどのぐらいにしたらいいの

かということは、まだ議論の最中である。

問) 沖縄県総合運動公園プロサッカースタジ

アムが完成したが、Ｊ２の公式戦はいつで

も開催可能なのか。また、これからはプロ

サッカーのキャンプをどの程度誘致できる

かということが大きな課題だと思うが、県

内にプロが使えるサッカー場はどの程度あ

るのか。

答) 沖縄県総合運動公園プロサッカースタジ

アムは、平成26年度末までにメーンスタン

ドの改修、夜間照明等の主要な設備が完成

し、ことし３月から供用を開始している。

３月15日には、Ｊ３のＦＣ琉球の公式戦第

１戦も開催されている。当該スタジアムは、

平成27年３月４日にＪリーグからＪ２サッ

カースタジアムとしての認定を受けており、

Ｊ２公式戦も開催可能となっている。

また、県内のサッカー場については、沖

縄県サッカー協会に確認したところ、県内

には57カ所のサッカー用施設があり、その

中で、平成26年度までに３カ所がプロサッ

カーチームのキャンプに使用されている。

また、そのほかに陸上競技場など11カ所で

キャンプが実施されている。

【環境部】

問) 海岸漂着物地域対策事業の予算額約４億

4331万円に対して、１億4876万円の不用額

が生じた理由は何か。

答) 平成25年度、平成26年度の予算要求に当

たり、平成23年度の調査で算出した海岸漂

着物の現存量約8900立米をもとに、２年間

の事業として約６億円を見込み国へ補助金

を申請した。海岸漂着物の回収は、事業主

体である海岸管理者及び補助金活用要望の

あった市町村が漂着状況等を勘案して、場

所を選定し回収処理をしているが、平成25

年度は実際には2473立米、平成26年度は5627

立米であったことから、平成23年度の調査

で算出した現存量よりも少なかったという

ことである。また、崖の下など海岸漂着ご

みの回収が困難な場所があったことによる

執行残や、近年活発となっているボランテ

ィアの清掃活動により海岸漂着ごみの回収

が実施されている場所もあり、結果として

費用をかけずに海岸漂着ごみの回収ができ

ている場所もあることも要因の一つと考え

ている。

問) オニヒトデの大量発生メカニズムを研究

していると去年聞いたが、研究は進んでい

るのか。

答) オニヒトデ総合対策事業は、大きく３つ

の柱があり、１つ目は、オニヒトデの大量

発生の予察、２つ目は、大量発生メカニズ

ムの解析、３つ目は、その結果をもとに効

果的、効率的なオニヒトデの防除対策の研

究である。

大量発生の予察については、稚ヒトデの
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調査やオニヒトデの食痕等を中心に調査を

しており、大体２年先の発生が一定程度読

めるようになっている。

メカニズムについては、発生の原因とし

て、自然変動がオニヒトデの幼生の生存率

に影響するという説と、オニヒトデを食べ

るホラガイやカワハギなどの天敵が減るこ

とで大量発生する説、陸域から生活排水や

か赤土などが流れ込むことで、窒素、リン

等の栄養塩がふえて、それを食べる幼生の

ヒトデが大量発生する栄養塩増加説の３つ

の説がある。平成25年度にオーストラリア

の国立研究所と研究協定を結び、共同で研

究をしているが、一番有力な説として栄養

塩増加説が出てきている。ただ、オースト

ラリアでは栄養塩増加説が調査結果として

出ているが、沖縄県の場合は栄養塩が増え

ないときでも発生する傾向が見られる場合

があり、栄養塩説以外に別の要因が影響し

ているのではないかということで、昨年度

の研究考慮の中で、アミノ酸といった別の

影響も含めて、検討すべきではないかとい

う指摘もあったので、今年度からそういう

事業の調査も入れて、研究を継続している

という状況である。

問) 生物多様性沖縄戦略に取り組む決意と、

自然環境と調和した経済活動について、環

境部長の見解を伺う。

答) 沖縄県は亜熱帯性の海洋気候であるとい

うこと、それから海によって、隔絶されて

いるということで、日本本土とは違った独

特な生態系が形成されている。また島ごと

でも、沖縄本島、宮古島あるいは石垣島で、

島ごとに多様な自然環境があり、また生態

系も形成されている。世界的にも類いまれ

な生物多様性豊かな地域であり、こういっ

た沖縄の豊かな生物多様性の世界を引き続

き保全していくことが、環境部に課せられ

た使命であると考えている。

自然環境と経済との調和を図っていかな

ければならないということは、これまでも

言われていることである。どうしてもこれ

までは、人間の経済活動が優先してきたと

いうことがあったとは思うが、この生物多

様性という概念が出てきてからは、やはり

これが時代の新しい物の考え方になってき

つつあるので、そういったことを踏まえて、

今後我々としても関係部局にも働きかけて

いきながら、沖縄県の生物多様性を守って

いきたいと考えている。

問) 沖縄県内で赤土流出による被害が大きい

ところはどこか。農地からの赤土流出防止

の取り組みはどうなっているのか。

答) 沖縄県では、赤土流出のある海域のモニ

タリングをずっと行い、堆積状況をランク

分けしているが、直近３カ年で見ると、最

も赤土が堆積している最高ランク８のとこ

ろは、平成24年、平成25年、平成26年とも

に宮良湾となっている。そのほかに高いと

ころとしては、平成26年にうるま市池味地

先がランク７。ランク６は結構あり、平成26

年度だけを見ても、沖縄本島では、今帰仁

村の大井川河口、本部町の大小堀川河口、

恩納村の屋嘉田潟原、東村の平良川河口、

宜野座村の漢那中港川河口。離島では、石

垣市の嘉良川河口、大浦川河口、吹通川河

口、名蔵湾、竹富島の与那良川河口となっ

ている。

農地からの赤土流出防止については、環

境部としては、一括交付金事業の中で、赤

土流出防止活動を行う団体に対して補助金

を交付して、特に農地周辺からの赤土流出

防止活動について支援をしており、そういっ

た団体はグリーンベルト植栽といったよう

なことで対策をしている状況である。

問) 沖縄県における次世代自動車充電インフ

ラの整備状況と、レンタカーにおける電気

自動車の導入状況はどうなっているのか。

答) 平成27年６月現在、県で把握している県

内における電気自動車充電設備の設置施設

は118カ所となっている。２年前の平成25年

５月時点では62カ所であり、当時と比較し

て約２倍となっている。

レンタカーにおける電気自動車の導入状

況は、平成23年２月に220台の電気自動車が

導入されたが、平成27年１月時点では22台

と５年間でかなり減少している。レンタカー

の電気自動車が減少したのは、充電の箇所

数が少なかったことが大きな要因かと思わ
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れ、通常、電気自動車の一充電走行距離は

200キロメートルと公表されているが、クー

ラー等をつけると100キロメートルから150

キロメートルの間になるということで、レ

ンタカー利用者の６割以上が不安というこ

とで利用率が低迷して、レンタカー業者が

電気自動車の多くを手放したということに

なっている。やはり遠出をするような場所

に充電器がないということがあって、これ

までは進まなかったと思っているが、21世

紀ビジョンによって、箇所数や充電施設の

整備が進んできているので、今後は反転し

て電気自動車が伸びるものと期待している

ところである。

【企業局】

問) 動力費は、北谷町の海水淡水化センター

が大きなウエイトを占めていると思うが、

海水淡水化センターの稼働状況はどうなっ

ているのか。

答) 海水淡水化センターについては、１日当

たり約４万トンの淡水をつくる能力がある。

淡水化を必要としない場合でも、機械の劣

化を起こさせないために稼働させる必要が

あるため、日量5000トンはつくっている。

それもある程度は休ませながら、２週間に

１度は稼働しない期間を設けて、機械の劣

化を起こさせない程度で稼働するという形

をとっている。

問) 水道施設の耐震化はどうなっているのか。

答) 企業局では、老朽化した水道施設の計画

的な更新、耐震化の推進に取り組んでおり、

平成26年度末の企業局の管路、総延長は691

キロメートルであるが、そのうち、震度７

程度の巨大地震に対して耐震性を有する管

路は全体の38.7％、距離にすると268キロ

メートルとなっている。当面の目標として

は、平成33年度の耐震化率を44％として設

定しており、引き続き西原糸満送水管や与

那原佐敷送水管といった事業の実施によっ

て、耐震化率の向上に努めることとしてい

る、

また、浄水場については、平成26年度末

の耐震化率が38.7％であるが、現在進めて

いる北谷浄水場整備事業の完了により68.8

％へと向上する見込みであり、さらにポン

プ場は63.5％、配水池は87.5％と、既に目

標を達成しているところである。

問） 沖縄県内の市町村の一般家庭で、10トン

当たりの水道料金が高いところは北大東村

の3535円、低いところは東村の630円という

ことだが、これを平均的な、例えば2000円

あるいは1500円ぐらいにすることはできな

いのか。

答) 北大東村や南大東村は水源がほぼなく、

海水淡水化で対応しているため電気料金の

コストがかかる。また、給水人口が極端に

少ないことから高くなっている。一方、東

村は水源もあって、緩速ろ過等で設備投資

をそれほどしなくても済むということで、

非常に安くなってる。一方、企業局が供給

している市町村は、大体1300円から1500円

強でおさまっているので、用水供給を広域

化することによって、ある程度の差を縮め

ることは可能だと考えている。企業局の浄

水コストの原価は１立方当たり100円を切る

ぐらいであるが、水源から水を浄水するコ

ストが高い沖縄本島周辺の８村の場合は、

800円や900円ぐらいになる。これを我々が

担って100円前後ぐらいでやるということ

で、今、沖縄本島周辺の８村を対象に水道

事業の広域化に取り組んでいるところであ

る。８村との協定では平成33年度までに実

施することになっているが、企業局として

は１年程度は前倒しをしたいという考えで

全力で取り組んでいるところである。

問) ことし福島県で行われた太平洋・島サ

ミットで、ＪＩＣＡが太平洋州に対してＯ

ＤＡ拠出金として500億円の方向性を出し

た。それで沖縄のＪＩＣＡが沖縄県内の企

業を集めて、ＯＤＡを利用して太平洋州で

事業をしませんかということでセミナーを

開催したが、企業局はそれに関心を示した

のか。また、水関係の企業は何社参加した

のか。

答) ＪＩＣＡの中小企業海外展開セミナーの

ことだと思うが、これには企業局は参加し

ていない。また、企業が何社参加したか確
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認はしていないが、少なくとも太平洋州の

水ビジネスに関心のある企業は何社かあり、

実際にはＯＤＡの枠を活用して現地で調査

事業をやっている企業もある。

水ビジネスに関して言うと、例えば本土

では東京都とか横浜市、それから北九州市

あたりが海外で具体的に水ビジネスを展開

する取り組みをやっているが、沖縄県企業

局は現時点で水を卸売りする用水供給しか

やってない。海外展開となると、逆に末端

の事業である水道事業そのもののノウハウ

がないとできないという問題があるので、

この辺で単に企業局だけでどうこうすると

いう話はなかなか難しい。また、企業局は

施設の老朽化、耐震化といった課題が山積

しているので、今、具体的に水ビジネスで

企業局が海外でどうのこうのということは、

まず人員的にも無理な話もある。当面は県

内の水関係の企業がどういうニーズを持っ

て具体的に動くかを見ながら、バックアッ

プという点では、当然必要であれば行って

いきたいと考えている。

問) 第８次沖縄県企業局経営計画における定

員管理の適正化で、業務の民間委託を行っ

たが、成果はどうなっているのか。また、

今後の企業局の課題は何か。

答) 第８次経営計画の平成22年から平成25年

度までの４年間で、名護浄水場と石川浄水

場、西原浄水場の３浄水場の運転管理業務

を民間委託した。実績としては、人数とし

ては約37名減となっているが、減の分を委

託業者がかわってやっており、官と民の連

携でより災害に強いライフラインの確保が

できているものと認識している。

また、第８次経営計画では、海水淡水化

施設の管理の合理化で動力費の削減とか、

そういうことで成果としては４年間の目標

の２億6000万円に対して、４億円ぐらいの

節減効果を上げている。今後、企業局とし

ては水道料金が安易に値上げにならないよ

うに、やはり経営の合理化、効率化、これ

は確実にやっていかなければならないと

思っている。そういうことで、第９次経営

計画でも目標として４年間で１億2400万円

ぐらいの節減目標を掲げている。今後、来

年度から久志浄水場の運転管理業務を民間

委託する予定であり、この辺を進めながら

全体的な経費の節減に努力していくことで、

第９次経営計画を着実に進めながら対応し

ていきたいと考えている。

別紙２（土木環境委員会）

要 調 査 事 項

１ 公有水面埋立承認の取り消しにおいて、

取り消しの手法をとった理由と重大な瑕疵

の確認について

（要調査事項の内容）

翁長知事は、沖縄防衛局の環境保全策な

どに不備があったとしているが、瑕疵の治

癒というものが法律的にあるとおり、仮に

不備があったならば、そこは正しながら、

直しながらやっていくというのが原則だと

思っている。いきなり取り消しということ

は、極めて乱暴である。なぜそのような手

段をとったのか、知事の会見や取消通知を

見ても、第三者委員会の報告を読んでも、

今のところひとつも説明されていない。知

事が瑕疵を理由に、一足飛びに取り消しと

いう無理な手法に踏み切ったことについて、

その法的な論理の裏づけはどういうものな

のかについては、土木建築部に聞いても答

弁できないことである。

また、埋め立てに重大な瑕疵があるとい

うところの確認が、知事のこれまでの会見

あるいは第三者委員会の報告書を見てもな

かなかとれない。土木建築部に聞いても、

重大な瑕疵と思えるのかということは、は

なはだ疑問である。

これらについて知事の見解を聞きたい。

２ 公有水面埋立承認の取り消しにおける環

境保全対策に関する見解について

（要調査事項の内容）

沖縄県では、環境保全対策に問題があっ

てもこれまで埋立事業を進めてきた。那覇

空港第２滑走路でも、泡瀬埋立でも、環境

保全対策に問題があっても、その都度対処

しながら事業を進めてきた。環境保全対策
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については、見解や判断が異なるだけで、

法的な瑕疵については何も指摘していない。

今回、知事がかわったからといって、法的

な取り扱いまで変えることは間違っており、

承認取り消し処分は無効である。土木建築

部は、全て法律にのっとって事業を進めて

きたと答弁している。辺野古は基地だから

だめなのか、基地でなければいいのか。知

事の見解を聞きたい。

なお、１及び２の事項については、「取り

上げること自体が決算審査の場にふさわし

くない。ましてや、第三者委員会の報告を

見てもなかなかわからないという認識の違

いは、総括質疑に知事の出席を求める理由

にならない。」、「そもそもの発端は、前知事

が公有水面埋立法に違反して埋立承認をし

たことであり、翁長知事がやっていること

は正しい。前知事が行ったでたらめなこと

は、議会で正常化しないといけない。」との

反対意見があった。


